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みえ元気プラン 政策体系一覧

主担当部局

Ⅰ　安全・安心の確保

1 1-1 災害対応力の充実・強化 防災対策部

1-2 地域防災力の向上 防災対策部

1-3 災害に強い県土づくり 県土整備部

2 2-1 地域医療提供体制の確保 医療保健部

2-2 感染症対策の推進 医療保健部

2-3 介護の基盤整備と人材確保 医療保健部

2-4 健康づくりの推進 医療保健部

3 3-1 犯罪に強いまちづくり 警察本部

3-2 交通安全対策の推進 環境生活部

3-3 消費生活の安全確保 環境生活部

3-4 食の安全・安心と暮らしの衛生の確保 医療保健部

4 4-1 脱炭素社会の実現 環境生活部

4-2 循環型社会の構築 環境生活部廃棄物対策局

4-3 自然環境の保全と活用 農林水産部

4-4 生活環境の保全 環境生活部

Ⅱ　活力ある産業・地域づくり

5 5-1 持続可能な観光地づくり 雇用経済部観光局

5-2 戦略的な観光誘客 雇用経済部観光局

5-3 三重の魅力発信 雇用経済部

6 6-1 農業の振興 農林水産部

6-2 林業の振興と森林づくり 農林水産部

6-3 水産業の振興 農林水産部

6-4 農山漁村の振興 農林水産部

7 7-1 中小企業・小規模企業の振興 雇用経済部

7-2 ものづくり産業の振興 雇用経済部

7-3 企業誘致の推進と県内再投資の促進 雇用経済部

7-4 国際展開の推進 雇用経済部

8 8-1 若者の就労支援・県内定着促進 雇用経済部

8-2 多様で柔軟な働き方の推進 雇用経済部

9 9-1 市町との連携による地域活性化 地域連携部

9-2 移住の促進 地域連携部

9-3 南部地域の活性化 地域連携部南部地域活性化局

9-4 東紀州地域の活性化 地域連携部南部地域活性化局

10 10-1 社会におけるＤＸの推進 デジタル社会推進局

10-2 行政サービスのＤＸ推進 デジタル社会推進局

11 11-1 道路・港湾整備の推進 県土整備部

11-2 公共交通の確保・充実 地域連携部

11-3 安全で快適な住まいまちづくり 県土整備部

11-4 水の安定供給と土地の適正な利用 地域連携部

Ⅲ　共生社会の実現

12 12-1 人権が尊重される社会づくり 環境生活部

12-2 ダイバーシティと女性活躍の推進 環境生活部

12-3 多文化共生の推進 環境生活部

13 13-1 地域福祉の推進 子ども・福祉部

13-2 障がい者福祉の推進 子ども・福祉部

人権・ダイバーシティ

福祉

交通・暮らしの基盤

観光・魅力発信

農林水産業

産業振興

人材の育成・確保

地域づくり

デジタル社会の推進

政　　　　　策 施　　　　　策

防災・減災、県土強靱化

医療・介護・健康

暮らしの安全

環境



Ⅳ　未来を拓くひとづくり

14 14-1 未来の礎となる力の育成 教育委員会

14-2 未来を創造し社会の担い手となる力の育成 教育委員会

14-3 特別支援教育の推進 教育委員会

14-4 いじめや暴力のない学びの場づくり 教育委員会

14-5 誰もが安心して学べる教育の推進 教育委員会

14-6 学びを支える教育環境の整備 教育委員会

15 15-1 子どもが豊かに育つ環境づくり 子ども・福祉部

15-2 幼児教育・保育の充実 子ども・福祉部

15-3 児童虐待の防止と社会的養育の推進 子ども・福祉部

15-4 結婚・妊娠・出産の支援 子ども・福祉部

16 16-1 文化と生涯学習の振興 環境生活部

16-2 競技スポーツの推進 地域連携部スポーツ推進局

16-3 地域スポーツと障がい者スポーツの推進 地域連携部スポーツ推進局

施策の推進を支えるために

行政運営 1 総合計画の推進 戦略企画部

2 県民の皆さんから信頼される県行政の推進 総務部

3 持続可能な財政運営の推進 総務部

4 適正な会計事務の確保 出納局

5 広聴広報の充実 戦略企画部

6 県庁ＤＸの推進 デジタル社会推進局

7 公共事業推進の支援 県土整備部

教育

文化・スポーツ

子ども
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施策１－１  

 

 

 

【主担当部局：防災対策部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

実践的な訓練を通じて、県、市町、防災関係機関等における災害への即応力の一層の強化や各主体 

の連携・協力体制のさらなる強化に取り組むなど、災害対応力の充実・強化を図ることにより、防災・ 

減災対策のさまざまなステージで各主体が役割を果たし、災害から県民の命と暮らしを守るための体 

制づくりが進んでいます。 

（課題の概要） 

南海トラフ地震や激甚化・頻発化する風水害など大規模な災害が、いつ、どこで発生してもおかし 

くない状況が続いていることから、県民の皆さんの命と暮らしを守るため、高い専門性と機動性を持 

って災害に即応し、的確な対策が実施できるよう、国、市町、防災関係機関等と連携し、災害対応力 

のさらなる向上を図っていく必要があります。 

 

現状と課題 

①毎年度、総合図上訓練や総合防災訓練を実施し、情報収集力、分析・対策立案力の向上、防災関係

機関との連携強化等に取り組んでいます。近い将来の発生が想定される南海トラフ地震や激甚化･

頻発化する風水害に対し、より迅速かつ的確に災害対策活動が行えるよう、組織体制や災害対応力

の強化、環境の整備が必要です。また、県の業務の継続体制を定めた「三重県業務継続計画（三重

県ＢＣＰ)」の継続的な検証に取り組む必要があります。 

  

②災害対策本部は、警戒体制時は防災対策部内の災害対策室、非常体制時は県庁講堂や講堂棟の会議

室等を活用することとしていますが、南海トラフ地震や激甚化・頻発化している風水害に備えるた

めには、ハード面を含めた災害対策本部機能等の一層の強化が必要です。 

 

③「三重県防災・減災対策行動計画」に基づき、防災・減災対策を推進しています。現行の「三重県

防災・減災対策行動計画」が令和４年度に計画期間を終了することから、これまでの取組の検証や

防災を取り巻く社会情勢の変化等をふまえた新たな計画の策定を進め、防災・減災対策の着実な推

進を引き続き図っていく必要があります。 

 

④国立研究開発法人海洋研究開発機構が開発・整備した、南海トラフ地震を海底で直接検知するため

のＤＯＮＥＴを活用し、県南部地域９市町において津波予測・伝達システムを運用しています。今

後も、伊勢湾岸地域も含めた運用に向けて、引き続き取組を進める必要があります。 

 

⑤「三重県職員防災人材育成指針」をふまえて毎年度策定する計画に基づき研修を実施し、役割や階

層に応じて必要となる能力の向上に取り組んでいます。今後も計画的・継続的に職員の人材育成を

進める必要があります。 
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⑥国や他都道府県等からの応援を円滑に受け入れ、効果的な被災者支援につなげるためには、県と市

町が連携した受援体制を構築する必要があり、「三重県市町受援計画策定手引書」を活用した市町

受援計画策定の支援等により、市町の受援体制の整備を促進しています。引き続き、県と市町とが

一体となった受援体制が整備されるよう市町の取組を支援する必要があります。 

 

⑦本県への台風襲来が予想される場合は、タイムラインを発動し、各段階に応じた「抜け・漏れ・落

ち」のない災害対策を講じています。引き続き、「三重県版タイムライン」について、市町のタイ

ムラインと連携して運用・検証し、台風接近時の適切な災害対策活動に取り組む必要があります。 

 

⑧物資の備蓄について、「三重県備蓄・調達基本方針」に基づき、セーフティネットとして現物備蓄

をしている食料や飲料水、生活必需品を適切に管理するとともに、県と市町で公的備蓄・調達目標

に対する充足状況を把握・共有しています。引き続き、備蓄目標に達していない哺乳瓶等の品目に

ついては、確保に努める必要があります。 

 

⑨「南海トラフ地震臨時情報」への対応について、市町に対して地域防災計画の修正や事前避難対象

地域の設定に関する助言を行うとともに、市町と連携して市町域を越える広域避難の検討に取り組

みました。また、南海トラフ地震臨時情報が発表された際に県民が適切な避難行動をとれるよう県

広報など、各種媒体を活用した普及啓発にも取り組んでいます。引き続き、市町と連携し、県有施

設の活用も含め、市町域を越える広域避難の具体的な調整等に取り組むとともに、県民等に対して

南海トラフ地震臨時情報への対応を周知する必要があります。 

 

⑩広域防災拠点について、災害発生時に物資集配機能や情報通信機能等が十分発揮できるよう、消防

設備・フォークリフト・非常用電気設備の点検や施設の修繕等の維持管理を行っています。引き続

き、適切な維持管理を行う必要があります。 

 

⑪防災通信ネットワークについて、常に良好な通信状態を確保するため、適正な維持管理を行うとと

もに、無線設備の新基準・新規格への適合や、機器の老朽化対応など、地上系防災行政無線設備の

更新を実施しています。今後は、衛星系防災行政無線の新規格への対応を計画的に進める必要があ

ります。 

 

⑫消防団の入団促進や消防本部の連携強化に取り組んでいます。近年の大規模な災害の発生により、

消防に寄せられる県民の期待はますます大きくなっていることから、引き続き、消防体制および消

防力のさらなる充実・強化に取り組む必要があります。 

 

⑬高圧ガス等の事故防止に向けて、保安確保のための取組を行っています。高圧ガス等の取扱事業者

に対して保安検査および立入検査等を実施し、適正な保安管理等の徹底を指導することにより、引

き続き、事業者の自主保安を推進し、産業保安の確保を図る必要があります。 

 

⑭防災ヘリコプターの運航により山岳遭難、水難事故等における要救助者及び傷病者等の救助、救急

搬送や林野火災における空中消火を行っています。引き続き、安全管理を徹底し、適正に運航を行

う必要があります。 

 

 3



⑮消防学校において消防職団員等に各種教育訓練を実施しています。引き続き、南海トラフ地震等の

大規模災害時においても迅速、確実に救助活動等が行えるよう訓練環境を整え、消防職団員の人材

育成や資質向上に取り組む必要があります。 

 

⑯有事への対応を迅速かつ的確に行うため、令和５年１月に国、関係機関と連携した国民保護図上訓

練を実施します。訓練を通じて明らかになった課題に対応するとともに、国民保護に関する県民の

理解を促進するため周知啓発を行っていく必要があります。 

 

⑰ＢＣＰの考え方に基づく病院災害対応マニュアルの整備促進に取り組むとともに、研修等の実施に

よる災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネーター、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＤＨＥＡＴの

体制強化等に取り組んでいます。引き続き、災害発生時における保健医療体制の充実・強化に取り

組む必要があります。 

 

⑱災害発生時、被災者の救出・救助に加え、被災状況を映像で把握することができる警察用航空機を

迅速に運航することが重要となることから、その安全運航に必要な機体の整備や操縦士の育成を図

る必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①大規模災害発生時に県民の生命を守ることを最優先に活動することができるよう、災害対策本部の

初動対応力をより一層強化するため、外部の専門的なノウハウを活用した実践的な防災訓練を実施

し、災害に即応できる人材育成に取り組むとともに、災害対策本部の対応方針を決定するシチュエ

ーションルームをより効果的に運用するための環境整備等を行います。また、大規模災害時に災害

対応を円滑に実施できるよう、各所属が優先して取り組む業務などを整理した「三重県業務継続計

画（三重県ＢＣＰ)」の継続的な検証に取り組みます。 

 

②市町や国、防災関係機関等と連携した災害対応が迅速に実施できるよう、災害対策活動のオペレー

ション機能の強化に向けた取組を進めるとともに、大規模災害発生時にインフラが途絶した状況に

おいても災害対策本部が継続的に災害に対応できるよう、職員の活動環境の充実を図ります。 

 

③新たに策定する「三重県防災・減災対策行動計画（仮称）」に基づき、災害対応力の充実・強化、地

域防災力の向上に取り組みます。 

 

④南海トラフ地震による津波を早期に検知し、迅速な初動対応や的確な避難につなげるため、「ＤＯＮ

ＥＴを活用した津波予測・伝達システム」を引き続き運用するとともに、伊勢湾岸地域への運用拡

大に向けて取り組みます。 

 

⑤「三重県職員防災人材育成指針」をふまえて毎年度策定する研修計画に基づき、東日本大震災の被

災体験談など災害（被災）のイメージ力を向上させる研修教材等を活用しながら、役割別や階層別

の研修等を通じて職員の防災・減災に対する能力の向上に取り組みます。 

 

 

防災対策部 
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⑥市町受援計画に基づき、避難所までの物資輸送、他県等から市町への応援職員やボランティアの受

け入れ等が円滑に進むよう、市町における受援体制の整備を支援します。 

  

⑦「三重県版タイムライン」を市町のタイムラインと連携して運用・検証し、台風接近時の適切な災

害対策活動に取り組み、被害の最小化につなげます。 

 

⑧物資の備蓄について、現物備蓄している物資の適切な管理を行うとともに、市町と連携して必要な

物資を現物備蓄または流通備蓄により確保します。 

 

⑨「南海トラフ地震臨時情報」が発表された場合の適切な避難行動に資する啓発や、県有施設の活用

も含めた市町域を越える広域避難の具体的な調整等について、市町と連携し「南海トラフ地震臨時

情報」の発表に備えた対策の充実を図ります。 

 

⑩広域防災拠点について、施設の機能が維持されるよう必要な点検や修繕等により、適切な維持管理

を行います。 

 

⑪救助・救援に必要な情報の伝達・共有を確実にし、災害時における県・市町や防災関係機関との通

信を確保するための防災通信ネットワークについて、衛星系防災行政無線設備の新規格への対応を

進め、より信頼性の高い設備に更新するとともに、適切に維持管理します。 

 

⑫減少傾向にある消防団員を確保するため、市町および三重県消防協会と連携し、機能別消防団員制

度の導入を促進しつつ、特に、近年大きく減少している青年層団員の確保に注力するなど、消防団

の充実・強化に取り組みます。また、「三重県消防広域化及び連携・協力に関する推進計画」に基づ

き、消防の広域化および連携・協力の推進に取り組みます。 

 

⑬高圧ガス等の産業保安について、適正な保安管理等を徹底するため、保安検査、立入検査等を実施

するともに、自主保安の推進を支援するための研修等を行います。また、「三重県石油コンビナート

等防災計画」に基づき、コンビナート事業者の防災対策を促進します。 

 

⑭防災ヘリコプターの運航により山岳遭難、水難事故等における要救助者及び傷病者等の救助、救急

搬送や林野火災における空中消火を迅速かつ的確に行います。また、二人操縦士体制により、運航

の安全性を確保します。 

 

⑮消防学校において消防職団員等に各種教育訓練を実施し、知識・技術の習得を図るとともに、実践

的な救助訓練等にも取り組みます。 

 

⑯有事への対応をより迅速かつ的確に行うため、三重県国民保護計画等の所要の見直しを行うととも

に、国、関係機関と連携した図上訓練を実施します。また、国民保護に関する県民の理解を促進す

るため周知啓発を行っていきます。 
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⑰災害時においても必要な保健医療が提供できるよう、ＢＣＰの考え方に基づく病院災害対応マニュ

アルの整備促進と定着化を図るとともに、研修等の実施による災害医療コーディネーター、災害薬

事コーディネーター、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＤＨＥＡＴの体制強化等に取り組みます。特に、急性

期の災害医療体制を強化するため三重ローカルＤＭＡＴの養成に取り組みます。 

 

 

⑱警察用航空機のうち航空「いせ」が、令和５年度に法定点検を迎えるため、必要な整備を行います。

また、新規操縦士候補者である職員に対し、警察用航空機運航に必要な資格を早期に取得させます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県の災害等への対応力を向上させる

ために実施する訓練の回数 

（県が主催し、国・市町・防災関係

機関と連携して実施している訓練

や、各部隊・地方部で実施する訓練

の回数） 

  

21 回 

 

 

21 回 

 

21 回 

 

14 回 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

市町が実施する図上訓練に対して県

が支援・参加した市町数 

（市町が実施する図上訓練に対し

て、県が支援や参加を行った市町の

数（支援・参加済み市町数）） 

  

３市町 

 

 

10 市町 

 

29 市町 

 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

消防団員の減少数 

（各市町における消防団員の前年か

らの減少数） 

  

200 人 

 

 

150 人 

 

０人 

 

250 人 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

県内のＤＭＡＴチーム数 

（県内の医療機関が保有するＤＭＡ 

Ｔチーム数） 

  

29 隊 

 

 

34 隊 

 

51 隊 

 

29 隊 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

警察本部 

医療保健部 
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施策１－２  

 

 

 

【主担当部局：防災対策部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

地域や学校における防災に関する取組が継続的に行われることで、夜間に地震や突発的な豪雨が発

生した場合など通常より避難が困難な状況であっても、すべての避難を必要とする人が適切に避難で

きる地域づくりが進むとともに、災害を「我が事」としてとらえ自ら進んで防災情報をホームページ

等から収集するなど県民の皆さんの防災意識が高まり、日ごろから災害への備えが進んでいます。 

（課題の概要） 

人口減少と高齢化の一層の進展により、地域の防災活動を担う人材が不足するとともに、災害時の

避難行動に支援を要する人が増加し、地域における日ごろからの災害への備えが求められています。 

 

現状と課題 

①近い将来の発生が想定される南海トラフ地震や激甚化・頻発化する風水害に備えるため、「みえ防

災・減災センター」と連携し、県民の「自助」や地域の「共助」による防災活動を支援する防災人

材の育成をはじめ、シンポジウムの開催や「みえ防災・減災アーカイブ」の活用による県民の防災

意識の醸成、課題に応じた研修会の実施や防災相談への対応など市町や企業等の支援に取り組んで

います。今後も育成した人材を活用するとともに、さまざまな防災関係機関、県民等が相互に連携

し、防災対策に取り組む必要があります。 

 

②市町における津波避難対策は着実に進んでいますが、その効果をより確かなものにするため、これ

まで実施してきた対策の検証を行う必要があります。南海トラフ地震による津波から県民の命を守

るため、津波から迅速かつ安全に避難できるかについて検証を行い、必要な対策を促進する必要が

あります。 

 

③避難所の適切な運営や避難所における感染症対策に関するアセスメントを実施しています。また、

災害リスクの高い区域に立地する社会福祉施設における実効性のある避難対策を進めるため、モデ

ル施設を選定の上、課題の洗い出しと訓練による解決策の検証に取り組んでいます。今後も、県民

の適切な避難行動を促進するための取組を支援する必要があります。 

 

④少子高齢化の進展により、地域の防災活動を担う若い人材が不足し、若者の参画が進まない現状が

あります。地域における防災活動を持続的に推進するためには、若者の防災意識の向上を図り、次

代の地域防災を担う人材を育成する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

地域防災力の向上 
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⑤ハザードマップの作成や地域の避難計画、避難行動要支援者の個別避難計画の策定など、市町が取

り組む風水害対策や南海トラフ地震対策の充実・強化について、地域減災力強化推進補助金による

支援を行っています。また、同補助金を活用して、避難所運営マニュアルの作成や新型コロナウイ

ルス感染症対策に必要な資機材整備など、市町による避難所の運営・環境整備の取組を支援してい

ます。さらに、海抜ゼロメートル地帯の広域避難対策として、桑員地域２市２町及び三泗地区１市

３町における広域避難に関する取組を支援しています。引き続き、市町が実施する防災・減災対策

の取組を支援する必要があります。 

 

⑥災害時の県民の適切な避難行動を促進するとともに、県民の防災意識の向上を図るため、気象や災

害に関する防災情報を、ホームページやＳＮＳなどさまざまな手段を用いてわかりやすく提供して

います。今後も、避難を必要とするすべての人が適切に避難を行えるよう、きめ細かな防災情報を

多様な媒体により迅速にわかりやすく提供する必要があります。 

 

⑦「みえ災害ボランティア支援センター（ＭＶＳＣ）」の運営に参画し、ＭＶＳＣの参画団体が実施

する研修会等へ参加することにより、ＭＶＳＣとの連携強化を図っています。引き続き、大規模災

害時に、県内外からのボランティアや専門性を有するＮＰＯ等が、円滑かつ効果的に支援活動がで

きる環境を充実・強化する必要があります。 

 

⑧防災ノートを県内の小学校、中学校、高校、特別支援学校等の新入生等に配付するとともに、防災

ノートと１人１台学習端末を組み合わせた防災教育に取り組んでいます。引き続き、防災ノートと

新たに作成したデジタルコンテンツを活用して、効果的な防災学習を進める必要があります。 

 

⑨防災に関する専門的な知識・スキルを持つ教職員を養成するため、学校防災リーダー等教職員研修

を実施するとともに、学校が実施する体験型防災学習や防災訓練等の取組を支援しています。本県

の高校生が東日本大震災の被災地を訪問し、ボランティア活動や交流学習に取り組むこととしてい

ます。引き続き、研修等を通じて、教職員の防災意識と指導力の向上を図るとともに、被災地との

交流に取り組む必要があります。 

 

⑩学校の危機管理マニュアルの改訂や避難訓練、防災教育の実践方法等について、市町や県立学校に

指導・助言を行っています。また、災害時の学校運営に関する専門的な知識や実践的な対応能力を

備えた教職員による災害時学校支援チームについて、スキルアップ研修を開催し、隊員の資質向上

を図っています。今後も市町等と連携して、学校の防災対策の強化に向けた取組を推進する必要が

あります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①「みえ防災・減災センター」と連携し、県民の「自助」や地域の「共助」による防災活動を支援す

る人材を育成するとともに、みえ防災人材バンクへの登録を進め、登録した人材を地域の防災活動

へ派遣します。また、県民の防災意識の醸成につながるシンポジウムや研修会、みえ防災・減災ア

ーカイブを活用した普及啓発を行うとともに、企業や市町・自主防災組織等の活動支援に取り組み

ます。 

 

防災対策部 
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②有識者の助言を得ながら、夜間など避難が困難な状況であっても津波から迅速かつ安全に避難でき

るかの観点で、これまでの津波避難対策の実効性について検証を行うとともに、ハード・ソフトを

組み合わせながら、課題解決のための対策を行う市町に対し支援を行います。 

 

③感染症対策をふまえた避難所運営について、アセスメントの実施などにより運営に携わる自主防災

組織等の対応力向上を図ります。また、災害リスクの高い区域に立地する社会福祉施設における実

効性のある避難対策を促進します。 

 

④県内の学生等を地域防災の担い手として育成し、その方々が若年層の防災意識の向上を図るととも

に、他の若者を巻き込んで地域で防災活動を行うことにより、災害に強い地域づくりを進めます。 

 

⑤市町が取り組む風水害対策や南海トラフ地震対策の充実・強化、避難所運営マニュアルの作成や避

難所における新型コロナウイルス感染症対策の取組、海抜ゼロメートル地帯での広域避難を含めた

避難対策を支援します。 

 

⑥「防災みえ．ｊｐ」のホームページやメール・ＳＮＳにより気象や災害に関する防災情報を県民に

迅速にわかりやすい表現で提供することで、県民の適切な避難行動を促進します。 

 

 

⑦大規模災害時に県内外からの災害ボランティアを円滑に受け入れられるよう、「みえ災害ボランティ

ア支援センター」の運営に参画します。また、研修会の開催等を通じ、市町・社会福祉協議会・Ｎ

ＰＯ等と連携して市町における受援体制の整備の支援に取り組みます。 

 

 

⑧県内の小学校、中学校、高校、特別支援学校等の新入生等に防災ノートを配付するとともに、防災

タウンウォッチングや避難訓練など、防災教育のさまざまな場面で１人１台学習端末を活用した取

組を推進します。また、保護者と児童生徒が、防災ノートや地震体験動画などの防災教育用デジタ

ルコンテンツを活用して、家庭の防災対策を話し合うことを促進するなど、家庭における防災の取

組を進めます。 

 

⑨家庭や地域と連携した学校の体験型防災学習等を支援するとともに、学校防災リーダー等教職員を

対象とする防災研修に、学校危機管理マニュアルの改訂のポイントや 1 人 1 台学習端末を活用した

防災授業の指導方法を取り入れるなど、教職員の防災意識と指導力の向上を図ります。また、県内

の中高生を東日本大震災の被災地に派遣し、現地の方との交流や学習を通して、災害時に地域で自

ら行動できる防災人材の育成に取り組みます。 

 

⑩学校の危機管理マニュアルの改訂や避難所運営にかかる訓練等について、市町や県立学校への指導

助言を行うとともに、災害時学校支援チーム隊員のスキルアップを図り、県内外で災害が発生した

際には、被災した学校にチーム隊員を派遣して、教育再開等の支援を行います。 

 

 

 

教育委員会 

環境生活部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 

 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

地域で夜間避難に資する取組を新た

に実施した市町数 

（夜間の避難を想定し、訓練や避難

路の確認等を新たに実施した市町

数） 

  

６市町 

 

 

12 市町 

 

29 市町 

 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

県が防災情報を提供するホームペー

ジのアクセス数 

（県が防災情報を提供するツールで

ある防災みえ．ｊｐのホームページ

のアクセス数） 

  

3,247 千件 

 

 

3,279 千件 

 

3,375 千件 

 

3,215 千件 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

津波避難対策として一時避難施設の

整備等に新たに取り組んだ市町数 

（津波避難タワーをはじめとする一

時避難施設の整備など、津波浸水想

定区域内19市町の全ての要避難者が

確実に避難できるよう、今後５年間

で新たな対策に取り組んだ市町数） 

  

４市町 

 

 

８市町 

 

19 市町 

 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

家庭や地域と連携した防災の取組を

実施している学校の割合 

（家庭や自主防災組織、自治会など

と、防災訓練などの取組を実施して

いる公立小中学校および県立学校の

割合） 

  

85.0％ 

 

 

100％ 

 

100％ 

 

75.0％ 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 
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施策１－３  

 

 

 

【主担当部局：県土整備部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

河川整備や堆積土砂の撤去に加え、流域全体で水害を軽減させる流域治水プロジェクトが進んでい

ます。 

土砂災害から県民の皆さんの生命、財産を守るえん堤等の整備が進み、特に要配慮者利用施設等の

保全が進んでいます。また、盛土災害を防止する通報体制の整備や、山地災害危険地区における治山

施設整備が進んでいます。 

大規模地震発生後の津波等による被害軽減のため、海抜ゼロメートル地帯等における河川・海岸堤

防や大型水門等の耐震対策が進んでいます。 

災害直後から緊急輸送道路の円滑な通行を確保するため、大規模地震後もすぐに通れる橋、土砂崩

れのない道路等の整備が進んでいます。 

河川監視カメラ等の配備拡充による被災情報の迅速な把握や、新規導入した排水ポンプ車など初動

体制が強化されています。 

定期点検に基づく適切なメンテナンスにより、災害時・平常時を問わずインフラの機能が確保され

ています。 

（課題の概要） 

豪雨等が頻発化・激甚化する中で、県内河川は雨水の流下能力が未だ不十分な現状に加え、土砂の

堆積により流れが阻害され、浸水被害が多発するリスクが高まります。加えて、山地では土砂崩れも

増加し、周辺の社会福祉施設を含めた住民への被害が生じるリスクが高まります。 

強い台風の増加による伊勢湾沿岸での高潮や、南海トラフ地震等が想定される中で、堤防や水門等

が強い地震動や高潮・津波に対応できず広範囲で被害が生じるリスクが高まります。 

大規模災害時に緊急輸送道路の通行が不能となり、物資輸送や復旧・復興に大きな支障を及ぼしま

す。 

急速なインフラの老朽化により、災害に対する機能が低下し、小規模な災害でも大きな被害が生じ

るリスクが高まります。 

 

現状と課題 

①令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など、頻発化・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震か

ら県民の皆さんの生命と財産を守るため、通常予算に加え「防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策」予算を活用し、河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震対策等を

進めています。しかし、対策が必要な箇所はまだ多数存在しており、防災・減災対策の必要性もま

すます高まっていることから、ハード・ソフトの両面からさらなる推進が求められています。 

 

②気候変動に伴い頻発化・激甚化する水災害に対しては、あらゆる関係者が協働し、流域全体で水害

を軽減させる治水対策「流域治水」を展開することが必要です。令和３年度に取りまとめた「流域

治水プロジェクト」に基づきその取組を推進しています。また、防災・減災や地球温暖化対策など

の観点から生態系を活用したグリーンインフラの展開が求められています。 

 

災害に強い県土づくり 
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③河川等の堆積土砂および樹木繁茂により浸水被害などが助長されるおそれがあることから、河川の

流下能力等を回復するため、緊急浚渫推進事業も活用して河川や砂防えん堤の堆積土砂撤去および

樹木伐採を進めています。 

 

④土砂災害発生の危険性がある区域では、土砂災害防止施設の整備により引き続き対策を進めていま

すが、特に自力避難が困難な方々が利用する要配慮者施設や避難所等を保全していく必要がありま

す。 

 

⑤南海トラフ地震の発生が懸念されている中、大規模地震発生後の津波・高潮等による浸水被害を軽

減するため、海抜ゼロメートル地帯などにおける河川・海岸堤防や河口部の大型水門等の耐震対策

を進めています。引き続き、河川管理施設や海岸保全施設等の機能の確保と強化が求められていま

す。 

 

⑥災害発生時に確実に通行できる緊急輸送道路の整備を進めていますが、緊急輸送道路の中には大規

模災害時に被災するおそれがある場所や車両のすれ違いが困難な区間があり、これらの箇所の対策

が引き続き必要です。 

 

⑦自発的な避難行動や迅速な初動に資するソフト対策として、道路・河川ＤＸ中期計画に基づき道路・

河川の監視カメラや危機管理型水位計の設置に取り組んでいます。また、土砂災害情報提供システ

ムを通じて土砂災害に関するリスク情報をリアルタイムで発信していますが、多くの方によりわか

りやすく伝えることが求められています。熊野灘沿岸では、高潮発生時に住民の素早い避難活動を

促し浸水被害を軽減するために必要な高潮浸水想定区域が未指定となっています。 

 

⑧建設後 50 年を超えるインフラ施設が急速に増加し、劣化による機能低下が懸念される中、老朽化

が進んでいる道路・河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の将来にわたる必要な機能を確保するた

め、メンテナンスサイクルの取組を進めています。今後も、このサイクルを持続的かつ着実に実施

し、安全性を確保していくとともに、将来的に増加するメンテナンスコストの縮減・平準化を一層

図る必要があります。 

 

⑨気候変動に伴い、台風や集中豪雨による災害が多発する中、引き続き、山地災害からの早期復旧を

図るとともに、災害を未然に防止するための治山施設の整備や、保安林の適正な整備を進めていく

必要があります。 

 

⑩南海トラフ地震や津波・高潮に対する安全性の確保を図るため、漁港海岸堤防等の耐震・耐津波対

策や高潮対策、長寿命化計画に基づく機能保全に取り組んでいます。引き続き、堤防等の海岸保全

施設の機能の確保と強化が求められています。 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①頻発化・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震から県民の皆さんの生命と財産を守るため、三重

県国土強靱化地域計画に基づき、河川・海岸・土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震対策等を推進

します。「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」について、「５年後の達成目標」を

ふまえ計画的に推進します。 

 

②水災害に対して流域のあらゆる関係者で取り組む治水対策を取りまとめた「流域治水プロジェク

ト」に基づき取組を着実に進めていきます。洪水・地震・高潮洪水などに対し重要度や緊急性の高

い河川を中心に改修を進めるとともに、治水上ネック点となっている橋梁等の河川横断構造物を重

点的に改築することにより、治水安全度の向上を図ります。また、気候変動をふまえた河川整備計

画の策定に取り組みます。鳥羽河内ダムについては、工事用道路の整備を進め、本体工事に着手し

ます。このほか災害復旧事業については、早期完了に向けて取り組みます。さらに、生態系を活用

した防災・減災対策として、グリーンインフラを推進します。 

 

③河川等の堆積土砂および樹木繁茂により浸水被害等が助長されるおそれがあることから、関係市町

と共に優先度等を検討し、河川や砂防えん堤の堆積土砂撤去・樹木伐採を積極的に進めます。また、

官民連携の取組として砂利採取制度を活用した堆積土砂の撤去を促進します。 

 

④砂防については、土砂災害防止施設の整備により、特に自力避難が困難な方々が利用する要配慮者

利用施設や避難所の保全を進めます。土砂災害警戒区域等の指定については、引き続き、開発等で

地形改変などがあった箇所を抽出し、２巡目の基礎調査を進めます。また、違法な盛土への対応と

して構築した住民からの通報の仕組みを引き続き運用するとともに、砂防指定地等における違反行

為には行政指導等により厳しく対応していきます。 

 

⑤高潮災害防止のための海岸保全施設の整備や、地震・津波による被害軽減のため、県管理の河川・

海岸堤防や河口部の大型水門の耐震対策を推進します。また、堤防については粘り強い構造とする

施設整備を進めます。 

 

⑥災害発生時に対応できる輸送機能を確保するため、緊急輸送道路に架かる橋の落橋や倒壊対策、洪

水で橋が流されない対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違いが困難な箇所の道幅を拡幅する対

策を着実に進めます。 

 

⑦県民の皆さんの主体的な避難行動に資するソフト対策として、道路・河川ＤＸ中期計画に基づく道

路・河川の監視カメラや危機管理型水位計の設置、高潮特別警戒水位の設定などに取り組みます。

また、土砂災害情報提供システムを通じて発信する土砂災害のリスク情報について、よりわかりや

すく伝える方法を検討し運用していきます。そのほかに、大規模災害への備えとして新規導入・整

備した排水ポンプ車・災害コントロールルームの活用、現場での実動訓練の積み重ねによる初動体

制の確保や初動を迅速化する危機管理体制の強化に取り組みます。また、市町が作成するハザード

マップへの高潮浸水想定区域情報の掲載を促進するとともに、熊野灘沿岸の高潮浸水想定区域の指

定に向けて浸水想定区域図の作成に取り組みます。 

 

県土整備部 
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⑧老朽化が進んでいる道路・河川・海岸・土砂災害防止施設については、長寿命化計画に基づく計画

的な施設の修繕・更新を行います。また、各施設の長寿命化計画は適宜、見直しを行います。 

 

 

⑨台風等による山地災害からの早期復旧に取り組むとともに、山地災害危険地区の施設整備未着手箇

所や荒廃森林において治山事業を実施し、災害の未然防止を図ります。また、土砂流出防止等の公

益的機能が低下した保安林内の森林整備を進めるとともに、長寿命化計画に基づき老朽化した治山

施設の改修に取り組みます。 

 

⑩大規模地震や津波・高潮に対する安全性の確保を図るため、引き続き、漁港海岸堤防等の耐震・耐

津波対策や高潮対策を計画的に実施するとともに、長寿命化計画に基づく機能保全に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

河川の流れを阻害する堆積土砂の堆

積量（累計） 

（河川の流れを阻害する堆積土砂量

（ ）は平成 30年度末の堆積量に対

する削減の数値） 

 249 万㎥ 232 万㎥ 

185 万㎥ 

東京ドーム 

1.0 杯分 

40％削減 

270 万㎥ 

東京ドーム 

0.3 杯分 
－ － － 

要配慮者利用施設および避難所を保

全する施設の整備率 

（事業実施個所のうち要配慮者利用

施設および避難所を保全する施設整

備（30 箇所）の事業完了の割合） 

 10％ 13％ 63％ 

－ － － － 

市町ハザードマップへの高潮浸水想

定区域情報の掲載率 

（ハザードマップへの高潮浸水想定

区域情報を掲載した市町の割合 

（掲載市町／全体 11 市町）） 

 54% 72% 100％ 

45％ － － － 

大規模地震でも壊れない補強された

橋の割合 

（緊急輸送道路に架かる橋梁のう

ち、大規模地震でも致命的な損傷に

ならないように補強された橋の割

合） 

 92％ 94％ 100％ 

91％ － － － 

被災箇所を早期発見し、初動を迅速

化する体制の構築 

（道路・河川の重点監視箇所（道路

100 箇所・河川 102箇所）への監視カ

メラとコントロールルームの設置状

況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路カメラ 

設置率 58％ 

河川カメラ 

設置率 54％ 

コントロール

ルーム設置 

道路カメラ 

設置率 71％ 

河川カメラ 

設置率 67％ 

道路・河川の

重点監視箇所

における画像

情報の集中監

視体制の完成 

パトロールや

住民などから

の通報を中心

とする情報収

集 

－ － － 

橋梁の修繕完了率 

（定期点検で早期措置（健全性区分

Ⅲ）と診断された橋梁のうち、次回

点検までに措置を完了した橋梁の割

合） 

 

 100％ 100％ 100％ 

100％ － － － 
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施策２－１  

 

 

 

【主担当部局：医療保健部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

患者の状態に応じた質の高い効率的・効果的な医療が提供されるよう、県民の皆さんと将来あるべ

き医療提供体制についての共通理解が進み、医療機能の分化・連携、医療従事者の確保、がん・循環

器病対策、救急医療など、地域の医療提供体制が充実しています。 

（課題の概要） 

中長期的な高齢化の進展により、医療需要が増加するとともに、肺炎や脳血管疾患、骨折など高齢

者に多くみられる疾病が増加するなど、疾病構造の変化が進んでおり、これらの医療を巡る状況の変

化に対応した医療提供体制を構築する必要があります。 

医師数は着実に増えていますが、依然として不足している状況にあり、偏在も解消には至っていな

い状況です。また、看護職員についても、就業者数は年々増加の傾向にあるものの、依然として不足

する状況にあり、領域別の偏在もみられます。 

 

現状と課題 

①団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年を見据えた、地域のあるべき医療提供体制を示す地域医療

構想の達成に向け、県内８地域において地域医療構想調整会議等を開催し、今般の新型コロナウイ

ルス感染症をふまえた今後の医療提供体制のあり方等について協議を進めています。令和７年が目

前に迫るなか、コロナ禍における受療行動や医療機関の診療実績等の変化の状況も十分にふまえた

上で、人口減少・少子高齢化や医師の働き方改革への対応なども見据えながら、医療機能の分化・

連携を進めていく必要があります。 

 

②「第７次三重県医療計画」に基づき、「５疾病・５事業及び在宅医療」における切れ目のない適切

で効率的な医療提供体制の構築に向けて取り組んでいます。現計画が令和５年度で最終年度を迎え、

次期計画からは、「新興感染症等の感染拡大時の医療」が新たに記載事項に追加されることもふま

え、検討を進めていく必要があります。 

 

③医師の確保について、「三重県医師確保計画」に基づき、地域医療支援センターにおいて医師のキ

ャリア形成支援や医師不足地域への派遣調整を行うとともに、医師修学資金貸与制度の運用などの

医師確保対策に取り組んでいます。各診療科の専門医資格を取得するための専攻医として県内で 91

名（令和４年度研修開始）が登録するなど、若手医師は着実に増えていますが、国から示された都

道府県ごとの医師偏在指標は下位（医師少数都道府県）に位置づけられるなど、医師数は不足して

いる状況にあり、また、偏在の課題もあることから、引き続き、地域医療に従事する医師の確保を

図る必要があります。また、次期計画の策定に向け、検討を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

地域医療提供体制の確保 
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④看護職員の確保について、三重県看護職員確保対策検討会での議論をふまえ、人材確保対策や定着

促進対策等に取り組んでおり、看護職員数は年々増加の傾向にありますが、県全体では未だ不足し

てします。今後も看護職員の確保・定着を図るとともに、偏在の解消に向けた取組を進める必要が

あります。また、特定行為研修の受講を促進することや、感染症への対策強化を目的に三重大学医

学部附属病院と協力し、新たに県立看護大学に開設した認定看護師教育課程「感染管理」により感

染管理認定看護師を養成することなど、引き続き看護職員の資質向上に取り組む必要があります。 

 

⑤地域医療の魅力を発信する取組として、医学生を対象としたへき地医療の魅力を伝える研修会や、

高校生を対象とした「みえ地域医療オンラインセミナー」を開催し、病院訪問や医療従事者との交

流を実施しています。引き続き、地域医療を担う次世代の医療人材の育成を図る必要があります。 

 

⑥医師や看護職員の勤務環境改善について、医療勤務環境改善支援センターを通じて、各医療機関の

取組を支援しています。医療従事者の働き方改革が進められるなか、「女性が働きやすい医療機関」

認証制度の推進等により、引き続き、医療機関の勤務環境改善の取組を支援していく必要がありま

す。 

 

⑦へき地医療拠点病院等からの代診医派遣など、医療資源が不足するへき地でも適切な医療を受ける

ことができるよう取り組んでいます。コロナ禍においてオンライン診療等へ注目度が高まる中、へ

き地医療においても、オンライン診療等の活用を検討する必要があります。 

 

⑧薬局については、在宅医療や健康支援等の拠点としての機能強化が求められていることから、それ

らを担う薬剤師の確保・育成を図る必要があります。また、薬剤師については、地域や職域で偏在

があることから、これらの解消を図る必要があります。 

 

⑨「三重県がん対策推進計画（第４期三重県がん対策戦略プラン）」に基づき、避けられるがんを防

ぐことや、さまざまながんの病態に応じて、適切ながん医療や支援を受けられるよう、総合的かつ

計画的ながん対策を実施しています。現計画が令和５年度で最終年度を迎えることから、次期計画

の策定に向け、国の次期基本計画の動向も見据えながら、検討を進める必要があります。 

 

⑩がん征圧月間（９月）などのあらゆる機会をとらえ、がん検診の受診促進や健康的な生活習慣確立

の重要性等について、広く県民に啓発するとともに、市町の各種がん検診や精密検査における受診

率向上の取組が一層進展するよう、がん検診精度管理調査における結果の情報共有等や市町での受

診勧奨を効果的に進めるための支援を行っています。避けられるがんを防ぐとともに、がんの早期

発見・早期治療につながるよう、引き続き、県民へのがんに関する正しい知識の普及や市町の各種

がん検診の受診率向上を図る必要があります。 

 

⑪がん診療を行う医療機関に対して施設・設備整備等の支援を行うなど、がん診療連携拠点病院等を

中心に、がん医療提供体制の整備を進めるとともに、がん医療に携わる医療関係者を対象とした研

修会を開催するなど、精度の高いがん登録情報の収集に努めています。がん医療の一層の充実を図

るため、引き続き、施設・設備整備等の支援やがん医療提供体制の整備を実施するとともに、全国

がん登録の円滑な実施の促進やがん登録で得られた情報の利活用を図っていく必要があります。 
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⑫三重県がん相談支援センターおよび各がん診療連携拠点病院等に設置されているがん相談支援セ

ンターにおいて、がん患者とその家族等のための相談を実施しています。また、がん患者の治療と

仕事の両立が可能となる環境を整備するため、医療機関や三重労働局等の関係機関と連携し、事業

者に対して、がんに関する正しい知識の普及啓発を実施しています。引き続き、がん患者がそれぞ

れの病態や実情に応じた支援を受けることのできる体制を整備する必要があります。 

 

⑬脳卒中や心筋梗塞等の循環器病対策について、令和４年３月に策定した「三重県循環器病対策推進

計画」に基づき、循環器病の予防や正しい知識の普及啓発に取り組んでいます。また、令和４年度

から循環器病に関する相談支援窓口として三重大学医学部附属病院に設置されている「脳卒中・心

臓病等総合支援センター」とも連携し、循環器病に関する情報提供や相談支援等の取組を行ってい

ます。現計画が令和５年度で最終年度を迎えることから、次期計画の策定に向け、国の次期基本計

画の動向も見据えながら、検討を進める必要があります。 

 

⑭休日、夜間に安心して受診できる体制を確保するため、救急医療情報システムの運営を行うととも

に、かかりつけ医の必要性、適切な受診行動や相談窓口の普及啓発を行っています。救急搬送者の

半数以上が軽症者であることから、救急車の適正利用など、適切な受診行動に関する啓発活動を引

き続き行う必要があります。 

 

⑮重症患者の救急医療体制を確保するため、救命救急センターの運営、ドクターヘリの運航等を支援

しています。また、医療審議会の審議を踏まえ三重大学医学部附属病院の高度救命救急センター指

定に向けた取組を進めています。効果的なドクターヘリの運航体制や救急医療体制について引き続

き検討していく必要があります。 

 

⑯安心して子どもを産み育てる環境づくりのため、周産期母子医療センターや小児救急医療機関の運

営、新生児ドクターカー（すくすく号）の運用に対する支援を行うとともに、「みえ子ども医療ダ

イヤル（＃8000）」による電話相談を実施しています。周産期死亡率については全国平均より低い

値を維持しておりますが、さらなる改善に向けて引き続き取り組んでいく必要があります。小児在

宅医療については、多職種による連携体制やレスパイト体制の構築を県内全域で進めており、今後

も多職種が連携した取組を進めていく必要があります。 

 

⑰救命率の向上を図るため、消防職員の救急救命士養成機関への入校を支援し、救急救命士の養成に

取り組むとともに、救急救命士が行う輸液などの特定行為を円滑に行うための講習、通信指令員に

係る救急教育を実施するなど救急救命士の資質向上に取り組んでいます。引き続き、三重県救急搬

送・医療連携協議会によるメディカルコントロール体制のもと、救急救命士の養成や資質向上等に

取り組む必要があります。 

 

⑱三重県医療安全支援センターの相談窓口において医療に関する相談等に対応するほか、医療安全研

修会の開催や、院内感染対策等に対応するため、県内の支援体制の整備を進めています。引き続き

相談対応を通じ、患者や家族等と医療機関との信頼関係の構築を支援していくとともに、県内医療

機関における院内感染対策や医療安全体制の強化を図っていく必要があります。 
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⑲こころの医療センターにおいては県内の精神科医療の中核病院としての機能や地域生活支援の取組

を、一志病院においてはプライマリ・ケアの実践や人材育成、予防医療の取組を、志摩病院におい

ては指定管理者制度のもと地域の中核病院としての取組を進めています。今後も、それぞれの役割

やニーズに応じた医療を提供しながら、健全な病院運営を行っていく必要があります。 

 

⑳新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、各病院において引き続き感染患者等の受入れや検査な

どに対応していく必要があります。 

 

㉑国民健康保険の財政運営の責任主体として国保運営の中心的な役割を担っており、市町ごとの納付

金の額の決定や、各市町への保険給付費等交付金の交付等を通じて、財政運営の安定化に努めてい

ます。さらに制度の持続可能性を高めるため、引き続き市町と連携し保険財政の安定化や医療費適

正化、保険料水準の平準化に取り組んでいく必要があります。 

 

㉒子ども・一人親家庭等・障がい者が、安心して必要な医療を受けられるよう、各市町が実施する福

祉医療費助成事業を支援していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①地域医療構想の達成に向け、県内８地域の地域医療構想調整会議および病床を有する医療機関等の

意見交換会において、各医療機関の令和７年に向けた具体的対応方針に係る合意形成を図り、医療

機関の機能分化・連携を進めます。また、コロナ禍において、医療提供体制の在り方が課題となっ

たことをふまえ、医療に対する県民の意識調査や県内病院の診療実績等の分析に取り組み、今後の

持続可能な医療提供体制の構築に向けた検討を進めます。 

 

②令和６年度からの次期医療計画について、新たに記載事項に追加された「新興感染症等の感染拡大

時の医療」を含めた「５疾病・６事業及び在宅医療」の医療提供体制の整備等に向けて、医療審議

会等における協議を通じて策定に取り組みます。 

 

③医師の確保について、地域における医療提供体制の確保を図るため、「三重県医師確保計画」に基づ

き、医師修学資金貸与制度の運用や、地域枠医師等に対するキャリア形成支援と医師不足地域への

医師派遣を進めるなど、医師の総数の確保や偏在の解消に取り組みます。また、令和６年度からの

次期計画について、医療審議会や地域医療対策協議会等における協議を通じて策定に取り組みます。 

 

④三重県看護職員確保対策検討会での議論をふまえ、看護職員就学資金貸与制度の運用や、三重県ナ

ースセンターへの登録促進等により、県全体の看護職員の確保に努めるとともに、訪問看護等在宅

医療を担う看護職員の育成などに取り組みます。また、特定行為研修の受講を促進することや、認

定看護師教育課程「感染管理」の受講者への支援を通じて感染管理認定看護師を養成することなど、

看護職員の資質向上に取り組みます。 

 

⑤地域医療の魅力を発信する取組として、医学生を対象としたへき地医療の魅力を伝える研修会や、

高校生を対象としたセミナー等を開催し、医療従事者との交流を図ることにより、将来の地域医療

を担う医師や看護職員の確保・育成に取り組みます。 

医療保健部 
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⑥医師や看護職員の勤務環境改善に向けて、医療勤務環境改善支援センターの医療労務管理アドバイ

ザー等による医療機関への助言・支援に取り組むとともに、「女性が働きやすい医療機関」認証制度

により、医療従事者が働きやすい環境づくりの促進を図るなど、医療従事者の働き方改革の推進を

支援します。 

 

⑦医療資源が不足するへき地でも適切な医療を受けることができるよう、へき地医療拠点病院等から

の代診医派遣等に取り組みます。また、オンライン診療等の先進事例調査や地域のニーズ調査等を

行うとともに、市町や地域の医療機関をはじめとした関係者と協力して、オンライン診療等の活用

に向けて取り組みます。 

 

⑧薬局機能を強化するため、在宅医療への参画や多職種との連携等に取り組む薬剤師・薬局を支援す

るとともに、復職・転職支援等、薬剤師の確保を進めます。 

 

⑨がん対策のさらなる推進をめざし、「がん予防」、「がん医療の充実」、「がんとの共生」のそれぞれの

段階に応じた総合的ながん対策を実施することで、より効果的な事業の展開を図ります。また、令

和６年度からの次期がん対策推進計画について、国の次期基本計画もふまえつつ、策定に取り組み

ます。 

 

⑩イベント等のあらゆる機会をとらえて、県民に対してがんに関する正しい知識の普及啓発を行うと

ともに、がんの早期発見・早期治療をめざし、ナッジ理論などを活用したがん検診の受診勧奨に取

り組む市町への支援等を行います。 

 

⑪がん医療の一層の充実を図るため、がん診療を行う医療機関の施設・設備整備等を引き続き支援す

るなど、県のがん医療提供体制の整備を進めます。また、がん対策をより効果的に推進するため、

三重大学医学部附属病院等の関係機関と連携して、がん登録により得られた罹患率、死亡率等のデ

ータを分析し、市町、医療機関等への情報の提供や県民への地域のがん状況の発信など、情報の利

活用を進めます。 

 

⑫三重県がん相談支援センター等において、引き続きがん患者とその家族等のための相談を実施し、

がん患者が治療の早期から支援を受けられるよう相談窓口の周知を行います。また、がんの治療と

仕事の両立が可能となるよう、医療機関や三重労働局等の関係機関と連携し、引き続き、企業に対

してがんに関する正しい知識の普及啓発を実施し、労働環境の整備を促します。加えて、がんにな

っても自分らしく生きることができるよう、多様化する相談内容に適切に対応するとともに、アピ

アランスケアなどがん患者への新たな支援に向けての取組や情報提供を進めます。 

 

⑬脳卒中や急性心筋梗塞等の循環器病対策の推進をめざし、循環器病に関する正しい知識の普及啓発

や生活習慣の改善促進など、発症予防・重症化予防に取り組みます。また、引き続き「脳卒中・心

臓病等総合支援センター」と連携し、循環器病患者に対する相談の実施など、総合的な支援体制の

充実を図ります。加えて、令和６年度からの次期循環器病対策推進計画について、国の次期基本計

画もふまえつつ、策定に取り組みます。 
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⑭三重県医師会等の関係機関と連携し、新規開業医を中心に救急医療情報システムへの参加を働きか

け、より充実した初期救急医療体制の提供に努めます。また、かかりつけ医の必要性や救急車の適

正利用など適切な受診行動について普及啓発を行います。 

 

⑮重症患者の救急医療体制を確保するため、引き続き、救命救急センターの運営、ドクターヘリの運

航等を支援します。また、高度救命救急センターの整備については、医療審議会での審議もふまえ

ながら、引き続き指定に向けた取組を進めます。 

 

⑯安心して子どもを産み育てる環境づくりのため、引き続き、周産期母子医療センターや小児救急医

療機関の運営、新生児ドクターカー（すくすく号）の運用に対する支援を行うとともに、「みえ子ど

も医療ダイヤル（＃8000）」による電話相談の充実を図ります。また、小児在宅医療については、関

係団体とも連携しながら、医療従事者の資質向上に取り組み、在宅療養を支える医療資源の充実に

取り組みます。 

 

⑰医療に関する患者・家族等からの相談等に引き続き対応していくとともに、医療安全推進協議会や

院内感染対策を支援する三重県感染対策支援ネットワーク運営会議等において取組事例の共有化を

進めながら、県内医療機関における院内感染対策や医療安全体制の推進に向けて必要な支援を行い

ます。 

 

⑱国民健康保険制度を持続可能なものとしていくため、市町や関係団体と連携し安定的な財政運営や

効率的な事業運営に努めます。また、保険者努力支援制度等を活用し、各市町の実情に応じた予防・

健康づくりなど医療費適正化の取組を支援するとともに、将来的な保険料水準の統一に向けて、市

町と議論を深めつつ、次期国民健康保険運営方針の策定に取り組みます。 

 

⑲市町が実施する子ども・一人親家庭等・障がい者医療費助成事業を、引き続き支援するとともに、

市町の財政負担軽減に向けた検討を進めます。 

 

   

⑳救命率の向上を図るため、引き続き、消防職員の救急救命士養成機関への入校を支援し、救急救命

士の養成に取り組むとともに、指導救命士の養成講習や救急救命士が行う特定行為を円滑に行うた

めの講習を実施するなど救急救命士の資質向上等に取り組みます。 

 

         

㉑こころの医療センターにおいては、政策的医療のほか、認知症治療や依存症治療等の専門的医療の

提供、訪問看護やデイケア等の地域生活支援に取り組みます。一志病院においては、総合診療医を

中心としたプライマリ・ケアの実践やプライマリ・ケア人材の育成のほか、予防医療や地域包括ケ

アシステムの構築に向けた多職種連携に取り組みます。志摩病院においては、指定管理者と密接に

連携しながら、地域の医療ニーズをふまえた診療機能の充実に取り組みます。また、公立病院経営

強化プランとして位置付ける次期中期経営計画を、地域医療構想や第８次医療計画との整合を図り

つつ策定します。 

 

 

 

病院事業庁 

防災対策部 
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㉒新型コロナウイルス感染症による今後の影響が見通せない中、各病院において引き続き徹底した感

染対策を講じながら診療機能を維持するとともに、感染患者等の受入れのほか、検査・発熱外来、

ワクチン接種、医療人材の派遣などに対応します。また、同感染症の収束後も見据え、新興感染症

に備えた平時からの体制や取組について検討します。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 

 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

病院勤務医師数 

（県内の病院で勤務する医師数（常

勤換算）） 

 2,801.9 人 2,822.6 人 2,884.7 人 

2,781.2 人 － － － 

看護師等学校養成所の定員に対する

県内就業者の割合 

（県内看護師等学校養成所の定員に

対する県内に看護職員として就業し

た者の割合） 

 68.2％ 69.0％ 71.4％ 

67.4％ － － － 

がん検診受診率（乳がん、子宮頸が

ん、大腸がん） 

（市町が実施する乳がん、子宮頸が

んおよび大腸がんに係るがん検診受

診率）  

乳がん 

19.0％ 

子宮頸がん 

20.0％ 

大腸がん 

9.2％ 

（３年） 

乳がん 

20.5％ 

子宮頸がん 

21.2％ 

大腸がん 

10.7％ 

（４年） 

乳がん 

25.0％ 

子宮頸がん 

25.0％ 

大腸がん 

15.0％ 

（７年） 

乳がん 

17.5％ 

子宮頸がん 

18.7％ 

大腸がん 

7.8％ 

（２年） 

－ － － 

がんによる10万人あたりの死亡者数

（平成27年モデル人口に基づく年齢

調整後） 

（がんによる死亡状況について、年

齢構成を調整した人口10万人あたり

の県の死亡者数） 

 
259.1 人 

(３年) 

255.8 人 

(４年) 

246.1 人 

（７年） 

262.5 人 

（２年） 
－ － － 

循環器病による10万人あたりの死亡

者数（平成 27 年モデル人口に基づく

年齢調整後） 

（循環器病（脳卒中、急性心筋梗塞

等）による死亡状況について、年齢

構成を調整した人口10万人あたりの

県の死亡者数） 

 
213.0 人 

(３年) 

206.4 人 

(４年) 

187.7 人 

（７年） 

219.9 人 

（２年） 
－ － － 
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 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

救急搬送患者のうち、傷病程度が軽

症であった人の割合 

（救急搬送患者のうち、診療の結果

として帰宅可能な軽症者の割合） 

 
50.8％ 

(３年) 

50.0% 

(４年) 

47.6％ 

(７年) 

51.6％ 

(２年) 
－ － － 

県立病院患者満足度 

（県立病院の患者を対象に実施する

アンケートにおいて「診療に満足し

ていますか」との設問に対する肯定

的な回答の割合） 

 95.0％ 95.0％ 95.0％ 

91.3％ － － － 
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施策２－２  

 

 

 

【主担当部局：医療保健部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県民一人ひとりが正しい知識に基づいて行動できるよう、研修会の開催など感染防止にかかる普及

啓発や、感染症の発生動向などの情報発信が的確に行われています。 

また、感染症の発生時には感染拡大を防止できるよう、速やかに積極的疫学調査や検査が実施でき

る体制が整備されています。 

（課題の概要） 

新たな感染症がひとたび発生すると、人や物の動きによって短期間で広範囲に感染が広がり、社会

に大きな影響を及ぼす可能性があることから、新たな感染症への備えが求められています。 

 

現状と課題 

①新型コロナウイルス感染症にかかる医療提供体制を確保するため、病床の確保や宿泊療養施設の運

営に取り組むとともに、自宅療養者へのフォローアップ等にも対応しています。また、検査需要に

対応するため、医療機関、民間検査機関などさまざまな関係機関と連携・協力し、検査体制を確保

するとともに、市町におけるワクチンの追加接種を円滑に行うため、市町や関係団体の支援を行っ

ています。さらに、高齢者等の重症化リスクの高い方を守ることに重点を置いた感染対策を行うと

ともに、医師の発生届の対象を限定し、感染拡大に対応するための医療機関等の負担軽減を行って

います。引き続き、国の見直し状況に応じて、的確に対応していく必要があります。 

 

②新型コロナウイルス感染症への対応をふまえ、新たな感染症の発生およびまん延に備えるため、「感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下「感染症法」という。）が改正され

ることから、「三重県感染症予防計画」の改定について検討を行う必要があります。 

 

③感染症の予防や感染拡大防止については、その知識の普及啓発や流行状況に応じた情報発信が必要

であることから、ホームページやポスター等にて県民等へ感染予防の普及啓発を行っています。引

き続き、感染症発生動向調査システム等を活用した、感染症発生情報の収集・解析、関係機関や県

民への情報提供に取り組んでいくことが必要です。 

 

④発生すると社会的に影響の大きい感染症の発生に備え、感染症指定医療機関等の運営や設備整備へ

の支援、備蓄している抗インフルエンザ薬等の更新を行っています。感染症発生時は、医療機関、

消防、警察等の関係機関と連携した対応が重要となることから、連絡会議等を活用し、連携体制の

充実を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

感染症対策の推進 
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⑤エイズやウイルス性肝炎の早期発見と感染拡大防止のため、保健所における無料のＨＩＶ検査や、

保健所および委託医療機関における無料のＢ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査を実施するとともに、普及

啓発を行っています。また、肝炎ウイルス検査陽性者等の重症化を予防するため、フォローアップ

事業や検査費用の助成を実施しています。新型コロナウイルス感染症流行の影響で検査件数は減少

していますが、エイズやウイルス性肝炎の感染拡大や発病の予防には早期発見と適切な医療が重要

であることから、引き続き、これらの取組を進めていく必要があります。 

 

⑥結核は、集団感染のリスクが高く、早期発見と治療の完遂が重要なため、健康診断や医療費の助成、

訪問指導、ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）、接触者健診等を実施し、感染拡大を防止しています。

県内の結核新規登録患者数は横這いの状況であるものの、高齢者や外国人患者の増加、多剤耐性結

核の発生等が課題となるため、引き続き感染拡大防止対策を継続するとともに、高齢者や外国人患

者への支援や耐性菌を作らないための服薬支援や標準治療の周知等を充実する必要があります。 

 

⑦予防接種については、三重県予防接種センターにおいて、県民や市町、医療機関等からの相談対応

やワクチン接種に取り組んでいます。また、先天性風しん症候群の発生予防のため、妊娠を希望す

る女性等を対象にした無料の風しん抗体検査等に市町と連携して取り組んでいます。風しんや輸入

症例が増加している麻しんについては、ワクチン接種により予防が可能であることから、引き続き

予防接種の勧奨や啓発活動を行う必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①新型コロナウイルス感染症にかかる医療提供体制を確保するため、病床の確保や宿泊療養施設の運

営に取り組むとともに、自宅療養者へのフォローアップ等にも対応します。また、検査需要に対応

するため、医療機関、民間検査機関などさまざまな関係機関と連携・協力し、検査体制を確保する

とともに、市町におけるワクチンの追加接種を円滑に行うため、市町や関係団体の支援を行います。

さらに、高齢者等の重症化リスクの高い方を守ることに重点を置いた感染対策を行うなど、今後も

国の見直し状況に応じて的確に対応が行えるよう取り組んでいきます。 

 

②感染症法の改正をふまえた国の「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」に基づ

き、「三重県感染症予防計画」の改定を進め、新たな感染症の発生やまん延時の医療提供体制の構築

に取り組みます。 

 

③感染症の予防や感染拡大防止を図るため、県民等へ感染予防の普及啓発を行うとともに、感染症発

生動向調査システム等を活用した、感染症発生情報の収集・解析、関係機関や県民への情報提供に

取り組みます。 

 

④発生すると社会的に影響の大きい感染症の発生に備え、感染症指定医療機関等の運営や設備整備へ

の支援、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬等の管理を行います。また、感染症発生時は、

医療機関、消防、警察等の関係機関との連携した対応が重要となることから、関係機関と協力し、

県内の全保健所で訓練を実施するなど連携体制の充実を図ります。 
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⑤エイズやウイルス性肝炎の早期発見に向け、保健所が実施しているＨＩＶ検査や肝炎ウイルス検査

の普及啓発を行い、検査受診者数の増加をめざします。また、正しい知識や検査の必要性を啓発す

ることにより感染拡大防止を図るとともに、陽性者が安心して治療を受けることができるよう、相

談体制の充実に取り組みます。加えて、肝炎ウイルス検査陽性者等を対象に、重症化予防のための

フォローアップ事業や検査費用の助成を実施するとともに、啓発を行うことで制度利用者の増加を

図ります。 

 

⑥結核については、早期発見と適切な治療につながるよう、引き続き、健康診断や医療費の助成、訪

問指導、ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）、接触者健診、結核菌分子疫学的解析等を実施します。なお、

増加する高齢者や外国人の結核患者に対応するため、施設の管理者や関係者を対象とした研修会等

を開催するとともに、関係者と連携し治療完遂に向けた支援の充実を図ります。また、多剤耐性結

核など耐性菌を原因とする疾患は、治療が長期化する恐れがあることから、抗菌薬の適正使用推進

に取り組みます。 

 

⑦三重県予防接種センターにおいて、県民や市町、医療機関等からの相談対応や、予防接種要注意者

および渡航者等に対する予防接種を実施していきます。また、先天性風しん症候群の発生予防のた

め、引き続き、妊娠を希望する女性等を対象にした無料の風しん抗体検査に取り組むとともに、市

町と連携し、風しんの追加的対策が円滑に進むよう取り組みます。なお、風しんや輸入症例による

患者が増加している麻しんについては、医療機関等を対象に研修会の開催やワクチン接種などの予

防対策の普及啓発に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 

 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

感染症の集団発生が抑止できた割合 

（「感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律」に基づ

く一、二、三、四、五類感染症（五

類感染症については、全数報告が必

要なもの（風しん、麻しん等）に限

る。）の集団発生が抑止できた割合） 

 100％ 100％ 100％ 

100％ － － － 

感染予防対策研修会への参加施設数 

（感染症が発生した場合に感染拡大

や重症化のリスクが高い入所施設等

の感染予防対策研修会への参加施設

数） 

 400 施設 450 施設 600 施設 

298 施設 － － － 

新型コロナウイルス感染症をはじめ

とした新たな感染症にかかる検査体

制の確保 

（「感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律」に基づ

く新型コロナウイルス感染症をはじ

めとした新たな感染症にかかる検査

需要（見込み数）に対して必要な検

査体制を確保できた割合） 

 100％ 100％ 100％ 

100％ － － － 
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施策２－３  

 

 

 

【主担当部局：医療保健部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

利用者のニーズに応じた介護サービス等の提供が進むよう、特別養護老人ホームの整備や地域住民

等による見守り、多様な生活支援が充実するなど、介護基盤の整備と介護人材の確保が進んでいます。 

高齢者が、要介護状態となっても地域の実情に応じ、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医

療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供されています。 

（課題の概要） 

本県の総人口の約５人に１人が後期高齢者となり、介護を必要とする高齢者の増加が見込まれます。 

介護職員数は増加傾向にありますが、介護を必要とする高齢者が増加していく中、厚生労働省の推

計によると、本県の介護職員は令和７(2025)年度に３千人以上不足することが見込まれています。 

 

現状と課題 

①「みえ高齢者元気・かがやきプラン（第８期三重県介護保険事業支援計画・第９次三重県高齢者福

祉計画）」に基づき、地域包括ケアシステムのさらなる深化・推進に向けた取組を進めています。

現計画が令和５年度で最終年度を迎えることから、次期計画の策定に向け、検討を進める必要があ

ります。 

 

②特別養護老人ホームの入所基準の適正な運用に向けた施設への訪問調査を行うとともに、施設整備

を進めています。また、地域医療介護総合確保基金を活用し、認知症高齢者グループホーム等の地

域密着型サービスを整備する市町を支援しています。建築資材の高騰や慢性的な介護人材不足の影

響により施設整備数が整備計画数に達していませんが、施設サービスを必要とする高齢者は依然と

して多いことから、引き続き、特別養護老人ホーム等の介護基盤の整備を進めるとともに、地域密

着型サービスを整備する市町を支援する必要があります。 

 

③各種の介護支援専門員研修を実施し資質向上を図るとともに、介護職員の負担軽減や介護現場にお

ける業務効率化に資する介護ロボットやＩＣＴの導入を支援しています。引き続き、これらの取組

を実施し、サービスの質の向上や介護人材の確保を図る必要があります。 

 

④介護人材を確保するため、県福祉人材センターによる無料職業紹介や、介護福祉士修学資金等の貸

付を実施するとともに、介護未経験者を対象とした研修の実施や、外国人材を対象とした奨学金の

支給に係る事業所への支援を行っています。また、介護職場における機能分担を進めるための「介

護助手」の導入・定着に向けた支援などに取り組んでいます。引き続き、介護職員の賃金改善に充

てる介護職員処遇改善加算をより多くの事業者が取得できるよう制度の周知を図るとともに、多様

な人材の新規参入および定着促進に向けて取り組む必要があります。 

 

 

 

 

介護の基盤整備と人材確保 
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⑤地域の中で認知症サポーターを組織化し、認知症の人や家族のニーズに合った具体的な支援につな

げる仕組み（チームオレンジ）の構築の支援や、認知症の人を早期のケアにつなげるモデル事業の

実施などに取り組んでいます。今後も認知症高齢者の増加が見込まれることから、早期から適切な

診断や対応ができるよう医療と介護の連携を図るととともに、それぞれの地域で本人と家族を支え

るための支援体制を構築していく必要があります。 

 

⑥介護予防・重度化防止等に係る市町や地域包括支援センターの取組を支援するため、介護予防ケア

マネジメント等に係る研修会の開催や地域ケア会議へのアドバイザー派遣を行っています。引き続

き、介護予防の取組や生活支援サービスの充実を図る必要があります。 

 

⑦介護保険事業所・施設等が新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を行い、サービスを継続して

提供するために必要な経費を支援しています。また、介護保険事業所・施設等において新型コロナ

ウイルスの感染が拡大したことを受け、感染が発生した場合に大規模化する恐れがある施設を訪問

し、感染防止対策の徹底を求めています。引き続き、介護保険事業所・施設等のサービス継続を支

援するとともに、施設内での感染拡大の防止を図る必要があります。 

 

⑧市町ヒアリングにより在宅医療・介護連携の現状や課題について把握するとともに、在宅医療に係

る普及啓発等に取り組んでいます。今後も、多職種による連携体制の構築など、地域の実情・特性

に応じた在宅医療・介護の連携体制の構築に資する取組を支援していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①地域包括ケアシステムのさらなる深化・推進に向け、令和６年度からの「みえ高齢者元気・かがや

きプラン（第９期三重県介護保険事業支援計画・第 10 次三重県高齢者福祉計画）」の策定に取り組

みます。 

 

②施設サービスを必要とする高齢者が依然として多いことから、優先度の高い方が円滑に施設へ入所

できるよう、入所基準の適正な運用に向けた取組を行うとともに、介護人材の確保の取組や特別養

護老人ホーム等の介護基盤の整備を進めます。また、住み慣れた地域で必要なサービスが受けられ

るよう、認知症高齢者グループホーム等の地域密着型サービスの充実に向けて市町を支援します。 

 

③介護サービスの一層の充実を図るため、引き続き、介護支援専門員の資質向上に向けた研修を実施

するとともに、介護職員の負担軽減や介護現場における業務効率化に資する介護ロボットや、介護

ソフト、タブレット端末などのＩＣＴの導入促進に取り組みます。 

 

④介護人材を確保するため、引き続き、県福祉人材センターによる無料職業紹介、マッチング支援等

の取組や介護福祉士修学資金等の貸付を実施するとともに、退職を控えた介護未経験者や、技能実

習生等の外国人材の参入促進に取り組みます。また、地域医療介護総合確保基金を活用し、市町・

介護関係団体等の取組への支援や、介護職場における機能分担を進めるための「介護助手」の導入・

定着に向けた支援に取り組みます。さらに、「働きやすい介護職場応援制度」の普及啓発や介護職員

に対する相談体制を整備するともに、引き続き、介護職員の賃金改善に充てる介護職員処遇改善加

算をより多くの事業者が取得できるよう制度の周知を図るなど、介護人材の定着促進に向けた取組

を進めます。 
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⑤認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会をめざして、それぞれの地域で本人と家族

を支えるため、認知症サポーターや認知症の人によるチームオレンジの構築の支援や、市町におけ

る成年後見制度に係る中核機関の設置の支援を行います。また、レセプトデータを活用して認知症

の人を早期のケアにつなげるモデル事業の実施や認知症ＩＴスクリーニングの活用地域の拡大等

により、認知症の早期から適切な診断や対応ができるよう医療と介護の連携を図ります。 

 

⑥地域包括支援センターの職員に対する研修を実施するとともに、地域ケア会議へ専門職等のアドバ

イザー派遣を行います。また、市町ヒアリングにより介護予防・重度化防止の現状や課題について

把握するとともに、市町毎の介護分野等の取組を評価する保険者機能強化推進交付金等の成果指標

を活用して、地域の実情に応じた取組が効果的に進むよう支援します。 

 

⑦新型コロナウイルス感染者が発生した介護保険事業所・施設等において介護サービスが継続的に提

供されるよう、介護人材の確保や職場環境の復旧・改善等のかかり増し費用に対して支援を行うと

ともに、施設内での感染防止対策の取組を進めます。 

 

⑧地域における在宅医療・介護連携体制の構築に向け、市町ヒアリングで把握した現状や課題等をふ

まえた地域連携体制の強化に向けた研修、普及啓発等に取り組みます。また、在宅医療において重

要な役割を担う訪問看護ステーションに対して、アドバイザー派遣、相談支援体制の強化や研修の

充実等に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 
     
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

介護度が重度で在宅の特別養護老人

ホームの入所待機者数 

（介護度が重度で在宅の特別養護老

人ホームの入所待機者数（入所を辞

退した者等を除く実質的な待機者

数）） 

 158 人 135 人 120 人 

178 人 － － － 

県内の介護職員数 

（介護サービス施設・事業所に従事

する県内介護職員数（厚生労働省が

発表する都道府県別介護職員数）） 

 
33,370 人 

(３年度) 

34,455 人 

(４年度) 

37,709 人 

（７年度） 

32,285 人 

（２年度） 
－ － － 

チームオレンジ整備市町数 

（認知症の人や家族に対する心理

面・生活面の支援等を行うチームを

整備した市町数） 

 ８市町 15 市町 29 市町 

４市町 － － － 
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施策２－４  

 

 

 

【主担当部局：医療保健部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

生涯を通じて健康的な生活を送ることができるよう、企業、関係機関・団体、市町と連携して健康

づくりに取り組み、県民一人ひとりが望ましい生活習慣を身につけるとともに、企業の健康経営（※）

が促進される社会環境づくりが進んでいます。また、県民の皆さんが難病にかかった時も、適切な治

療や支援を受けています。 

（課題の概要） 

県民の平均寿命の延伸が見込まれる中、生活習慣の改善や全身の健康につながる歯科保健対策の推

進など、健康寿命のさらなる延伸に向けた取組が求められています。 

 

現状と課題 

 ①新型コロナウイルス感染症の影響により 、生活習慣が変化し、心身等への影響が生じる一方で、

健康への関心が高まり、健康づくりに取り組む県民の皆さんが増加していることをふまえ、新しい

生活様式に対応した健康づくりの取組を推進していく必要があります。 

 

 ②企業や市町と連携して県民の主体的な健康づくりを推進する「三重とこわか健康マイレージ事業」

の周知を図り、マイレージ特典協力店およびマイレージ取組事業所として、1,000 以上の店舗等が

参画しています。また、「三重とこわか県民健康会議」を通じて、企業、関係機関・団体、市町と

連携し、社会全体で継続的に健康づくりに取り組む気運の醸成を図っています。加えて、企業にお

ける健康経営の取組を促進するため、「三重とこわか健康経営カンパニー」認定制度および「三重

とこわか健康経営促進補助金」を活用し、236 の認定企業のうち優れた健康経営に取り組んでいる

企業を「三重とこわか健康経営大賞」として表彰しています。引き続き、県民が主体的に取り組む

健康づくりや企業の健康経営の取組を推進するなど、社会全体で継続的に健康づくりに取り組んで

いく必要があります。 

  

③県民の健康的な食生活の実現に向けて、「健康野菜たっぷり料理グランプリ」等において、企業、

関係機関・団体と連携し、バランスのとれた食事をはじめ、野菜摂取や減塩を促すための普及啓発

を行っています。さまざまな場面で企業の健康経営等と連携し、働く世代の健康づくりの取組をさ

らに推進していく必要があります。 

  

④糖尿病の発症予防や重症化予防に向け、「三重県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づいた

受診勧奨や保健指導の取組が促進されるよう、保健、医療に関わる人材の育成等を行っています。

引き続き、地域の関係者と医療機関が連携し、広く県民への生活習慣病予防の啓発を行っていく必

要があります。 

  

 

 

※「健康経営」は、ＮＰＯ法人健康経営研究会の登録商標です。 

健康づくりの推進 
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⑤健康増進法に基づく受動喫煙防止対策について、事業者等からの相談に対応しています。また、受

動喫煙防止対策として「たばこの煙の無いお店」への登録や啓発等に取り組んでいます。望まない

受動喫煙が生じないよう、引き続き、健康への影響等について周知啓発を行う必要があります。 

 

 ⑥歯と口腔の健康づくりについては、乳幼児期から高齢期まで、ライフステージに応じた取組を進め

るとともに、医科歯科連携の推進や地域包括ケアシステムにおける在宅歯科保健医療の提供体制の

充実を図っています。フッ化物洗口については、新型コロナウイルス感染症の影響により、実施を

見合わせていた施設が再開するとともに、市町等との連携により、実施施設の拡大に取り組んでい

ます。引き続き、計画的に歯と口腔の健康づくりを推進する必要があります。 

 

 ⑦医療費助成制度の円滑な運営に取り組むとともに、難病医療診療連携拠点病院、難病医療分野別拠

点病院等が連携を図り、難病患者を支える医療提供体制の整備に努めています。また、難病相談支

援センターにおいて、難病患者等への各種相談、就労支援等を実施しています。引き続き、医療費

助成制度を円滑に運営するとともに、医療提供体制や相談支援体制の充実を図る必要があります。 

  

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①令和６年度からの次期「三重の健康づくり基本計画」および次期「みえ歯と口腔の健康づくり基本

計画」について、新型コロナウイルス感染症の影響などもふまえ、三重県公衆衛生審議会等におけ

る協議を通じて策定に取り組みます。 

 

②「三重とこわか健康マイレージ事業」の周知を引き続き図り、企業や市町と連携して県民の主体的

な健康づくりを推進します。また、「三重とこわか県民健康会議」を通じて、社会全体で健康づくり

に継続して取り組む気運の醸成を図るとともに、「三重とこわか健康経営カンパニー」認定制度の普

及定着や、ＤＸを取り入れた取組を行う企業に対する「三重とこわか健康経営促進補助金」の活用、

「三重とこわか健康経営大賞」による表彰により、企業における健康経営を促進します。 

 

③さまざまな主体との連携により食育活動を推進し、バランスのとれた食事の大切さをはじめ、野菜

摂取や減塩の必要性について、イベント等の機会を通じて、広く県民に啓発を行います。また、企

業の健康経営等と連携し、働く世代の健康づくりの取組を推進します。 

 

④糖尿病の発症予防や重症化予防の取組を推進するため、「三重県糖尿病性腎症重症化予防プログラ

ム」に基づき、市町においてかかりつけ医等と連携した受診勧奨や保健指導の取組が促進されるよ

う、保健、医療関係者の人材の育成等を行います。また、関係機関・団体、市町との連携により、

生活習慣病予防の啓発を行います。 

 

⑤受動喫煙防止対策について、引き続き事業者等からの相談に対応するとともに、「三重とこわか県民

健康会議」等を通じて、事業者に「たばこの煙のないお店」への登録などの取組について啓発を行

います。 
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⑥ライフステージに応じた歯と口腔の健康づくりに取り組むとともに、医療的ケア児の支援に係る医

科歯科連携の推進や在宅歯科保健医療の提供体制のさらなる充実に取り組みます。また、フッ化物

洗口によるむし歯予防の取組については、教育委員会と連携し、市町訪問や会議等において実施事

例を紹介するなど、関係者の理解を深めていきます。 

 

⑦難病医療費助成制度の円滑な運営のため、難病指定医および指定医療機関の確保に取り組むととも

に、難病患者が身近な医療機関で適切な治療を継続できるよう、地域の医療機関等の連携により、

さまざまなニーズに対応できる医療提供体制や相談支援体制の充実を図ります。また、難病患者や

その家族の療養生活におけるＱＯＬの向上を図るため、ハローワーク等と連携し、生活・療養相談、

就労支援を行います。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 

 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

健康寿命 

（県民の皆さんが日常的に介護を必

要とせず、自立して健康的な日常生

活を送ることができる期間） 

 

男性 78.9 歳 

女性 81.2 歳 

（３年） 

男性 79.1 歳 

女性 81.3 歳 

（４年） 

男性 79.5 歳 

女性 81.4 歳 

（７年） 

男性 78.8 歳 

女性 81.2 歳 

（２年） 

－ － － 

三重とこわか健康マイレージ事業へ

の参加者数 

（県と市町で推進する三重とこわか

健康マイレージ事業に参加し、健康

づくりに取り組む人の年度ごとの

数） 

 6,000 人 7,000 人 10,000 人 

5,240 人 － － － 

永久歯列が完成する時期でむし歯の

ない者の割合 

（永久歯列が完成する時期である中

学１年生時において、むし歯のない

者の割合） 

 69.7％ 71.4％ 76.7％ 

67.9％ － － － 
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施策３－１  

 

 

 

【主担当部局：警察本部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

 県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会を構築するため、市町や地域住民、

防犯ボランティア団体等との連携による犯罪防止に向けた取組や、県民の皆さんに不安を与える犯罪

の早期検挙、これら警察活動を支える基盤の強化が推進されています。また、犯罪被害者等を支える

社会の形成に向けて、犯罪被害者等の立場に立った適切かつきめ細かな支援が途切れることなく提供

されています。 

（課題の概要） 

 子どもや女性が被害に遭う性犯罪や重要犯罪、ストーカー・ＤＶ事案や高齢者等を狙った特殊詐欺、    

サイバー犯罪が高止まりするなど、治安情勢は予断を許さない状況にあり、犯罪防止の取組と犯罪の

早期検挙が求められています。また、「三重県犯罪被害者等支援条例」に基づき、犯罪被害者等への支

援体制を底上げすることが求められています。 

 

現状と課題 

①犯罪の悪質化・巧妙化、取調べをめぐる環境の変化等に伴って客観証拠の重要性が高まる中、防

犯カメラ画像の収集とその分析に多大な時間と捜査力を要していることから、捜査資機材を整備

し、活用することで、捜査の効率化、人的資源の有効活用を図る必要があります。 

 

②鑑定機器の増加等に伴い、本部庁舎内にある科学捜査研究所の狭隘化が進んでいることから、鑑定

環境の改善と鑑定の高度化・効率化を図るため、独立庁舎を整備する必要があります。 

 

③老朽化した警察署の建て替え及び長寿命化を計画的に進め、地域の治安維持、災害対策の拠点とな

る警察施設を適正に維持管理する必要があります。また、パトカー等の車両の配備、装備資機材の

充実により警察活動を支える基盤を強化し、効果的な警察活動を推進する必要があります。 

 

④極めて深刻な情勢にあるサイバー空間の脅威に対処するため、高度化・複雑化するサイバー犯罪の

取締りを強化するほか、サイバー犯罪に関する相談が後を絶たないことから、被害防止対策を推進

するなど、サイバー空間の安全安心の確保に向けた取組を推進する必要があります。 

 

⑤子どもや女性、高齢者等が被害に遭う犯罪は後を絶たず、通学路等における子どもの安全確保、高

齢者が特殊詐欺被害に遭わないための取組が求められていることから、市町や地域住民、ボランテ

ィア団体等との連携の下、各種犯罪の未然防止に向けた取組を推進する必要があります。 

 

⑥令和５年度には、国内でＧ７広島サミットが開催されるほか、県内でもＧ７交通大臣会合が開催

されます。こうした大規模行事に出席する国内外要人等の身辺の安全を確保するとともに、行事の

円滑な進行を確保するため、警備に万全を期する必要があります。 

 

 

犯罪に強いまちづくり 
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⑦「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラム・第２弾」に基づき、安全で安心な三重の

まちづくりをオール三重で推進しています。防犯活動の担い手不足や高齢化、県民の治安に対する

不安感に対応するため、自主防犯活動の活性化や意識啓発に取り組む必要があります。 

 

⑧「三重県犯罪被害者等支援条例」をふまえて策定した「三重県犯罪被害者等支援推進計画」（令和

元年 12 月）に基づき、犯罪被害者等支援施策を総合的かつ計画的に推進しています。犯罪被害者

等のおかれている状況はさまざまであり、求められる支援も多岐にわたることから、市町をはじめ

とする関係機関等との連携を強化し、総合的な支援体制を整備することが求められています。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①デジタル技術を活用した画像解析機器を導入するほか、ＤＮＡ型の鑑定や解析を緻密かつ効率的に

実施できるよう科学捜査研究所の独立庁舎の整備を進めるなどし、捜査支援分析、科学捜査の強化

を図り、重要犯罪を始め、暴力団犯罪、窃盗や特殊詐欺を集団で敢行する組織犯罪、サイバー犯罪

など、県民の皆さんに不安を与える犯罪の早期検挙に取り組みます。 

 

②令和４年度に引き続き、老朽化、狭隘化が著しい大台警察署について災害等有事の際の即応体制、

災害活動拠点としての機能に配意しつつ、人口減少・高齢化社会に適応した庁舎の建て替え整備に

取り組みます。また、老朽化した尾鷲警察署を大規模改修して長寿命化するとともに、来庁者が利

用しやすい施設となるよう整備を進めます。 

 

③老朽化した駐在所の建て替え、長寿命化に取り組むとともに、パトカー等の車両の配備、山岳事故

等の救助活動に必要となる装備資機材の充実を図るなど、警察活動を支える基盤の整備に取り組み

ます。 

 

④サイバー空間の脅威に的確に対処するため、サイバー犯罪捜査の中核となる専門的な捜査員の育成

に取り組むとともに、演習環境の高度化及び情報技術の解析に用いる資機材の整備等を推進します。 

 

⑤県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会の実現に向け、市町や地域住民、

ボランティア団体等との連携の下、特殊詐欺をはじめとする各種犯罪を未然に防ぎ、社会全体で良

好な治安が保たれるよう取組を推進します。 

 

⑥県内外で開催される大規模行事を見据え、テロの未然防止に向けて、県民の皆さんの理解と協力の

下、官民一体となった各種テロ対策を強化します。 

 

 

⑦持続可能な地域防犯を促進するため、新たに事業者の協力を得た女性・子どもをはじめとする地域

の見守り活動を推進するとともに、体感治安の向上につなげるため、防犯活動の「見える化」を図

ります。 

 

 

 

警察本部 

環境生活部 
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⑧犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援を適切に行うため、関係機関との顔の見える関係づくりや

支援従事者研修会等の開催を通じて、総合的な支援体制を整備します。また、犯罪被害者等を支え

る社会の形成を促進するため、犯罪被害者等に対する県民の皆さんの理解を深める取組を推進しま

す。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

刑法犯認知件数 

（刑法犯（道路上の交通事故に係る

業務上（重）過失致死傷を除く）に

ついて、1 年間に被害の届出や告訴・

告発を受理した件数） 

 

 6,900 件未満 6,300 件未満 5,000 件未満 

7,410 件 － － － 

特殊詐欺認知件数 

（特殊詐欺について、1年間に被害の

届出を受理した件数） 

 

 107 件未満 104 件未満 95 件未満 

110 件 － － － 

重要犯罪の検挙率 

（重要犯罪に係る当該年の認知件数

に対する検挙件数の割合） 

 

 95％以上 95％以上 95％以上 

89.7％ － － － 

犯罪被害者等支援従事者数 

（犯罪被害者等支援体制の充実・強

化のため、犯罪被害者等の対応力（知

識・技能）を習得・向上させる研修

会に参加した市町、関係機関の延べ

職員数） 

 

 257 人 337 人 577 人 

177 人 － － － 
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施策３－２  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県民の皆さんの交通安全に対する理解が一層深まるよう、さまざまな主体と連携した交通安全教育

や啓発活動が進むとともに、交通事故死者数や飲酒運転事故件数の減少に向けて、積極的な交通指導

取締りや「三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例」に基づく取組、先進安全自動車の導入、交通環

境の改善が図られています。 

（課題の概要） 

高齢化の進展に伴い、高齢運転者が当事者となる交通事故が増加するほか、生活道路や通学路等に

おける交通事故の増加や飲酒運転による事故の発生が懸念されています。また、先進安全技術の進展

や次世代モビリティの登場などにより、多様な交通主体全てが安全かつ快適に通行できる交通ルール

の徹底が求められています。 

 

現状と課題 

①関係機関・団体等との連携した取組により、県内の交通事故死者数は長期的には減少傾向が続き、

令和３年は、統計が残る昭和 29 年以降最少（62人）となったものの、未だに多くの尊い命が奪わ

れていることから、交通事故実態に基づく効果的な対策を推進していく必要があります。 

 

②本県では、交通事故死者に占める高齢者や交通弱者（歩行者、自転車乗車中）の割合が高い傾向が

続いています。また、次代を担う子どもを交通事故から守ることは社会的要請であることから、世

代に応じた教育、啓発を実施するとともに、交通弱者に対しては、自らの身を守るために、基本的

な交通ルールの周知を図っていく必要があります。 

 

③飲酒運転事故件数は、「三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例」施行以降、関係者の連携した取

組により、確実に減少し、令和３年は過去最少（28 件）となりましたが、未だ飲酒運転の根絶に

は至っていないため、「飲酒運転はしない、させない、許さない」という規範意識の定着を図ると

ともに、飲酒運転違反者のアルコール依存症に関する受診の促進を図り、再発防止に努めていく必

要があります。 

 

④交通安全施設等の老朽化が課題となっています。更新が不十分な状態では、信号機の誤作動や道路

標識の倒壊、道路標示が摩耗して視認性が低下するなど、交通規制を担保することもできず、道路

利用者の安全を確保することができません。このような状況をふまえ、交通安全施設等の計画的な

更新整備を行う必要があります。 

 

⑤下校途中の子どもが被害者となる交通死亡事故が県内で発生しました。悲惨な交通事故を抑止する

ため、交通指導取締りや、道路交通環境の整備を速やかに実施する必要があります。 

 

 

交通安全対策の推進 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①県民の交通安全意識の高揚を図り、「交通安全」を自らの問題としてとらえることができるよう、

四季の交通安全運動等において、交通事故実態等に基づき設定する運動の重点を中心にした取組等

を、関係機関・団体と連携し推進します。 

 

②「三重県交通安全条例」で定める自転車損害賠償保険等の加入義務化について、引き続き関係機関・

団体と連携した広報啓発を実施するとともに、自転車事故防止の観点からスケアード・ストレイト

方式（スタントマンを使った疑似交通事故により、交通ルールを遵守することの大切さを体感させ

る）の視覚に訴えかける教育手法を取り入れることで、自転車の交通ルール遵守の徹底を図ります。 

 

③先進安全自動車等の乗車体験会を開催し、その機能は安全運転を支援するものであり、有効性とと

もに機能には限界があることも理解いただくなど普及啓発を図り、高齢運転者の交通事故防止につ

なげます。また、「運転免許証自主返納サポートみえ」の事業の周知と充実を図り、運転免許証を

返納しやすい環境を構築します。 

 

④県交通安全研修センターにおいて、子どもから高齢者まで幅広い県民の皆さんを対象に、施設、設

備の強みを生かした参加・体験・実践型の交通安全教育に取り組みます。また、地域や職域で活動

する交通安全教育指導者の育成なども実施します。 

 

⑤飲酒運転根絶には規範意識の定着と再発防止のための取組が重要であることから、「第３次三重県

飲酒運転０（ゼロ）をめざす基本計画」に基づき、関係機関・団体と連携して啓発や教育に取り組

むとともに、飲酒運転とアルコール問題相談窓口における相談への対応等により、アルコール依存

症に関する受診のさらなる促進を図ります。 

 

 

 

⑥道路利用者の安全を確保するため、横断歩道をはじめとする道路標示の塗り替えや、老朽化した信

号制御機、道路標識の更新を行うなど交通安全施設等の適正な管理に取り組みます。また、道路交

通環境の変化等により実態に合わなくなった交通規制の見直しにも取り組みます。 

 

⑦子どもを悲惨な交通事故から守るため、通学路を中心に、移動オービスによる交通指導取締りの強

化や歩行者用信号灯器の増灯に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 

警察本部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

交通事故死者数 

(交通事故発生から 24 時間以内の死

者数) 

 60 人以下 58 人以下 53 人以下 

62 人 － － － 

飲酒運転事故件数 

（飲酒運転による人身事故件数） 
 25 件以下 23 件以下 16 件以下 

28 件 － － － 

横断歩道の平均停止率 

（信号機のない横断歩道を人が渡ろ

うとしたときの自動車の停止する割

合） 

 50％以上 60％以上 85％以上 

45.8％ － － － 
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施策３－３  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県民の皆さんが消費生活に関する正しい知識を得て、商品やサービスを自主的かつ合理的に選択・

利用できるよう、若年者や高齢者等の世代に応じた消費者教育や啓発の取組が充実しています。また、

トラブルに遭った場合でも、誰もが利用しやすい消費生活相談体制の構築が進んでいます。 

（課題の概要） 

デジタル化の進展やそれに伴う電子商取引の拡大、「民法」の成年年齢の引下げなど消費者を取り

巻く社会環境の変化により、若年者・高齢者をはじめあらゆる世代において消費者トラブルの未然防

止・拡大防止が求められています。 

 

現状と課題 

①高度情報通信社会の進展や新技術を活用した新たなビジネスの登場、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大などにより、消費者を取り巻く社会環境は大きく変化しています。こうした中、広くあら

ゆる世代の消費者トラブルを未然防止・拡大防止するため、多様な手法による啓発活動や消費者教

育を実施していくことが求められます。とりわけ、令和４年４月からの「民法」の成年年齢引き下

げにおいては、若い世代がインターネット上のトラブルや、安易な儲け話に騙されるなどの消費者

被害に遭うことがないよう、教育を適切に実施する必要があります。また、消費生活相談件数に占

める割合が４割程度と依然として高い 60 歳以上の高齢者はもとより、年代を問わず巻き込まれや

すい、霊感商法等の悪質商法に関する問題点など、消費者の課題を的確にとらえ、タイムリーな情

報提供、注意喚起を行っていく必要があります。 

 

②持続可能な社会の形成に寄与するため、人や社会、地域、環境に配慮した消費行動であるエシカル

消費の普及・啓発に取り組み、消費者の認知度と意識を高めて、その実践につなげていく必要があ

ります。 

 

③県消費生活センターおよび市町消費生活相談窓口における年間の消費生活相談件数は、合計１万件

程度で推移していますが、住民に身近な市町における相談割合は増加傾向にあります。複雑化・多

様化する消費生活相談に的確に対応するため、県消費生活センターが、県内消費者行政の中核セン

ターとしての役割を継続して発揮するとともに、市町における相談体制等の充実に向けた取組を支

援していく必要があります。この役割を果たすため、県消費生活センターの相談機能の充実や消費

生活相談員の資質向上、専門性の向上に取り組む必要があります。 

 

④不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成のため、関係機関等と連携して事業者の監視・指導

を行うほか、事業者における自主的な取組を支援していく必要があります。 

 

 

 

 

消費生活の安全確保 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①国や市町、教育機関、消費者団体、事業者団体等のさまざまな主体との連携を強め、消費者トラブ

ルの未然防止、拡大防止に向けた取組を推進します。特に若年者や高齢者を対象とした出前講座等

を実施するとともに、ＳＮＳを含む多様な情報媒体を活用するなど、子どもから高齢者まで各世代

の特性に適した方法で啓発活動や消費者教育を実施します。 

 

②エシカル消費に対する理解が深まり、消費者の行動変容につながるよう、さまざまな媒体を通じて

情報発信に努めるとともに、教育機関等と連携し若年者への普及啓発を行います。 

 

③市町の消費生活相談員等を対象とした研修を実施するとともに、「消費者啓発地域リーダー」を養

成することで、地域における自主的な啓発活動や見守り活動を推進します。あわせて、市町に対し、

相談体制の充実や消費者啓発等の推進に向けた国交付金の活用のほか、広域連携も含めた消費生活

センターの設置等について働きかけを行います。また、県内消費者行政の中核センターとして県消

費生活センターに消費生活相談員を適正に配置し、研修等の機会を提供することでその資質向上を

図り、県民の皆さんからの相談に迅速かつ的確に対応するとともに、市町の消費生活相談を支援し

ます。 

 

④国、近隣県、警察、関係機関、関係部局等と連携して「悪質な商取引」や「商品・サービスに係る

不適正な表示」について事業者の監視・指導を行います。また、事業者への個別の助言やコンプラ

イアンス研修の実施などにより、適正な商取引や商品等の表示に向けた事業者の自主的な取組を支

援します。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

消費生活トラブルに遭ったときに消

費生活相談を利用するとした人の割

合 

（消費生活トラブルに遭ったときに

消費生活センターや市町の消費生活

相談窓口を利用するとした人の割合）

 79.3％ 80.3％ 83.3％ 

78.3％ － － － 

消費生活相談においてあっせんによ

り消費者トラブルが解決した割合 

（消費生活相談において、「三重県消

費生活センター」があっせんを行っ

た相談のうち、消費者トラブルが解

決した割合） 

 92.0％以上 92.0％以上 92.0％以上 

88.9％ － － － 

講習等の実施学校数（累計） 
（若年者教育事業として出前講座な
どの講習等を実施した学校数（累
計）） 

 47 校 78 校 170 校 

15 校 － － － 
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施策３－４  

 

 

 

【主担当部局：医療保健部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

安全で安心な食品が供給されるよう、農水産物の生産や食品の製造・加工・流通から消費に至る全

ての過程における監視指導等、関係者の意識の向上の取組、積極的な情報発信等が行われています。 

医薬品等を安心して使用できるよう、その品質が高い水準で維持されているとともに、必要な量が

安定して供給されています。また、若年層の献血が進むことで、血液製剤が将来にわたり安定して供

給されています。 

人と動物が安全・快適に共生できる社会が実現するよう、ペットに関する防災対策をはじめ、動物

愛護管理にかかる取組が、さまざまな主体との連携により進められています。 

（課題の概要） 

県民の食の安全・安心への関心が高まり、これまで以上に食の安全・安心を確保することが求めら

れています。 

医療制度や国際的な製造管理にかかる動向の変化により、医薬品製造業者等には、これまで以上に

高い水準の品質確保が求められています。また、少子高齢化が進む中、長期保存ができない血液製剤

を安定的に供給する必要があります。 

犬・猫の殺処分ゼロに向けた取組が着実に進展する中、災害発生時等の危機管理対応や地域におけ

る動物に起因する問題についての理解は十分とは言えない状況です。 

 

現状と課題 

 ①「三重県食品監視指導計画」に基づき、食品による健康被害の防止等のため監視指導を実施すると

ともに、食品中の残留農薬や微生物等についても検査を実施し、衛生基準等に不適合があった場合

は、食品事業者に対して改善するよう指導しています。また、食肉の安全性を確保するため、と畜

検査・食鳥検査を全頭（羽）実施しています。引き続き、食品による危害発生のリスクの低減を図

るため、監視指導および検査を実施する必要があります。 

 

 ②（一社）三重県食品衛生協会と連携し、食品事業者が食品衛生法改正に伴う制度変更やＨＡＣＣＰ

に沿った衛生管理に適切に対応できるよう相談に応じています。引き続き、全ての食品事業者が新

たな許可・届出制度やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に対応できるよう支援を行う必要があります。 

 

 ③食の安全を確保し、消費者の求める食品の選択に資するため、食品表示法に基づく正しい表示が行

われるよう普及啓発を行うとともに、食品事業者等に対して食品表示に関する監視指導を行ってい

ます。引き続き、食品表示の適正化を図るため、監視指導を実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

食の安全・安心と暮らしの衛生の確保 
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 ④「三重県食の安全・安心の確保に関する条例」に基づき、有識者による食の安全・安心の確保に向

けた施策に関する検討会議を開催するとともに、米穀取扱事業者に対する監視指導、食品事業者の

コンプライアンス意識の向上に向けた研修会の開催等や県民の皆さんへの食の安全・安心に関する

正確でわかりやすい情報の提供に努めています。引き続き、食品事業者を対象にした研修会などを

通じて関係法令等の遵守・徹底やコンプライアンス意識の向上を図るとともに、消費者が食の安

全・安心に関する正しい知識を得て理解を深め、安全な食品を求めることができるよう積極的に情

報提供する必要があります。 

 

 ⑤「三重県農畜水産物安全確保監視指導計画」に基づき、農薬、肥料、動物・水産用医薬品、飼料等

が適正に販売および使用されるよう、生産者や販売事業者に対して、監視を行うとともに、不備事

項があった場合には、改善に向けた指導を行っています。引き続き、効果的な監視・指導を行うこ

とで、安全な農畜水産物の流通を確保していく必要があります。 

 

 ⑥医薬品製造業者や薬局・販売業者等に対する監視指導や医薬品等の検査を実施するとともに、県民

の皆さんへの医薬品等に関する正しい知識の啓発に取り組んでいます。引き続き、医薬品製造業者

等の監視指導や県民の皆さんへの啓発等を行う必要があります。 

 

⑦ボランティア団体や関係機関等と連携して、献血意識の向上に取り組むとともに、骨髄バンクの普

及啓発や骨髄提供しやすい環境づくり等に取り組んでいます。将来にわたり献血や骨髄バンクに対

する協力者を確保するため、特に若年層に対する啓発に引き続き取り組む必要があります。 

 

 ⑧「第３次三重県動物愛護管理推進計画」に基づき、（公社）三重県獣医師会やボランティア団体等

と連携し、犬猫の譲渡事業や動物愛護教室による普及啓発活動、クラウドファンディング等を活用

した猫の不妊・去勢手術、子猫の育成、災害時の動物救護に係る体制整備等を行っています。引き

続き殺処分数ゼロに向けた取組等を推進していく必要があります。 

 

 ⑨警察本部、教育委員会等の関係機関で構成する「三重県薬物乱用対策推進本部」を活用し、薬物乱

用防止に関する啓発、立入検査、再乱用防止に取り組んでいます。引き続き、関係機関と連携し、

大麻等の薬物乱用防止対策に取り組む必要があります。  

 

 ⑩生活衛生営業施設等に対する監視指導や、営業者に対する衛生管理講習会等を行っています。施設

における衛生確保を図るため、引き続き、監視指導等に取り組む必要があります。 

  

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①「三重県食品監視指導計画」に基づき、引き続き食品による健康被害の防止等のための監視指導を

実施します。また、食肉の安全性を確保するため、と畜検査・食鳥検査を全頭（羽）実施します。 

 

②食品事業者において、改正食品衛生法に基づく新たな許可・届出制度への対応が適切にできるよう

周知、支援を行うとともに、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が適切に運用できるよう食品事業者自ら

が行う衛生管理計画の作成・運用について支援を行います。 

 

医療保健部 
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③食の安全を確保し、消費者の求める食品の選択に資するため、食品表示法に基づき、引き続き食品

表示の適正化のための監視指導を実施します。 

 

④医薬品等の安全確保のため、医薬品製造業者等の監視指導や製品検査を実施し、製造業者等の品質

管理に関する技能の向上を図るとともに、医薬品等を使用する側の県民の皆さんに対して医薬品の

副作用等に関する正しい知識の啓発に取り組みます。 

 

⑤安定した血液供給の維持や骨髄バンクの円滑な運用に向け、ボランティア団体等と連携し、特に若

年層を対象とした啓発に取り組みます。また、ドナー休暇制度の導入促進や、市町に対して「三重

県骨髄等移植ドナー助成事業補助金」の活用を促すなど、骨髄提供しやすい環境づくりを推進しま

す。 

 

⑥「第３次三重県動物愛護管理推進計画」に基づき、引き続き三重県動物愛護推進センター「あすま

いる」を拠点とし、関係団体等さまざまな主体との協創により、犬猫の譲渡事業やクラウドファン

ディング等を活用した猫の不妊・去勢手術、子猫の育成等の殺処分数ゼロに向けた取組を進めます。

また、終生飼養等の普及啓発や災害時における同行避難等のペットに関する防災対策の取組を進め

ます。 

 

⑦薬物乱用防止対策の推進は、関係機関が連携して取組を進めていくことが重要であることから、引

き続き、「三重県薬物乱用対策推進本部」等を活用し、計画的な啓発、取締りや再乱用防止等を実施

することにより、大麻等の薬物乱用防止に取り組みます。 

 

⑧生活衛生営業施設等における衛生確保を図るため、施設の監視指導等を行うとともに、（公財）三重

県生活衛生営業指導センターと連携して自主的な衛生管理の推進を図ります。 

 

 

⑨「三重県食の安全・安心確保のための検討会議」における委員の意見をふまえながら、食の安全・

安心確保のための施策を進めます。また、食に対する県民の信頼確保を図るため、研修会の開催や

関係法令等に関する情報の提供などを通じて、食品事業者に対するコンプライアンスの徹底を図る

とともに、出前トークやＷｅｂの活用など多様な方法を活用して消費者等への正確でわかりやすい

情報提供に努めます。 

 

⑩安全・安心な農畜水産物が安定的に供給されるよう、農薬、肥料、動物･水産用医薬品、飼料等の適

正な生産・販売および使用が確保されるよう効果的な監視・指導を実施します。 

 

農林水産部 

 50



 

KPI（重要業績評価指標） 

 

 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を適切

に運用している施設の割合 

（監視等を実施した施設のうち、一

般衛生管理に加えＨＡＣＣＰに沿っ

た衛生管理が適切に運用されている

ことを確認した施設（不適切であっ

たが指導等により改善したものを含

む）の割合） 

 100％ 100％ 100％ 

100％ － － － 

県内で献血を行った 10代の人数 

（将来にわたり安定的な血液製剤の

供給に寄与する１０代の県内献血者

数） 

 2,000 人 2,100 人 2,400 人 

1,839 人 － － － 

ペットに関する防災対策を行ってい

る人の割合 

（飼い主に対するアンケート調査に

おいて、ペットに関する防災対策と

して、同行避難に向けたしつけ、餌

の備蓄、所有者明示等を行っている

と回答した割合） 

 48.0％ 52.0％ 64.0％ 

44.9％ － － － 

薬物乱用防止に関する講習会等を実

施した県内小学校の数 

（講習会等により、薬物乱用防止に

関する意識の向上を図った県内小学

校の数） 

 160 校 160 校 160 校 

135 校 － － － 
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施策４－１  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

環境への負荷が少ない持続可能な脱炭素社会の実現に向けて、2050 年までに県域からの温室効果ガ

スの排出実質ゼロをめざす「ミッションゼロ 2050 みえ」の推進などを通じて、県民一人ひとりや事

業者等のさまざまな主体による環境配慮や環境経営、地球温暖化の緩和、気候変動影響への適応など

の取組が進んでいます。 

（課題の概要） 

脱炭素社会の実現に向けた国内外の動きが加速する一方で、大規模な陸上風力発電や太陽光発電な

どの開発の適地が減少することにより、再生可能エネルギーの導入が鈍化するほか、自然豊かな地域

や集落に近い場所での開発が進むことにより、自然環境や生活環境への影響が懸念されています。 

 

現状と課題 

①国は、令和 12(2030)年度の温室効果ガス排出量を平成 25(2013)年度比で 46％削減することをめざ

し、さらに 50％削減に向けて挑戦し続けることを表明するなど、脱炭素社会の実現に向けた動きを

加速しています。県においても「三重県地球温暖化対策総合計画」を改定するとともに、2050 年ま

でに県域からの温室効果ガスの排出実質ゼロをめざす「ミッションゼロ 2050 みえ」の推進により、

脱炭素の取組をさらに促進していく必要があります。 

 

②本県の温室効果ガス排出量は、事業活動に伴う割合が高く、県域の温室効果ガス排出量削減のため

には、事業者によるさらなる自主的な取組を促す必要があります。 

 

③太陽光発電等による再生可能エネルギーの地産地消を促進し、脱炭素の取組とあわせ地域課題の解

決と地域経済の活性化につながる地域づくりを進める必要があります。 

 

④国の行政部門における温室効果ガス排出削減目標が令和 12(2030)年度までに平成 25(2013)年度比

で 50％削減することとされ、再生可能エネルギーの活用について最大限取り組むことなどが示され

ました。県においても再生可能エネルギーの導入等の取組を進め、地域の温室効果ガス削減対策の

モデルとして取り組んでいく必要があります。 

 

⑤温室効果ガスの排出削減等を行う地球温暖化の「緩和」だけでなく、既にあらわれている気候変動

の影響や中長期的に避けられない影響を回避・軽減する「適応」の取組を進める必要があります。 

 

⑥地球環境の持続可能性に対する国際的な危機感が高まっていることから、環境への負荷が少ない持

続可能な社会の実現に向け、さまざまな主体が連携して環境に係る課題の解決に取り組むとともに、

環境学習・環境教育の充実が求められています。 

脱炭素社会の実現 
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⑦大規模な開発事業等の実施にあたっては、環境影響の回避や低減等の環境保全措置を講じるなど、

適切な環境配慮が求められています。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①令和４年度に改定する「三重県地球温暖化対策総合計画」に基づく脱炭素社会の実現に向けた取組

を加速させ、「ミッションゼロ 2050 みえ推進チーム」による「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」の推進、

県内産再生可能エネルギーの利用の促進および脱炭素経営に取り組む事業者に対する支援を進め

ていきます。また、「三重県地球温暖化防止活動推進センター」等と連携し、家庭における省エネ

の取組、電気自動車等や省エネ住宅の普及、エコ通勤等、脱炭素につながるライフスタイルへの転

換を促進します。 

 

②「三重県地球温暖化対策推進条例」に基づき温室効果ガスの排出量が相当程度多い工場等が提出す

る「地球温暖化対策計画書」の進捗状況や脱炭素の取組について実地に調査し、効果的な脱炭素の

取組の情報提供や国の温室効果ガス削減に資する補助金の活用を促すことなどにより、事業者の脱

炭素の取組を促進します。 

 

③脱炭素に意欲的な企業と住民、行政等の関係者が連携して地域で必要とされる再生可能エネルギー

の創出と利用を促進することで、地域課題の解決にも資する脱炭素の取組を進めます。 

 

④県有施設への再生可能エネルギーの最大限の導入をめざしてポテンシャル調査を進めるとともに、

初期投資が不要なＰＰＡ(電力販売契約)を活用したモデル事業を実施します。また、電動車の導入

とあわせて使用電力の創エネ・蓄エネにより、ゼロカーボンドライブと災害時の非常電源としての

活用を図ります。 

 

⑤「三重県気候変動適応センター」と連携し、地球温暖化による本県の気候変動影響や適応策につい

て情報収集および分析を行い、県民の皆さんの気候変動に対する理解を深めるために情報発信を進

めます。 

 

⑥ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の考え方をベースに、県環境学習情報センター等において、

環境学習・環境教育を推進し、持続可能な社会の実現に向け自ら行動する人づくりを進めます。 

 

⑦環境に与える負荷を低減し、持続可能な社会を構築していくため、環境に著しい影響を及ぼすおそ

れのある事業が、環境の保全に十分に配慮して行われるように環境影響評価等の取組を進めます。
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県域からの温室効果ガス排出量（千

t-CO２） 

（県民、事業者等の活動により排出

される温室効果ガス量から森林等に

よる吸収量を除いた県域における温

室効果ガス排出量） 

 
23,146 
千 t-CO2 

(２年度排出量) 

22,376 
千 t-CO2 

(３年度排出量) 

20,066 
千 t-CO2 

(６年度排出量) 

23,916 
千 t-CO2 

(元年度排出量)

－ － － 

脱炭素社会に向け、県と連携した取

組を新たに実施する事業所数（累計） 

（県と連携して再生可能エネルギー

利用促進、脱炭素経営の促進、COOL 

CHOICE の推進等に取り組む事業所数

（累計）） 

 60 事業所 95 事業所 200 事業所 

19 事業所 

（４年３月末現在） 
－ － － 

環境教育・環境学習講座等の受講者

数（累計） 

（環境学習情報センター等が実施す

る環境教育・環境学習講座等の受講

者数（累計）） 

 15,000 人 30,000 人 75,000 人 

17,561 人 

（４年３月末現在） 
－ － － 
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施策４－２  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部廃棄物対策局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

持続可能な循環型社会の構築に向け、さまざまな主体による「３Ｒ＋Ｒ」の取組が定着し、事業者

による主体的な資源循環の取組が進み、循環関連産業の振興が図られるとともに、プラスチックごみ

対策や食品ロス削減といった社会的課題の解決に向けた取組が推進されています。また、廃棄物の適

正処理や不法投棄の未然防止に向けた取組が進み、廃棄物処理に対する県民の皆さんの安心感が高ま

っています。 

（課題の概要） 

国内外において資源制約が深刻化し、脱炭素社会の実現に向けた動きが加速する中、廃棄物を資源

ととらえた循環的利用の促進が一層求められる一方、技術面や採算性から新しい取組が十分に普及せ

ず、また原材料価格等の高騰もあり、企業活動や人びとの生活に影響が生じることが懸念されていま

す。 

 

現状と課題 

①県では持続可能な循環型社会の構築をめざし、令和３年３月に策定した「三重県循環型社会形成推

進計画」に基づき、廃棄物処理の安全・安心の確保を前提に、さまざまな主体との連携を一層強化

しつつ循環関連産業の振興による経済発展と社会的課題の解決の両立に向けた取組を進めていく

必要があります。 

 

②廃棄物の排出量と最終処分量は、県民の皆さん、事業者、行政等のさまざまな主体が連携した３Ｒ

（発生抑制、再使用、再生利用）の取組により一定削減が進んできているものの、近年は横ばい傾

向にあります。県民の皆さんや事業者の「３Ｒ＋Ｒ」に関する意識を高め、行動につなげてもらう

ため、一般廃棄物については、市町が導入したごみ分別アプリ等を活用し、減量化やリサイクルに

役立つ情報の発信を行うなど普及啓発を行っています。産業廃棄物については、産業廃棄物の発生

抑制等に係る研究や施設整備に対する支援を拡充するとともに、循環関連産業の人材育成、ＤＸの

推進等に取り組んでいます。今後、さらに産業廃棄物税を活用し、カーボンニュートラルに資する

循環関連産業の振興に向けた支援等を進める必要があります。 

 

③プラスチックごみ対策については、資源循環の高度化を図るため、新たに光学選別による混合プラ

スチック等のマテリアルリサイクルの実証事業を行うとともに、海洋プラスチック対策として、県

民の皆さんや事業者が楽しみながら取り組めるごみ拾いＳＮＳアプリを導入しました。また、食品

ロス削減については、令和３年７月から運用している三重県食品提供システム「みえ～る」の参加

企業・団体の拡大に取り組むとともに、売れ残りそうな食品の対策として、市町と連携し、フード

シェアリングサービスの導入を進めています。今後も、カーボンニュートラル等の社会的課題の解

決に資する資源循環の取組を一層推進するとともに、新たに廃棄処理が懸念される太陽光パネル・

蓄電池等の循環的利用に係る取組を進める必要があります。 

 

 

循環型社会の構築 
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④廃棄物処理の安全・安心の確保に向けて、優良認定処理業者への委託を促進するとともに、ポリ塩

化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正処理に取り組んでいます。今後、南海トラフ地震等の大規模

災害時においても速やかに対応できるよう、現場対応能力を持った人材を育成するなど、災害廃棄

物処理体制を一層強化していく必要があります。 

 

⑤産業廃棄物の不法投棄等は依然として後を絶たず、特に建設系廃棄物の割合が高い状況にあります。

不法投棄等を根絶するためには、未然防止と早期発見・早期是正が重要であることから、これまで

の取組に加え、スマホ 110 番の導入や自動運用型ドローンによる監視手法の実証事業に取り組んで

います。また、建設系廃棄物は解体工事に伴って排出されることから、排出事業者の意識向上に資

する取組や解体工事に係る法令を所管する関係機関等との連携を進めています。今後、ＩＣＴを活

用した効率的・効果的な監視指導方法の検討を引き続き進める必要があります。 

 

⑥過去に産業廃棄物が不適正処理され、行政代執行による生活環境保全上の支障等の除去等を行って

いる４事案（四日市市大矢知・平津、桑名市源十郎新田、桑名市五反田、四日市市内山）について

は、令和４年度末の行政代執行終了に向け着実に環境修復を行っており、今後も継続して安全・安

心を確保する必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①持続可能な循環型社会の形成に向けて、「三重県循環型社会形成推進計画」に基づき、引き続き、

さまざまな主体と連携し、廃棄物処理の安全・安心を前提とした「３Ｒ＋Ｒ」の促進に取り組み、

循環関連産業の振興やカーボンニュートラル等の社会的課題の解決に向けた取組を一層進めます。 

 

②県民の皆さんや事業者の「３Ｒ＋Ｒ」に関する意識を高め、行動につなげてもらうため、一般廃棄

物については、減量化・リサイクルに役立つ情報を市町と共有し、連携して発信していきます。産

業廃棄物については、新たにカーボンニュートラルに資する資源循環を促進するため、産業廃棄物

税を活用した循環関連産業の振興に向けた支援の拡充を進めます。 

 

③プラスチックの削減に向けた取組を進めるとともに、マテリアルリサイクルの促進を図るため、事

業者と連携し、新たにマッチングシステムの整備に取り組みます。また、海洋プラスチックごみ対

策として、ごみ拾いＳＮＳアプリを活用したごみ拾い活動の見える化など、楽しみながらできる取

組を通じて継続的な散乱ごみ対策を促進します。食品ロスの削減対策については、引き続き、三重

県食品提供システム「みえ～る」等の参加事業者の拡大を進めます。 

さらに、廃棄処理が懸念される太陽光パネルや蓄電池等の製品について、循環関連産業の振興およ

び循環的利用に係る体制構築に向け、処理実態や将来の排出見込みなどの把握に取り組みます。 

 

④排出事業者責任の徹底に向けて、引き続き、優良認定処理業者への委託を促進するとともに、関係

機関と連携し、産業廃棄物処理業者の優良認定の取得を促進します。また、ポリ塩化ビフェニル（Ｐ

ＣＢ）廃棄物については処分期間内に適正処理されるよう、ＰＣＢ特別措置法に基づく指導等を徹

底します。災害廃棄物については、大規模災害時においても適正かつ円滑に処理されるよう、仮置

場の設置・運営の実地訓練を行うなど、現場対応力を高める人材育成を進めます。 
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⑤産業廃棄物の不法投棄等に対しては、監視カメラやドローン等を積極的に活用した的確かつ効率的

な監視・指導を行うほか、引き続き、自動運用型ドローンによる監視手法を検討します。また、不

法投棄案件の大半を占めている建設系廃棄物については、建設（解体）工事の元請業者に対する研

修会の開催等による排出事業者等の意識向上に資する取組を進めます。 

  

⑥行政代執行終了予定の４事案について、生活環境保全上の支障が生じていないことを確認するため、

モニタリング等の実施により、安全・安心を確保していきます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

廃プラスチック類の再生利用率 

（県内で産業廃棄物として排出され

た廃プラスチック類の再生利用率） 

 
63％ 

（3年度） 

65％ 

（4年度） 

73％ 

（7年度） 

61.3％ 

（2年度） 
－ － － 

カーボンニュートラル等の社会的課

題解決に資する資源循環の取組事業

者数（累計） 

（県が実施するプラスチック資源循

環の高度化や食品ロス削減等の取組

に参画する延べ事業者数） 

 100 事業所 150 事業所 300 事業者 

61 事業者 － － － 

適正に管理されないおそれのあるＰ

ＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物

の処理に関する指導率 

（県にＰＣＢ保管届出をしない等の

事業者に対し、立入検査等により適

正な管理および処分を指導した割

合） 

 100％ 100％ 100％ 

92％ － － － 

建設系廃棄物の不法投棄件数 

（10 トン以上の建設系廃棄物の不法

投棄件数） 

 10 件以下 10 件以下 10 件以下 

12 件 － － － 
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施策４－３  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

生物多様性をはじめとする豊かな自然環境を維持するため、県内各地域で県民の皆さんやＮＰＯ、

事業者などさまざまな主体による自然環境保全活動が持続的に展開されています。また、自然とのふ

れあいを通じて、自然環境保全意識の醸成につなげられるよう、より多くの県民の皆さんが自然体験

施設等を利用しています。 

（課題の概要） 

大規模開発等による自然環境への影響が懸念されており、希少野生動植物の生息する自然環境を保

全することが求められています。また、三重の豊かな自然にふれあえる場所を確保することが求めら

れています。 

 

現状と課題 

①ＮＰＯ等によって自主的に行われている生物多様性の保全活動が広がりを見せている一方、大規模

開発（太陽光発電施設や風力発電施設の設置）等による自然環境への影響が懸念されています。こ

うした中、ＮＰＯ等による保全活動が持続的に展開されるよう取り組むとともに、大規模開発等に

よる自然環境への影響を軽減していく必要があります。 

 

②県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供するため、自然公園施設の適正な維持管理や整備を進

めています。こうした中、これらの取組を継続するとともに、地域の資源を生かした森林教育や自

然体験などの取組を充実させることで、より多くの利用者に自然環境保全の意識を高めていただき、

保全活動への参画促進を図る必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①生物多様性の保全を推進するため、希少野生動植物種および外来種についての調査やデータ整理を

進めます。また、各種イベント等において身近な自然環境や生物多様性の重要性を啓発するほか、

さまざまな主体による自主的な保全活動が継続できるよう、専門的な知識や必要な情報の提供、自

然環境保全活動への支援に取り組みます。太陽光発電施設や風力発電施設の設置など、自然環境に

影響を及ぼす開発等については、三重県自然環境保全条例等の関係法令に基づき、事業者等への適

切な指導、助言に努めていきます。 

 

②県民の皆さんをはじめとして、多くの方に安全で快適な利用環境を提供するため、国立・国定公園

の園地や東海・近畿自然歩道、大杉谷登山歩道など自然公園施設の適切な維持管理や施設整備を進

めます。また、多くの方が自然環境保全への意識を高め、自然の魅力を体感できるよう、エコツー

リズムの新たなコンテンツの造成やガイドの育成に取り組むとともに、自然景観や歴史・文化等の

優れた魅力およびイベントなどの情報発信に取り組みます。 

 

 

 

自然環境の保全と活用 
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KPI（重要業績評価指標） 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

希少野生動植物保護等の生物多様性

保全活動の取組数（累計） 

（里地・里山や海岸河川において、

希少野生動植物保護等の生物多様性

保全活動の取組数） 

93 取組 

（４年度） 

95 取組 

（５年度） 

101 取組 

（８年度） 

91 取組 

（３年度） 
－ － － 

自然体験施設等の利用者数（累計） 

（森林公園や長距離自然歩道等の自

然体験施設の利用者数） 

1,106 千人 

（３年度） 

1,143 千人 

（４年度） 

1,254 千人 

（７年度） 

1,070 千人 

（２年度） 
－ － － 
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施策４－４  

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

安全・安心で快適な生活を営める環境の保全に向け、事業者のコンプライアンス意識の醸成が図ら

れるとともに、さまざまな主体による環境保全活動が拡大しています。また、「きれいで豊かな海」

をめざして、従来の「規制」から「管理」へと移行した総合的な水環境改善対策が進んでいます。 

（課題の概要） 

大気や水環境については、環境法令の遵守徹底が図られていますが、今後も、環境保全対策を進め

る必要があります。また、海域の栄養塩類減少等により水産資源の生物生産性等が低下していること

から、海域の豊かさに資する取組の促進が求められています。 

現状と課題 

①大気環境はおおむね良好な状態を維持していますが、健康に影響を与える光化学スモッグについては、

依然として、その濃度上昇に備えるための予報等を発令している状況です。また、「三重県自動車

排出窒素酸化物等総量削減計画」に基づき、自動車による大気汚染を改善するための各種施策を実

施してきたことで、二酸化窒素と浮遊粒子状物質については、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内の

すべての測定局で、環境基準を達成する状況となりました。今後、当該対策地域の指定解除に向け

た調査検討を行う必要があります。

②河川における環境基準達成率（ＢＯＤ）は、近年 90％以上で推移しており改善傾向にあります。ま

た、海域における環境基準達成率（ＣＯＤ）も、近年改善傾向にありますが、閉鎖性水域である伊

勢湾では、毎年、広範囲で貧酸素水塊等が発生している状況です。

③土砂等の埋立地を把握し無秩序な埋立て等を抑止するため、「三重県土砂等の埋立て等の規制に関

する条例」に基づき、厳正な審査とあわせて土砂等の埋立て等を行う者に対する立入検査や指導を

行っています。引き続き、条例の周知徹底とあわせて不適正な土砂等の埋立て等が行われないよう

土砂等の埋立て場所等への立入検査による監視・指導が必要です。

④下水道や浄化槽等の生活排水処理施設の整備は着実に進展してきましたが、整備率は全国平均と比

較して低く、引き続き、未整備人口の解消が必要です。浄化槽については、補助制度を活用し単独

処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換促進が必要です。また、「浄化槽法」の改正を受けて、

令和５年度を目途に浄化槽台帳を整備する必要があります。

⑤近年、海域の栄養塩類減少等により水産資源等の生物生産性が低下し、海域の豊かさの重要性が指

摘されていることから、藻場・干潟・浅場再生による生物生息環境改善も含め、「きれいで豊かな

海」の観点を取り入れた総合的な水環境改善の取組が必要です。

生活環境の保全 
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⑥伊勢湾等の海岸域では、陸域で発生したごみの漂着により、砂浜等の景観の悪化のほか、漁業や生

態系への影響が懸念されています。このような課題の解決に向けて、流域圏での発生抑制対策とあ

わせて、さまざまな主体と連携した環境保全活動の拡大と活性化が必要です。

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①工場・事業場からの大気環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図ると

ともに、法に基づき大気の常時監視を行い、環境基準等の適合状況を確認します。光化学スモッグ

やＰＭ2.5 の濃度が上昇した際は予報等を発令し、県民の皆さんに情報提供を行います。また、自

動車環境対策では、例年実施している対策地域内の環境調査等に加え、今年度示された国の基本方

針をふまえた「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内の大気環境基準確保」に係る評価を行います。

②工場・事業場からの水環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図ります。

また、法に基づき公共用水域（河川、海域）および地下水の常時監視を行い、環境基準等の適合状

況を確認します。

③県内において、土砂等の埋立て等が適正に行われるよう、「三重県土砂等の埋立て等の規制に関す

る条例」に基づき厳正に審査するとともに、土砂等の埋立て等を行う者などへの監視・指導活動を

実施します。

④生活排水対策については、「生活排水処理アクションプログラム」に基づき、市町と連携して下水

道、浄化槽および集落排水施設等の効率的・効果的な整備を進め、未整備人口の解消を図るととも

に、補助制度を活用し単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進します。また、改正「浄

化槽法」に対応した新たな浄化槽台帳システムを導入するとともに、「浄化槽法」の指定検査機関

等とも連携し、システム内データの整理を進めます。

⑤伊勢湾の再生のため、環境基準の達成と生物生産性、多様性が調和両立した「きれいで豊かな海」

の観点を取り入れた「第９次水質総量削減計画」（令和４年１０月策定）に基づき、総合的な水環

境改善の取組を進めます。また、生物生産性や生物多様性をふまえた栄養塩管理や貧酸素水塊発生

メカニズムの解明など、伊勢湾再生に関する研究事業を行います。

⑥伊勢湾から熊野灘にかけての美しい海岸を守っていくため、「三重県海岸漂着物対策推進計画」に

基づき、県民の皆さん、民間団体、企業、海岸管理者等による協力体制を拡充していきます。三県

一市が連携し、海岸等における清掃活動への参加者の拡大を図るため、伊勢湾流域圏で行われてい

る清掃活動の情報を取りまとめて発信します。引き続き、回収・処理および発生抑制対策事業を実

施するとともに、複数自治体連携による効果的な対策を進めるため、伊勢湾流域圏を含んだ広域的

な地域計画を策定します。
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KPI（重要業績評価指標） 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

環境基準達成率 

（大気環境測定地点および河川・海

域水域における環境基準の達成割

合） 

94.3％ 95.2％ 98.1％ 

90.5％ 

（速報値） 
－ － － 

生活排水処理施設の整備率 

（下水道、合併処理浄化槽、集落排

水施設等により生活排水処理が可能

な人口の割合） 

89.3％ 90.3％ 93.1％ 

88.2％ － － － 

「きれいで豊かな海」の実現に向け

た取組数 

（「第９次水質総量削減計画」におけ

る「きれいで豊かな海」の実現に向

けた総合的な水環境改善取組数） 

４取組 ５取組 ７取組 

３取組 － － － 

海岸漂着物対策等の水環境の保全活

動に参加した県民の数 

（「伊勢湾 森・川・海のクリーンア

ップ大作戦」に参加した県民の数） 

18,500 人 19,500 人 24,000 人 

17,496 人 － － － 
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施策５－１  

【主担当部局：雇用経済部観光局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

魅力ある地域資源を生かした観光コンテンツの提供や、質の高い宿泊施設などの誘致・整備促進な

ど、旅行者のニーズに対応した受入れ体制が整備されることで、三重県を訪れた人びとが観光を満喫

でき、観光客の満足度が向上するとともに、平均宿泊日数が増加しています。 

また、地域住民をはじめ、地域全体で旅行者の受入れ機運を高め、三重県の持続可能な観光が推進

されることで、三重県を訪れた旅行者がより深く地域の魅力を体験し、リピーターや長期滞在者が増

加するなど、三重県の「拠点滞在型観光」のイメージが定着しています。 

（課題の概要） 

観光地を選ぶ基準として、社会・文化や環境に配慮し、旅行者や地域住民など観光に関わる人びと

が利益を享受できる「持続可能な観光地」であることが注目されており、地域全体で受入れ環境を整

えることが求められています。観光産業の担い手確保も含めた環境整備を通じて、国内外の高付加価

値旅行者にも選ばれる観光地づくりを進めることが必要となっています。 

現状と課題 

①旅行者が地域の文化に触れ、住民との交流や、豊かで深い体験を味わうことは、長期滞在やリピー

ターの獲得につながることが期待できるため、三重ならではの観光資源を生かした拠点滞在型観光

を推進する必要があります。 

②持続可能な観光の推進に向けて、地域住民をはじめ地域全体で旅行者の受入れ機運を高めていくほ

か、ＳＤＧｓの達成等、経済面、社会・文化面、環境面を総合的に考慮した地域のサスティナブル

な観光地づくりを支援していく必要があります。

③アフターコロナに向けて、地域全体の観光消費を拡大し、地域の稼ぐ力を向上させるために、旅行

者にとって快適な受入れ環境を整備し、観光地としての滞在価値を高めていく必要があります。

④旅行者の安全を確保し、安心で快適な県内の旅行を提供するため、観光防災やバリアフリー観光の

推進など、安全で安心な観光地づくりに取り組んでいく必要があります。

⑤旅行者の満足度向上につなげるため、質の高いサービスを提供できる観光人材の育成・確保に向け

て取り組む必要があります。

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①拠点滞在型観光を強力に展開するため、三重ならではの観光資源を生かした体験コンテンツのさら

なる発掘と磨き上げ支援に取り組むほか、三重の「食」や「食文化」に触れながら長期滞在できる

ガストロノミーツーリズムを推進するとともに、インバウンド向けに県内周遊を促進するＳＩＴ（特

別な目的に絞った旅行）をモデル的に実施します。

持続可能な観光地づくり 
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②旅行者にとって快適な質の高い観光地づくりを県内に推進するため、地域ＤＭＯ（観光地域づくり

法人）など観光関係団体に対し、デジタルマーケティングやプロモーション、「日本版持続可能な観

光ガイドライン（ＪＳＴＳ－Ｄ）」の活用促進などの支援を行います。

③高付加価値旅行者層を呼び込むための受入れ環境整備を行うため、有識者の意見をふまえながら、

上質な宿泊施設の誘致・整備促進や二次交通の整備について検討を行います。

④観光事業者や観光関係団体等を対象とした観光防災セミナーの開催など観光地における防災対策に

取り組みます。また、観光事業者に対するバリアフリー観光調査や心のバリアフリー認定の取得促

進などバリアフリー観光を推進します。

⑤観光資源の魅力を高めるためのガイドスキル向上に向けた研修を行うほか、県内の観光施設におけ

る人材不足を解消するため、就業希望者と観光事業者のマッチング支援を行います。

KPI（重要業績評価指標） 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 
観光客満足度 
（県内の観光地を訪れた観光客の７段
階の満足度評価で「大変満足」「満足」
「やや満足」の上位３項目を回答し
た割合） 

95.0％ 95.0％ 95.0％ 

93.5％ － － － 

県内の平均宿泊日数 
（観光庁宿泊旅行統計調査に基づく、
県内の宿泊施設における延べ宿泊者
数を実宿泊者数で除して得た日数） 

1.20 泊 1.23 泊 1.33 泊 

1.20 泊 － － － 

リピート意向率
（県内の観光地を訪れた観光客の「本
県を再び訪れたい」と回答した割合） 

95.0％ 95.0％ 95.0％ 

92.6％ － － － 
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施策５－２  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部観光局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

  国内外の多くの旅行者が観光の目的地として三重県を選び、県内の観光消費額が増加しています。

また、旅行者データや観光統計に基づく観光マーケティング・マネジメントを行い、旅行ニーズに合

わせた戦略的な観光プロモーションを展開することで、三重県ファンが増加するとともに、国内外か

ら三重県への来訪や宿泊が増加しています。 

（課題の概要） 

  旅行スタイルや旅行者のニーズがますます多様化していく中で、三重県が観光地として選ばれ、観

光入込客数や観光消費額の増加につなげていくためには、三重県の強みを生かした首都圏、関西圏へ

の戦略的なプロモーションに加えて、デジタル技術を活用して多様なニーズへ的確に対応していくこ

とが求められています。 

 

現状と課題 

①新型コロナウイルス感染症により多大な影響を受けた県内観光関連産業の早期再生のため、感染防

止対策を徹底のうえ、県内への誘客や周遊を促進するための事業に取り組んでおり、引き続き、観

光需要を喚起していく必要があります。 

 

②旅の目的地として選ばれる三重の観光の実現に向けて、三重県観光マーケティングプラットフォー

ムを活用し、データに基づく戦略的な観光マーケティングに取り組み、観光ＤＸを推進していく必

要があります。 

 

③三重の美しい自然や食、地域の文化・歴史など、三重県ならではの魅力を多くの方々のニーズにあ

わせて効果的に伝えるためのプロモーションに取り組んでいく必要があります。 

 

④訪日旅行の本格再開時に県内での観光消費額の増加を図るため、海外から高付加価値旅行者等の誘

致に取り組む必要があります。また、大阪・関西万博など海外から多くの人が関西を訪れる機会を

捉え、三重県への周遊促進に取り組んでいく必要があります。 

 

⑤三重県の観光資源の認知度向上を図り、外国人旅行者を県内に誘致するため、アフターコロナにお

けるニーズの変化に対応しつつ、効果的な情報発信を行う必要があります。 

 

⑥県内の関係者と連携しながら、感染防止対策の徹底やオンラインとの併用など新しい生活様式に対

応した会議の開催を支援することで、県内における国際会議等の開催誘致に取り組む必要がありま

す。 

 

 

 

 

戦略的な観光誘客 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化しており、引き続き厳しい状況にある観光産業の再

生に向け、感染症の状況や国の動向等をふまえつつ、旅行割引や地域応援クーポンの発行をはじめ

とする需要喚起策を継続的かつ機動的に実施することで、観光産業の早期回復に向けた切れ目のな

い支援を行います。 

 

②三重県観光マーケティングプラットフォームを活用することで旅行者データを蓄積し、旅行者一人

ひとりのニーズに合わせた One to One マーケティングに取り組むとともに、プラットフォームのデ

ータを分析することで、戦略的な観光マーケティングを推進していきます。また、観光事業者にお

けるマーケティング活動を支援し、観光産業におけるＤＸを推進していきます。 

 

③首都圏・関西圏等からの誘客を促進するため、鉄道などの交通事業者をはじめとする関係機関と連

携し、発地に向けた情報発信や誘客プロモーションを戦略的に実施します。また、みえ応援ポケモ

ン「ミジュマル」を活用した取組や令和７年に開催される大阪・関西万博を見据えた誘客促進の取

組も実施します。 

 

④海外から高付加価値旅行者等の誘致を進めるため、これまで三重県が注力してきた市場におけるプ

ロモーションの実施に取り組むととともに、新たに注力すべき新市場について調査を行います。ま

た、関西圏の広域ＤＭＯである（一社）関西観光本部等と連携し、広域周遊ルートの造成及び情報

発信等に取り組みます。 

 

⑤訪日旅行先としての三重県の認知度向上と誘客の増加を図るため、専門的な知見と豊富な外国人旅

行者のデータを有する日本政府観光局（ＪＮＴＯ）と連携し、アフターコロナにおけるニーズの変

化をふまえた効果的な情報発信等、効果的なプロモーションに取り組みます。 

 

⑥新しい生活様式に対応した会議の開催を支援することで、国際会議等ＭＩＣＥの誘致に取り組むと

ともに、新型コロナウイルス感染症収束後にインバウンドの増加を図るため、産業観光の促進に向

けた取組を進めます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

観光消費額 
（観光客が県内において支出した観
光消費額（交通費、宿泊費、飲食
費、入場料、土産代等）） 

 4,950 億円 5,250 億円 6,500 億円 

3,562 億円 － － － 

県内の延べ宿泊者数 
（観光庁宿泊旅行統計調査に基づ
く、県内の宿泊施設における延べ
宿泊者数） 

 766 万人 812 万人 1,041 万人 

518 万人 － － － 

県内の外国人延べ宿泊者数 
（観光庁宿泊旅行統計調査に基づ
く、県内の宿泊施設における延べ
外国人宿泊者数） 

 34.6 万人 36.7 万人 45.4 万人 

1.7 万人 － － － 
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施策５－３  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県産品の販路拡大や観光誘客の促進などにつなげるため、大都市圏等における県内市町、関係団体、

民間事業者、三重ファン等と連携した面的な情報発信やイベント実施等による戦略的なプロモーション

活動が進んでいます。また、産業・地域経済の活性化につなげるため、付加価値の高い商品・サービス

の創出に取り組むとともに、業種を超えた多様な連携による販売促進の取組が進んでいます。 

（課題の概要） 

国内のビッグイベントの機会を生かして、県産品の販路拡大や観光誘客の促進などにつなげるため、

戦略的かつ効果的なプロモーションを展開する必要があります。 

また、県産品の販路を拡大するため、業種を超えた多様な連携による商品やサービスなど、消費者ニ

ーズに合わせた新たな価値の創出やそれらを担う人材の育成が求められています。 

 

現状と課題 

①社会経済情勢の変化や国内のビッグイベントの機会を的確に捉えながら、観光誘客や三重県の認知 

度の向上、県産品の販路拡大などを促進するため、市町、関係団体等と連携し、首都圏、関西圏、 

中部圏および海外において戦略的かつ効果的なプロモーションを展開する必要があります。また、 

引き続き、関係部局と連携してワーケーション推進に取り組む必要があります。 

 

②首都圏においては、三重テラスを核とした三重の魅力情報の発信、県産品の販路拡大、三重ファン 

と連携した取組等を行っているほか、包括協定を締結した企業等との連携による物産観光展等を開 

催しています。引き続き、さらなる三重ファン獲得に向けた戦略的なプロモーションを進めていく 

必要があります。 

 

③関西圏においては、令和７（2025）年に大阪・関西万博の開催、令和 11（2029）年に大阪ＩＲの開 

業を控え、インバウンドを含む観光需要が増大することが見込まれます。これらの動向を的確にと 

らえ、県産品の販路拡大や観光誘客の促進などにつなげていくため、三重県の認知度の向上に向け 

たプロモーション活動をさらに強化していく必要があります。 

 

④伝統産業および食関連産業等は、地域の伝統や技術、原料など、三重の風土に根づいた魅力を生か 

した貴重な産業であることから、県産品の魅力を再認識するとともに、消費者のニーズや価値観に 

対応できる新たな魅力や価値を創出し、国内外への発信や販路拡大につなげていく必要があります。 

特に、国内市場が縮小傾向にある中、輸出の拡大に向けた支援を積極的に行う必要があります。 

 

三重の魅力発信 
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⑤一般的に伝統産業および食関連産業等は、労働生産性及び労働者の定着率が低いことから、産学官 

が連携し、労働環境の改善に向けた意識向上、新たな価値やサービスを創出できる人材の育成が求 

められています。また、県産品の販路拡大を効果的に展開するため、県内事業者の商談機能の向上 

が求められています。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①市町、県内事業者、関係機関等と連携し、観光誘客や三重県の認知度の向上、県産品の販路拡大を 

柱とした一体的なプロモーション活動を、首都圏、関西圏、中部圏および海外において展開します。 

また、包括協定を締結した企業等との連携による物産観光展や商談会を開催します。さらに、ワー 

ケーションについては、ＳＤＧｓへの貢献や地域課題の解決につながる事業を展開します。 

 

②首都圏においては、三重テラス第３ステージ（令和５年度～９年度）の初年度となることから、よ 

り魅力的な情報発信拠点となるよう、施設の運用を含めた運営体制の見直しをはかるとともに、さ 

らなる観光誘客の促進、県産品の販路拡大につなげるために、三重テラスを核とした三重の魅力発 

信、三重ファンのさらなる拡大と連携の取組を展開します。 

 

③「関西圏営業戦略」に基づき、県、市町、県内外の事業者、関係機関など官民一体となって、三重 

の魅力発信、観光物産展、商談会等などの取組を効果的に展開します。また、大阪・関西万博開催 

のチャンスを生かし、三重を知って、選んで、来て、リピーターになっていただけるよう、関西パ 

ビリオン三重県ブース（仮称）への出展準備のほか、期間限定の情報発信拠点を設置し、プロモー 

ション活動を展開します。 

 

④伝統産業および食関連産業等の多様な連携を促進し、ＳＤＧｓやエシカルに加え、フードテックな 

どの新しい視点を取り入れた付加価値の高い商品・サービスの創出に取り組みます。また、オンラ 

インや体験など多様な手法を活用して、背景・ストーリーとともに商品の魅力を発信するほか、国 

内外への販売促進につなげるため、伝統工芸品や食をはじめとする県産品フェアの開催、商談支援 

等を行います。 

 

⑤「みえ食の“人財”育成プラットフォーム」と連携し、学生と企業との交流会やインターンシップ、 

マーケティング研修等を実施し、新たな価値やサービスを創出できる人材の育成を進めます。また、 

商談会等による商談機会の創出と合わせ、バイヤー等による商談スキル向上セミナー等を開催する 

ことで、県内事業者の商談機能の向上を図ります。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

首都圏・関西圏における観光旅行先

としての三重県への訪問意向及び三

重県産品の購入意向の割合 

（首都圏・関西圏におけるアンケー

ト調査で、「観光旅行で三重に行きた

い」、「購入したい三重県産品がある」

と考えている人の割合） 

 66.0％ 68.0％ 74.0％ 

65.6％ － － － 

三重テラスにおける魅力発信件数

（累計） 

（三重テラスにおいて、県内の市町、

団体、事業者、三重の応援団・応援

企業等の三重ファンと連携した情報

発信やイベントの実施等により、三

重の魅力発信を行った件数） 

 218 件 378 件 1,058 件 

92 件 － － － 

伝統産業および食関連産業における

消費者ニーズに対応した付加価値の

高い商品・サービスの開発数（累計） 

（伝統産業および食関連産業等の地域

資源を活用し、消費者ニーズの変化等

に対応するため、異業種との連携等に

より開発された商品・サービス数） 

 38 件 60 件 138 件 

18 件 － － － 

新商品や魅力あるサービスの開発な

ど、新たな価値創出に取り組むこと

ができる人材の育成数（累計） 
（県および「みえ食の“人財”育成プ
ラットフォーム」が実施する 
・マーケティング研修 
・食品衛生研修 
・ＳＮＳ等活用研修 

等を受講し、商品やサービスの新たな

価値創出に取り組むことができる人材

の育成数） 

 535 人 840 人 1,905 人 

255 人 － － － 
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施策６－１  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

米・麦・大豆のほか、野菜、柑橘、茶といった園芸品目、さらには牛肉や豚肉、鶏肉、卵といった

畜産物など、県産農畜産物の安定的な供給が進み、県民の皆さんの「食」における多様な需要に対応

しています。また、新規就農者はもとより、従事者の確保が図られながら、担い手による大規模経営

が拡大するとともに、小規模な兼業農家や高齢農家などの家族農業が営まれるよう、県産農畜産物の

生産性の向上や農業経営の発展による収入の確保および働きやすい労働環境の整備が進んでいます。

さらに、農業の持続性が確保された地域の拡大を図るため、農地の集積・集約化に向けた生産基盤の

整備が進んでいます。加えて、県産農畜産物について、消費者に魅力が発信され、国内外における取

扱い先が拡大しています。 

（課題の概要） 

農業の法人化や農地集積により経営規模の拡大が進む一方で、中小家族経営の農家における高齢化

が進行しており、労働力の不足が見込まれることから、県産農畜産物の供給量の減少が懸念されてい

ます。 

 

現状と課題 

①「三重の水田農業戦略 2020」等に基づき、主食用米の円滑な生産調整とともに、需要に応じた米・

麦・大豆など水田作物の生産拡大や販売促進に取り組んでいます。今後も、水田作物の生産体制の

強化や販売拡大を図る必要があります。特に、米については、新型コロナウイルス感染症の拡大に

伴う影響も加わり消費の減少・米価の下落が顕著なことから、県産米の需要拡大を図るとともに、

価格が高騰する小麦の代替として、需要が増加傾向にある米粉用米の生産拡大を進める必要があり

ます。 

 

②柑橘については、生産性の向上や高品質な果実の供給量の拡大に向け、優良品種の導入やスマート

技術の現場実装に取り組むとともに、首都圏での販売に加え、タイや台湾への輸出を進めています。

引き続き、柑橘の生産性向上や販売促進を図るとともに、令和５年に三重県で開催される全国カン

キツ研究大会を契機として、産地における取組を発信し、産地の発展につなげる必要があります。 

 

③茶については、令和３年度に策定した「伊勢茶振興計画」に基づき、生産者の所得向上に向け、生

産性の向上など地域課題の解決を図る産地構造改革プロジェクトを推進するとともに、伊勢茶の消

費拡大に向け、伊勢茶マイボトルキャンペーンのほか、新たな伊勢茶商品やサービスの開発、ＵＡ

Ｅやベトナムなど海外における販路開拓に取り組んでいます。今後も引き続き、「伊勢茶振興計画」

に基づいて、需要に対応しながら、生産者の所得向上と伊勢茶の消費拡大を図る必要があります。 

 

④環境に配慮した生産方式の拡大に向け、産地における地力の維持増進とともに、ＩＰＭ（総合的病

害虫管理）や有機農業などの取組を促進しています。今後は、化学肥料の供給不足や一層の価格高

騰が懸念されることから、化学肥料を削減し有機質肥料の活用を拡大するなど、国が展開する「み

どりの食料システム戦略」に対応した持続可能な農業生産の取組をさらに拡大する必要があります。 

農業の振興 
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⑤畜産業では、飼料価格の高騰や和牛子牛価格の高止まりなど厳しい経営環境が続いています。今後

も、畜産経営の持続的発展に向け、耕種農家や飼料販売事業者等の異業種と連携し、飼料や子牛の

自給体制の構築をはじめ、一層の低コスト化や省力化、高付加価値化を進めるとともに、県産畜産

物のサプライチェーンを整備していく必要があります。 

 

⑥豚熱や高病原性鳥インフルエンザなど家畜伝染病の発生とまん延の防止に向け、畜産農場における

飼養衛生管理基準の遵守・徹底や防疫対策を推進しています。今後も、農場の防疫体制を強化する

ほか、豚熱については、感染源の一つである野生いのししの感染拡大の防止を図る必要があります。 

 

⑦担い手への農地集積を加速化するため、市町や農業委員会、農業会議と連携し、集落の話し合いを

促しながら、農家における国の農地中間管理事業の活用を促進しています。また、法人化や後継者

への事業継承など農業経営体の経営発展に向けた支援に取り組んでいます。今後は、農地集積の関

連法令等の改正に伴い必須となった、市町における「地域計画」の策定等をサポートする体制の強

化を図る必要があります。また、担い手となる農業経営体の経営が継続し発展していくよう、これ

までの取組に加え、合併や第三者への事業継承など経営の集約を進めるとともに、農作業の省力化

や生産性の向上に向け、スマート技術の導入や技術習得の円滑化を図る必要があります。 

 

⑧新規就農者の確保・育成に向け、農業大学校における農業教育、就農希望者への相談対応、就農計

画の策定や資金の借入れサポートなど、就農準備から経営開始・定着に至るまでの支援に取り組ん

でいます。また、雇用力のある農業法人などを育成するため設置している「みえ農業版ＭＢＡ養成

塾」において、農業ビジネス人材の育成に取り組んでいます。引き続き、新規就農者の確保・定着

に向け、きめ細かなサポートに取り組むほか、経営感覚に優れた人材の育成を図る必要があります。 

 

⑨兼業農家をはじめ、小規模な家族農業の収入確保に向け、米の生産安定と品質向上を図るため、ド

ローンを活用した肥料散布などスマート技術を活用した栽培実証に取り組んでいます。今後も、小

規模な家族農業が継続できるよう、スマート技術を活用し、省力化などを図る必要があります。 

 

⑩家族農業の継続に向け、農繁期等に労働力が不足する農家と地域に存在する兼業や副業を志向する

人材（ワンデイワーカー）とをマッチングする取組を進めています。今後も、家族農業における労

働力不足を補うための仕組みづくりを早急に進める必要があります。 

 

⑪効率的かつ安定的な農業経営を実現するためには、担い手への農地集積・集約化等を通じた生産コ

ストの削減や高収益作物への転換等を促進することが重要なことから、引き続き、営農の高度化・

効率化に向けた生産基盤の整備を進めるとともに、農業水利施設の機能が安定的に発揮できるよう、

施設を適切に保全管理していく必要があります。 

 

⑫県産農産物等について、都市圏のホテル・レストランを対象としたプロモーションや県内量販店等

と連携した販売促進、食に関連するさまざまな事業者が連携した新たな商品開発の促進に取り組ん

でいます。また、伊勢茶や県産花きを中心に、それらにまつわる歴史や文化を紹介しながら、幅広

い年代を対象とした「食育」・「花育」の取組を進めました。引き続き、さまざまな事業者と連携し

ながら、県産農産物等のブランド力や知名度の向上を図るほか、県内外、さらには国外における販

路の拡大に取り組むとともに、消費拡大につながるよう、食育活動等を進める必要があります。 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「三重の水田農業戦略 2020」等に基づき、引き続き、主食用米の生産調整を円滑に促進するため、

需要に応じた麦や大豆などの生産の安定化を図ります。また、県産米の販売促進に向け、県内の宿

泊事業者を通じ、それぞれの顧客に対しＰＲする取組を進めるとともに、「結びの神」や「伊賀米」

を中心に、首都圏や関西圏において販売促進活動に取り組みます。さらに、価格が高騰する小麦の

代替として、需要が増加傾向にある米粉用米の生産拡大を図ります。 

 

②柑橘について、引き続き、需要に対応した優良品種の導入や果実の日焼け防止に向けたマイクロス

プリンクラーなどスマート技術の現場実装に取り組むとともに、海外等における安定的な販路の構

築に取り組みます。また、令和５年に三重県で開催される全国カンキツ研究大会において、本県に

おける産地の取組を発信するとともに、柑橘生産者の交流を促進します。 

 

③茶については、「伊勢茶振興計画」に基づき、生産者の所得向上と伊勢茶の消費拡大を図るため、地

域の実情に応じた課題解決のためのプロジェクト活動や伊勢茶マイボトルキャンペーンを推進する

とともに、民間事業者による伊勢茶の新たな商品やサービスの開発・提供、海外における販路の構

築に取り組みます。 

 

④化学肥料の価格高騰や国が進める「みどりの食料システム戦略」に対応し、化学肥料の使用量を削

減し有機質肥料を円滑に利用できる地域体制の構築に取り組むほか、有機農業など環境にやさしい

持続的な営農活動の促進およびそれらを推進する人材の確保・育成に取り組みます。 

 

⑤畜産経営の持続的発展に向け、飼料の価格高騰に対応するため、トウモロコシの生産・供給体制や

食品製造副産物をエコフィードとして利用する体制の構築など自給飼料を確保していく取組を進め

るとともに、生産性の向上に向けた畜産施設の整備を通じて、畜産事業者を核にさまざまな関係事

業者が連携する高収益型畜産連携体の育成を図ります。また、県産ブランド和牛を中心に、海外に

おけるサプライチェーンの構築に取り組みます。 

 

⑥豚熱や高病原性鳥インフルエンザなど家畜伝染病の発生とまん延の防止に向け、生産者における飼

養衛生管理基準の遵守・徹底を図るとともに、防疫対策の推進に取り組みます。また、豚熱の感染

源の一つである野生いのししの豚熱検査の強化や経口ワクチンの散布に取り組みます。 

 

⑦農業経営体の経営が将来に渡って継続していくよう、市町による地域計画の策定や大規模化に向け

た農地集積を促進するための地域推進体制の強化に取り組むとともに、農業法人による合併や第三

者への事業継承などを選択肢として経営体同士をマッチングするなど、農業経営の集約化に向けた

取組を進めます。また、農業の生産性と働く場としての魅力の向上を図るため、農業・畜産研究所

と農業改良普及センターを中心に産学官が連携しながら、スマート技術の現場実装に取り組みます。 

 

⑧新規就農者の確保・定着を図るため、職業選択から就農準備、経営開始、定着までの各ステージに

おいて、新規就農者それぞれに応じたきめ細かな支援に取り組むとともに、優れた農業ビジネス人

材の確保に向け、「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」の効果的な運営と一層のＰＲに取り組みます。 
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⑨小規模な家族農業の継続に向け、稲作収入の向上を図るため、ドローンによる効率施肥などスマー

ト技術を取り入れた高品質米の省力化・低コスト化栽培技術のモデル実証に取り組みます。 

 

⑩農繁期に労働力が不足する小規模な家族農業を支援するため、短時間労働が可能な人材と家族農業

をマッチングするワンデイワーク（短日・短時間労働の提供）の実証を進め、労働力確保の仕組み

づくりに取り組みます。 

 

⑪効率的かつ安定的な農業経営の実現に向け、スマート農業に適したほ場の大区画化や農業用水路の

パイプライン化など農業生産基盤の整備と農業水利施設の保全管理を計画的に進めます。 

 

⑫県産農産物等について、県内外および国外への販路を拡大するため、飲食業や宿泊業、卸売・小売

業に加え、交通関連事業者などさまざまな事業者と連携し、品目の特性や生産状況に応じた販売チ

ャンネルの確保に取り組みます。また、消費者に向け、県産農産物等を活用した新たな価値を提供

するため、生産者、食品関連事業者が連携した商品開発等のプロジェクトを推進するとともに、直

売や加工といった生産者の６次産業化の取組を促進します。さらに、県産農産物等にまつわる歴史・

文化を活用した食育活動に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

農業産出等額 

（農産物および加工農産物の生産額

の合計（経営所得安定対策による交

付金等を含む）） 

 1,162 億円 

（３年） 

1,171 億円 

（４年） 

1,198 億円 

（７年） 

1,153 億円 

（２年） 
－ － － 

認定農業者のうち、年間所得が 500

万円以上の経営体の割合 

（認定農業者のうち、年間所得が他

産業従事者の平均所得以上を確保し

ている経営体の割合） 

 

 35％ 

（４年度） 

37％ 

（５年度） 

42％ 

（８年度） 

30.2% 

（３年度） 
－ － － 

基盤整備を契機とした農地の担い手

への集積率 

（パイプライン化などの高度な生産

基盤の整備を実施した地区における

担い手への農地集積率） 

 

 51.7% 

（４年度） 

55.2% 

（５年度） 

65.7% 

（８年度） 

48.3% 

（３年度） 
－ － － 

県産農畜産物の新たな取引件数（累

計） 

（販路拡大により、国内外の食の関

連事業者に新たに採用された県産農

畜産物の件数） 

 

 40 件 

（４年度） 

55 件 

（５年度） 

100 件 

（８年度） 

26 件 

（３年度） 
－ － － 

 

 79



施策６－２  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

公益的機能を重視した環境林においては、森林環境譲与税等を活用した公的な主体による適正な森

林管理が実行されています。また、持続的な木材生産のための生産林においては、カーボンニュート

ラルにつながる「植え、育て、収穫し、また植える」という緑の循環のため、生産性向上や林業人材

の確保・育成が進んでいます。さらに、県民の目にふれやすい公共施設の木造化を進めるとともに、

住宅、身のまわりの生活用品など、さまざまな場面において県産材の利用を進めるため、県民の皆さ

んが県産材の良さや木材利用の意義を理解しています。 

（課題の概要） 

林業および森林づくりにおいて、森林資源の大半が利用期を迎える一方で、木材需要や林業従事者

の減少により、適正な管理が行われない森林が増加することで、森林の有する公益的機能の低下が懸

念されています。 

 

現状と課題 

①管理不足の森林の増加によって、水源のかん養や国土の保全、地球温暖化防止等の森林の有する公

益的機能が十分に発揮されないことが懸念されるとともに、地球環境の変化により自然災害の発生

リスクが高まっています。こうした中、森林環境譲与税等を活用した森林整備を促進するとともに、

災害に強い森林づくりに向けた取組を進めているところであり、引き続き、これらの取組を着実に

進めていく必要があります。 

 

②令和４年８月に「Ｊ－クレジット制度」が改正され、森林由来のクレジット創出に必要な要件が緩

和されました。こうした中、カーボンニュートラルの実現に貢献する森林整備を促進するため、Ｊ

－クレジット制度の有効活用に取り組んでいく必要があります。 

 

③林業の働く場としての魅力や生産性の向上に向けて、スマート技術の現場実装等に取り組んでいま

す。引き続き、労働災害発生率の軽減や生産性の向上を図るため、林業のスマート化を推進すると

ともに、林業・木材産業の競争力強化に向けて、木材の生産基盤の整備を進めていく必要があります。  

 

④県内の森林資源の大半が本格的な利用期を迎えている一方で、住宅着工戸数が伸び悩んでいます。

こうした中、住宅等の建築物だけでなく、日常生活や事業活動の幅広い場面で県産材の利用を促進

していく必要があります。 

 

⑤開講から４年目を迎えた「みえ森林・林業アカデミー」において人材育成を進めています。ＳＤＧ

ｓやカーボンニュートラルへの貢献など、森林・林業への関心が高まる中、引き続き、森林・林業

の振興や地域の活性化につなげるため、社会状況の変化やニーズに対応し、新たな視点や多様な経

営感覚を備えた、次代を担う林業人材を確保・育成していく必要があります。 

 

 

林業の振興と森林づくり 
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⑥森林や木材が暮らしや経済に当たり前に取り入れられている社会づくりに向けて、「みえ森林教育

ビジョン」に基づく取組を進めています。引き続き、森林教育の裾野の拡大や子どもから大人まで

一貫した教育体系の構築に取り組み、森林づくりや木づかいを支える人材を育成していく必要があ

ります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①森林環境譲与税等を活用した森林整備がこれまで以上に進むよう、「みえ森林経営管理支援センタ

ー」を通じた市町の業務推進への支援や、少花粉スギ・ヒノキの種子の生産体制の強化等に取り組

みます。また、災害に強い森林づくりに向けて、「みえ森と緑の県民税」を活用して、流木となる

おそれのある渓流沿いの樹木の伐採・搬出やライフライン沿いの危険木の事前伐採を進めます。 

 

②カーボンニュートラルの実現に貢献する森林整備を促進するため、Ｊ－クレジットの申請に必要と

なる森林情報基盤の整備や、林業ＤＸを活用した県行造林でのモデル的な認証取得の取組を進める

とともに、Ｊ－クレジット制度の利用拡大を図るための普及啓発に取り組みます。 

 

③林業の働く場としての魅力や生産性の向上を図るため、産学官が連携してスマート技術の現場実装

に取り組みます。また、林業・木材産業の競争力強化に向けて、効率的な木材生産活動のための林

道の整備や林業研究所における研究開発、需要者ニーズに対応できる木材加工流通施設等の整備へ

の支援を進めます。 

 

④「みえ木材利用方針」に基づき、建築物や日常生活・事業活動など、幅広い場面における木材利用

を推進するため、県産材を目に見える形で活用した魅力的な建築物のコンクールや日常生活におい

て使用する県産木製品の募集に取り組みます。 

 

⑤新規就業者の確保に向けて、首都圏での林業就業セミナーや県内における林業体験ツアー、高校生

を対象とした林業経営体との就業相談会の開催等に取り組むとともに、「みえ森林・林業アカデミ

ー」を中心に適正な森林管理や林業・木材産業の競争力強化に資する高いスキルを持った人材を育

成する体系的な研修を提供し、就業希望者から既就業者までの一貫した人材の確保・育成に取り組

みます。 

 

⑥森林づくりや木づかいを支える人材の育成に向けて、「みえ森林教育ビジョン」に基づき、小学生

向けの森林教育プログラムの作成や自然環境キャンプの指導者養成講座の開催等に取り組みます。

また、森林教育等の活動の相談窓口となる「みえ森づくりサポートセンター」を運営し、学校や地

域での活動の支援に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 
     
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

公益的機能増進森林整備面積（累計） 

（森林の公益的機能を高めることを

目的として、県や市町など公的な主

体が実施した間伐等の面積） 

 7,700ha 

（４年度） 

10,900ha 

（５年度） 

22,540ha 

（８年度） 

5,258ha 

（３年度） 
－ － － 

県産材素材生産量 

（県内で生産される木材の供給量） 
 410 千㎥ 

（４年度） 

415 千㎥ 
（５年度） 

424 千㎥ 

（８年度） 

398 千㎥ 

（３年度） 
－ － － 

公共施設の木造化率 

（県が整備する低層の公共建築物

（危険物貯蔵など施設の目的、機能

等から木造化が困難な施設は除く）

の木造化率） 

 

 100％ 

（４年度） 

100％ 

（５年度） 

100％ 

（８年度） 

－ － － － 

木づかい宣言事業者数（累計） 

（三重県木づかい宣言事業者登録制

度に基づき登録を行う事業者の数） 

 32 者 

（４年度） 

40 者 

（５年度） 

64 者 

（８年度） 

30 者 

（３年度） 
－ － － 
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施策６－３  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県産水産物の安定供給につなげるため、気候変動に対応した養殖品種の改良や管理技術の開発、科

学的知見に基づいた水産資源の適切な管理、新規就業者の定着が進んでいます。また、漁村の活力が

高まり、持続的な水産業が行われるよう、漁港施設の耐震・耐津波対策をはじめとする生産基盤の整

備が進んでいます。加えて、県産水産物について、消費者に魅力が発信されるよう、国内外における

取扱い先が拡大しています。 

（課題の概要） 

漁業従事者の減少や高齢化に加え、気候変動による海洋環境の変化や水産資源の低迷など、厳しい

状況が続いていることから、水産物の供給量の減少が懸念されています。 

 

現状と課題 

①本県の海面養殖業は、高水温化や餌不足などの海洋環境の変化により、収獲量が減少し、事業継続

が厳しくなっていることから、高水温に耐性がある品種や養殖管理技術の開発等に取り組んでいま

す。引き続き、海洋環境の変化に適応した養殖業の確立に向け、技術開発等を進める必要があります。  

 

②伊勢湾では、水質の改善が見られる一方で、黒ノリの生育に必要な栄養塩類不足による色落ち被害

や、アサリを始めとする水産資源の減少が深刻になっています。このため、きれいで豊かな伊勢湾

の再生に向け、流域下水処理場の栄養塩類管理運転の効果調査や、色落ちしにくい黒ノリ品種の開

発、干潟・浅場の造成等に取り組んでいます。引き続き、これらの取組を進めるとともに、特に、

被害が大きかった黒ノリの色落ち対策を強化する必要があります。 

 

③海女漁業の主な漁獲物であるアワビをはじめ、多くの沿岸水産資源の漁獲量が減少していることか

ら、科学的知見をふまえた資源評価に基づく漁業者の適切な資源管理の促進や、重要魚種の種苗生

産と放流等に取り組んでいます。引き続き、水産資源の維持および増大に向け、資源評価対象種の

拡大や効果的な種苗放流に取り組む必要があります。 

 

④燃油・漁業用資材・養殖用配合飼料の価格高騰や漁業生産量の減少の影響を受けた漁業者に対し、

経営支援や漁業コストの低減に向けた支援に取り組んでいます。引き続き、燃油の高騰などの影響

を受けた漁業経営の維持やスマート技術の活用による生産性の向上に取り組む必要があります。 

 

⑤新たな担い手の確保・育成に向け、就業相談や漁師塾への支援等に取り組むとともに、本年度から、

本県の漁業等についてオンラインで学べる「みえ漁師 Seeds」を運営しています。引き続き、就業

希望者の円滑な就業・定着のため、取組を充実させていく必要があります。 

 

⑥南海トラフ地震発生の緊迫度が増すとともに、大型化する台風や豪雨による自然災害が頻発・激甚

化する中、多くの漁港施設の老朽化が進んでいることから、防災・減災に向けた施設の機能強化を

進めています。引き続き、防災・減災に向けた取組を計画的に進めていく必要があります。 

水産業の振興 
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⑦水産生物の生息場や水質浄化機能など、重要な役割を担っている藻場の減少が進んでいることから、

その要因の把握や、食害防止対策の検討、沿岸域での藻場造成等に取り組むとともに、漁業者を中

心とした活動組織が行う藻場の保全活動を支援しています。引き続き、関係機関と連携しながら、

藻場の再生に取り組む必要があります。 

 

⑧県民にとって重要なレクリエーションの場である内水面地域の活性化を図るため、内水面漁業協同

組合等が行う、稚アユ放流や、カワウの食害対策、子どもへの河川環境教育等の取組を支援してい

ます。引き続き、水産資源の増殖や遊漁者確保の取組等への支援を通じて、内水面地域の活性化を

図る必要があります。 

 

⑨資源減少や魚価低迷、漁業コストの増加による収益の悪化から、漁業経営が厳しくなっています。

県産水産物のサプライチェーンの構築や付加価値を高めることにより、魚価の向上を図り、漁業者

の収入確保につなげる必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①海洋環境の変化に適応した養殖業を確立するため、真珠養殖では官民が連携してアコヤガイの高水

温耐性種苗の生産、カキ養殖では高水温化に適応する養殖技術の開発、魚類養殖では免疫機能を高

める新たな飼料の開発、藻類養殖では青ノリの天然の種を確実に網に付ける技術の開発に取り組み

ます。 

 

②きれいで豊かな伊勢湾の再生に向け、栄養塩類管理運転の効果調査や、水産生物の生息場となる干

潟・浅場の造成等に取り組みます。加えて、黒ノリの色落ち被害や養殖初期の生育不良への対策と

して、養殖漁場等における施肥による色調向上や生育促進に取り組みます。 

 

③水産資源の維持および増大に向けて、本県の重要な沿岸水産資源 10 種の資源評価（新規３種、再評

価７種）や、新たな放流魚種としてアサリの種苗生産および大規模中間育成試験等に取り組みます。 

 

④燃油等の価格高騰の影響を受けた漁業者に対する利子補給等の経営支援に取り組むとともに、水産

業の生産性向上に向け、水産研究所と普及組織を中心に、産学官が連携し、スマート技術の現場実

装に取り組みます。 

 

⑤新規就業者の就業・定着を促進するため、引き続き、就業相談や漁師塾への支援等に取り組むとと

もに、「みえ漁師 Seeds」のカリキュラムの充実や積極的な周知に取り組みます。 

 

⑥災害に強い水産基盤の整備に向け、漁港施設の地震や津波、高潮への対策および施設の老朽化対策

を計画的に進めます。 

 

⑦本県沿岸で減少している藻場の再生に向け、モニタリング調査による減少要因の把握や食害防止対

策、藻場造成等に取り組むとともに、漁業者を中心とした活動組織が行う藻場の保全活動を支援し

ます。 
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⑧水産物の供給や多面的機能の発揮などの役割を果たしている内水面地域の活性化に向け、引き続き、

内水面漁業協同組合等が行う、稚アユ放流などの資源増殖の取組、遊漁者へのプロモーション活動

や、子どもへの河川環境教育や河川に親しむ機会の提供などの遊漁者確保の取組を支援します。 

 

⑨県産水産物の消費拡大に向けたサプライチェーンの構築と恒常的な販路の確保を図るため、大都市

圏での定期的な水産物フェアの開催や県産水産物の魅力発信のための支援に取り組むとともに、県

内水産事業者の輸出支援に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

海面養殖業産出額 

（本県の海面で養殖された魚類、貝

類、藻類等の産出額） 

 16,200 

百万円 

（３年） 

17,539 

百万円 

（４年） 

21,558 

百万円 

（７年） 

14,860 

百万円 

（２年） 

－ － － 

資源評価対象魚種の漁獲量 

（資源評価に基づき適切な管理を行

う 20 魚種の漁獲量） 

 2,682ｔ 

（３年） 

2,768ｔ 

（４年） 

3,026ｔ 

（７年） 

2,596ｔ 

（２年） 
－ － － 

新規漁業就業者数 

（45 歳未満の新規漁業就業者数） 
 48 人 

（４年度） 

50 人 

（５年度） 

56 人 

（８年度） 

40 人 

（３年度） 
－ － － 

耐震・耐津波対策を実施した拠点漁

港の施設整備延長（累計） 

（県管理の生産・流通拠点漁港にお

ける耐震・耐津波対策を実施した施

設の整備延長） 

 

 670ｍ 

（４年度） 

720ｍ 

（５年度） 

870ｍ 

（８年度） 

620m 

（３年度） 
－ － － 

新たな水産物の輸出取引件数（累計） 

（県農林水産物・食品輸出促進協議

会水産部会員による新たな輸出取引

件数） 

 23 件 

（４年度） 

26 件 

（５年度） 

35 件 

（８年度） 

20 件 

（３年度） 
－ － － 

 

 86



 

 87



施策６－４  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

多くの人が住みたい、住み続けたい、あるいは訪れたいと感じる心豊かで安心できる、持続性のあ

る農山漁村づくりを進めるため、農山漁村の有する地域資源の保全・活用により、多様な雇用機会と

所得が確保されるとともに、安心して暮らせる生活環境の整備が進んでいます。 

（課題の概要） 

農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下により、国土の保全、水源のかん養、自然環境

の保全、良好な景観の保全、文化の伝承といった農山漁村の持つ多面的機能の発揮に支障が生じてい

ます。 

 

現状と課題 

①農山漁村は自然、景観、食文化等、多彩な地域資源を有していますが、人口減少・高齢化の進行や

人材不足等からその魅力を十分に生かしきれていません。このため、農山漁村の魅力的な地域資源

を発掘し、さまざまな主体との連携による取組を推進するとともに、地域の担い手を拡大するなど、

農山漁村の活性化を図る必要があります。 

 

②農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下により、農山漁村の持つ国土の保全、水源のか

ん養、自然環境の保全、良好な景観の保全、文化の伝承といった多面的機能の発揮に支障が生じて

います。引き続き、これらの多面的機能の維持・発揮に向けて取り組む必要があります。 

 

 ③集中豪雨等の自然災害が一層頻発化・激甚化する中、農業用ため池における堤体の決壊や排水機場

の機能低下等により、農村地域に被害を及ぼすおそれがあります。安全で安心に暮らせる持続可能

な農村づくりを進めるため、引き続き、ハード・ソフトの両面から防災・減災対策に取り組む必要

があります。また、中山間地域等では、農村に人が安心して住み続けられるよう生活環境を整備す

ることが必要です。 

 

④野生鳥獣による農林水産業被害は、集落ぐるみの被害対策を進めることにより着実に減少していま

す。しかし、依然として被害軽減が実感されていない集落があることに加え、列車等との衝突や人

への危害など生活被害も発生していることから、今後も、さらなる獣害対策の推進が求められてい

ます。また、捕獲した野生獣を有効に生かす獣肉等の利活用を図る必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①三重の豊かな自然や農山漁村の地域資源を活用したビジネス創出のための人材育成や、「食」、「泊」、

「体験」を組み合わせた交流促進に取り組むことで、農山漁村地域の活性化を図ります。 

 

 ②農業・農村の持つ多面的機能を発揮させるため、若い世代や企業といった地域内外のさまざまな主

体の参画を促すとともに、農地・水路・農道等の地域資源の維持・保全活動や、中山間地域等にお

ける持続的な農業生産活動、環境保全効果の高い営農活動を支援します。 

農山漁村の振興 
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 ③安全・安心な農村づくりに向け、「防災・減災、国土強靱化５か年加速化対策」を積極的に活用し、

農業用ため池や排水機場の豪雨・耐震化対策および長寿命化などのハード対策をより一層加速する

とともに、管理体制の強化や適切な維持管理などのソフト対策を促進します。さらに、ため池の低

水位管理による洪水調節機能の強化を図り、流域治水に取り組みます。また、中山間地域等に安心

して住み続けられるよう集落道等の生活インフラの整備を推進し、農村生活の利便性や快適性の向

上に取り組みます。 

 

 ④野生鳥獣による農林水産業被害および生活被害のさらなる減少に向けて、関係機関と連携を図りな

がら、「被害対策」、「生息管理」、「体制づくり」を進めるとともに、県が主体となった捕獲を実施

します。また、捕獲した野生獣を有効に活用するため高品質で安全・安心なみえジビエの普及拡大

に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

農山漁村における所得・雇用機会の

確保につながる新たな取組数（累計） 

（農山漁村地域における多彩な地域

資源を生かした農林漁業体験民宿や

農家レストラン、直売施設の立ち上

げ等、所得・雇用機会の確保につな

がる新たな取組数） 

 

 57 取組 

(４年度) 

74 取組 

（５年度） 

125 取組 

（８年度） 

40 取組 

（３年度） 
－ － － 

ため池および排水機場の整備により

被害が未然に防止される面積 

（豪雨・耐震化対策および長寿命化

の緊急性が高い農業用ため池および

排水機場の整備が進められることに

よる被害が未然に防止される面積） 

 

 4,169ha 

(４年度) 

4,414ha 

（５年度） 

5,775ha 

（８年度） 

3,996ha 

（３年度） 
－ － － 

野生鳥獣による農林水産業被害金額 

（ニホンジカ、イノシシ、ニホンザ

ルによる農林水産業の被害金額） 

 

 

310 百万円 

（３年度） 

304 百万円 

（４年度） 

284 百万円 

（７年度） 

316 百万円 

（２年度） 
－ － － 

 

 89



施策７－１  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

中小企業・小規模企業の事業継続や雇用確保など経営基盤を強化するため、経営課題の解決に向け

た道筋となる計画に基づき、生産性の向上や販路開拓、業態転換等をはじめ、事業承継や創業など新

陳代謝を促す取組が進んでいます。 

（課題の概要） 

人口減少による国内市場の縮小やコロナ禍がもたらした生活様式の変化等により、企業のビジネス

にも変化が求められています。 

また、中小企業・小規模企業において経営者の高齢化が進み、担い手の確保が難しくなる中、後継

者不足や労働力不足による廃業の増加が懸念されます。 

 

現状と課題 

①新型コロナウイルス感染症の影響が残る中、原油価格や物価高騰の影響が重なり、中小企業・小規

模企業を取り巻く経営環境は厳しい状態が続いています。中小企業・小規模企業が、生産性向上や

販路拡大等の経営課題に自ら気づき、課題を克服できるよう、経営計画を策定し、経営力の向上を

めざす取組や、新たな取引機会の拡大に向けた取組に対する支援が必要となっています。 

 

②中小企業・小規模企業の顕彰制度として、持続可能性の高い経営に取り組む企業を表彰する「三重

のサステナブル経営アワード」を実施しており、令和４年度は 33 件の申し込みがありました。持

続可能性の高い経営に取り組む企業の裾野拡大につなげるため、引き続きアワードを実施するとと

もに、他の県内企業のモデルとなる受賞企業の取組を広く周知していく必要があります。 

 

③感染防止対策に取り組む飲食店等を県が認証する「みえ安心おもてなし認証制度」（あんしんみえ

リア）を令和３年５月に創設し、令和４年９月 16 日現在、4,117 店を認証しています。認証された

店舗は専用ＨＰで公開するとともに、公式ステッカーを掲示してもらうなど、安心して利用できる

施設の「見える化」を図っています。また、認証後も認証基準が守られているかを確認し、認証制

度の信頼性を確保しているところです。今後の制度継続においては、さらなる利用者への普及・啓

発を行いつつ、認証店舗の利用拡大を図ることで、認証店のメリットにつなげることが重要です。 

 

④経済産業大臣が認定する「事業継続力強化計画」の県内中小企業数に占める認定企業の割合（2.41％、

令和４年８月末現在）は全国１位となっているものの、三重県事業所アンケート（令和４年７月）

によれば、中小企業・小規模企業の事業継続計画（ＢＣＰ）策定率は、22.9％にとどまっています。

今後も、中小企業・小規模企業による事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進するとともに、新たな

感染症の発生もリスクとして認識し、あらかじめ対策を講じていく必要があります。 

 

 

 

 

中小企業・小規模企業の振興 
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⑤コロナ禍の長期化に加え、原油価格・物価高騰による影響を受けた中小企業・小規模企業において

は、事業継続に向けた手厚い資金繰り支援が必要です。また、人口減少が進行する中、地域の活力

を維持し、地域課題の解決や雇用の増大を図るため、スタートアップなど新たな産業の担い手や第

二創業経営者等の事業成長に向けた支援を行う必要があります。 

 

⑥新型コロナウイルス感染症や原油・原材料価格高騰の影響を受け、多額の資金を借り入れた事業者

が、借入を順調に返済し、事業を継続できるよう、経営改善の取組を支援するとともに、地域の核

となる中小企業が脆弱化した財務基盤を強化し、経営体力を回復できるよう、効果的な資本支援を

実施する必要があります。 

 

⑦県内企業の後継者不在率は、35.8％（令和３年 11 月）と全国で最も低い割合となっており、「三重

県事業承継ネットワーク」による取組の成果が現れています。しかしながら、経営者の平均年齢は

高齢化が止まらず、依然として事業承継は喫緊の課題となっています。今後、子が親の事業を継ぐ

親族承継は減少が予想される中、第三者承継（従業員承継やＭ＆Ａ）の仕組みを有効に活用してい

く必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①中小企業・小規模企業が、新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰による影響を乗り越え、

経営力の向上につなげられるよう、「三重県版経営向上計画」を活用しつつ、商工会、商工会議所、

三重県中小企業団体中央会等の商工団体や公益財団法人三重県産業支援センターと連携し、引き続

き伴走型の支援を行っていきます。また、県内中小企業・小規模企業の新たな取引機会の拡大に資

するため、関係機関とも連携しながら、多様な手法で市場開拓の場を提供します。 

 

②持続可能性の高い経営に取り組む県内企業の裾野拡大につなげるため、引き続き「三重のサステナ

ブル経営アワード」を実施するとともに、受賞企業の取組を周知します。 

 

③認証後も認証基準が守られているかを確認し、認証制度の信頼性を確保していくとともに、認証店

の拡大を図るため、利用者への普及・啓発や認証店舗の利用促進策を実施していきます。 

 

④引き続き、商工会・商工会議所や市町と連携して、中小企業・小規模企業の事業継続計画（ＢＣＰ）

の策定を支援します。特に、事業継続計画（ＢＣＰ）策定の際には、自然災害のみならず、感染症

もリスクとして認識し、これらに備えた事前の対策が進むよう啓発・支援を行っていきます。 

 

⑤中小企業・小規模企業の事業継続に支障が生じないよう手厚い資金繰り支援を行うとともに、事業

者が感染症の影響やＤＸ・脱炭素化等の新たな経営課題を克服し、再成長に向けて取り組む設備投

資に関して資金面から支援を行います。県内産業を活性化する新たな事業を創出・育成するため、

次代を担う起業家や第二創業経営者がスタートアップ等に必要となる資金の調達を支援します。 

 

⑥「三重県新型コロナウイルス感染症対応資金」等を利用している事業者が順調に借入を返済し、事

業を継続できるよう経営改善コーディネーターが中心となり、金融機関、商工団体など関係機関と

連携して支援します。また、地域経済の核となる中小企業の財務基盤を強化するため、金融機関な

どによって構成されるプラットフォームを通じて、資本力強化や経営改善の取組を推進します。 
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⑦早期かつ計画的な事業承継の準備、円滑な事業承継の実施、後継者による経営革新等への挑戦を促

進につなげられるよう、「三重県事業承継ネットワーク」の各機関や団体が連携して、事業承継診

断を通じて事業承継への備えの必要性に対する気づきを促していくとともに、「プレ承継」、「事業

承継」、「ポスト承継」の各段階に応じたきめ細かな支援を総合的に実施します。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

三重県版経営向上計画や経営革新計

画の認定を受けた件数（累計） 

（商工団体等の支援により、三重県

版経営向上計画や経営革新計画の認

定を受けた件数） 

 7,600 件 8,100 件 9,600 件 

6,726 件 － － － 

県内中小企業・小規模企業における

事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定件

数（累計） 

（中小企業強靱化法に基づく事業継

続力強化計画および三重県版経営向

上計画（「事業継続」を経営課題とし

て策定した計画）の策定件数） 

 2,200 件 2,900 件 5,000 件 

1,495 件 － － － 

県中小企業融資制度における創業関

連資金および設備資金の利用件数

（累計） 

（創業・再挑戦アシスト資金および

その他の政策目的資金における設備

資金の利用件数） 

 580 件 1,060 件 2,500 件 

－ － － － 

事業承継診断件数（累計） 

（三重県事業承継ネットワークの支

援により県内企業が事業承継診断を

実施した件数） 

 17,100 件 19,950 件 28,500 件 

14,254 件 － － － 

 

 92



 

 93



施策７－２  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

社会経済情勢の変化に的確に対応し、競争力や事業継続力を維持するため、自動車関連産業、電子

部品・電気機械産業、航空宇宙産業をはじめとするものづくり企業における新たな製品開発や事業化

が進んでいます。また、２０５０年のカーボンニュートラル実現に向けて、革新的なエネルギー高度

利用技術の促進が図られているとともに、新エネルギーの導入促進や、環境に配慮した効果的なエネ

ルギー利用が進んでいます。 

（課題の概要） 

ものづくり企業をはじめ、県内企業が脱炭素化といった社会経済情勢の変化に的確に対応していくた

め、国際競争力や事業継続力の強化に加え、成長産業の育成、デジタル技術の活用など、企業変革力を

高めていくことが求められています。また、三重県の地域特性を生かした新エネルギーについて、環境

や住民生活に十分配慮しながら導入促進を図る必要があります。 

 

現状と課題 

①自動車のＥＶ化等の進展により、エンジン・ミッション・排気・燃料系部品等の需要は大きく減少 

 すると見込まれます。本県には自動車関連企業が多く、影響を受ける企業が少なからず存在するこ 

とから、これらの部品サプライヤーの競争力の維持・強化、新分野への展開等に向けた取組を支援 

する必要があります。 

 

②カーボンニュートラル社会の実現に向けて、県内ものづくり企業においてもＣＯ２排出量削減への 

取組が求められており、その手法としてデジタル技術を活用した製造工程の効率改善や生産性向上 

の取組を促進するとともに、これらを担うデジタル人材を育成していく必要があります。 

 

③四日市コンビナートにおいては、再生可能エネルギーやＣＯ２排出量の少ない素材の製造・供給を 

 担うカーボンニュートラルコンビナートへの転換が求められていることから、今後、四日市市や企 

 業等と一層連携し、官民一体となった取組を推進していく必要があります。 

 

④県内ものづくり企業においても、国際情勢の変化等による影響に加え、カーボンニュートラルやＤ 

Ｘへの対応が求められており、技術開発・製品開発などに対する技術的課題の解決や技術力の向上 

等の取組を支援していく必要があります。 

 

⑤カーボンニュートラル社会の実現に向けて、国全体として新エネルギーの導入が進められている中 

 で、地域と共生し、環境や住民生活に十分配慮された安全で安心な新エネルギーの導入を促進して 

いく必要があります。 

 

 

 

 

ものづくり産業の振興 
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⑥みえライフイノベーション総合特区計画に基づき、企業・研究機関等によるヘルスケア分野への参

入促進や医療・福祉機器、医薬品、化粧品等の創出に向けて、企業等による製品開発や市場開拓の

取組を支援しています。同分野への参入や事業拡大にあたっては、医療・福祉現場ニーズの把握、

許認可取得の必要性など業界特有のハードルも存在することから、引き続き、製品開発や市場開拓

を支援していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①県内外の支援機関等と連携して、ＥＶ化の影響を強く受ける自動車部品サプライヤーに対し、個々 

の課題等に応じた多角的な助言や支援を行う体制を構築し、伴走型の支援を行うことにより、新製 

品開発、業態転換、事業再構築等を推進します。 

 

②カーボンニュートラル社会の実現に向けて、企業のＣＯ２排出量削減や産業の競争力強化を図るため、 

取組の必要性や具体的手法を学ぶ講座を開催するなど、カーボンニュートラル推進の土台となる人 

材の育成や企業変革の推進に取り組みます。 

 

③四日市コンビナートのカーボンニュートラル化、競争力強化を図るため、設備・供給網の特性を生

かしつつ、四日市市やコンビナート企業、四日市港管理組合等とも連携してＣＯ２排出量削減に向

けた実証事業の検討や水素等をはじめとする脱炭素エネルギーの活用に向けた取組を進めます。 

 

④工業研究所が保有する設備や知見を活用し、県内ものづくり企業が抱える様々な技術的課題等の解 

決に引き続き取り組むとともに、カーボンニュートラルへの対応やＤＸ活用に取り組む企業への支 

援を進めます。 

 

⑤今年度改定を予定している「三重県新エネルギービジョン」に基づき、県民や事業者に対して啓発 

等を行うとともに、エネルギーの地産地消によるまちづくりや、関連技術の開発を支援します。ま 

た、洋上風力発電に関して必要な情報の収集・提供に取り組みます。 

 

 

⑥企業、研究機関等のヘルスケア分野への参入促進や事業拡大に向けて、必要な知識・ノウハウを情 

報提供する機会を設けるとともに、製品・技術・サービスの開発を促進するため、医療・福祉現場 

が抱えるニーズと企業・研究機関等が持つシーズとのコーディネートや、医療・福祉機器メーカー 

等との商談機会の提供といった市場開拓支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用経済部 

医療保健部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県内ものづくり企業の新たな製品開

発や事業化等につながった件数（累

計） 

（県内ものづくり企業が県の技術支

援や共同研究等を通じて、新たな製

品開発や事業化等につながった件

数） 

 20 件 30 件 66 件 

11 件 － － － 

四日市コンビナートの競争力強化に

向けて産学官が連携して取り組んだ

件数（累計） 

（四日市コンビナートの競争力強化

に向けて創出される、産学官連携の

枠組みの数） 

 ８件 ８件 ８件 

４件 － － － 

新エネルギーの導入量（累計） 

（県内に導入された新エネルギーに

よって家庭で消費されるエネルギー

を賄ったと仮定した場合の世帯数） 

 ※73.1 万世帯 

（３年） 

※74.7 万世帯 

（４年） 

※79.2 万世帯 

（７年） 

76.4 万世帯 

（２年） 
－ － － 

※記載の数値は現行の新エネルギービジョンにおける数値であり、改訂後（令和４年（2022）年度末） 

に数値を変更します。 
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施策７－３  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

付加価値の高い製品・サービスを提供する成長性のある企業が多様に集積する、脱炭素社会に対応

した強靱で高度な産業構造への転換を進め、豊かな暮らしにつながる魅力ある雇用の場を数多く創出

するため、産業用地の確保や規制合理化など活発な事業活動を支える操業環境の整備と、国内外の企

業による県内への継続的な投資を促進します。 

四日市港においては、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や背後圏産業の発展を支えるため、港

湾地域の面的・効率的な脱炭素化に向けた取組を促進します。 

（課題の概要） 

環境の変化に対応した強靱な産業構造を構築し、多くの魅力ある職場を創出するため、産業用地の

確保に努め、国内外の企業による県内への投資を促進する必要があります。 

また、四日市港においては、カーボンニュートラルポート形成に向けた環境整備や、港湾地域の面

的・効率的な脱炭素化への対応が求められています。 

 

現状と課題 

①脱炭素化に向けた産業構造の転換や、ＩｏＴ、ＡＩ等のＩＣＴの急速な技術革新によるＤＸの進展、

感染症対策や経済安全保障の観点からのサプライチェーンの見直しなど、企業を取り巻く環境は大

きく変動しています。また、少子高齢化の加速や若者の流出による生産年齢人口の減少への対応も

課題となっています。こうした中、県内産業が持続的に発展していくためには、技術的・社会的な

変化を先取りする既存産業の変革と新たな産業の創出が求められており、地域の特性をふまえつつ、

産業の高度化・強靱化に向けた県内投資を促進していく必要があります。 

 

②道路網の整備効果等により、北勢地域を中心に県内への企業立地ニーズは高いものの、既存工業団

地等の分譲可能用地が減少し、将来的にも用地不足による誘致機会の逸失が懸念されることから、

新たな産業用地の確保が喫緊の課題となっています。また、国内外の地域間における比較・競合が

厳しくなる中、操業環境の優位性を保つため、ソフト面での支援の重要性も高まっています。 

 

③四日市港においては、コンテナ貨物量の増加やコンテナ船の大型化、サプライチェーンの強靱化等

に加え、カーボンニュートラルポートへの対応が求められていることから、背後圏産業のニーズを

把握し、地域の産業競争力の維持・強化や、脱炭素社会の実現に向けた取組を推進する必要があり

ます。併せて、物流の中心が霞ヶ浦地区へシフトしており、新しい四日市地区の利活用が求められ

ています。 

 

 

 

 

 

 

企業誘致の推進と県内再投資の促進 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①企業投資促進制度の活用やワンストップサービスの提供などにより、グリーン・デジタル関連、食

関連など成長産業分野への投資や、マザー工場化、スマート工場化、研究開発施設など高付加価値

化や生産性の向上につながる投資を促進します。また、高い付加価値を有する宿泊施設などのサー

ビス産業や県南部地域における地域資源を活用した産業への投資、中小企業・小規模企業の高付加

価値化につながる投資を促進します。さらに、本社機能の移転・強化や外資系企業の誘致等にも、

国の施策等と連携しながら積極的に取り組みます。 

 

②産業用地の確保に向けて、令和４年度に実施した適地調査の成果を活用し、市町や民間事業者と連

携して新たな産業用地の整備を促進するとともに、計画中の産業用地開発に係る手続き円滑化や工

場跡地等の未利用地の情報収集などに取り組みます。また、操業に関する規制の合理化や法手続き

の迅速化など操業環境の向上を図ることにより、県内での企業の新たな事業展開を支援します。さ

らに、県内の主要産業であり国内外での人材獲得競争が厳しくなっている半導体産業の人材確保へ

の支援にも取り組みます。 

 

③四日市港が背後圏産業の競争力の維持・強化に物流面から貢献できるよう、コンテナ船用の耐震強

化岸壁(Ｗ81)の整備をはじめとした港湾施設等の機能強化や、カーボンニュートラルポートへの対

応など脱炭素化に向けた取組が達成できるよう支援します。また、新たな四日市地区の利活用につ

いては、港の資源を活用した賑わいづくりの取組を促進します。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

企業による設備投資額（累計） 

（雇用の場創出に向け県が関与した

企業による県内への設備投資（マザ

ー工場化、スマート工場化、研究開

発施設を含む）の額） 

 

 
580 億円 580 億円 2,900 億円 

― － － － 

企業による設備投資件数（累計） 

（雇用の場創出に向け県が関与した

企業による県内への設備投資（マザ

ー工場化、スマート工場化、研究開

発施設を含む）の件数） 

 

 
30 件 30 件 150 件 

― － － － 

操業環境の改善に向けた取組件数

（累計） 

（規制の合理化など企業のニーズに

応じた操業環境の改善に向けた取組

件数） 

 

 
７件 ７件 35 件 

― － － － 
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施策７－４  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

  県内の中小企業・小規模企業の輸出拡大や海外の生産拠点の設置が進むとともに、海外での展示会・

商談会への積極的な参加や、越境ＥＣ（電子商取引）の活用に向けた取組が進んでいます。また、県

が行う国際交流によって相手国・地域との関係を維持・強化するとともに、国際的な視野を持ち地域

で活躍できる人材育成が進んでいます。 

（課題の概要） 

  海外市場を獲得できていない県内の中小企業・小規模企業においては、国内市場の縮小により事業

規模の維持が困難になる企業の増加が懸念されます。また、大都市圏に比べて海外展開する企業や国

際交流の機会が少ない県内では、国際的な視野を広げたい県内の若者が県外へ流出するなど定着せず、

県内企業の国際展開や地域の国際化に資する人材が不足するおそれがあります。 

 

現状と課題 

①人口減少の進展に伴い国内市場の縮小が懸念される反面、海外市場の規模は拡大が予測されていま

す。原油や原材料等の価格高騰、円安等の状況下において、企業の国際展開は喫緊の課題となって

おり、県内企業の海外ビジネス展開を支援する必要があります。 

 

②グローバル化の進展に伴い、人・モノ・カネ・情報等がますますボーダレスに行き来する時代が到

来している一方で、県民の海外渡航者数や 10 万人あたりの県内留学生数が全国平均を下回ってお

り、大都市圏に比べて国際交流の機会が限られた状況にあります。県内企業の国際展開や地域の国

際化に資するため、三重県の未来を担う若者を、国際的な視野を持ち、地域で活躍するグローカル

人材として育成する必要があります。 

 

③環境面をはじめ地球規模での問題が数多く発生し、ＳＤＧｓといった課題に向けた取組に対する機

運が高まっている中、相手国・地域とさまざまな課題を共有し、国際協力に取り組むことで、双方

の発展に寄与することが求められています。 

 

④令和５（2023）年開催のＧ７交通大臣会合の成功に向けて、伊勢志摩サミットで培ったノウハウを

生かして、オール三重で取り組むとともに、会合開催の貴重な機会を活用し、より一層の観光需要

の拡大、地域の活性化、及び開催地としてのブランド力のさらなる向上につなげる必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①海外販路開拓やデジタルを活用した商取引などの県内中小企業の海外ビジネス展開を、これまで構 

築してきた海外政府・自治体等とのネットワークを生かして支援します。また、県産品等のセール 

スを行うため、海外ミッションを実施します。 

 

②県が有する国際的なネットワークを通じた交流の機会を活用し、若者を対象に、国際的な視野を持

ち地域で活躍するグローカル人材の育成を進めます。 

国際展開の推進 
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③姉妹・友好提携先との間において、それぞれの国・地域と縁のある関係市町、関係団体等と連携し、

交流を図っていきます。また、令和５年度に姉妹提携 50 周年を迎えるブラジル・サンパウロ州と

の周年を契機とした交流に取り組みます。 

 

④外国政府等とのネットワークについて、引き続き、大使館、領事館等との良好な関係を維持・強化

します。また、「太平洋島嶼国・日本地方自治体ネットワーク」の自治体側代表として、会員道県

と連携し、島しょ国との交流に取り組みます。 

 

⑤令和５（2023）年に志摩市で開催されるＧ７交通大臣会合の成功に向けて、「Ｇ７三重・伊勢志摩

交通大臣会合推進協議会」を中心に、国、地元市町、関係団体等と連携しつつ、会合開催を支援す

るとともに、開催気運の醸成、三重の魅力発信、及び国際理解や国際交流など、様々な取組を進め

ます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県が国際展開の支援・関与を行った

県内中小企業数（累計） 

（本県の施策を通じて、国際展開に

取り組んだ県内中小企業・小規模企

業の数） 

 20 社 40 社 100 社 

－ － － － 

国際的な視野を持つ若者の育成に取

り組んだ件数（累計） 

（本県がこれまで構築してきた国際

的なネットワーク等を活用して、国

際的な視野を持つ若者の育成に取り

組んだ件数） 

 15 件 30 件 75 件 

－ － － － 
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施策８－１  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

地域が一体となって若者の人材確保や育成に取り組む機運が醸成され、就職支援協定締結大学と連

携した県内企業への情報発信やインターンシップ、就職説明会の開催など、若者に対して企業の情報

発信や魅力を感じる機会の提供が進むことで、県内で働きたいという意欲のある若者が増加し、県内

企業への就労、定着につながっています。 

また、中小企業の生産性向上や競争力強化を図るため、産業・就業構造の変化やデジタル化の進展

に対応し、企業や地域のニーズに合ったスキルを身につけた若年人材が育成・確保されています。 

（課題の概要） 

進学や就職を契機に若者の転出超過が続いており、県内中小企業・小規模企業では労働力不足が懸

念されています。 

また、デジタル化の進展や産業構造の変化が加速している中、労働市場のニーズに対応したスキル

を身に着けた人材が不足し、中小企業の生産性向上や競争力強化に支障が生じるおそれがあります。 

 

現状と課題 

①コロナ禍を契機に就職活動を取り巻く環境は大幅に変化しており、若者への就労支援の拠点である 

「おしごと広場みえ」において、関係機関等と連携しながら就職活動のオンライン化などの変化に 

対応した総合的な就労支援を提供することで、県内高等教育機関卒業生の県内企業への就労促進お 

よび県外大学へ進学した学生のＵ・Ｉターン就職を加速させる必要があります。 

 

②県内企業での就職を希望する県外大学の学生に対して、県内企業情報や就労支援情報が十分に伝わ

っていない状況であるため、就職支援協定締結大学以外の三重県出身の学生など、就労支援情報が

届いていない若者層に対して効果的な情報発信を行う必要があります。 

 

③企業や商工団体など地域の主体が一体となって取り組む地域の魅力発信や採用活動が全国的に増

加してきており、一部の地域では成功事例も出ていることから、三重県においてもこうした取組の

機運醸成をはかるとともに、より効果的な取組となるよう、地域による主体的な取組を支援する必

要があります。 

 

④就職や進学を契機に県外転出する女性が多く、転出超過のうち 20 歳から 24 歳女性の転出者数は同

年代男性の 1.7 倍となるなど大きな課題となっています。このため、県内女性求職者の県内就労に

向けた取組および県外女性求職者を対象としたＵ・Ｉターンの取組を両輪で促進する必要がありま

す。 

 

⑤ＩｏＴやロボット技術など成長・基幹産業に対応する人材や、生産性向上、競争力の強化を図る企

業ニーズに対応する人材を育成するため、若者の職業能力の開発に取り組む必要があります。 

 

 

若者の就労支援・県内定着促進 
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⑥三重県の令和３年の転出超過数 3,480 人の約９割が 15 歳～29 歳の若者となっており、その転出の

要因は進学または就職によるものと推測されます。県内の高等学校を卒業した大学進学者が県内大

学へ入学した割合は約２割に留まっており、県内高等教育機関の卒業生が県内に就職した割合も５

割に満たない状況です。新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、若者の進学や就職に対する

考え方、学生募集や就職活動の方法に変化が生じており、若者の県内定着を促進するため、これら

の変化をふまえた県内入学者や県内就職者の増加をめざす県内高等教育機関の取組を促進すると

ともに、学生の奨学金返還額の一部を助成する制度についても、Ｕ・Ｉターン就職の流れを加速さ

せるため、広報の充実に取り組む必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①就職活動のオンライン化などに対応しながら、「おしごと広場みえ」を中心として総合的な就労支援

サービスを提供するとともに、就職支援協定締結大学や「ええとこやんか三重」等と連携した県内

企業の情報発信や、合同企業説明会の開催、インターンシップ、各種セミナー等を開催します。 

 

②県外大学との就職支援協定の締結を引き続き進めるとともに、県内の企業情報等が届いていない若 

 者層に対して多様なチャネルを活用し、県内企業の魅力や就労支援情報の発信を行うとともに、県 

内企業の情報や地域で働く魅力などを発信します。 

 

③企業、商工団体など地域の主体が一体となって取り組む採用活動等の取組について、機運醸成を行 

いながら促進するとともに若者視点の意見を反映した情報発信を行います。 

 

④県内在住の若年女性求職者を主な対象として、多様な働き方や様々な職種で働く女性の活躍事例等

を効果的に発信するとともに、就職支援協定締結大学等の女子学生を対象とした県内就労を促進す

るセミナー等を開催します。 

 

⑤成長が見込まれるＩＴ分野や求人ニーズが高いものづくり分野への就労をめざした職業訓練など、

地域産業の担い手となる人材を育成するとともに、技能検定等の円滑な実施や、民間の職業能力開

発校への支援等を行うことにより、企業や労働者のスキル・キャリアアップの機会を確保します。 

 

 

⑥県内入学者や県内就職者の増加につなげるため、県内高等教育機関が新型コロナウイルス感染症拡

大の影響に伴う環境変化をふまえて講じる取組に対し継続的な支援を行うとともに、奨学金返還額

の一部を助成する制度については、Ｕ・Ｉターンを促進するため県外大学等に注力して周知を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

雇用経済部 

戦略企画部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県内外の高等教育機関卒業生が県内

に就職した割合 

（県内高等教育機関の新卒就職者お

よび県外の就職支援協定締結大学の

新卒就職者（三重県出身者に限る）

のうち、県内企業等へ就職した人の

割合） 

 

 45.5％ 46.6％ 50.0％ 

43.5% 

（２年） 
－ － － 

「おしごと広場みえ」新規登録者で

就職した人のうち、県内就職した人

の割合 

（「おしごと広場みえ」に新規登録

し、就労支援や情報提供等のサービ

スを受け就職した人のうち、県内企

業等へ就職した人の割合） 

 63.4％ 64.2％ 66.6％ 

62.6％ － － － 

職業訓練を実施する津高等技術学校

への入校者および受講者数 

（職業能力向上のために施設内訓練

や在職者訓練を実施する津高等技術

学校への入校者および受講者数（年

間）） 

 530 名 550 名 590 名 

516 名 － － － 
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施策８－２  

 

 

 

【主担当部局：雇用経済部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

働く意欲のある全ての人が、やりがいを持っていきいきと働くことができる社会にするため、県内

企業における労働環境の整備や、テレワークなど多様で柔軟な勤務形態の導入が進んでいます。 

女性や高齢者、外国人などの多様な人材が自らの適性や能力に応じた職業を選択できるよう、安心

して就労できる職場環境づくりが進むとともに、必要なスキルアップや労働相談などの支援が行き届

いています。 

障がい者と共に働くことが当たり前の社会の実現に向けて、障がい者雇用に対する企業や県民の理

解が深まり、働く意欲のある障がい者が希望に応じて柔軟に働くことのできる職場環境づくりが進ん

でいます。 

（課題の概要） 

社会全体で働きやすい労働環境の整備や多様で柔軟な働き方を選択できる勤務形態の導入が求め

られています。 

また、女性や高齢者、外国人等においては、正規雇用など安定した雇用関係を構築できるよう、安

心して働き続けられる職場環境づくりが求められています。 

さらに、障がい者においては、希望に応じて働くことのできるよう、企業や県民の理解促進および

多様で柔軟な働き方の推進に取り組む必要があります。 

 

現状と課題 

 ①働く意欲のある全ての人が、多様な働き方を選択し、自らの能力・スキルを発揮することにより、

いきいきと働き、地域の中で活躍できるよう、柔軟な就労形態の導入など、企業における働き方改

革を推進し、企業の生産性向上や人材確保・定着促進につなげる必要があります。 

 

 ②新型コロナウイルス感染症の影響による対応が求められている中、テレワークなど新しい働き方の

実現に有効な就労形態の導入促進を図る必要があります。 

 

③女性をはじめ多様な人材が能力を発揮して安心して働き続けることができる職場環境づくりに取り

組むことが必要です。特に、再就職をめざす女性や正規雇用をめざす女性を対象に、一人ひとりの

希望にあった形で就労することができるよう支援する必要があります。 

  

④生産年齢人口が減少する中、働く意欲のある高齢者がこれまで培ってきた経験や能力を発揮できる

よう、高齢者の心身の状況等に応じた多様な就労機会を提供することが求められています。 

 

 ⑤外国人労働者においては、受入れにあたっての職場環境づくりを進めるとともに、日本での就労に

必要なルールやマナー、技能等の習得を支援する必要があります。 

 

 

 

多様で柔軟な働き方の推進 
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⑥雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った世代である就職氷河期世代では、現在も本意でない非正

規雇用や無業の状態である人が一定存在しており、安定した就労に向けた支援の充実が求められて

います。 

 

⑦雇用のセーフティネットとして、年々複雑・多様化している雇用に対する労働相談や、離職者の早

期就職に向けた職業訓練などを充実させる必要があります。 

 

⑧障がい者の雇用については、民間企業における障がい者の法定雇用率が未達成の企業が依然として

多いことから、三重労働局など関係機関との連携を一層強化し、障がい者雇用の拡大と企業や県民

の理解促進に取り組むとともに、働く意欲のある全ての障がい者が自らの能力や適性を生かし、希

望に応じて働くことのできるよう、多様で柔軟な働き方を推進していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

① 誰もが働きやすい職場環境や柔軟な働き方の実現に向けて取組を進める中、新型コロナウイルス感 

染症の影響により、働き方が大きく変わりました。企業の規模、業種にかかわらず誰もが働きやす 

い職場環境づくりを推進するため、健康経営の視点も入れながら、アドバイザーの派遣や「みえの 

働き方改革推進企業」登録・表彰制度等の取組を進め、優れた事例を県内に広く普及していきます。 

 

②時間や場所にとらわれない働き方の実現に有効なテレワークの導入促進を図るため、企業、経済団

体、労働団体、行政など関係団体が一体となって県内企業への働きかけや支援を行い、県全体への

テレワークの浸透を図ります。 

 

③再就職や正規雇用を希望する女性が能力を発揮し安心して働くことができるよう、スキルアップや

資格取得の支援を通して能力開発を行うとともに、多様な事情を抱える女性の就職に関する不安や

悩みの解消を図り、就労継続の支援を行います。 

 

④働く意欲のある高齢者の雇用を促進するため、引き続きシルバー人材センターの取組を支援します。

また、令和４年度で終了する「三重県生涯現役促進地域連携事業」で構築予定のモデル事例を県内

に広く普及し、70 歳までの就業機会の確保を進めていきます。 

 

⑤県内企業が外国人労働者に配慮した労働環境を整備できるよう、労働関係法令の遵守や日本語教

育・生活支援の必要性等について深く理解するよう、周知・徹底を図るとともに職業訓練・職場体

験機会の提供に取り組みます。 

 

⑥就職氷河期世代の不本意に非正規雇用で働く人や長期無業者が安心して働き、いきいきと活躍でき

る社会を実現するため、就労支援機関やひきこもり支援機関などの関係機関と一層連携しながら相

談から就職までの切れ目ない支援を行うとともに、就労体験や就労訓練の受入先となる企業等を開

拓します。 

 

 ⑦相談内容が複雑・多様化していること等を踏まえ、引き続き労働相談室において関係機関と連携し 

ながら、的確な対応に努めるとともに、離職者を対象とした職業訓練を津高等技術学校等で実施し、 

早期再就職に向けた支援を行います。 
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⑧障がい者雇用の拡大に向け、三重労働局をはじめとする関係機関と連携した事業所訪問や就職面接

会の開催、職業訓練等を行うとともに、ステップアップカフェ等の取組を通じて企業や県民の障が

い者雇用に係る理解を促進します。また、障がい者が自分に合った働き方を選択し、その適性に応

じて能力を十分に発揮することができるよう、企業に対し、障がい者の短時間雇用の導入促進や、

サテライトオフィスの利用促進等による障がい者のテレワークの普及に取り組むことにより、多様

で柔軟な働き方を推進します。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

多様な就労形態を導入している県内

事業所の割合 

（「三重県内労働条件等実態調査」に

おける調査対象事業所のうち、「多様

な就労形態を導入していると回答し

た県内事業所の割合） 

 87.3％ 88.5％ 92.1％ 

86.1% － － － 

就職支援セミナー等を受講した求職

者や企業の満足度 

（県が実施するセミナーや相談会に

参加した求職者（女性や高齢者、外

国人、就職氷河期世代等）および企

業のうち、県の取組が就職活動や職

場環境整備に役立ったとする割合） 

 90.4％ 91.4％ 94.4％ 

89.4％ － － － 

民間企業における障がい者の法定雇

用率達成企業の割合 

（毎年 6月 1 日現在の県内民間企業

（県内に本社がある４３．５人以上

規模の企業）における障がい者の法

定雇用率達成企業の割合） 

 58.2％ 59.6％ 63.6％ 

56.9% 

（３年６月） 
－ － － 
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施策９－１  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県内各地域が自立・持続可能で魅力と活力ある地域として発展できるよう、市町との連携により各

地域の特性に応じた資源の活用や地域課題の解決に向けた取組が進展し、地域活性化や定住促進、地

域コミュニティづくりなど地域における活力の維持につながっています。 

（課題の概要） 

人口減少の進行や人びとのライフスタイル・価値観の多様化などに伴い、地域社会の担い手不足や

地域活力の低下など、さまざまな課題が顕在化してきており、過疎・離島・半島地域等をはじめとし

た地域における活力の維持に取り組む必要があります。 

 

現状と課題 

①県と市町で構成する「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の仕組みを活用し、地域課題の解

決に向けて検討を進めるとともに、全県的な課題となっている若者の力を地域コミュニティの活性

化に生かすための取組を進めました。市町との連携を一層強化して、持続可能な地域コミュニティ

づくりがより多くの地域に広がるよう取り組む必要があります。 

 

②人口減少の進行に伴い、市町は、これからも持続可能な形で行政サービスを提供し続け、その水準

をいかに維持・向上していくかが課題となっています。このため、市町が基礎自治体として自主性、

自立性を確保しつつ、効率的かつ効果的な行財政運営を行えるよう、支援する必要があります。 

 

③木曽岬干拓地、大仏山地域については、関係機関との連携のもと、それぞれの地域の状況に応じた

利活用を図っていく必要があります。宮川の流量回復の取組については、流量回復放流とかんがい

放流の同時放流の試行を７月末～８月上旬（８日間）に行ったことにより、粟生頭首工直下毎秒 3.0

トンを確保することができました。また、宮川ダム直下から三瀬谷ダム間については、「宮川のよ

り良い流況に向けた流量回復等検討会議」において、関係部局で現状把握、データ蓄積を行うとと

もに、利水者などの関係者との意見交換を実施しています。引き続き、流量回復の取組を「宮川流

域振興調整会議」で進めていくとともに、宮川ダム直下から三瀬谷ダム間のより良い流況に向けて、

関係部局とともに検討・調整を行っていく必要があります。 

 

④過疎地域等においては、他地域に比べて急激な人口減少、高齢化が進行しており、地域活力の維持

が課題となっています。今後も人口減少と高齢化が加速する過疎地域等が持続可能な地域社会を構

築することができるよう、市町と連携して地域活性化や定住促進などに取り組む必要があります。 

 

⑤離島航路は、離島と本土、離島間を結ぶ唯一の交通機関であり、離島で暮らす人びとにとって医療

などの生活の基盤であると同時に、産業や島外との交流の基盤です。離島航路事業者においては、

離島住民の減少や新型コロナウイルスの影響による観光客の減少により厳しい経営状況となって

いるほか、船舶の老朽化に伴う代替船建造に係る財政負担の増加が課題となっています。 

 

市町との連携による地域活性化 
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⑥地域活力の維持が課題となっている地域において、都市部から移住した地域おこし協力隊が、地域

ブランドや地場産品の開発・ＰＲ、地域おこしの支援などの活動に取り組んでいます。引き続き、

隊員の活動がより充実したものとなり、将来的な定住・定着につながるよう支援していく必要があ

ります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①住民に最も身近な自治体である市町と県の連携を一層強化して、地域コミュニティの活性化に若者

の力を活用するなど、地域における課題の解決に向けた取組を進め、地域・市町の実情に応じた持

続可能な地域づくりを推進します。また、国のデジタル田園都市国家構想等もふまえつつ、市町が

策定した地方版総合戦略の推進を支援します。 

 

②市町が行政事務を適正かつ的確に処理するとともに、安定的な財政運営が行われ、地域の活性化に

つながるよう、地方自治制度、地方公務員制度、地方財政制度の運用のみならず、公営企業の経営

改革や公共施設等の適正管理の推進等について、必要な支援を行います。 

 

③木曽岬干拓地については、伊勢湾岸自動車道以南の都市的土地利用計画策定に向け、土地利用の用

途に関する具体的な調査を進めていくとともに、道路等の基盤整備に向けて関係者との調整を進め

ます。大仏山地域については、引き続き散策路等を適切に維持管理し利用促進に取り組むとともに、

将来の多様な主体による里山の保全・活用に向けた検討を進めていきます。また、宮川の流量回復

については、今回の同時放流の試行による運用ルールの検証を通じて、粟生頭首工直下の安定的な

流量確保に取り組みます。一方で、宮川ダム直下から三瀬谷ダム間においては、利水者など関係者

との意見交換を継続するとともに、関係部局で検討を進めより良い流況に向けて取り組みます。 

 

④過疎地域等において、魅力と活力ある地域づくりを推進するため、市町が行う住民の身近な生活課

題を解決するための取組や地域の特色を生かした活性化の取組を支援するなど、各種計画に沿った

対策を進めます。 

 

⑤離島航路は、離島で生活するうえで必要不可欠な生活基盤であるとともに、観光客の離島へのアク

セスとしてもなくてはならない交通手段であることから、離島航路事業者に対して支援を行い、航

路の維持・改善や島民の生活基盤の安定並びに島外との交流促進等につなげます。 

 

⑥地域おこし協力隊の将来的な定住・定着や創業等を支援するため、広域的なつながりづくりやスキ

ルアップを目的とした研修を実施するとともに、隊員ＯＢ・ＯＧも含めたネットワーク化を促進し、

地域活力の維持・向上につなげます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県と市町の連携により地域づくりに

成果があった取組数 

（市町との連携により地域の課題の

解決に向けて成果があった毎年の取

組数） 

 20 取組 20 取組 20 取組 

19 取組 － － － 

木曽岬干拓地の利活用の推進に向け

た取組 

（木曽岬干拓地の利活用の推進に向

け、伊勢湾岸自動車道以南に係る都

市的土地利用計画の策定） 

 
土地利用の可

能性の調査 

可能性のある

土地利用の用

途に関する具

体的な調査 

都市的土地利

用計画の策定 

－ － － － 

地域おこし協力隊による創業または

新たな地域活性化の取組件数（累計） 

（地域おこし協力隊による創業や事

業承継または地域おこし協力隊の活

動がきっかけとなって住民による新

たな地域活性化の取組につながった

件数） 

 ９件 19 件 50 件 

－ － － － 
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施策９－２  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

移住を考える人が一人でも多く三重県に移住し、安心して暮らし続けられるよう、人口流入の促進

に向けた移住の取組が進んでいます。また、地域の活力向上につながるよう、移住された人と地域の

人びととの交流が進んでいます。 

（課題の概要） 

若い世代をはじめ地方への関心が高まる中で、「選ばれる三重」となることで、人口流入の促進につ

なげていく必要があります。また、人口減少、少子高齢化の進行などに伴い、地域活力の低下が懸念

されることから、移住促進の取組を地域の活性化につなげていく必要があります。 

 

現状と課題 

①「ええとこやんか三重 移住相談センター」や、大阪および名古屋での相談会などにおいて、きめ

細かな相談対応を行うなど市町と連携した取組を進めた結果、平成 27 年度からの県および市町の

施策を利用した県外からの移住者数は、令和３年度末までで 2,460 人となっています。内閣府の調

査では、地方への関心は年々高まっているとの結果が示されていますが、コロナ禍による相談機会

の減少や大規模フェア等の中止により本県への相談件数は落ち込み、コロナ前の水準には戻ってい

ません。移住の促進に向けた取組が全国の自治体で行われている中で、本県が移住希望地として「選

ばれる地域」となり、移住につなげていくためには、相談者にしっかりと寄り添うことができる対

面による相談機会の増加や、都市部などでのセミナー開催を充実させ、三重の暮らしの魅力を幅広

く情報発信していく必要があります。また、令和３年の転出超過数 3,480 人のうち、若者が９割を

占めるなど、若者の県外流出が深刻な課題となっており、こうした状況をふまえながら、市町や関

係部局と連携した取組を進めていく必要があります。 

 

②地方移住にあたっての懸念として、「仕事や収入」、「人間関係や地域コミュニティ」が上位を占め

ています。これまで「三重暮らし魅力発信サポーターズスクエア」により、県外の移住希望者と県

内地域の人びとをつなぐ場を設け、移住前における懸念の軽減に取り組み、一定の成果をあげてい

るものの、参加者が伸び悩んでいることから、より多くの方が参加しやすく、移住前の段階から地

域の人びとと継続的な情報交換や交流ができる場づくりが必要です。 

 

③テレワークなど場所を選ばない働き方の浸透などにより、移住スタイルや相談内容が多様化してい

ます。移住希望者の様々なニーズに応えるため、市町との会議や研修会を通じた情報共有を行うと

ともに、移住者が安心して本県に移住し住み続けられるよう、移住希望者と地域のつなぎ役となる

人を増やすなど受入れ態勢を充実させる必要があります。また、移住支援事業については、制度創

設当初より要件が緩和されていますが、依然として要件が厳しいため、引き続き、要件緩和を国へ

要望するとともに、さらなる活用に向け、市町や関係部局と連携し、制度の周知等を行っていく必

要があります。  

 

 

移住の促進 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「ええとこやんか三重 移住相談センター」を中心に、対面を重視した相談機会を充実させ、きめ

細かな相談対応を行い、移住につなげていきます。また、引き続き、市町や関係部局と連携し、全

国フェアへの出展や他県との連携事業、移住交流ポータルサイト等を活用した情報発信を行うとと

もに、特に、首都圏に比べ知名度が高く、本県への移住実績も多い「関西圏・中京圏」からのさら

なる移住者増加に向けて、それぞれの地域に訴求効果が高いテーマによるセミナーや、マスメディ

ア等を活用した情報発信を、総合的・戦略的に実施します。加えて、県外の大学へ進学した学生な

ど、本県にゆかりのある人たちに向けて「三重の暮らしやすさ」などの情報発信を、市町や関係部

局と連携して行います。 

 

②先輩移住者や地域づくりに取り組んでいる人びとなどが発信する様々な情報を、移住希望者が気軽

に収集したり、その情報をきっかけにして地域の人びととお互いに交流する場として、ＳＮＳを活

用したオープンな情報発信・交流の場をつくり、懸念の軽減や移住の実現につなげます。 

 

 ③市町の担当者会議や研修会を通じて、移住促進に向けた課題や効果的な手法について情報共有する

とともに、移住希望者と地域とのつなぎ役となる人材の育成により県内定着や地域の活性化につな

げるなど、受入れ側の態勢充実に取り組みます。また、東京 23 区在住者等の地方への移住を後押

しする移住支援事業について、引き続き、市町と連携し実施します。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県および市町の施策を利用した県外

からの移住者数（累計） 

（県および市町の施策を利用した県

外からの移住者数（平成 27（2015）

年度以降の累計）） 

 3,031 人 3,632 人 5,615 人 

2,460 人 － － － 

移住相談件数 

（「ええとこやんか三重 移住相談

センター」や移住セミナー等での移

住相談件数） 

 1,314 件 1,334 件 1,434 件 

1,294 件 － － － 

移住者の受入れと地域づくりに取り

組む人材の育成人数（累計） 

（県が実施する人材育成講座の応

用・実践講座に参加し、県内各地域

でキーパーソンとして活動している

人数） 

 ５人 10 人 25 人 

０人 － － － 
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施策９－３  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部南部地域活性化局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

南部地域に幸福感を持っていきいきと暮らす人びとが増え、地域外の人びとが南部地域に一層の魅

力を感じ、地域の外からさらに活力が注入される好循環が続くよう、若者の人口流出をくい止め、定

着に向けた働く場の確保や生活サービスの維持・確保など安心して暮らし続けることのできる地域づ

くりが進むとともに、南部地域への交流人口や関係人口が拡大し、さらにはこれらの人びとと地域と

の関係が深まっています。 

（課題の概要） 

南部地域において、人口減少と少子高齢化が進み、地域活力の低下が懸念されることから、豊かで

持続可能な地域社会を維持し、地域の活力が向上するよう取り組む必要があります。 

 

現状と課題 

①南部地域は、第一次産業の活力が低下するとともに、若者世代の人口の流出と少子高齢化が続いて

います。その一方で、世界では、2030 年を目標達成年限としたＳＤＧｓの取組をはじめ、未開発で

自然豊かであることの価値が見直されつつあります。こうした時代の変化をとらえ、南部地域の特

色ある資源を生かし、地域の活力向上を図る必要があります。 

 

②地域活力の維持・向上のため、主体的に地域づくり活動に取り組む人の育成やそうした人びとのネ

ットワークの形成を図るとともに、交流人口や関係人口を増加させる必要があります。 

 

 ③新型コロナウイルス感染症により、南部地域においても観光業が大きな影響を受けています。コロ

ナ収束後を見据え、南部地域が教育旅行先として引き続き選ばれ続けるよう、教育旅行の受入促進

に取り組んでいく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①南部地域において、住民が安心して暮らし続けることができるよう、南部地域活性化基金を活用し、

特色ある資源を生かした地域活力を向上させる取組や若者の定住促進に取り組む市町を支援します。 

 

 ②地域ならではの特色ある資源を活用し、主体的に地域づくり活動に取り組む人材の育成やネットワ

ークの形成に取り組みます。 

 

 ③県内学校が実施する南部地域を行先とした教育旅行を支援し、児童生徒の南部地域への愛着形成に

つなげていくとともに、県外学校が南部地域の豊かな自然や歴史文化といった魅力を評価して教育

旅行先として選んでいただけるよう、教育旅行誘致に取り組みます。 

 

 

 

南部地域の活性化 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

南部地域における若者の定住率 

（現在の 25 歳～34 歳人口を 20 年前

の５歳～14 歳人口で割った値） 

 

55.9％ 55.9％ 55.9％ 

55.9％ － － － 

地域住民等が主体となった地域への

誇りにつながる新たな活動件数（累

計） 

（地域住民等が主体となって、南部

地域固有の資源や価値を生かし、地

域での暮らしを誇りと思えることに

つながる活動の件数） 

 

13 件 39 件 150 件 

－ － － － 
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施策９－４  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部南部地域活性化局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

地域の活力を向上させるため、多くの人びとが熊野古道伊勢路を訪れ、豊かな自然や食など、東紀

州地域ならではの資源に魅力を感じ、地域に滞在しながらさまざまなスポットで観光や体験型プログ

ラム、食、地域産品などを楽しむための仕掛けづくりが進んでいます。 

また、世界遺産の文化的価値が守られ、来訪者にも評価されるよう、熊野古道伊勢路の保全活動へ

幅広い主体が参画し、十分な活動資金が確保された持続可能な体制が構築されています。 

（課題の概要） 

熊野古道伊勢路をはじめとする東紀州地域ならではの資源を活用し、来訪者が長く滞在し消費額を

増やすことにより、観光業および第一次産業を含めた関連産業を活性化させ、東紀州地域の活力を向

上させる必要があります。 

また、古道の保全活動関係者の高齢化が進んでおり、新たな担い手や活動資金の確保に取り組み、

古道を良好な状態で未来へ継承していく必要があります。 

 

現状と課題 

①熊野古道伊勢路をはじめとする東紀州地域ならではの魅力の発信を強化し来訪を促すとともに、来

訪者の長期滞在を受け入れる仕組みの整備を進める必要があります。 

 

②大規模スポーツイベントによる集客交流等の素地がある東紀州地域の特色を生かして、地域に滞在

しながらスポーツや体験プログラム、地域産品等を楽しむための仕掛けづくりを進める必要があり

ます。 

 

③東紀州地域は、地理的条件もあって地域経済が低迷しており小規模な事業者も多いことから、地域

のさまざまな主体が連携して、産業の活性化に向けた取組を進める必要があります。 

 

④熊野古道伊勢路がめざす「歩き旅」を象徴的なイメージとする「現代の巡礼道」に向けた取組は道

半ばであり、伊勢から熊野までの道程を通して歩く意欲を高める取組や仕組みづくりを進める必要

があります。 

 

⑤熊野古道伊勢路の保全団体では構成員の高齢化が進み、地元の有志を主体とする保全活動は限界に

近づいていることから、新たな担い手や活動資金の確保のための取組を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

東紀州地域の活性化 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①東紀州地域への誘客の促進や地域の魅力発信につなげるため、東紀州地域でのマラソン大会や旅ラ

ンなどスポーツイベントの可能性について、調査・検討を実施します。 

 

②東紀州地域の拠点滞在型観光の推進に向けて、幅広い層が利用可能な多様なサイクリングルートを

設定するためにワークショップや現地調査等を実施して、サイクリングコンテンツの造成に取り組

みます。 

 

③地域の資源を生かした商品のブラッシュアップによるブランド力強化や高付加価値化、販路拡大等

の取組を支援することにより、東紀州地域の産業振興に向けて取り組みます。 

 

④熊野古道伊勢路の世界遺産登録 20 周年に向けて、伊勢路全域で統一感のある案内標識の整備を支援

するとともに、山歩きアプリを活用するなど、外国人も含めた人びとが伊勢路の「歩き旅」を安全

に楽しめる環境を整備します。 

 

⑤熊野古道伊勢路に関するさまざまな活動をしている関係者が一堂に会する場である熊野古道協働会

議の枠組みを通じて、保全団体や民間企業、市町等と連携し、持続可能な保全体制の構築に向けた

取組を進めます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

東紀州地域における観光消費額の伸

び率 

（観光旅行者が東紀州地域において

支出した観光消費額の令和２（2020）

年を 100 とした場合の伸び率） 

 
113 120 147 以上 

100 

（２年） 
－ － － 

商談会等における新たな成約件数

（累計） 

（商談会等において東紀州地域の事

業者が新たに得た成約件数） 

 
40 件 60 件 120 件 

20 件 － － － 

熊野古道伊勢路の来訪者数 

（熊野古道伊勢路を訪れた人数の推

計値） 

 270 千人 320 千人 440 千人 

246 千人 － － － 

熊野古道伊勢路の保全活動に参加し

た新たな担い手の人数（累計） 

（熊野古道伊勢路の保全活動に参加

した新たな担い手の人数） 

 300 人 500 人 2,000 人 

100 人 － － － 
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施策１０－１  

 

 

 

【主担当部局：デジタル社会推進局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県民の皆さんや県内事業者等のＤＸに取り組もうとする機運が醸成されており、デジタルに関する

知識やスキルを有した人材が増え、産業や暮らしなどさまざまな分野においてＤＸの取組が進んでい

ます。 

また、革新的な技術やサービスの社会実装が進み、社会課題や地域課題の解決が図られています。 

（課題の概要） 

デジタル化が進展する一方で、デジタル化の恩恵を受けられない人々が取り残される懸念がありま

す。 

また、県内事業者においては、ＤＸ人材が不足することにより、経営効率化が進まないことが懸念

されます。 

さらに、本県が抱える地域課題や社会課題に対し、革新的な技術やサービスを活用していかなけれ

ば、県民生活の質の向上や維持が困難になることが懸念されます。 

 

現状と課題 

①県民の皆さんや県内事業者、市町・県などの行政機関のＤＸを推進するためのワンストップ相談窓

口「みえＤＸセンター」において、国内外のＤＸをけん引する専門家や企業と連携した相談支援を

行うとともに、ＤＸの推進に向けた機運醸成を図るためのセミナーを実施しています。引き続き、

各主体によるＤＸの取組を後押しする必要があります。また、ＤＸに関する取組を行っている県内

企業が約 12％にとどまっていることから、企業の意識啓発を図りながら、ＤＸ人材の育成支援に取

り組んでいく必要があります。 

 

②社会情勢の変化に伴い、新たな地域課題・社会課題が発生していることから、スタートアップが持

つ革新的な技術やサービスを活用した新たなビジネスを創出することで、地域における課題の解決

や経済活性化につなげていく必要があります。 

 

③ドローン物流や空飛ぶクルマを活用した「空の移動革命」について、国主導の官民協議会における

議論や法整備等の動向を注視しながら、観光、交通、防災、市民生活など様々な地域課題の解決を

図るため、関連するビジネスへの参入をめざす事業者に対する支援や環境整備、地域受容性向上に

資する取組を進める必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①県民の皆さんや県内事業者等がＤＸに取り組んでいただける機運を醸成するとともに、引き続き、

「みえＤＸセンター」を中心に、各主体によるＤＸの取組を支援します。また、社会全体のデジタ

ル化が進められる中、企業の経営者やＤＸを推進する担当者への研修の実施など、産官学各層のデ

ジタル人材の育成および県内定着を支援します。 

 

 

社会におけるＤＸの推進 
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②三重発スタートアップの増加をめざして、創業や第二創業への関心を高める取組や、新規事業創出

に向けた外部との連携促進など、起業前から事業拡大まで、事業の成長段階に応じた支援に取り組

みます。 

 

③県内におけるさまざまな地域課題の解決や新たなビジネスの創出のため、ドローン物流等の社会実

装を促進するための環境整備や地域受容性向上に向けた機運醸成により「空の移動革命」の実現に

向けて取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

ＤＸに取り組む県民の皆さんや県内

事業者等への支援に対する貢献度 

（県が実施した支援に対して相談者

等が「役に立った」「やや役に立った」

と回答した割合） 

 

 

 

 

90.0％以上 

 

 

90.0％以上 

 

 

90.0％以上 

 

 

90.0％ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

ＤＸや革新的な技術・サービスを活

用した先進的な取組を行う事業者等

への支援件数（累計） 

（ＤＸや革新的な技術・サービスを

活用した取組をめざす事業者等に対

して、情報提供やマッチング、事業

計画への助言等の支援を行った件

数） 

 

 

 

 

39 件 52 件 91 件 

26 件 － － － 
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施策１０－２  

 

 

 

【主担当部局：デジタル社会推進局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

スマートフォン等の利用を通じた行政手続のデジタル化が進むとともに、県や市町等が保有するデ

ータを活用した政策立案やサービスが創出されることにより、県民の皆さんの利便性が向上していま

す。 

（課題の概要） 

行政ニーズの多様化や課題の複雑化が進み、自治体における経営資源が大きく制約を受けることも

考えられる中、デジタル技術を活用することで、社会の変化や県民の皆さんのニーズに対応した、よ

りよい行政サービスを安定的に提供する必要があります。 

 

現状と課題 

①電子署名、電子納付に対応できるよう電子申請・届出システムの更新を行い、関係部局とも連携し

ながら行政手続のデジタル化を進めています。県民の皆さんの利便性向上を図るためには、電子申

請の使い易さの向上や事務処理の迅速化を図るとともに、窓口対応も含めた行政手続の一層のデジ

タル化を推進する必要があります。また、利用者目線に立った行政サービスの提供等に向けて、令

和４年度に整備中のＤＸ推進基盤を通じた、県や市町等の保有データの積極的な活用に取り組む必

要があります。 

 

②「三重県・市町ＤＸ推進協議会」等の場を活用し、ＤＸ人材育成やデジタルツールの共同調達、情

報システムの標準化、マイナンバーカードの普及促進といった市町がＤＸを推進する上で必要とな

る課題の解決に向け、意見交換や調査・検討に取り組んでいます。また、令和４年度から新たにデ

ータ連携・活用に向けた機運醸成に取り組んでいます。引き続き、市町間及び県と市町の連携を一

層強化するとともに、課題の把握に努め、必要な支援を行う必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①県民の皆さんの利便性向上を図るため、行政手続デジタル化方針に基づき、電子申請できる手続を

増やしつつ、ユーザー視点に立ったシステムのＵＩ／ＵＸ（※）の改善を図るとともに、窓口にお

ける手続や相談対応のデジタル化に向けた調査・検討に取り組みます。さらに、県民の皆さんや事

業者等に活用していただけるよう、オープンデータの充実を図るとともに、データに基づく政策立

案や行政サービスの創出に向けた取組を推進します。 

 

②ＤＸ人材育成やデジタルツールの共同調達、情報システムの標準化、マイナンバーカードの普及促

進、データ連携・利活用など、市町ＤＸの促進に向け、引き続き、「三重県・市町ＤＸ推進協議会」

等の場を活用し、市町と連携して意見交換や調査・検討に取り組みます。 

 

 ※ＵＩ／ＵＸとは、サービス等を開発するときに、利用者にとって使いやすいかどうかを考える概

念のこと。ＵＩは利用者の目に触れたり実際に使用したりする部分、ＵＸは利用者がサービス等

を使って得られる体験を示す。 

行政サービスのＤＸ推進 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

デジタル化した県独自の行政手続の

割合 

（年間受付件数 100 件以上の手続の

うちデジタル化の効果が期待できる

75 手続を対象） 

（年間受付件数 100 件以上の県独自

手続のうち利便性の向上や業務効率

化等デジタル化の効果が期待できる

75 手続についてデジタル化した割合

（受付件数ベース）） 

 

 

 

 

76％ 92％ 100％ 

39％ － － － 

市町ＤＸの促進に向けた市町との連

携による取組数（累計） 

（市町ＤＸの促進に向け、三重県・

市町ＤＸ推進協議会等において、複

数の市町と連携して取り組んだ数） 

 

 
17 取組 27 取組 57 取組 

７取組 － － － 
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施策１１－１  

 

 

 

【主担当部局：県土整備部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

高規格道路では、東海環状自動車道の全線開通や、新宮紀宝道路の開通のほか、直轄国道でも中勢

バイパスが全線開通するなど、県内外を貫く南北軸が強化・延伸され、県民の皆さんの安全・安心が

高まるとともに、地域間の交流・連携が広がり、地域の経済活動が活性化しています。 

県管理道路では、磯部バイパスが完成するなど、地域間交流の促進や観光復興に向けた動きにつな

がるとともに、未改良道路の拡幅等による混雑解消や生活交通の円滑性の確保が進んでいます。 

リニアによる交通革新や高速道路ネットワークの進展をふまえ、総合交通ターミナルの整備を賑わ

い・防災空間の創出とともに展開しています。 

千葉県八街市の通学路の死傷事故をふまえた交通安全対策が全て完了するとともに、通学路交通安

全プログラムに位置づけられた箇所も概成しています。また、区画線などの道路の着実な維持管理に

取り組むとともに、ＡＩを活用した交通観測体制の拡充により、県民の皆さんが安全で快適に道路を

利用しています。 

街並みに調和した景観や交通安全などの機能に応じた街路樹の剪定や花植え活動などにより、良好

な空間が形成されるとともに、道路施設の脱炭素へ向けた持続的な管理も進んでいます。 

港湾では、岸壁や航路等の着実な維持管理により安全な利用を確保するとともに、脱炭素化や船舶

の大型化への対応、クルーズ船寄港誘致など港湾の利活用を促進する官民連携のプロジェクトが進ん

でいます。 

（課題の概要） 

高規格道路等のミッシングリンクや渋滞区間の存在により、県内各地域における社会・経済活動の

支障となり、企業進出や観光誘客等に多大な影響を及ぼします。県管理道路の整備は、混雑状況や車

道幅員など他県から大きく遅れており、地域間交流や安全・安心な生活への支障となります。 

公共交通と道路ネットワークの連携を強化する拠点の不足により、今後のリニアの開業に伴う効果

の発現や中心市街地の活性化等への支障となります。 

道路空間の安全性など機能改善が求められる中で、通学路の対策の遅延や区画線の剥離等の進行に

より県民生活へのリスクが高まります。また、街路樹等の魅力が乏しい道路空間の存在により、生活

の豊かさや来街者へのサービス等が損なわれます。 

県管理港湾における貨物量の更なる減少により、背後地も含めた地域の雇用や経済活動に大きな影

響が生じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路・港湾整備の推進 
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現状と課題 

①熊野尾鷲道路（Ⅱ期）の開通をはじめ、鈴鹿亀山道路の新規事業化など、多くの幹線道路の整備が

進み、地域間の交流・連携が促進されるとともに、地域の安全・安心が高まるなどの整備効果があ

らわれてきていますが、都市部における慢性的な渋滞の発生、近い将来に発生が懸念される南海ト

ラフ地震等の大規模自然災害への備えなど多くの課題が残されています。このため、高規格道路お

よび直轄国道の早期整備について、関係市町や地域住民、地元民間企業等と一体となって国等に要

望していく必要があります。 

 

②県管理道路では、幹線道路ネットワークの強化、バイパス等の抜本的な整備および早期に事業効果

を発現できる待避所の設置など柔軟な対応を織り交ぜた道路整備を推進していますが、車道幅員の

確保など他県から大きく遅れており、地域間交流や安全・安心な生活の支障となるなど多くの課題

が残されています。 

 

③コロナ時代の社会変容に対応し、インフラの新たな価値を創造しつつ、豊かで活力のある地方創生

の実現のため、道路空間の再編による賑わいの創出や観光の復興に向けた道路整備により、ポスト

コロナを見据えた地域づくりを推進する必要があります。県都の顔となる津駅では、駅周辺の再編

を図るため、三重河川国道事務所・三重県・津市で「津駅周辺道路空間再編検討委員会」を設置し、

有識者、交通関係者、経済関係者および行政が、さまざまな立場や観点から幅広く意見交換を行い、

社会実験も含めて整備方針の具体化に向け調整を進めています。 

 

④千葉県八街市の交通事故などを受け通学児童等の安全確保が全国的な課題となっている中、通学路

の合同点検結果や通学路交通安全プログラムに基づき、関係者と連携しながら対策を進めていると

ころであり、歩行者等の安全・安心を確保するための取組を一層進めていく必要があります。また、

道路施設の老朽化が急速に進行する中、道路を安全・安心・快適に利用できるよう、引き続き点検

や修繕を着実に進めるとともに、剥離が進行する路面標示については、一定の水準の確保・定常化

を図る必要があります。さらに、令和５年に志摩市で開催される「Ｇ７交通大臣会合」に向け、道

路施設等に必要な対策を実施する必要があります。 

 

⑤デジタル技術などの技術革新が進展する中、平常時・災害時を含めた道路施設の利用・管理を効率

的かつ効果的にマネジメントするため、IＣＴ・ＡＩ技術等の新技術の導入・活用を進めていく必

要があります。また、ＡＩカメラによる常時観測システムの運用を令和３年４月から開始しており、

引き続き、交通マネジメントや道路空間の再編等の計画検討、災害時の異常検知など、ＡＩカメラ

の活用の幅を広げる検討を進めるとともに、観測体制の強化を進める必要があります。 

 

 ⑥「みえ花と絆のプロジェクト」として、地域との協働による花植え活動などの取組を実施していま

す。引き続き、気候変動への対応として道路施設における脱炭素化への取組を進めていくとともに、

「花植え活動」「美化活動」を通じた地域協働による道路の緑化空間の展開、道路管理者による街

路樹の適切な維持管理など、道路空間の美化・緑化の取組を進めていく必要があります。 
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⑦国の温室効果ガス削減目標をふまえ、港湾を利用する企業等とも連携し、港湾の脱炭素化に向けた

取組の推進を図る必要があります。また、港湾の荷役利用、観光利用の増加に向けて地域産品の輸

送、観光・レジャーを通じた交流人口の拡大など、地域が元気になる取組を支援する必要がありま

す。 

 

⑧県管理港湾について、利用者の安全や港湾の機能を確保するため、老朽化した施設を補修するとと

もに、大規模地震時の緊急物資輸送ルートの機能を確保するため、臨港道路の橋梁の耐震対策を進

めています。港湾は地域経済を支え、防災拠点としての役割を果たす必要があることから、引き続

き、計画的かつ効率的な補修に取り組むとともに、臨港道路橋梁等の耐震化を進める必要がありま

す。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①人流・物流の円滑化や活性化によって元気な地域づくりを支えるとともに、南海トラフ地震等の大

規模自然災害発生時には「命の道」として重要な役割を果たす新名神高速道路（６車線化）、東海環

状自動車道、紀勢自動車道（４車線化）、近畿自動車道紀勢線等の高規格道路や北勢バイパス、中勢

バイパス、鈴鹿四日市道路等の直轄国道の整備促進に向けた取組を進めます。また、新たな広域幹

線道路ネットワークの構築をめざし、鈴鹿亀山道路の早期整備や名神名阪連絡道路の事業化に向け

た取組を進めます。 

 

②県管理道路では、県土づくりの骨格となっている高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を

促進する幹線道路ネットワークの拡充を進めるとともに、観光復興を支えるアクセス道路の整備と

して、伊勢志摩連絡道路等の整備を進めます。また、身近な生活道路では車両のすれ違いが困難な

箇所の解消など、安全で円滑な交通の確保に向けた整備を着実に進めます。 

 

③自動車の安全かつ円滑な通行に加え道路空間の再編などによる賑わい空間の創出や公共交通との利

便性の向上を図るため、県都の顔となる津駅周辺において、引き続き社会実験も含めて整備方針の

具体化を関係機関等と連携して進めます。 

 

④千葉県八街市の交通事故をふまえた合同点検で明らかになった危険個所や通学路交通安全プログラ

ムに位置付けられた対策箇所の安全確保を図るため、スピード感を持って交通安全対策を進めます。

また、舗装等の老朽化が進行する道路施設が長期にわたり必要な機能を十分発揮するよう計画的な

点検、着実な修繕を進めるとともに、剥離が進行する路面標示では、一定の水準を確保し、定常化

が図れるよう取り組みます。加えて、「Ｇ７交通大臣会合」に向け、関係機関と連携・協議のうえ、

必要な対策を実施します。 

 

⑤道路施設の利用・管理を効率的かつ効果的にマネジメントするため、ＩＣＴやＡＩを活用したモニ

タリング体制の拡充や点検の高度化などを進めます。また、ＡＩカメラ等の整備による、観測体制

の強化を図るとともに、ＡＩカメラの活用の幅を広げる取組を進めます。 
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⑥街路樹が持つ良好な景観形成の機能が発揮されるよう、街路樹の樹形管理を、メリハリをつけて進

めるとともに、多様な主体の連携・協働のもとで、花の持つ人を癒す効用を生かす花植え、美化活

動など空間のグリーン化の取組を進めます。また、道路施設の脱炭素へ向けた持続的な管理を実現

するため、トンネル照明灯のＬＥＤ化を計画的に推進します。 

 

⑦港湾の脱炭素化に向けた取組として重要港湾におけるカーボンニュートラルポート形成計画の策定

に向けた取組を進めるとともに、港湾を利用した地域産業活性化、観光活性化を図るための環境整

備を進めます。 

 

⑧港湾施設が将来にわたり必要な機能を十分発揮するよう、点検・補修等の維持管理を実施するとと

もに、津松阪港（新堀地区）等において老朽化対策を進めます。また、緊急物資輸送ルートの機能

を確保するため、令和５年度完成予定の長島港の臨港道路橋梁（江ノ浦大橋）や令和４年度から着

手した鳥羽港の岸壁の耐震対策を進めます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

中部圏の広域ネットワークを形成す

る東海環状自動車道の開通 

（東海環状自動車道の県内区間（新

四日市ＪＣＴ～県境：23.3ｋｍ）の

開通） 

 用地取得完了      

県境（三重県

側）トンネル

本体工事着手       

〈全線開通〉 

県内 23.3km 

全体 153km 

〈県内〉 

新四日市 JCT

～大安 IC間 

7.8ｋｍ 

－ － － 

伊勢・志摩地域の交流を促進するネ

ットワーク整備 

（高速道路と志摩地域の観光リゾー

ト拠点を結ぶ伊勢志摩連絡道路の一

部（磯部ＢＰ L=2.5km）が完成） 

 

 

 

 

 

 

 

磯部ＢＰ 

事業中 

トンネル 

工事中 

 

磯部ＢＰ 

事業中 

トンネル 

工事完成 

磯部ＢＰ 

開通 

伊勢志摩連絡

道路の全線開

通（20ｋｍ） 

磯部ＢＰ 

事業中 

第２伊勢道路

／鵜方磯部 

ＢＰ 

供用済 

－ － － 

リニアをふまえた総合交通ターミナ

ルの整備 

（新広域道路交通計画（交通拠点計

画）に基づく整備推進）  

近鉄四日市・

津駅での社会

実験の実施     

近鉄四日市駅

での社会実験

の実施／津駅

周辺における

整備方針の具

体化に着手 

県内の総合交

通ターミナル

計画の策定お

よび近鉄四日

市・津駅での

整備推進 

近鉄四日市駅

周辺での事業

着手／津駅周

辺での整備方

針の策定 

－ － － 

危険な通学路の交通安全対策が完了

した割合 

（令和３年６月に千葉県八街市の通

学路で発生した死傷事故をふまえた

合同点検の要対策箇所のうち、対策

を完了した割合） 

 

 

94％ 

 

96％ 100％ 

30％ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 
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 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

道路区画線の引き直し 

（高耐久性の白線を活用しながら視

認性の高い状態を定常化） 

 

高耐久性塗料

を用いた白線

のモニタリン

グ調査および

ＡＩを用いた

路面劣化検知

システムの試

験運用 

高耐久性塗料

を用いた白線

のモニタリン

グ調査および

ＡＩを用いた

路面劣化検知

システムの運

用開始 

剥離度Ⅱ以内

の水準の維持

および白線の

高耐久化 

 

 

 

剥離度Ⅱ以内

の水準の維持 

 

 

 

－ － － 

トンネル照明のＬＥＤ化によるＣＯ

２排出量の削減割合 

（県が管理するトンネル照明のＬＥ

Ｄ化による年間ＣＯ２排出量の削減

割合（平成 30 年度比較）） 

 

30％削減 

（ＣＯ₂排出

量 1,100ｔ 

／年） 

32％削減 

（ＣＯ₂排出

量 1,080ｔ 

／年） 

40％削減 

（ＣＯ₂排出

量 950ｔ 

／年） 

28％削減 

（ＣＯ₂排出

量 1,150ｔ 

／年） 

－ － － 

県民の皆さんとともに進める緑化活

動の参加人数（累計） 

（道路、河川等のインフラを舞台と

した緑化活動に県民の皆さんが参加

した累計人数） 

 

 

 

4,400 人 8,900 人 23,000 人 

 

－ 

 

－ － － 

重要港湾の脱炭素化に関する計画の

策定 

（令和３年度に国により示されたカ

ーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）

形成計画策定マニュアルに基づく策

定） 

 

 

 

関係者調整 
ＣＮＰ形成計

画策定に着手 

ＣＮＰ計画に 

基づく事業に 

一部着手 

 

－ 

 

－ － － 
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施策１１－２  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

持続可能な公共交通の確保・充実に向けて、県内各市町で地域公共交通計画の策定が進み、地域の

実情に応じた交通に関する方向性が整理され、多様な輸送資源を活用することなどにより、新たな移

動手段の確保が進んでいます。 

また、リニア三重県駅の設置による効果を県内全域に波及させるよう、リニア三重県駅と地域を結

ぶ県内広域交通網の整備促進について、関係機関との検討が進むとともに、リニア三重県駅を核とし

た地域づくり等、将来像についての方向性をとりまとめています。 

（課題の概要） 

地域公共交通の利用者が減少する中、より一層の利用促進や交通不便地域等における新たな移動手

段の確保が求められています。 

一方で、リニア中央新幹線の東京・名古屋間の開業に向け、リニア三重県駅の設置への県民の期待

が高まる中、リニア三重県駅を核とした地域づくり等を通じて、リニア中央新幹線の効果を本県の発

展につなげていくことが求められています。 

 

現状と課題 

①複数市町等をまたぐ地域間幹線系統バスの維持・活性化を図るため、運行等を支援するとともに、

利用者の少ない路線の利用促進等を図る必要があります。また、路線バスやコミュニティバス等公

共交通の維持・活性化に向け、市町等と連携し検討を進める必要があります。地域鉄道等について、

路線の維持・活性化を図るため、事業者が実施する安全対策等を支援するとともに、沿線市町や関

係府県等と連携し利用促進に取り組む必要があります。 

 

②県内公共交通については、新型コロナウイルス感染症の影響により減少していた利用者数が回復傾

向にあるものの、コロナ以前の水準には戻らないという懸念もあり、また、原油価格・物価高騰の

影響により厳しい経営状況に直面していることから、コロナ後を見据えた事業者の取組を支援する

必要があります。 

 

③高齢者の交通事故が社会問題化し、自動車運転免許の返納件数が増加傾向にある中、交通空白地等

における高齢者をはじめとする県民の皆さんの移動手段を確保していくため、地域の実情に応じた

移動手段の確保に向け市町等の取組を支援するとともに、新たな移動手段を導入する地域の拡大を

図る必要があります。また、令和２年 11 月に改正・施行された「地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律」に基づき、「三重県地域公共交通計画（仮称）」を策定する必要があります。 

 

④新型コロナウイルス感染症の影響により、国際線を中心に航空需要の回復途上にあることから、感

染症の収束状況をふまえながら「中部国際空港利用促進協議会」等との連携を図り、空港の利用促

進に取り組む必要があります。中部国際空港の機能強化については、第二滑走路の整備による 24

時間完全運用の実現のため、引き続き国への要望や事業推進に向けた関係者と意見交換を行ってい

く必要があります。 

公共交通の確保・充実 
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⑤リニア中央新幹線は、今年の骨太の方針で 2023 年中の名古屋・大阪間の環境影響評価着手につい

て示されたため、名古屋・大阪間の一日も早い着工と全線開業の実現に向け、円滑な環境影響評価

の実施およびルート・駅位置の早期確定につながるようＪＲ東海との協議を進めていく必要があり

ます。また、次のステップとして、県がめざすリニアを活用した将来像を整理する必要があります。

加えて、リニア事業に対する県民の皆さんの理解や協力が得られるよう、一層の気運醸成を図って

いく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①地域間幹線系統バスの維持・活性化を図るため、国と協調して事業者の運行等を支援するとともに、

「三重県地域公共交通協議会」で検討を行い、利用促進等に取り組みます。また、路線バスやコミ

ュニティバス等公共交通の維持・活性化に向け、地域の実情に応じた具体的な取組が進むよう、市

町の地域公共交通会議などで検討を進めます。さらに、地域鉄道等の維持・活性化に向け、事業者

が実施する安全対策等に国や市町と協調し支援を行うとともに、県や関係市町等で出資する第三セ

クターの伊勢鉄道について、設備整備等を支援します。加えて、「三重県鉄道網整備促進期成同盟会」、

「関西本線整備・利用促進連盟」などによる利用促進活動に取り組むとともに、「関西本線活性化利

用促進三重県会議」において沿線市や鉄道事業者等と連携した取組を推進します。 

 

②県内の交通事業者においては、厳しい経営状況が続いていることから、コロナ後を見据えた事業者

における利用促進の取組などを支援することにより、地域公共交通の維持・確保を図ります。 

 

③車を持たない高齢者などの円滑な移動を支援するため、地域の実情に応じた、次世代モビリティ等

を活用した取組や福祉分野等と連携した取組などを市町、事業者等と進めるとともに、これらの取

組を核としながら水平展開することにより、新たな移動手段の確保に取り組む地域の拡大を図りま

す。また、バスや鉄道等従来の公共交通に加え、多様な輸送資源を総動員する新たな交通に関する

方向性を示したマスタープランである「三重県地域公共交通計画（仮称）」を策定します。 

 

④中部国際空港について、早期の第二滑走路整備による 24時間完全運用の実現に向け、空港会社が進

める環境影響評価の手続きを、東海三県一市の自治体および経済団体が連携して支援します。加え

て、新型コロナウイルス感染症の収束後を見据えた需要拡大や利用促進に向け、「中部国際空港利用

促進協議会」と連携し取組を進めます。 

 

⑤リニア中央新幹線については、早期の環境影響評価着手およびルート・駅位置の確定につながるよ

う、ＪＲ東海との連携、協議を一層進めていきます。また、リニア開業が本県の発展につながるよ

う、新たに「三重県リニア基本戦略(仮称)」を策定し、リニア活用の考え方やめざすべき将来像を

整理します。さらに、環境影響評価をはじめ、用地買収、建設発生土処分地の確保等、今後想定さ

れる諸課題の解決に向け、ＪＲ東海と協議し事前準備を進めます。加えて、県民の皆さんの理解や

協力が得られるよう、リニア事業に対する効果的な啓発に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

地域公共交通の利用促進に向けて新

たに取り組んだ件数（累計） 

（交通事業者や市町、地域住民等と

連携し、利用促進に向けて新たに取

り組んだ件数） 

 ２件 ３件 ６件 

－ － － － 

新たな移動手段の確保に向けて取り

組んだ件数（累計） 

（市町や交通事業者など関係機関が

連携し、次世代モビリティの活用な

ど新たな移動手段の確保に向けて取

り組んだ件数） 

 ２件 ４件 10 件 

－ － － － 

リニア効果の県内波及に向けた取組 

（三重県駅を核とした地域づくり等

の検討、調整を進めながら、リニア

を活用した将来像についての方向性

の取りまとめ） 

 ・駅候補地の

評価、検討 

・県同盟会と

しての駅位

置選定、Ｊ

Ｒへの要望 

・環境影響評

価開始 

・駅位置につ

いての市町

との合意形

成 

リニアを活用

した将来像に

ついての方向

性の取りまと

め 

・県内駅候補

市町の決定 

・亀山市から

の駅候補地

域の提案 

－ － － 
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施策１１－３  

 

 

 

【主担当部局：県土整備部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

令和２年度策定の都市計画区域マスタープランに基づき、市町が策定した立地適正化計画等により、

都市機能・居住機能の誘導や災害リスクが高いエリアの土地利用規制が行われ、災害リスクをふまえ

たコンパクトで賑わいのあるまちづくりが進んでいます。また緊急輸送道路における電線類の地中化

等の防災・減災対策が進むとともに、地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりが広がっ

ています。 

熊野灘臨海公園におけるプールの再整備などワーケーションの推進に必要な公園整備や鈴鹿青少年

の森におけるＰａｒｋ-ＰＦＩ手法などを活用した公園整備が進み、新たな賑わいを創出する場が整備

されています。 

新築建築物等の検査や既存建築物の維持保全の徹底、適確な開発行為の許認可を行うことなどによ

り、安全・安心な建築物および宅地が確保されています。また、住宅・建築物の耐震化の促進により、

地震災害に対するまちの安全性が向上しています。 

空き家の活用や危険空き家の除却が促進され、空き家の増加が抑制されています。また、県営住宅

の計画的な改修や民間賃貸住宅の確保により高齢者や子育て世帯等の居住支援体制の充実が進んでい

ます。さらに、省エネルギー性能の高い長期優良住宅が普及しています。 

（課題の概要） 

市街地の拡大や人口減少により、低密度な市街地が形成され、地域活力の低下や生活サービスの維

持が困難になるとともに、災害リスクの高い市街地エリアが存在し、まちの賑わいが失われています。 

耐震性のない建築物が多数存在することや住環境に悪影響を及ぼす空き家が増加することなどによ

り、安全で快適な住環境の確保が困難になります。 

 

現状と課題 

① 効率的で利便性が高い持続可能なまちづくりや大規模自然災害による被害の低減を進めるため、立

地適正化計画策定に向けた支援やまちづくりに資する関連事業の支援を行っています。引き続き、

コンパクトなまちづくりに必要な取組を進めるとともに、大規模自然災害に対応した安全なまちづ

くりを進める必要があります。また、地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりを進め

る必要があります。 

 

②県営都市公園においては、ワーケーションの推進に必要な公園整備やＰａｒｋ-ＰＦＩ手法などを

活用した新たな賑わいづくりのための取組を進めています。引き続き、ポストコロナを見据え、交

流人口の拡大に向けた公園整備を進めていくことが必要です。 

 

③建築物の安全性確保に向けて、特定行政庁の市と連携し、適法な建築物の建築や適正な既存建築物

の維持保全のための取組を進めています。また、良質な宅地水準や立地の適正性を確保するため、

開発許可制度の適確な運用に取り組んでいます。引き続き、建築基準法や都市計画法等に基づく許

認可や指導・助言等により、安全・安心な建築物、宅地の確保を図ることが求められています。 

 

安全で快適な住まいまちづくり 
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④住宅・建築物の耐震化促進のため、耐震診断や耐震改修等に対する支援を行っています。引き続き、

住宅・建築物の耐震化の取組を進め、地震災害などに対するまちの安全性を確保する必要がありま

す。 

 

⑤周辺の住環境に悪影響を及ぼす空き家の増加を抑制するため、空き家対策を実施する市町への支援

を行っています。引き続き、空き家を活用するための改修や危険な空き家の除却に対する支援を行

うとともに、空き家の適正管理等について啓発し、安全で快適な住環境を確保する必要があります。 

 

⑥県営住宅については、長寿命化工事に取り組むとともに、入居者が減少していることから、子育て

世帯の優先枠の設定や単身入居が可能な住戸の拡大等の取組を行っています。また、民間住宅につ

いては、高齢者等の住宅確保要配慮者に対する取組のほか、耐久性、省エネルギー性能等を備えた

長期優良住宅の認定を行っています。引き続き、住宅確保要配慮者への支援や長期優良住宅の普及

が求められています。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①災害リスクをふまえたコンパクトで賑わいのあるまちづくりに向け、市町のめざすべき都市像の実

現のため、中心市街地などへの都市機能・居住機能の誘導および災害リスクが高いエリアの土地利

用規制を示した立地適正化計画策定やまちづくりに資する関連事業を支援します。また、緊急輸送

道路における電線類の地中化等の防災・減災対策を実施するとともに、魅力ある景観を生かしたま

ちづくりを進めるため、景観に配慮した建築物や公共施設等への誘導に取り組みます。 

 

②広域的な集客力を強化し観光誘客を促進するため、ワーケーションの推進に必要な公園整備を進め

るとともに、利用者の満足度向上に向けて、多様なニーズに対応するための官民連携による公園の

運営管理や整備を行います。 

 

③ 建築基準法に基づき、新築建築物等に対して確認審査や完了検査等を適確に実施するとともに、不

特定多数の者が利用する既存建築物に対して定期調査報告の内容を確認し、必要な改善指導を行う

など、適正な建築物の維持保全の促進に取り組みます。また、良質な宅地水準や立地の適正性を確

保するため、都市計画法に基づく開発許可申請の審査や開発工事の完了検査等を適確に実施します。 

 

④ 木造住宅について、引き続き戸別訪問や防災イベント等の機会に住宅所有者に耐震化を直接働きか

けるほか、耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事、耐震性がない木造住宅の除却に対して支援を

行います。耐震改修促進法により耐震化を促進している緊急輸送道路を閉塞するおそれのある沿道

建築物に対して、市町や関係団体と連携し、耐震改修等の実施に向けて必要な支援を行います。 

 

⑤ 活用可能な空き家の改修や危険な空き家の除却、市町が開催する空き家相談会等への支援を引き続

き実施するとともに、空き家の適正管理等に関するセミナーを開催します。 

 

⑥ 県営住宅の長寿命化のための改修、バリアフリー改修や子育て世帯向けの住戸内改修を進めるとと

もに、住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅の普及促進や相談会の開催など居住支援の取組を進

めるほか、長期優良住宅の認定等を適確に実施します。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

コンパクトで賑わいのあるまちづく

りに取り組む市町の割合 

（コンパクトで賑わいのあるまちづ

くりに向け、居住機能や福祉・商業

等の都市機能を誘導するための計画

を策定または中心市街地などでまち

づくりに資する事業に取り組んでい

る市町の割合） 

 

40％ 

10 市町 

／25 市町 

44％ 

11 市町 

／25 市町 

64％ 

16 市町 

／25 市町 

32％ 

８市町 

／25 市町 

 

－ 

 

－ － 

多様なニーズに対応した魅力ある公

園づくりに取り組む県営都市公園数 

（広域的に利用されている５つの県

営都市公園（北勢中央公園、鈴鹿青

少年の森、亀山サンシャインパーク、

大仏山公園、熊野灘臨海公園）で、

多様なニーズに対応した魅力ある公

園づくりに取り組み、利用者の満足

度が現状値（令和２年度平均値 82％）

を超える都市公園数） 

 

 

３公園 

 

４公園 ５公園 

２公園 

 

－ 

 

－ － 

県と市町が連携して木造住宅の耐震

化に取り組む戸数（累計） 

（市町が取り組んでいる木造住宅の

耐震化を促進するために、耐震性の

ない木造住宅の耐震改修と除却に対

して県が補助した戸数） 

 

 

600 戸 

 

1,200 戸 3,000 戸 

－ 

 

－ 

 

－ － 

県と連携して積極的に空き家対策に

取り組む市町の割合 

（空家等対策計画に基づいて、県の

技術的支援を受けながら、空き家の

活用および除却を推進するため、空

き家の改修や除却の補助制度を整備

している市町の割合） 

 

62％ 

18 市町 

／29 市町 

68％ 

20 市町 

／29 市町 

82％ 

24 市町 

／29 市町 

58％ 

17 市町 

／29 市町 

－ － － 
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施策１１－４  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

将来にわたって安定的な水源が確保され、安全で安心な水を使用できるよう市町、関係機関等と連

携した供給体制が確保されています。 

また、災害に備えた強靱な県土を次世代に引き継いでいくため、地籍調査などの取組が着実に進み、

計画的かつ適正な土地の利用および管理が進んでいます。 

（課題の概要） 

渇水時における水不足の発生等に備えた安定的な水資源の確保や人口減少などの社会情勢の変化等

に対応した水道基盤強化など、水の安全・安定供給の実現が求められています。 

人口減少の進行に伴う所有者不明土地の増加や境界が不明確な土地の存在が、災害時の復旧・復興

やインフラ整備の支障となっているため、土地の適正な利用および管理を図る必要があります。 

 

現状と課題 

①長良川河口堰建設事業に伴う工業用水に係る管理費等については、一般会計から工業用水道事業会

計に出資し先行的に水源を確保しており、今後も確保していく必要があります。 

 

②地籍調査については、実施主体である市町と連携して、土砂災害警戒区域などの被災想定区域や公

共事業の円滑な進捗に資する地域での調査とともに、既存測量成果の活用などの効率的な手法によ

り調査の進捗を図っています。一方で、令和３年度末時点の進捗率（9.8％）は全国平均（52％）

を下回っていることから、引き続き、予算の確保に向けた国への要望活動や、事業推進に向けた市

町への情報提供に取り組み、限られた財源の中で、市町と連携して効果的かつ効率的に地籍調査を

進める必要があります。 

 

③水道事業については、人口減少などの社会情勢の変化に対応するため、経営安定化への取組が必要

となっているとともに、大規模地震による被害発生時などにおいては、水の供給等、行政区域を超

えた連携の重要性が高まっています。 

 

④県が供給する水道用水、工業用水の施設について、地震、風水害による被害や老朽化が懸念されて

います。こうした中で、将来にわたって県民の皆さんの暮らしの安全・安心の確保と地域経済の発

展に貢献していくため、持続可能な水の安全・安定供給の実現に向けて、引き続き取り組んでいく

必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①長良川河口堰建設事業に伴う工業用水に係る管理費等については、産業活動に不可欠な水を安定し

て供給するため、引き続き一般会計から工業用水道事業会計に出資し、長期的な視点から水資源の

確保を図ります。 

 

水の安定供給と土地の適正な利用 

地域連携部 
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②地籍調査については、南海トラフ地震等の大規模災害時に備えた防災・復旧対策の推進や、インフ

ラ整備の円滑化など優先度が高いと考えられる地区に重点を置いて取り組みます。さらに、これま

で調査が進んでいない林地での調査を推進するとともに、公共事業で得られる測量成果の活用を図

るため、関係部局と一層の連携を図っていきます。また、市町等を対象とした研修会やヒアリング

等を通じて効率的な手法の更なる活用を働きかけることで、市町と連携して効率的・効果的に推進

します。 

 

 

③水道事業等における施設整備や耐震化などのライフライン機能強化の促進を図ります。また、認可

等に係る指導監督、立ち入り検査および災害時における応急給水活動の連携強化を行うとともに、

県内市町水道事業が持続的な経営をしていけるよう、水道の基盤強化に向けた取組を進めます。 

 

 

④「安全で安心な水道用水」と「良質な工業用水」を安定して供給するため、引き続き、耐震化や老

朽化対策など施設の改良や更新の計画的な推進および災害等発生時においても早期に応急復旧でき

るよう適切な維持管理に努めるとともに、経営基盤の強化に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

基幹管路の耐震適合率 

（生活基盤施設耐震化等事業計画に

より交付金事業を行う市町等水道の

基幹管路総延長に対する耐震適合性

のある管路の割合） 

 42.8％ 43.5％ 45.2％ 

42.0％ － － － 

浄水場の耐震化率 

（企業庁が管理する水道用水の全浄

水場浄水処理施設に対する耐震化済

施設数の割合） 

 91.8％ 95.9％ 100.0％ 

91.8％ － － － 

新たに地籍調査の効率化に取り組ん

だ市町の割合 

（地籍調査の推進に向け、効率化に

つながる技術・制度の活用や独自の

工夫を新たに行った市町の割合） 

 20％ 

（４市町／ 

20 市町） 

40％ 

（８市町／ 

20 市町） 

100.0％ 

（20 市町／ 

20 市町） 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

環境生活部 

企業庁 
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施策１２－１  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

不当な差別を許さず、誰もが個性や能力を発揮していきいきと活動できる社会づくりに向け、さま

ざまな主体と連携した人権啓発や人権教育が推進されることにより、県民一人ひとりの互いの人権を

尊重し、多様性を認め合う意識が高まるとともに、相談体制が充実し、インターネット上の人権侵害

についても、早期発見、拡散防止などの実効性のある対応がとられています。 

（課題の概要） 

感染症や性的指向・性自認、国籍等に起因する人権侵害などの顕在化してきた人権課題や、多様化・

複雑化する人権問題への解決に向けた対応が求められています。 

 

現状と課題 

①人権啓発・教育等の人権施策を推進していますが、依然、偏見等による差別や人権侵害が発生して

います。特に、近年は新型コロナウイルス感染症患者やその家族、医療従事者等への差別や誹謗中

傷、インターネット上の人権侵害が多く発生しています。 

 

②人権尊重社会の実現には、住民のあらゆる活動のベースに人権尊重の視点が根づき、人権が尊重さ

れるまちづくりが県内全域で実施される必要があります。 

 

③県民の皆さんにあらゆる人権課題に関する知識や情報を提供し、自分自身の問題としてとらえられ

るよう理解の促進を図る必要があります。また、啓発イベント等により多く参加していただけるよ

う、関心が高い内容や開催方法の工夫等を行うことで、人権意識の高揚を図る必要があります。 

 

④子どもたちの自尊感情を高め、自他の人権を守るための実践行動ができる力を育むため、各学校に

おける人権教育カリキュラムの活用を進めるとともに、子どもの状況や地域の実情等に応じた見直

しを促進しています。引き続き各学校での取組を進めながら、効果的な実践の研究に取り組む必要

があります。 

 

⑤人権相談の内容が多様化・複雑化してきていることから、相談機関の相談員の資質向上が求められ

るとともに、「差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例」（以下「新条例」という。）に

基づき相談者に寄り添った体制の充実を図る必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①差別のない人権が尊重される社会の実現に向け、さまざまな主体と連携・協働して、人権啓発・教

育等の人権施策を総合的に推進します。また、新条例の制定を受け、三重県人権施策基本方針等を

見直します。 

 

 

人権が尊重される社会づくり 

環境生活部 
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②人権が尊重されるまちづくりの取組が県内全域に広がるよう、講師派遣の支援を行うとともに、優

れた取組事例を積極的に周知することにより、住民組織、ＮＰＯ、団体等の取組を促進します。 

 

③県民一人ひとりの人権意識の高揚をめざし、国や市町、さまざまな主体とも連携しながら、ＳＮＳ

等の活用など人権課題や年齢層、関心の度合いに応じた多様な手段と機会を通じて、人権に関する

知識や情報を提供し、理解や共感を得るための人権啓発を推進します。 

 

④多様化・複雑化する人権相談に的確に対応することができるよう人権センターにアドバイザーを配

置するとともに、相談員等に対する研修を行い資質向上に取り組みます。また、インターネット上

での人権侵害の発生を防止するため、ネットモニタリングによる対策を行うとともに、ＳＮＳ等の

利用者に対し差別的な書き込みの禁止を呼び掛けるなど、ネット利用者の情報リテラシーの向上に

つながる取組を進めます。 

 

 

⑤子どもたちが自他の価値を認め、互いの人権を守るための実践行動ができる力を身につけられるよ

う、一人ひとりを権利の主体ととらえ、教育活動全体を通じて人権尊重の視点に立った取組を進め

るとともに、人権学習指導資料等を活用し、個別的な人権問題を解決するための教育を推進します。

また、人権教育推進協議会や子ども支援ネットワークの活動の活性化を図り、学校・家庭・地域が

連携して、子どもを主体とする人権教育の充実に取り組みます。新条例の制定や、令和３年に実施

した教職員の人権問題に関する意識調査の結果等をふまえ、「三重県人権教育基本方針」の改定を行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県が開催する人権イベント・講座等

への参加者数と人権センター利用者

数 

（県が開催する各種の人権イベン

ト・講座等へ参加した人数と人権セ

ンター利用者数の合計） 

 40,400 人 41,800 人 46,000 人 

39,312 人 － － － 

学校における人権教育を通じて、人

権を守るための行動をしたいと感じ

るようになった子どもたちの割合 

（県立学校の生徒を対象としたアン

ケート調査において、「差別をなくす

ために何かできることをしたい」と

思うかどうかを問う質問に「そう思

った」、「やや思った」と回答した生

徒の割合） 

 89.5％ 92.1％ 100％ 

86.9％ － － － 

人権に係る相談体制の充実に向けた

取組 

（「差別を解消し、人権が尊重され

る三重をつくる条例」をふまえた相

談体制の充実（多様化・複雑化する

相談への対応等）に向けた取組） 

 

相談体制の 

充実に向けた

検討 

相談体制の 

充実 

相談体制の 

充実 

相談体制の 

確保 
－ － － 
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施策１２－２ 

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

あらゆる分野における男女格差の是正や女性の参画・活躍の拡大、性の多様性を認め合う環境づく

りなどに向けて、企業等さまざまな主体による取組が進んでいます。また、ＤＶや性暴力の根絶に向

けた取組や被害者支援等が進んでいます。 

（課題の概要） 

誰もが希望に応じて参画や能力発揮のできる環境づくりに向け、性別による役割分担意識の解消、

政策・方針決定過程への女性の参画拡大、性暴力等の根絶や性の多様性に対する理解促進などの課題

解決が求められています。 

現状と課題 

①県民一人ひとりが性別等に関わらず、個性と能力を十分に発揮し、参画・活躍できる社会の構築を

めざし、令和３年３月に策定した「第３次三重県男女共同参画基本計画」および第一期実施計画に

基づく施策を着実に実行していく必要があります。

②政策・方針決定過程への女性の参画は徐々に進んできているものの、指導的地位に占める女性の割

合は低く、地域活動等における女性の参画についても未だ十分とはいえない状況です。根強く残る

固定的な性別役割分担意識の解消に向け、男女共同参画社会への理解が広がるよう、一層の普及・

啓発が必要です。また、コロナ禍において、県男女共同参画センター「フレンテみえ」の女性相談

は、令和２年度以降相談件数が増加、高止まりしており、不安や困難を抱える女性への相談支援が

必要です。

③性暴力に対する社会的認知の広がりにより被害者が声を上げやすくなったこと、「みえ性暴力被害

者支援センター よりこ（以下「よりこ」）」の認知度向上、ＳＮＳ相談の導入など相談しやすい環

境整備等により、相談件数は増加傾向で推移しています。引き続き、「よりこ」の相談体制の充実、

認知度向上に取り組むとともに、相談ニーズの高まりをふまえつつ、今後、国で示される性暴力・

性犯罪に係る方針を見据えた新たな取組、国（内閣府）の調査で明らかとなった相談できずに一人

で苦しんでいる被害者への支援など、これまで支援が行き届かなかった課題に対応していく必要が

あります。

④職業生活における女性の活躍については、趣旨に賛同いただく企業等のネットワークが拡大するな

ど、気運は高まりを見せているものの、事業所における管理職に占める女性割合は未だ低く、真に

女性が活躍しているとはいえない状況です。働くことや職場でのステップアップを望む女性が、そ

の希望に応じた働き方を実現できるよう取り組んでいく必要があります。

 ダイバーシティと女性活躍の推進 
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⑤多様性を認め合い、誰もが参画・活躍するダイバーシティ社会に対する県民の皆さんの理解や共感

が高まり、ダイバーシティ推進に係る主体的な行動につながることが必要です。また、令和３年４

月に施行した「性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例」や同年９月に

運用開始した「三重県パートナーシップ宣誓制度」をふまえ、性の多様性について県民の皆さんの

理解が広がり、性のあり方にかかわらず誰もが安心して暮らせるよう、取り組んでいく必要があり

ます。 

 

⑥「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画第６次計画」に基づき、ＳＮＳ相談などＤＶ被害

者等がより相談しやすい環境を整備し、相談支援に取り組んでいます。一方で、依然として相談で

きないＤＶ被害者が多いと考えられることから、相談窓口の一層の周知や相談しやすい体制を充実

する必要があります。加えて、心理的ケアなど専門家の支援が必要なケースなどに対応できる体制

整備が必要です。また、令和４年度は、ＤＶ被害者および同伴する子どもへの支援を充実するため、

関係機関等と連絡調整を行う児童虐待防止コーディネーターを配置しており、引き続き女性相談所

と児童相談所の連携を強化する必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①男女共同参画施策の一層の推進をめざし、各部局と連携し「第３次三重県男女共同参画基本計画」

の着実な実行に取り組むとともに、市町と連携・協力して進めます。 

 

②県男女共同参画センター「フレンテみえ」と密接な連携のもと、政策・方針決定過程への女性の参

画を促進するとともに、性別による固定的な役割分担意識にとらわれない多様な生き方が浸透する

よう、一層の普及啓発に努めます。また、コロナ禍等で不安や困難を抱える女性への相談支援に取

り組みます。 

 

③性犯罪・性暴力の被害者等が安心して相談でき、速やかに総合的で適切な支援が受けられるよう、

引き続き、「よりこ」の相談体制の充実および認知度向上に取り組むとともに、誰にも相談できず

に悩んでいる被害者などターゲットを絞った啓発や子どもたちの性被害を未然に防止するための

取組等を強化します。また、事業者の参画を得た見守り活動を全県的に展開し、性犯罪の抑止を図

ることで、女性や子どもが安心して生活できる地域づくりに取り組みます。 

 

④県内企業・団体等で構成する「女性の大活躍推進三重県会議」の取組等を通じ、企業等において女

性の活躍が一層進むよう、組織における意識改革や女性の人材育成・登用などに向けた環境整備に

取り組みます。 

 

⑤県民の皆さんの理解や行動につなげられるようダイバーシティに関する講座等を開催します。また、

性の多様性についての理解促進や相談しやすい環境づくり、「三重県パートナーシップ宣誓制度」

の利用先の拡充などの取組を進めます。 

 

 

 

 

環境生活部 
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⑥ＤＶが起こらない、ＤＶ被害に気づきやすい社会をめざして、特に若年女性に向けた効果的な広報

等を検討します。また、ＤＶ被害者の適切な保護や自立支援、性別にとらわれない相談など、被害

者の気持ちに寄り添ったきめ細かな対応に向けて、支援対応力の向上を図ります。さらに、女性相

談所と児童相談所の連携をより一層深めます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

女性活躍の推進のため人材育成・登用

や職場環境整備に取り組む、常時雇用

労働者数 100 人以下の団体数 

（女性活躍推進法に基づく事業主行動

計画もしくは「女性の大活躍推進三重

県会議」における「取組宣言」にて、

女性の人材育成・登用や職場環境整備

に関して数値目標を設定・公表し取り

組む、企業・団体（常時雇用労働者数

100 人以下）の数） 

 401 団体 426 団体 501 団体 

376 団体 － － － 

「～性犯罪・性暴力をなくそう～ 

よりこ出前講座」の受講者数（累計） 

（「みえ性暴力被害者支援センター 

よりこ」の認知度向上および被害者

を支援する輪を広げ、予防教育や性

犯罪・性暴力根絶に向けた取組につ

いて説明する出前講座の受講者数

（累計）） 

 2,100 人 2,600 人 4,100 人 

1,669 人 － － － 

「三重県パートナーシップ宣誓制

度」の利用先として県ホームページ

に掲載している団体数（累計） 

（「三重県パートナーシップ宣誓制

度」で利用できるサービス一覧とし

て、県ホームページに掲載している

機関・事業者・団体・市町の数（累

計）） 

 110 団体 120 団体 150 団体 

100 団体 － － － 

 

子ども・福祉部 
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施策１２－３  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

外国人住民が安全で安心して生活でき、多様な文化的背景の人びとが、対等な関係のもとで互いの

文化の違いを認め合う地域社会づくりに向け、さまざまな主体間のネットワークが強化され、外国人

住民への情報提供や相談対応が充実することで、外国人住民が抱える生活、就労、教育等の課題の解

決が図られています。 

（課題の概要） 

国による外国人労働者の受入れ拡大により、外国人住民の定住化や多国籍化が進むため、新たに、

さまざまな生活場面における円滑なコミュニケーションの実現に向けた支援や更なる多言語への対

応等が求められています。 

 

現状と課題 

①県内の外国人住民数は 53,042 人（令和３年末）で、県内総人口の 2.97％を占め、全国的にも高い

割合です。外国人住民は、言葉や文化の違い等によりコミュニケーションが図りづらく、地域社会

への参画が進んでいない状況です。国籍や文化的背景に関わらず、共に地域社会で暮らしていける

よう、引き続き、国際交流協会、ＮＰＯ、経済団体、市町等と連携し、多文化共生の推進に取り組

む必要があります。 

 

②新型コロナウイルス感染症の感染拡大をきっかけとして、外国人住民に「みえ外国人相談サポート

センター（以下「ＭｉｅＣｏ」）」の存在が浸透し、日常生活における不安や困りごと、不自由さ等

を主訴とする相談が増えています。外国人住民の不安を軽減し、地域社会の一員として安心して暮

らすことができるよう、行政情報や生活情報を確実に届けるとともに、相談体制をさらに充実させ

る必要があります。 

 

③在住地域に日本語教室がないなどの理由で、学習を希望する外国人住民が日本語教育を受けられな

い状況があります。日本語教育の推進に取り組む市町は増えつつありますが、「生活者としての外

国人」が日本語学習に容易にアクセスできるよう、市町や企業、日本語教育に関わる主体と連携し、

日本語教育体制の整備をさらに推進する必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「三重県多文化共生推進会議」や「三重県外国人住民会議」等を通じ、多文化共生に係る課題や方

向性等について情報共有、意見交換を行います。地域における多文化共生を計画的かつ総合的に推

進するために、「三重県多文化共生社会づくり指針（第２期）」および「三重県日本語教育推進計画」

について、関係機関等からの意見を聴きながら改訂します。また、各種啓発活動を通じて、多文化

共生に関する意識の醸成を図ります。 

 

 

 

多文化共生の推進 
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②外国人住民に必要な情報を確実に届けることができるよう、引き続き、多言語による情報提供を行

うとともに、ＭｉｅＣｏにおいて、外国人住民からの相談にきめ細かく応じられるよう、ＮＰＯ、

市町等との連携を強化します。また、災害時に外国人住民への支援が行き届くよう、多言語支援や

避難所の受入体制整備等に取り組みます。 

 

③「三重県日本語教育推進計画」に基づき、県内の日本語教育体制の整備に取り組みます。特に、令

和４年度中に構築する「情報交換・情報伝達プラットフォーム（仮称）」を活用しつつ、市町、国

際交流協会、日本語教室、外国人を雇用する企業等との連携を進めます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

多文化共生の推進に向けて県と連携

した団体数（累計） 

（令和４年度に構築する「情報交

換・情報伝達プラットフォーム」（仮

称）を活用し、多文化共生の推進に

向けて県と連携した団体数（累計）） 

 59 団体 86 団体 137 団体 

９団体 － － － 

外国人住民の相談窓口の充実に向け

た取組 

（みえ外国人相談サポートセンター

（ＭｉｅＣｏ）における外国人住民

の相談窓口の充実（相談員の資質向

上などによる複雑化、高度化すると

想定される相談への対応等）に向け

た取組） 

 
相談窓口の 

充実 

相談窓口の 

充実 

相談窓口の 

充実 

相談窓口の 

確保 
－ － － 
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施策１３―１  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

高齢者、障がい者、子育て家庭、ひきこもりなどの生きづらさを抱える人が、自らの属性や抱えて

いる課題に関わらず、質の高い福祉サービスや必要な支援を適切に受けられるよう、地域住民をはじ

めとするさまざまな主体が連携し、地域社会全体で支え合う体制づくりが進んでいます。 

（課題の概要） 

高齢化の進展や単身世帯の増加に伴い、地域の福祉サービスを支える担い手が不足しています。ま

た、地域、家庭、個人が抱える課題が複合化・複雑化する中で、ひきこもりなどの生きづらさを抱え

る人が増加することが懸念されます。 

 

現状と課題 

①「重層的支援体制整備事業」について、令和４年度は 12 市町で取り組まれており、関係機関が連

携して、相談者の属性等に関わらない包括的な相談の受け止めや必要な支援が行われています。今

後とも、より多くの市町で取組が進むよう、未実施の市町に対して、職員の専門性の確保など市町

が抱える課題の解決に向けた支援や、導入促進の場づくり等を行っていく必要があります。 

 

②コロナ禍で、現地での指導監査が困難な状況が続く中でも、社会福祉法人や保育所等の社会福祉施

設等に対して、法人の運営や施設等の安全対策、サービスの質の向上等について、オンラインと現

地指導監査を組み合わせて適切に指導監査を実施しています。また、送迎バスでの園児死亡事故を

受けて、送迎バスを保有する全ての保育所等に対して、令和４年中を目途に実地調査を行う予定で

す。今後とも、効率的・効果的に指導監査を実施するとともに、施設の安全管理の徹底を図ってい

く必要があります。 

 

③高齢者や障がい者等の要配慮者の福祉ニーズを把握し、災害時の適切な支援につなげるため、社会

福祉士や介護福祉士等の福祉専門職で構成する「三重県災害派遣福祉チーム（三重県ＤＷＡＴ）」

の体制強化を行っています。今後も、ＤＷＡＴの体制を強化し、広域受援体制の整備等に取り組む

必要があります。また、社会福祉施設等においては、令和６年度から事業継続計画（ＢＣＰ）の策

定が義務化される業種があることをふまえ、ＢＣＰの策定をさらに促進していく必要があります。 

 

④民生委員・児童委員については、地域福祉の要として重要性が高まる一方、困難事案や業務量の増

加に伴い負担感が増し、「なり手」の確保も課題となっています。そうした中、必要な知識や技術

の習得に向けた研修等、負担軽減や活動の効率化に向けた支援を行っています。令和５年は、三重

県における民生委員制度創設 100 周年の節目の年にあたることもあり、これまでの取組に加え、活

動内容に対する県民の皆さんの理解が深まるよう、積極的な情報発信を行う必要があります。 

 

 

 

 

地域福祉の推進 
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⑤「三重県ひきこもり支援推進計画」に基づき、県民の皆さんのひきこもりに関する正しい理解を促

進するため、フォーラムの開催やハンドブックの作成などに取り組んでいます。また、当事者やそ

の家族に寄り添った支援体制づくりを進めるため、市町、関係機関等と連携し、圏域別に、顔の見

える関係づくりを行う会議や当事者が広域的に利用できる居場所づくり検討会議の開催、三重県ひ

きこもり地域支援センターの多職種連携チームによるアウトリーチ支援の充実などに取り組んでい

ます。今後とも、本計画の趣旨を広く周知するとともに、県民の皆さんをはじめ市町、関係機関、

民間支援団体、民間事業者等と連携し、誰もが自分らしい生き方を選択できる社会の実現に向けて、

取り組んでいく必要があります。 

 

⑥高齢または障がいを有する矯正施設入所者が、再び罪を犯さず地域で暮らすことができるよう、「三

重県地域生活定着支援センター」において、退所後直ちに福祉サービス等へつながるための支援を

行っています。また、令和４年度からは同センターの相談支援員を１名増員し、矯正施設等に入所

することなく身柄を釈放された高齢者や障がい者と福祉サービスをつなぐための支援（入口支援）

にも取り組んでいます。今後とも、「三重県再犯防止推進計画」に基づき、矯正施設退所者等の社

会復帰および地域生活への円滑な移行・定着を支援していく必要があります。 

 

⑦「第３次三重県自殺対策行動計画」に基づき、関係機関・団体、市町等と連携して取組を進めてい

ます。また、新型コロナウイルス感染症の影響を背景としたこころの悩みに寄り添い、自殺予防を

図るため、相談体制を強化しています。社会環境の変化により生じた課題をふまえ、令和４年度中

に「第４次三重県自殺対策行動計画」を策定し、取組を進める必要があります。 

 

⑧新型コロナウイルス感染症に加え、原材料や燃料等の価格高騰の影響が重なり、三重県生活相談支

援センターに対し、生活に困窮する人からの相談が多数寄せられていることから、専門職員の増員

等により相談支援体制を強化して自立支援に取り組んでいます。また、生活保護制度の適正な実施

に努めています。引き続き、生活に困窮する人に寄り添った支援に取り組んでいく必要があります。 

 

⑨「第４次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画」に基づき、ヘルプマークやおもいや

り駐車場利用証制度の普及・啓発、学校出前授業、鉄道駅のバリアフリー化の支援などに取り組む

とともに、令和４年度からはＵＤタクシーの導入を支援しています。また、令和５年度からの「第

５次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画（2023-2026）」の策定に向けて、当事者や

学識経験者等で構成する「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進協議会」において議論を

進めています。引き続き、計画に基づき「ハート」、「ハード」、「ソフト」の３本柱で取組を進める

必要があります。 

 

⑩県戦没者追悼式を開催し、参列できなかった方々に向け、オンラインを活用して式典の様子を中継

しました。また、沖縄「三重の塔」での慰霊式について、初めて県主催で開催する予定であり、ラ

イブでの中継も行うこととしています。引き続き、遺族支援を中心に取組を進める必要があります。 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①多くの市町が重層的支援体制の整備に取り組めるよう、市町への交付金の交付に加え、未実施市町

との意見交換や研修の実施等により、制度内容や先進事例等の積極的な情報発信を行うとともに、

複合的な課題を抱える相談者等を把握し、適切な相談支援機関等へつなぐことのできる人材育成等

に取り組みます。 

 

②社会福祉法人や社会福祉施設等に対して、市町と連携し、現地監査とオンライン監査を組み合わせ

て、効率的・効果的に指導監査を実施します。また、課題のある県所管法人に対しては、公認会計

士等の専門家を活用した指導監査を実施します。さらに、送迎バスを保有する保育所等には、安全

管理の徹底を行うとともに、実地調査においてヒヤリ・ハット等のさまざまな事例を収集し、ホー

ムページや法人幹部の研修会で公表・活用するなど、安全意識のより一層の強化を図ります。 

 

③災害時に避難所で生活する高齢者や障がい者等の要配慮者を支援するため、引き続き「三重県災害

派遣福祉チーム（三重県ＤＷＡＴ）」の体制強化のための研修等を実施するとともに、県外からの介

護職員等の受援体制の整備を進めます。また、災害時等にあっても社会福祉施設等が最低限のサー

ビス提供を維持していくため、社会福祉施設等のＢＣＰ策定を支援します。 

 

④民生委員・児童委員の負担軽減や活動の効率化に向けて、研修の実施や専用ホームページの活用等、

支援の充実に取り組みます。また、三重県における民生委員制度創設 100 周年を好機と捉え、民生

委員・児童委員の活動に関する県民の皆さんの理解が深まるよう、多様な主体と連携した情報発信

に取り組みます。 

 

⑤「三重県ひきこもり支援推進計画」に基づき、県民の皆さんのひきこもりに関する正しい理解を促

進するため、普及啓発・情報発信を積極的に行うとともに、当事者やその家族に寄り添った支援体

制づくりを進めるため、市町における相談支援機能の強化や、当事者が安心して利用できる居場所

づくりに向けた支援等に取り組みます。 

 

⑥「三重県再犯防止推進計画」に基づき、犯罪や非行をした人を孤立させないために、国や市町、関

係団体等と連携し、矯正施設退所者等が円滑に地域生活へ移行し安定した生活を送ることができる

よう、福祉サービスの利用支援等に取り組みます。また、取組の推進に不可欠な市町との連携強化

に向けて、積極的な情報発信や普及啓発を行います。 

 

⑦緊急小口資金等の特例貸付について、令和５年１月から償還が開始されることに伴い、借入世帯の

生活状況が再び悪化することがないよう、生活困窮者自立支援法に基づく各種事業等を効果的に実

施するなど、相談者一人ひとりの実情に応じた丁寧な支援を行います。また、速やかな生活保護決

定など、関係機関と連携して生活に困窮する人の支援に取り組みます。 

 

⑧新たに策定する「第５次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画（2023-2026）」に基づ

き、ユニバーサルデザインの意識づくりやおもいやり駐車場の適正利用の推進に取り組むとともに、

鉄道駅のバリアフリー化やＵＤタクシーの導入支援、ユニバーサルデザインに配慮された情報・サ

ービスの提供の促進などに取り組みます。 

子ども・福祉部 
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⑨県戦没者追悼式や沖縄「三重の塔」での慰霊式等を通して、戦争犠牲者を追悼し、遺族支援を中心

に戦争の悲惨さと平和の尊さを次世代に継承していきます。 

 

 

⑩三重県ひきこもり地域支援センターにおいて、精神保健に係る専門相談、多職種連携チームによる

支援、支援者のスキルアップ、関係機関とのネットワークづくり等に取り組みます。 

 

⑪新型コロナウイルス感染症の影響をふまえ拡充した電話相談体制やＳＮＳでの相談を引き続き実施

します。また、令和４年度に策定する「第４次三重県自殺対策行動計画」に基づき、関係機関・団

体、市町等と連携し、計画的に取組を推進します。 

 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

多機関協働による包括的な相談支援

体制を構築している市町数 

（相談者の属性や抱える課題等に関

わらず、分野横断的に相談に応じる

窓口が整備され、また、相談支援包

括化推進員等が中心となり、役割分

担や支援の方向性を明確にする会議

体や仕組みを活用しながら連携支援

に取り組んでいる市町の数） 

 13 市町 17 市町 29 市町 

９市町 － － － 

アウトリーチ支援員による面談・訪

問・同行支援件数（延べ） 

（三重県生活相談支援センターのア

ウトリーチ支援員が、ひきこもり当

事者やその家族等に対し、面談や訪

問、通院同行等を行った延べ件数） 

 200 件 225 件 300 件 

169 件 － － － 

UD タクシーの導入率 

（三重県内におけるタクシー全体に

占める UDタクシー車両の割合） 

 12％ 16％ 29％ 

７％ 

（２年度） 
－ － － 

 

 

医療保健部 
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施策１３―２  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

障がい者が必要な支援を受けながら、自らの決定や選択に基づいて生活・就労する機会を確保する

ため、グループホームなどの居住の場や日中活動の場の確保、多分野での就労支援が進んでいます。

また、障がいの有無に関わらず、誰もが尊重し合いながら共生する社会の実現のため、障がい者の差

別解消および虐待防止、情報保障など、障がい者の権利を守るための取組が進んでいます。 

（課題の概要） 

親の高齢化等により、グループホームへの入居や、自宅において一人で生活するための支援を必要

とする障がい者が増加するとともに、障がい者の高齢化や重度化が進行し、障害福祉サービスのさら

なる充実が求められています。 

 

現状と課題 

①障がい者の地域移行や地域生活支援に向けて、グループホームの整備等を促進しています。また、

福祉事業所における工賃向上に向けて、事業所への専門家派遣や優先調達に取り組むとともに、共

同受注窓口における営業担当コーディネーターの配置やＥＣサイトを活用した販売促進等に対し

て支援を行っています。今後も、ニーズの高い重度障がい児・者を対象とした通所施設やグループ

ホームの整備を進めるとともに、工賃向上に取り組む必要があります。 

 

②医療的ケアが必要な障がい児・者とその家族を支援するため、県内４つの地域ネットワークを中心

に支援体制を整備してきたところですが、令和３年９月に施行された「医療的ケア児及びその家族

に対する支援に関する法律」を受けて、支援拠点としての役割を担う「三重県医療的ケア児・者相

談支援センター」を令和４年４月に開設し、当センターを中心に、相談対応や支援者への支援、専

門人材の育成、多職種連携等に取り組んでいます。今後も、多分野の関係者が連携し、地域での受

け皿を整備する必要があります。 

 

③多様化・複雑化する相談ニーズに対応するため、市町における相談支援と合わせて、広域的・専門

的な相談支援を行うとともに、研修等により相談支援や障害福祉サービスを担う人材の育成を行っ

ています。また、障害福祉サービス事業所等の職員の処遇改善や、事業所におけるロボット導入に

対する支援など、職員の負担軽減等に取り組んでいます。引き続き、相談支援体制の強化を図ると

ともに、研修の充実や処遇改善、職員の負担軽減などにより、障がい福祉サービスを担う人材の確

保と資質の向上に取り組む必要があります。 

 

④農林水産業における障がい者の就労の促進に向け、農林水産事業者や福祉事業所からの相談等に対

応するワンストップ窓口の設置や農林水産業の現場での障がい者への指導、マッチングを行う専門

人材の育成に取り組んでいます。また、スマート技術を活用した農作業に従事する障がい者の労働

環境の改善や福祉事業所等で生産された農産物の効率的な集出荷体制の構築のための実証を行っ

ています。引き続き、農林水産業と福祉をつなぐ取組を推進するとともに、農福連携に取り組む事

業者の生産性向上に向けた支援が求められています。 

障がい者福祉の推進 
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⑤精神障がい者の地域移行・地域定着を推進するため、ピアサポーターによる取組やアウトリーチ事

業等を実施しています。引き続き、精神障がい者が安心して自分らしく暮らすことができる取組を

進める必要があります。 

 

⑥令和４年度を始期とする「三重県アルコール健康障害対策推進計画（第２期）」および「三重県ギ

ャンブル等依存症対策推進計画」に基づき、依存症の予防や早期発見・早期介入、治療のための取

組を進めています。引き続き、関係機関と連携しながら取組を進める必要があります。 

 

⑦「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」に基づき、めざすべき社

会の実現や障がい者の差別解消に向けて、広く普及啓発に取り組むとともに、専門相談員を配置し

て障がい者やその家族等からの相談に対応しています。また、障がい者虐待の未然防止等のため、

施設等職員などへの研修や、虐待事案が発生した施設等への改善に向けた指導を行っています。引

き続き、障がいを理由とした差別の解消に向けた啓発や相談体制の充実、虐待の防止に取り組む必

要があります。加えて、障害者差別解消法の一部改正に伴い、令和６年６月までに事業者の合理的

配慮の提供が義務化されることから、事業者への周知・啓発等を進める必要があります。 

 

⑧「三重県手話施策推進計画」に基づき、障がい者の情報保障を推進するため、手話通訳を行う人材

の育成などに取り組んでいます。また、「三重県障がい者芸術文化活動支援センター」を中心とし

て、芸術文化活動を通じた障がい者の社会参加活動を促進しています。今後も、障がい者の情報保

障に係る取組を進めるとともに、障がい者が広く社会参加できるよう環境整備に取り組む必要があ

ります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①障がい者の地域生活を支援するため、障害福祉サービスの確保を図るとともに、グループホームや

重度心身障がい児者の日中活動の場等の整備促進に取り組みます。また、福祉事業所における工賃

向上に向けて、専門家の派遣により運営改善やスキルアップを図るとともに、優先調達の目標達成

に向けて全庁を挙げて取り組みます。さらに、共同受注窓口への営業担当コーディネーターの配置

やＥＣサイトを活用した販売促進を支援します。 

 

②「三重県医療的ケア児・者相談支援センター」を中心に、医療的ケア児・者や保護者等からの相談

対応、支援者への支援を行うとともに、障害福祉サービス事業所職員等を対象とした各種の専門研

修等を実施し、人材育成に取り組みます。また、４つの地域ネットワークの活動支援や連携強化に

加え、重症心身障がい児・者を受け入れる病院との連携を強化するなど、医療的ケア児・者の地域

での受け皿整備を進めます。 

 

③高次脳機能障がい、自閉症・発達障がい、就労に伴う生活支援等に関する広域的・専門的な相談支

援を実施し、市町等が行う相談支援と連携し、障がい者等からのさまざまな相談に応じます。また、

障害福祉サービス事業所職員を対象とした専門研修を実施して資質の向上を図るとともに、職員の

処遇改善や負担軽減に取り組みます。 

 

 

子ども・福祉部 
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④障がいを理由とする差別の解消のため、障がい者への理解促進に向けた取組を進めるとともに、相

談支援を行います。また、障がい者虐待に適切に対応するため、市町や施設等職員などに対する研

修を行うとともに、専門家チームを活用しながら虐待の発生した施設等に対する改善に向けた指導

等を行います。さらに、事業者における合理的配慮の提供の義務化について、事業者等に対してア

ウトリーチを行い、重点的な周知・啓発を図ります。 

 

⑤一人でも多くの人が手話に触れ、手話を学ぶことができるよう、手話講座等を実施するとともに、

障がい者の情報保障に係るサービスの周知・啓発などに取り組みます。また、幅広く障がい者の活

躍の場を確保するため、「三重県障がい者芸術文化活動支援センター」において、芸術文化祭などの

多様な発表機会の創出や専門人材を活用した相談支援等に取り組みます。 

 

 

⑥農林水産業における障がい者の就労を促進するため、農林水産事業者や福祉事業所に対する相談体

制の整備、支援を行う専門人材の育成、施設外就労にかかるマッチングの推進に取り組むとともに、

農福連携に取り組む事業者の労働環境の改善や農産物の集出荷体制の構築、商品力向上といった生

産性向上への取組を支援します。 

 

 

 ⑦精神障がい者の地域移行・地域定着を推進するため、ピアサポーターによる長期入院患者との交流

や退院前の不安を軽減する取組を進めるとともに、退院後の生活を支援するアウトリーチ事業を実

施します。引き続き、精神障がい者が安心して自分らしく暮らすことができるよう「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステム」の充実を図ります。 

 

 ⑧「三重県アルコール健康障害対策推進計画（第２期）」および「三重県ギャンブル等依存症対策推進

計画」に基づき、依存症の予防や早期発見・早期介入のための啓発を行います。また、治療拠点機

関が自助グループと連携し、患者の治療や社会復帰を支援する取組を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療保健部 

農林水産部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

グループホーム等において地域で自

立した生活をしている障がい者数 

（居住支援系サービスであるグルー

プホーム（共同生活援助）や自立生

活援助を利用することで、地域で生

活している障がい者数） 

 2,040 人 2,150 人 2,480 人 

1,943 人 － － － 

就労において支援を必要とする障が

い者の一般就労における定着率 

（障がい者就業・生活支援センター

が支援し一般就労した障がい者の就

労１年後の定着率） 

 82％ 82％ 82％ 

77.7％ － － － 

医療的ケア児・者コーディネーター

養成者数 

（県が実施する医療的ケア児・者コ

ーディネーター養成研修の修了者

数） 

 182 人 211 人 300 人 

153 人 － － － 

農福連携に係る取組において農林水

産の作業に新たに就労した障がい者

数 

（福祉事業所と農林水産事業体にお

いて、コーディネーター等の支援に

より農林水産業に新たに従事した障

がい者の人数） 

 68 人 76 人 76 人 

49 人 － － － 

「障がいの有無にかかわらず誰もが

共に暮らしやすい三重県づくり条

例」に基づく相談支援件数 

（「障がいの有無にかかわらず誰も

が共に暮らしやすい三重県づくり条

例」の規定に該当する相談（合理的

配慮等）に対し、障がい者差別解消

専門相談員が対応を行った件数） 

 11 件 15 件 27 件 

７件 － － － 
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施策１４－１  

 

 

 

【主担当部局：教育委員会】 

施策の目標 

（めざす姿） 

子どもたち誰もが、知識・技能、思考力・判断力・表現力などの「確かな学力」、規範意識や自尊感

情、自他の命の尊重、いじめを許さない心といった「豊かな心」、体力の向上、心身の健康などに支え

られる「健やかな身体」を育み、これからの時代を生きていくための基礎となる力を身につけていま

す。 

（課題の概要） 

これからの変化の激しい時代を豊かに生きていくためには、未来の礎となる「確かな学力」、「豊か

な心」、「健やかな身体」を身につけることが一層重要であり、これらを一体的・調和的に育むことが

必要です。 

 

現状と課題 

①令和４年度の全国学力・学習状況調査において、平均正答率が全国平均を上回った教科は小中学校

合わせた６教科中１教科（中学校数学）でした。国語では小中学校ともに質問の意図を捉えて自分

の考えをまとめること、算数では割合の意味の理解等に課題がみられました。児童生徒質問紙調査

の結果では、「自分にはよいところがある」の肯定的な回答割合も昨年度より高くなり、挑戦心や

相手を思いやる気持ちなどの肯定的な回答割合は継続的に全国平均を上回っていますが、全国と比

較して平日のテレビゲームや携帯電話等の使用時間が長く、学習時間や読書時間が短い状況が続い

ています。調査結果をふまえ、授業改善や学習内容の定着、家庭や地域の協力を得て学習習慣・生

活習慣・読書習慣の確立に向けた取組を進める必要があります。 

 

②小学校１、２年生での 30 人学級（下限 25 人）、中学校１年生での 35人学級（下限 25 人）を継続す

ることで、令和４年５月１日現在、小学校１年生では 88.3％、２年生では 90.1％の学級が 30 人以

下となり、中学校１年生では 95.0％の学級が 35 人以下となりました。令和３年度から実施してい

る小学校３年生 35 人学級に加えて、令和４年度においては国を先取りする形で小学校４年生を 35

人学級としました。今後、きめ細かな指導の推進と安全で安心に学べる環境の確保のため少人数学

級に取り組むとともに、少人数指導についてはガイドブックの活用や学力アドバイザーの助言を通

じて、より効果的な指導方法となるよう工夫し、一人ひとりの学習意欲の向上および学習内容の理

解・定着につなげる必要があります。 

 

③「特別の教科 道徳」について、答えが一つではない課題に向き合い、物事を多面的・多角的にと

らえ、主体的に考えを深められるよう、小中学校の教職員を対象に指導方法や評価についての指導

助言を行っています。今後も引き続き、道徳教育が発達段階に応じて適切に推進されるよう取り組

む必要があります。 

 

 

 

 

未来の礎となる力の育成 
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④「第四次三重県子ども読書活動推進計画」に基づき、家庭、地域、学校等が連携して、幼少期から

発達段階に応じた読書活動が推進されるよう、家庭で家族とふれあいながら読書をする取組等を行

っています。引き続き、子どもたちが本を身近なものと感じ、読書に親しむ習慣づくりを図る必要

があります。 

 

⑤みえ高文祭は生徒の豊かな感性や情操を育むための貴重な発表の機会であることから、高等学校文

化連盟と連携して、感染症対策を徹底し、発表方法の工夫を行ったうえで開催しました。今後も、

文化部生徒の交流により、さらなる芸術文化活動の推進に取り組む必要があります。 

 

⑥全国体力・運動能力、運動習慣等調査（令和３年度）の体力合計点は全国平均と比べて、小学校で

はやや下回りましたが、中学校では上回り、特に男子は前回調査（令和元年度）も上回りました。

一方、全国と同様に総運動時間が減少しているため、各学校で元気アップシートを作成し、児童生

徒の体力向上の取組を推進しています。体力合計点が高い学校での１学校１運動の好事例を共有し、

各学校の取組に反映するよう助言しました。今後も、体育・保健体育の授業改善を進めるとともに、

適切な指導計画のもとで運動に親しむことができるよう取り組む必要があります。 

 

⑦部活動については、専門的指導の充実と教員の負担軽減を図るため、運動部活動指導員を配置する

とともに、県立高校には運動部活動サポーターも派遣しています。３市町４中学校をモデル校とし

て、休日の部活動の地域移行に係る実践研究を行い、「部活動のあり方検討委員会」でモデル校の

実践事例の報告を行うとともに、市町との意見交換会議において、地域移行を進めるための受け皿

や指導者の確保、費用負担といった課題への対応について議論しています。今後も地域移行に向け、

協議会の設置や地域移行の進め方など、各市町の状況を把握しながら、段階的な地域移行が円滑に

進むよう取り組む必要があります。 

 

 ⑧心の健康や性に関する指導について、専門家による児童生徒への講話や教職員への指導助言等を行

うとともに、歯と口の健康づくり、がん教育、薬物乱用防止教育等に係る教職員研修会を実施して

います。12歳児の一人平均むし歯の本数は減少傾向にあるものの、全国平均と比べて高い状況にあ

ることから、正しい歯みがき指導やフッ化物洗口の取組を進め、歯と口の健康づくりに取り組む必

要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①全国学力・学習状況調査やみえスタディ・チェックを通じて、各学校や市町において成果と課題を

把握するとともに、各市町が作成したアクションプランが計画的に進むよう、県内市町で成果が確

認された取組に基づくアドバイスや、授業改善や学習習慣の確立等に向けた研修等の支援を行いま

す。学校に派遣する学力向上アドバイザーが、計画的な取組に必要な校長のマネジメントについて

助言を行うとともに、教員の授業への指導や校内研修での助言を行い、授業力の向上を図ります。

あわせて、学習端末を用いて取り組めるワークシートや、市町が導入しているドリルソフト等を活

用して、一人ひとりに応じて学習内容の定着を図るとともに、家庭や地域の協力を得て学習習慣・

生活習慣・読書習慣の確立に向けた取組を進めます。 
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②児童生徒一人ひとりの状況に応じ、きめ細かく行き届いた支援を行うため、国に小学校の３５人学

級の推進および中学校の学級編制標準の引き下げを要望するとともに、今後の国の対応をふまえ、

小学校の他学年における、国を先取りした形の学級編制の実施について検討します。また、少人数

指導については、ガイドブックを活用して、引き続き教員の役割分担によるティーム・ティーチン

グや、小学校算数と中学校数学の習熟度別指導に取り組みます。 

 

 ③命を大切にする心や、他者への思いやりの心などの豊かな心を育む「考え 議論する道徳」を推進

するため、各学校での取組や実践事例について協議する道徳教育推進会議や、より効果的な授業づ

くりや評価に関する研修を実施します。 

 

④子どもたちが読書を通じて新しい知識や世界に触れることができるよう、モデルとなる市町にアド

バイザーを派遣し、小中学校の児童生徒が本に親しむための取組について助言や支援を行うととも

に、県立学校においてモデル校を指定し、図書館を活用した探究的な学びや授業づくりに取り組み

ます。 

 

⑤生徒の豊かな感性や情操等を育むため、近畿高等学校総合文化祭三重大会兼みえ高文祭を開催する

とともに、全国高等学校総合文化祭への生徒の派遣や作品の出展等を支援し、生徒の発表や交流を

進めることで、文化芸術活動を推進します。 

 

⑥各学校において体力向上の目標を立てるとともに、ＩＣＴを効果的に活用した動作の録画・再生機

能による技能の向上や、演示や準備時間の短縮に伴う運動量の確保などにより、効果的に体力向上

を図るための授業改善を行います。さらに、各学校の状況に応じた１学校１運動の取組を推進する

ことで、児童生徒の総運動時間を増やし、体力の向上を図ります。 

 

⑦専門的指導と教員の負担軽減のため、運動部活動指導員の配置や運動部活動サポーターの派遣を行

うとともに、経験豊富な顧問教員の指導例や他府県の取組状況を共有するなど、部活動ガイドライ

ンに基づく適切な部活動運営に向けて取り組みます。また、中学校の休日部活動の地域移行が円滑

に進むよう、国の支援制度を活用して、各市町の状況に応じた方策を検討する協議会の設置や、コ

ーディネーターの配置に支援するとともに、受け皿となる運営団体における指導者の配置や諸費用

に支援を行います。また、休日に指導する人材を育成するための研修会を実施します。 

 

⑧基本的な生活習慣の確立や、多様化する健康課題の解決に向けて、関係機関と連携を図りながら、

「歯と口の健康づくり」や「心の健康づくり（学校メンタルヘルス）」、「性に関する指導」、「がん

教育」、「薬物乱用防止教育」等の健康教育の取組を推進します。健康課題を抱える子どもたちへき

め細かく対応するため、国の支援制度を活用して、養護教諭を支援する人材を学校に派遣します。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

授業で、課題の解決に向けて、自分

で考え、自分から取り組んでいると

思う子どもたちの割合 

（「授業では、課題の解決に向けて、

自分で考え、自分から取り組んでい

ましたか」という質問に対して、肯

定的な回答をした公立小中学生の割

合） 

 
小学生 78.9% 

中学生 84.6% 

小学生 79.6% 

中学生 85.3% 

小学生 81.7% 

中学生 87.4% 

小学生 78.2% 

中学生 83.9% 
－ － － 

自分にはよいところがあると思う子

どもたちの割合 

（「自分には、よいところがあると思

う」という質問に対して、肯定的な

回答をした公立小中学生の割合） 

 小学生 76.8% 

中学生 78.0% 

小学生 77.6% 

中学生 78.5% 

小学生 80.0% 

中学生 80.0% 

小学生 76.0% 

中学生 77.5% 
－ － － 

運動する時間を自ら確保している子

どもたちの割合 

（「学校の体育・保健体育の授業以外

で、運動（体を動かす遊びを含む）

やスポーツを合計で１日およそどれ

くらいしていますか」という質問に

対して、１週間の総運動時間が７時

間以上と答えた公立小中学生の割

合） 

 
小学生 39.2% 

中学生 77.4% 

小学生 40.4% 

中学生 77.6% 

小学生 44.1% 

中学生 78.2% 

小学生 38.0% 

中学生 77.2% 
－ － － 
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施策１４－２  

 

 

 

【主担当部局：教育委員会】 

施策の目標 

（めざす姿） 

子どもたちが、変化が激しく予測困難なこれからの社会において、変化をしなやかに前向きに受け

止めて、失敗をおそれず挑戦する心や生涯をとおして学びに向かう姿勢、社会の一員としての自覚と

責任を持ち、他者との協働を大切にしながら、豊かな未来を創っていく力を身につけています。 

（課題の概要） 

超スマート社会や社会・経済のグローバル化などが進み、求められる資質・能力も変化する中、子

どもたちがそれぞれの未来を創造し、社会の担い手となる力を育む教育を進める必要があります。 

 

現状と課題 

①新型コロナウイルス感染症の影響の中でも、高校生一人ひとりの希望や特性に応じた就職を実現す

るため、就職実現コーディネーターを配置し、早期からの求人確保等の就職支援に取り組んでいま

す。ミスマッチによる早期離職につながらないよう、生徒が入学後の早い段階から業種や職種、地

域の魅力ある企業の情報を得て、主体的に進路選択する力をつけられる取組を進めるとともに、地

域の企業の協力を得たキャリア教育に取り組む必要があります。 

 

 ②航海実習を行うための実習船「しろちどり」について、建造から 20 年以上が経過し老朽化が進ん

でいることから、新たな実習船の建造工事を着実に進めていく必要があります。 

 

③令和４年度から実施された高等学校学習指導要領に基づき、知識や技能の習得とともに、思考力・

判断力・表現力や主体的に学びに向かう力を育むため、探究的な学びなどを通して「主体的・対話

的で深い学び」が実践できる教育に取り組んでいます。グローバル化やデジタル化など社会状況の

変化が進む中、地域や地球規模の課題を自らの事として捉え、他者と協働しながら持続可能な社会

づくりにつなげていく力が求められており、創造的な資質・能力を育む教育に取り組む必要があり

ます。 

 

④新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、高校において海外研修などの実施が困難な状況にあって

も、テレビ会議システムを利用して海外姉妹校等と相互に文化を紹介し合う取組や、英語でのディ

スカッションやディベートなどを実践するセミナー等を実施しています。今後も引き続き、生徒が

国際的な感覚と広い視野を身につけられるよう、取組を工夫しながら、将来、世界で活躍できる人

材の育成を一層推進していく必要があります。 

 

⑤小中学校において英語による言語活動を行う授業が進むよう、指導方法や評価に係る教員対象の研

修会や、小中連携等の効果的な実践の研究に取り組んでいます。また、中学校においては、三重の

魅力を英語で発信する取組や、郷土について課題解決型学習の手法により学ぶ郷土教育を実施して

います。今後、県内の各地域の学校で、三重県に誇りと愛着を感じ、地域に貢献する意欲を持つ子

どもたちを育むことができるよう、一層の普及を図っていく必要があります。 

 

未来を創造し社会の担い手となる力の育成 

 162



⑥文理融合・教科横断的な課題解決型の学びを通して、論理的思考力や探究力を育成するＳＴＥＡＭ

教育（Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Art（s）（リベラルアーツ・教

養）、Mathematics（数学））に取り組んでいます。引き続き、教科横断的な探究活動を通じた学習

を広めていく必要があります。 

 

⑦成年年齢が 18 歳に引き下げられたことをふまえ、引き続き、発達段階に応じた主権者教育に取り

組むとともに、将来の自立した消費者としての役割や責任についての学習を進めています。今後も

主体的に社会を形成する力を育成する必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴う、高校生の就職を取り巻く環境の変化に対応するため、就

職実現コーディネーターを県立高校に配置し、早期からの求人確保に加え、地域の魅力ある企業や

職種などの情報を学校に提供することで、就職を希望するすべての生徒の就職実現につなげます。

職業ポータルサイトに掲載する企業の仕事内容等の情報を充実させるとともに、キャリア学習支援

員を配置して、入学後早い段階からのキャリア教育を推進します。特別な支援や配慮が必要な高校

生一人ひとりの適性や希望に応じた就職実現と社会的自立に向けて、関係機関によるネットワーク

会議を県内各地で新たに設置するとともに、入学後の早期からソーシャルスキルトレーニングや職

場実習に取り組みます。 

 

②実習船「しろちどり」については、令和５年度末の竣工をめざして、新しい実習船の建造を進めま

す。生徒の安全性を確保するとともに、航海や船舶の機関に関する実習をとおして、最先端の航海

技術が習得できる設備を整備します。 

 

③これからの時代を生きる子どもたちに、主体的に考え行動する力や、他者と協働して課題解決に取

り組む力を育みます。引き続き、データサイエンスやプレゼンテーションにかかる知識・技能等を

高めるとともに、課題研究や海外の生徒との交流等をとおして、これからの社会で必要とされる資

質・能力（コンピテンシー）を育む学びに取り組みます。 

 

④子どもたちが将来、国際的な視野を持ち、さまざまな分野で活躍していけるよう、国事業等も活用

しながら、留学や海外研修を推進します。新型コロナウイルス感染症により海外への訪問が難しい

場合でも、Ｗｅｂ会議システムを活用した海外の学校との交流等により、子どもたちの異文化への

理解や、語学力・コミュニケーション能力等を高めます。 

 

⑤児童生徒が英語を使って表現したり、伝え合ったりする力を高めるため、教員の指導力向上を図る

研修会や、実践例の情報発信等を行います。また、民間団体や関係部局と連携して、中学生が郷土

三重の魅力を英語の「書くこと」や「話すこと」で発信するコンテストを実施します。県内の複数

市町で、課題解決型学習の手法を取り入れた郷土教育に取り組むとともに、実践校の研究発表会を

開催し、その成果を県内に普及します。 

 

⑥企業や大学の協力を得て、各学校において実施してきたＭａａＳや地域の第一次産業を題材にした

探究学習を通じて開発したＳＴＥＡＭプログラムを活用して、より発展した探究活動に取り組み、

これからの時代に求められる創造力や課題発見・解決能力等の資質・能力を育成します。 
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⑦成年年齢が 18歳に引き下げられたことをふまえ、公民科の新たな科目「公共」における法や政治、

経済等に関わる諸課題の学習や、家庭科における消費生活に係る学習など、主権者教育、消費者教

育、環境教育などを引き続き推進し、社会の一員としての自覚と責任を持ち、自ら考え判断し課題

の解決に向けて主体的に行動する力など、社会の形成者として必要な資質を育みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

目標を持って学習や活動に取り組ん

でいる子どもたちの割合 

（「目標の達成をめざして、学習や活

動ができていますか」という質問に

対して、肯定的な回答をした公立小

中学生および県立高校生の割合） 

 小学生 94.1% 

中学生 94.8% 

高校生 75.1% 

小学生 95.5% 

中学生 96.1% 

高校生 77.1% 

小学生 100% 

中学生 100% 

高校生 83.1% 

小学生 92.7% 

中学生 93.5% 

高校生 73.1% 

－ － － 

学校外の活動に自ら参加し、将来の

進路を考えることにつなげている高

校生の割合 

（地域・社会、企業、大学等が実施

する取組や活動、インターンシップ

等への参加を通じて、将来の進路に

ついて考えることにつなげている県

立高校生の割合） 

 高校生 65.0% 高校生 73.8% 高校生 100% 

－ － － － 

国際的視野や論理的・科学的思考力、

探究心を育む取組に参加した子ども

たちの人数 

（国際的視野を広げ、多様な価値観

を理解したり、論理的・科学的思考

力、探究心を育むために県が実施す

る取組に参加した子どもたちの人

数） 

 
中学生 850 人 

高校生 220 人 

中学生 1,040 人 

高校生 240 人 

中学生 1,600 人 

高校生 300 人 

中学生 684 人 

高校生 203 人 
－ － － 

困難だと思うことでも、前向きに考

えて挑戦している高校生の割合 

（「困難だと思うことでも、前向きに

考えて挑戦していますか」という質

問に対して、肯定的な回答をした県

立高校生の割合） 

 
高校生 79.8% 高校生 80.8% 高校生 83.8% 

高校生 78.8% － － － 

地域や社会をよくするために、社会

の形成者として権利を行使し責任を

果たそうと考える高校生の割合 

（「社会の一員として権利を行使し、

義務と責任を果たそうと考えていま

すか」、「地域や社会をよくするため

に何をすべきかを考えることがあり

ますか」という質問に対して、肯定

的な回答をした県立高校生の割合） 

 
高校生 70.1% 高校生 72.5% 高校生 79.7% 

高校生 67.7% － － － 
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施策１４－３  

 

 

 

【主担当部局：教育委員会】 

施策の目標 

（めざす姿） 

インクルーシブ教育システムの理念をふまえ、特別な支援を必要とする子どもたちが、それぞれの

教育的ニーズに応じた学びの場において、安全に安心して早期からの一貫した指導・支援を受けるこ

とで、持てる力や可能性を伸ばし、将来の自立と社会参画のために必要な力を身につけています。ま

た、障がいの有無に関わらず、子どもたちが互いに交流することで、理解し、尊重しあいながら生き

ていく態度を身につけています。 

（課題の概要） 

特別な支援を必要とする子どもたちは引き続き増加が見込まれており、連続性のある学びの場と早

期からの一貫した指導・支援の充実が求められています。また、全ての教職員が特別支援教育に関す

る知識・技能を身につけるとともに、ＩＣＴや先端技術の活用によって、特別な支援を必要とする子

どもたちの自立と社会参画の機会を増やすことが求められています。 

 

現状と課題 

①特別な支援を必要とする子どもたちが、一人ひとりの特性や状況に応じ最も適切な場で学べるよう、

本人や保護者への丁寧な情報提供や相談などの就学支援を行っています。小中学校でのパーソナル

ファイルの活用や、中学校から高校への支援情報の引継ぎなど、それぞれの教育的ニーズを把握し、

切れ目のない支援を進めています。高校では、発達障がい支援員による巡回相談を実施し、生徒や

保護者との面談や教員への指導に関する助言等を行っています。小中学校と特別支援学校間での交

流及び共同学習では、対面による交流の他に、作品や手紙等の交換やオンラインを活用した交流を

行っています。引き続き、適切な指導・支援や校種間での確実な支援情報の引継ぎなど、早期から

の一貫した支援を進めるとともに、一部の市で試行的に取り組んでいる副次的な籍について、他の

地域にも広げられるよう理解啓発を図る必要があります。 

 

②高校における通級による指導について、伊勢まなび高校およびみえ夢学園高校では、コミュニケー

ションスキルを高めたり、自分の特性と業種のマッチングを図ったりするなど、自己理解を深める

とともに、社会に出てから必要とされるスキルの習得などの取組を進めています。他の高校にも発

達障がいなど特別な支援を必要とする生徒が在籍していることから、通級による指導を拡充してい

く必要があります。 

 

③指導医等からの指導・助言を受けて、安全で安心な医療的ケアを実施するとともに、教員と看護師

免許を有する職員を対象にしたスキルアップ研修会を実施しました。引き続き、安全に学校生活を

送るための支援を行うとともに、保護者の負担を軽減する必要があります。 

 

④特別支援学校にキャリア教育サポーターを配置し、生徒に適した業種・業務と必要な支援の方法を

企業に提案する形の職場開拓を行っています。今後、これまでは就労が難しかった業種や在宅での

就労に向けた支援に取り組む必要があります。 

 

特別支援教育の推進 
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⑤特別支援学校のセンター的機能として、子どもの特性に応じた指導・支援の方法や個別の指導計画

等の作成について、小学校・中学校・高校に対して助言などを行っています。今後も、教員の特別

支援教育に関する専門性の向上を図る必要があります。 

 

⑥特別支援学校における新型コロナウイルス感染症対策として、スクールバスを増便しています。今

後も、必要な感染症対策を講じ、子どもたちが安心して学校生活を送ることができる体制を整える

必要があります。 

 

⑦県立特別支援学校ボッチャ大会をオンラインで開催し、他校の生徒との競技を楽しむなど、障がい

者スポーツの普及・啓発に取り組んでいます。今後も、体育の授業や交流及び共同学習の機会等を

とおして、障がい者スポーツの普及に取り組む必要があります。 

 

⑧盲学校および聾学校について、城山特別支援学校の隣地への移転に向け、新たな校舎の建築に係る

設計を行うとともに、寄宿舎の建築工事に着手しました。また、杉の子特別支援学校の知的障がい

のある中学部生徒が令和５年４月から石薬師分校で学習できるよう、校舎の一部改修を行うととも

に、稲葉特別支援学校の狭隘化対策として、寄宿舎棟の改修を行いました。さらに、松阪あゆみ特

別支援学校の教室不足の解消を図るとともに、肢体不自由のある子どもたちの新たな就学先とする

ため、校舎増築に向けた土地取得を行いました。引き続き、特別支援学校の整備を計画的に進める

必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①小中学校でのパーソナルファイルのさらなる活用を進めるとともに、特別な支援を必要とする生徒

が高校においても適切な指導・支援を受けることができるよう、支援情報の引継ぎや、発達障がい

支援員による巡回相談の取組を進めます。障がいの有無に関わらず、児童生徒が共に学ぶ場面とし

て、小中学校と特別支援学校間での交流及び共同学習を進めるとともに、副次的な籍については試

行的に取り組んでいる市の成果と課題をふまえたうえで、他の地域にも広げられるよう市町との協

議を進めます。 

 

②伊勢まなび高校およびみえ夢学園高校の通級による指導において、自己理解やコミュニケーション

能力向上を図るための指導の改善に向けた取組を進めるとともに、他の高校でも通級による指導に

取り組みます。 

 

③医療的ケアを必要とする子どもが身体的に安定した状態で教育活動に参加できるよう、担当する職

員の専門性向上を図る研修を実施するとともに、指導医や指導看護師の指導・助言を得て安全で安

心な医療的ケアを実施します。通学に係る保護者の負担軽減のため、通学支援の方策について検討

します。 

 

④特別支援学校高等部生徒の進路希望の実現と、地域生活への円滑な移行をめざして、各特別支援学

校のキャリア教育プログラムを活用して、計画的・組織的なキャリア教育を推進するとともに、職

場開拓を進めます。就職支援サポーターを配置し、ＩＣＴを活用した在宅就労など、新しい働き方

や技能に対応した就労先の開拓や就職支援を進めます。 
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⑤小学校、中学校、高校における教員の特別支援教育に関する専門性向上のため、各特別支援学校の

センター的機能による助言等を進めるとともに、小学校等の通級による指導担当教員等のニーズに

応じた研修会等を実施します。 

 

⑥新型コロナウイルス感染症対策として、特別支援学校の子どもたちが安全で安心して通学できるよ

う、スクールバスの増便に向けて取り組みます。 

 

⑦特別支援学校の児童生徒が、一人ひとりの発達段階や障がいの状況、体力に応じて卒業後もスポー

ツに親しむことができるよう、体育の授業における指導員の活用や交流及び共同活動での障がい者

スポーツの取組等を進めます。また、教員の指導力向上のため、特別支援学校の教員を対象とした

講習会を開催します。 

 

⑧特別支援学校の施設について、計画的な老朽化対策および施設の狭隘化等に対応するための整備を

進めます。盲学校および聾学校は、老朽化対策・安全対策として城山特別支援学校の隣地へ移転す

るため、新たな校舎の建築に向けて予定敷地の埋蔵文化財調査等を進めるとともに、寄宿舎の建築

については、年度内の工事完了に向けて取り組みます。また、松阪あゆみ特別支援学校において校

舎増築のための設計を行います。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

特別支援学校高等部の一般企業就職

希望者の就職率 

（一般企業への就職を希望している

県立特別支援学校高等部の生徒の就

職率（就労継続支援Ａ型事業所を除

く）） 

 100% 100% 100% 

100% － － － 

特別支援学校における交流および共

同学習の実施件数 

（県立特別支援学校と小中学校、高

等学校等との交流および共同学習を

実施した回数） 

 600 回 700 回 1,000 回 

524 回 － － － 

通級指導教室による指導担当教職員

の専門性向上を図る年間を通じた研

修を受講した教職員の数（累計） 

（通級指導教室による指導を担当す

る教職員の専門性の向上を図るため

に、大学と連携して、年に１２回以

上の研修を受講した教職員の数） 

 30 人 60 人 150 人 

０人 － － － 
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施策１４－４  

 

 

 

【主担当部局：教育委員会】 

施策の目標 

（めざす姿） 

子どもたちはいじめ防止に向けて主体的に行動しています。各学校で、教職員による見守りや定期

的な面談に加え、専門人材も活用して教育相談を丁寧に進めるとともに、子どもたちの兆候や相談を

受け止めていじめを迅速に認知し、いじめの内容に応じた適切な対応を進めることで、子どもたちが

安心を感じています。 

（課題の概要） 

子どもたちが安心して過ごせるよう、学校における道徳教育や人権教育、家庭や地域と協力した取

組、「三重県いじめ防止条例」に基づく社会総がかりの取組を一層進めていく必要があります。また、

学校では子どもたちが相談しやすい環境づくりを進めるとともに、いじめの認知や対応を迅速かつ適

切に行っていく必要があります。 

 

現状と課題 

①「三重県いじめ防止条例」に基づき、いじめ防止応援サポーターの登録を進めるとともに、各サポ

ーターがいじめ防止の啓発など主体的な取組を行いました。また、いじめ防止強化月間に、児童生

徒がいじめについて考え話し合う活動やピンクシャツ運動などの取組を行いました。今後も、いじ

めの防止に向けて社会総がかりで取組を進めていくとともに、「いじめをしない、させない心」や

社会性を育む教育活動に取り組む必要があります。 

 

②いじめ把握の児童生徒アンケートの実施や、いじめ防止対策推進法の定義に基づく正確な認知の推

進、教職員間の情報共有、専門人材の活用、電話相談やＳＮＳを活用した相談など、いじめの早期

発見・早期対応に向けた取組を進めてきました。一方で、県立学校での重大事態について、三重県

いじめ対策審議会から、いじめ被害の訴えがあった際の調査の進め方や重大事態と認定すべき時期

等に係る答申を受けました。また、いじめ防止対策ワーキンググループにおいて、いじめを発見ま

たは情報を得た際の対応や、組織的な対応の強化、相談しやすい環境づくり等の具体的な対応方策

を取りまとめました。今後、いじめの正確な認知を一層進め、早期発見や早期対応を進めていく必

要があります。 

 

③いじめや暴力行為等の問題行動への対応、不登校への支援のため、心理や福祉の専門人材であるス

クールカウンセラー（ＳＣ）やスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の配置時間数を増やすとと

もに、日常的な相談に対応する教育相談員を配置しています。児童虐待については、「児童虐待気

づきリスト」を県立学校の生徒指導担当者に周知するとともに研修を行っています。今後も、子ど

もたちを取り巻くさまざまな課題に対して、ＳＣ、ＳＳＷを効果的に活用し、専門機関や医療とも

連携して適切に対応する必要があります。 

 

 

 

いじめや暴力のない学びの場づくり 
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④インターネット上で人権侵害につながるおそれのある書き込みを検索するネットパトロールを、平

日の毎日実施しています。また、ＳＮＳなどでの人権侵害につながるおそれのある書き込み内容を

投稿できるアプリ「ネットみえ～る」を引き続き運用し、書き込みや投稿に対しては学校や市町と

連携して対応しています。インターネット上でのいじめは年々増加していることから、今後も引き

続き、ネット上での誹謗中傷や人権侵害から児童生徒を守る取組を進めるとともに、ネット上での

いじめの防止に取り組む必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「考え 議論する道徳」について、いじめ防止につながる研修会や、道徳教育アドバイザーの指導・

助言により授業改善を図るとともに、「いじめをしない、させない心」や社会性を育むための指導

者用補助資料の作成や年間指導モデルを構築して、よりよく生きるための基盤となる道徳性を育み

ます。社会では法律やルールに基づいて行動する必要があることなどを学ぶ、専門家によるいじめ

予防授業を実施します。いじめ防止応援サポーターや児童生徒の主体的な活動を促進し、社会総が

かりでいじめをなくす取組を進めます。 

 

②三重県いじめ対策審議会の答申をふまえ、いじめ防止対策推進法や国のガイドラインに即して、い

じめ被害の相談や重大事態への適切な対応を改めて徹底するとともに、いじめ防止対策ワーキング

グループで取りまとめた対応方策を確実に実施していきます。迅速な認知と確実な対応を図るため、

いじめに関する情報をデジタル化し、関係者がリアルタイムで共有できるようにするとともに、複

雑ないじめ事案や認知へ至っていない事案に係る対応の検証や、効果的な対応策などの助言を行う

人材を県立学校に派遣します。また、各学校の生徒指導担当者など、いじめ問題を担当する教員を

対象に、いじめのとらえ方や認知した時の初期対応、児童生徒や保護者対応の留意点を学び、参加

教員がケースワークで話し合う研修を新たに実施します。 

 

③いじめの被害にあっている児童生徒、不安や悩みを抱える児童生徒からの相談や心のケアに対応す

るため、ＳＣの各学校への配置時間を拡充するとともに、教育支援センターにも引き続き配置しま

す。ＳＳＷの配置時間も拡充し、各学校からの要請に応じた派遣、福祉や医療機関等の関係機関と

連携した支援を行います。 

 

④ネット上での誹謗中傷や人権侵害、いじめから子どもたちを守るため、引き続き、ネットパトロー

ルや「ネットみえ～る」を実施するとともに、いじめ電話相談や多言語でも相談できる「子どもＳ

ＮＳ相談みえ」を実施します。また、教職員の教育相談に係る力量の向上を図る研修や、校内の教

育相談体制づくりを推進する中核的リーダーの育成をめざした教育相談研修を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 171



KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

いじめをなくそうと行動する子ども

たちの割合 

（「いじめについて見聞きしたとき、

いじめをなくそうと自分にできるこ

とを考え行動していますか」という

質問に対して、肯定的な回答をした

公立小中学生の割合） 

 
小学生 60% 

中学生 60% 

小学生 70% 

中学生 70% 
100% 

－ － － － 

学校生活に安心を感じている子ども

たちの割合 

（「学校で、いじめや暴力の心配がな

く、安心して学習することができま

すか」という質問に対して、肯定的

な回答をした公立小中学生および県

立高校生の割合） 

 小学生 96.8% 

中学生 98.0% 

高校生 94.0% 

小学生 97.6% 

中学生 98.5% 

高校生 95.5% 

小学生 100% 

中学生 100% 

高校生 100% 

小学生 95.9% 

中学生 97.5% 

高校生 92.4% 

－ － － 

いじめの認知件数に対して解消した

ものの割合 

（当該年度中に発生したいじめの認

知件数のうち、国の「いじめの防止

等のための基本的な方針」で示され

た解消要件を満たすものの割合） 

 100% 100% 100% 

94.9% 

（２年度） 
－ － － 
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施策１４－５  

 

 

 

【主担当部局：教育委員会】 

施策の目標 

（めざす姿） 

複雑化・多様化する教育的ニーズに対応し、不登校児童生徒や外国につながる児童生徒など、一人

ひとりの状況に応じた支援が適切に実施され、誰もが安心して学べる環境が整い、将来の社会的自立

に向けた力が育まれています。また、通学時の安全を確保する取組等が進むとともに、非常時にあっ

ても、安全・安心を確保しながら学びを継続していくことのできる体制が整っています。 

（課題の概要） 

不登校の要因や背景は複雑化・多様化し、人数も増加傾向にあるとともに、外国人児童生徒につい

ても今後も増加し、居住地域の広がりも見込まれ、社会的自立につながる支援が重要になっています。

また、通学時における子どもたちの安全確保や、非常時における学びの継続が求められています。 

 

現状と課題 

①不登校児童生徒が年々増加し、不登校の要因や背景が複雑化・多様化していることから、心理や福

祉の専門人材について学校への配置時間を拡充するとともに、市町の教育支援センターへの配置も

拡充して専門的見地からの支援・相談や、訪問型支援を進めています。高校段階で不登校等の状況

にある子どもたちに、学習支援や自立支援ができるよう、県立の教育支援センターの設置に向けた

実証事業に取り組んでいます。また、公立学校における支援事例をデータベース化するとともに、

「レジリエンス教育」や、潜在的に支援を要する児童生徒への早期の対応、オンラインの居場所づ

くりなどの取組を進めています。今後、小中学校の不登校児童生徒や、高校段階で不登校等の状況

にある子どもたちへの支援をさらに充実する必要があります。 

 

②市町が実施する外国人児童生徒教育への財政的支援を行うとともに、日本語指導や適応指導等を行

う相談員の配置や、オンラインを活用した日本語教育の実施など、外国人児童生徒への支援に取り

組んでいます。本県では日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍率が高いことから、就学促進や

日本語指導、進学・就職支援を進めていく必要があります。 

 

③外国人住民を含め、さまざまな事情により中学校で十分な教育を受けられなかった方への教育機会

確保の検討を進めるため、夜間中学への入学希望調査を行うとともに、夜間学級体験教室「まなみ

え」を実施しています。これまでに実施したニーズ調査や入学希望調査、「まなみえ」での取組の

結果から、県において夜間中学を設置・運営することとし、夜間中学開校に向けて必要な準備を着

実に進めるとともに、開校までの間も学び直しの機会を確保する必要があります。 

 

④千葉県八街市で下校中の児童が死傷した交通事故を受けて、各市町で策定する通学路交通安全プロ

グラムに基づく対応必要箇所の取組状況を確認し、関係部局と共有するとともに、学校安全アドバ

イザーによる登下校の安全対策に係る助言、交通安全担当教員やスクールガードへの講習を行って

います。今後、市町に対して、対策の進まない危険箇所について状況の聞き取りや、具体的な安全

対策が進むよう働きかけを行うとともに、学校安全ボランティアであるスクールガードによる見守

りの強化や安全教育を進めていきます。 

誰もが安心して学べる教育の推進 
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⑤新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、消毒液等の保健衛生物品の配備や通学時のスクール

バスの増便などに取り組んでいます。新型コロナウイルス感染症の影響下にあっても学びが継続で

きるよう、引き続き感染症対策に取り組んでいく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①要因や背景が複雑化・多様化し、増加している不登校児童生徒への支援を総合的に進める体制を整

備し、各学校での支援、学校以外の多様な活動や交流の場の提供、保護者も含めた相談の充実、福

祉等の関係機関や民間団体との連携などに取り組みます。その一つとして、新たに県立の教育支援

センターを設置して、高校段階の不登校生徒や高校中途退学者を対象とした多様な活動や交流の場

の提供、学習支援や自立支援に取り組みます。また、不登校児童生徒の要因や背景、期間等に応じ

た効果的な支援策を検討する協議会を設置するとともに、仲間づくりや居場所づくりなど魅力ある

学校づくりに取り組みます。 

  

②外国人児童生徒への初期の日本語指導や学校生活への適応指導など、市町が実施する取組に対して

支援を行います。巡回相談員を派遣して、日本語指導・適応指導や保護者への支援を行います。外

国人散在地域の小中学校でも適切に日本語指導を受けられるよう、オンラインを活用した日本語指

導を実施するとともに、集住地域の初期日本語教室と散在地域の小中学校とをオンラインでつなぐ

仕組みを構築します。高校においては、専門員等による学習支援を行うとともに、入学の早い段階

から日常生活で必要となる日本語の習得や日本の社会制度・文化を学ぶセミナー、教職員が日本語

指導について専門的に学ぶ研修会を開催します。進路未定のまま県立高校を中途退学した方には、

現状を確認するためのアンケートと支援内容に係る情報提供を行うなど、必要な支援を行います。 

 

③令和７年度の県立の夜間中学の開校に向けて、多様なニーズに対応できる教育内容等について検討

するため、先行事例の調査研究を行うとともに、令和６年度における施設設備の整備や生徒募集に

向けて必要な取組を進めます。また、夜間学級体験教室「まなみえ」を継続して実施します。 

 

④令和３年度に実施した通学路の一斉点検の結果をふまえ、通学路における対策必要箇所への安全対

策が進むよう関係部局に働きかけるとともに、市町には安全教育の推進や見守り活動の強化等につ

いて働きかけます。また、学校安全ボランティアであるスクールガードの養成や、見守り活動の中

心となるスクールガード・リーダーの育成に取り組みます。さらに、県内の公立学校の教員を対象

に校種別の講習会を行い、交通安全および防犯教育担当者の指導力向上に取り組みます。 

 

⑤児童生徒が安心して学校で学習できるよう、消毒液等の保健衛生物品の配備や、感染症拡大防止の

ための業務等を行うスクール・サポート・スタッフを引き続き配置するとともに、通学時の感染症

対策としてスクールバスの増便に向けて取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

不登校児童生徒が、学校内外の機関

等に相談等をした割合 

（公立小中学校および県立高等学校

の不登校児童生徒のうち、校内のス

クールカウンセラーや、校外の教育

支援センター等に相談等をした児童

生徒の割合） 

 小学生 78.3% 

中学生 71.6% 

高校生 62.1% 

小学生 81.0% 

中学生 75.8% 

高校生 64.2% 

小学生 89.1% 

中学生 88.6% 

高校生 70.5% 

小学生 72.9% 

中学生 63.2% 

高校生 58.0% 

（２年度） 

－ － － 

日本語指導が必要な児童生徒に対し

て、個々の日本語習得レベルに応じ

た教育を計画的に行っている学校の

割合 

（日本語を用いた授業を受けられる

ようになることをめざし、子どもの

日本語習得の状況に応じた教育を計

画的に行っている公立小中高等学校

の割合） 

 小学校 80% 

中学校 80% 

高等学校 60% 

小学校 90% 

中学校 90% 

高等学校 70% 

小学校 100% 

中学校 100% 

高等学校 100% 

小学校 78.8% 

中学校 74.6% 

高等学校 52.6% 

－ － － 

通学路の安全対策が実施された箇所

の割合 

（「通学路交通安全プログラム」に基

づく通学路安全点検により把握し

た、学校および教育委員会が安全対

策を行うべき箇所のうち、対策済み

の箇所の割合） 

 97.5% 100% 100% 

95.1% － － － 
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施策１４－６  

 

 

 

【主担当部局：教育委員会】 

施策の目標 

（めざす姿） 

学校と家庭・地域が目標や課題を共有し、協働して、教育活動が進められ、子どもたちの学びと育

ちを地域全体で支える体制が整っており、学校の活性化も進んでいます。また、教職員については、

社会の変化に対応した専門性と、主体的に学ぶ子どもたちの力を引き出す指導力が向上するとともに、

学校における働き方改革が進んでいます。 

（課題の概要） 

子どもたちの豊かな学びを実現していくため、地域と協働した学習や学校の活性化、教職員の資質

向上と働き方改革の推進、ＩＣＴの活用、学校施設の整備など、教育環境を整える必要があります。 

 

現状と課題 

①学校運営協議会の円滑な導入や地域の特色や資源を生かした運営について、各市町に周知を図ると

ともに、地域の方々の参画により子どもたちの学習支援に取り組む市町に支援を行っています。今

後、コミュニティ・スクールおよび地域学校協働活動を推進し、学校と地域が一体となった教育活

動を進める必要があります。 

 

②新たな県立高等学校活性化計画に基づき、県立高校の活性化に取り組むとともに、これからの時代

に求められる高校での学びと学校のあり方について検討しており、今後も引き続き検討を進めてい

く必要があります。 

 

③「令和４年度三重県教員研修計画」に基づき、教育的愛情や倫理観、コンプライアンス等の教職に

必要な素養や児童生徒理解、授業力向上、人権教育、特別支援教育等に資する研修を実施するとと

もに、ＩＣＴ活用指導力や不登校児童生徒への適切な支援など、今日的教育課題への対応力を高め

るための研修を実施しています。教職員が児童生徒の主体的な学びを支える伴走者としての役割を

担えるよう、時代の変化に対応した専門性を身につけるとともに、児童生徒の力を引き出す指導力

の向上を図る必要があります。 

 

④ＩＣＴを活用した学習が進むよう、県立高校においては、教科別にＩＣＴ活用指導計画を策定し学

習端末を活用した授業改善を進めるとともに、小中学校については、アドバイザーの派遣や、各市

町の活用状況についての情報共有等を行い、学校や家庭での学習端末の活用を進めています。今後

も引き続き、ＩＣＴを効果的に活用した授業が実践されるよう、教員の指導力の向上に向けた支援

を行う必要があります。 

 

⑤令和２年３月に策定した「三重県立学校施設長寿命化計画」に基づき、学校施設の老朽化対策を計

画的に進めるとともに、トイレの洋式化にも取り組んでいます。県立学校においては、建築から長

期間経過している校舎が多いことから、今後も、計画的に老朽化対策を進める必要があります。 

 

 

学びを支える教育環境の整備 
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⑥私立学校において個性豊かで多様な教育が充実されるよう、私立学校に対し経常的経費の助成を行

っています。引き続き、私立学校の教育環境の維持のため、経常的経費に対する助成を行う必要が

あります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の導入を進めるため、地域とともにある学校づくりサ

ポーターによる国の動向や好事例の周知や、各市町の取組や課題を協議する推進会議を開催すると

ともに、地域と学校をつなぐ役割を果たす地域学校協働活動推進員の配置を促進します。引き続き、

地域の協力を得た学習支援に取り組む市町への支援を行います。 

 

②高等学校のさらなる活性化に取り組むとともに、新たに３地域を加えた６地域で地域別活性化協議

会を開催し、各地域の状況や学校の果たす役割、学校の特色等に配慮しながら、地域における県立

学校の学びと配置のあり方について検討を進めていきます。 

 

③教育的愛情や倫理観、コンプライアンス等の教職に必要な素養や児童生徒理解、授業力等に資する

研修を経験や職種に応じて実施し、指導力の向上に取り組むとともに、主体的・対話的で深い学び

の授業改善につながる研修、言語活動を中心とした授業づくりのための英語指導力向上の研修や、

１人１台学習端末等を活用したより効果的な授業実践に資する研修を実施し、今日的教育課題に対

応できる専門性の向上に取り組みます。教職員のいじめへの対応力向上を図るため、法定・悉皆研

修または希望者への専門研修において、いじめの構造やいじめを生まない学級づくり、組織的対応

などについて学ぶ研修を新たに実施します。 

 

④県立高校において、１人１台学習端末を活用して一人ひとりに応じた学びや協働的な学びを進めま

す。授業においては、紙教材では理解が難しい内容について動画を用いて理解を深める学習や、双

方向による学習、探究型学習での実験や分析などに取り組むとともに、家庭においてはオンデマン

ド教材による学習や宿題のやり取りなど、学校と家庭で切れ目ない学習を進めます。また、市町に

アドバイザーを派遣し、小中学校における情報セキュリティや授業での効果的な活用に関する助言

を行います。さらに、教員や児童生徒のアカウントの管理に関するサポートや、教員等の資質向上

を目的とした実践交流会の開催などに取り組みます。 

 

⑤子どもたちが安全、快適に学べる環境を整備するため、「三重県立学校施設長寿命化計画」に基づ

き、県立学校の老朽化対策を計画的に進めるとともに、トイレの洋式やバリアフリー化、校舎のＬ

ＥＤ化など、施設・設備の機能の向上に取り組みます。 

 

 

⑥公教育の一翼を担う私立学校の教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育が一層拡充される

よう、学校運営に係る経費等の助成を行います。また、私立高等学校における若者の県内定着につ

ながる取組等に対して支援します。 

 

 

 

教育委員会 

環境生活部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

地域と連携した教育活動に取り組ん

でいる小中学校の割合 

（地域住民等の参画による学習支援

に取り組んでいる公立小中学校の割

合） 

 小学校 80.0% 

中学校 70.0% 

小学校 85.0% 

中学校 77.5% 

小学校 100% 

中学校 100% 

小学校 71.6% 

中学校 56.4% 
－ － － 

研修とその後の教育実践により自ら

の資質・能力の向上が図られたとす

る教職員の割合 

（「研修とその後の教育実践により

自らのライフステージに応じた資

質・能力を高めることができました

か」の質問に対して、「できた」と回

答した教職員の割合） 

 52.0% 54.0% 60.0% 

49.2% － － － 

リーダーシップを発揮して、課題の

改善に向け学校マネジメントの取組

をより効果的に進めている学校の割

合 

（「組織マネジメント研修の成果を

反映させ、課題の改善に向け組織的

に取り組むことができましたか」の

質問に対して、最も肯定的な選択肢

である「よく取り組んでいる」と回

答した公立小中学校および県立学校

の割合） 

 小学校 53.0% 

中学校 55.0% 

県立学校 48.0% 

小学校 54.0% 

中学校 56.0% 

県立学校 49.0% 

小学校 57.0% 

中学校 59.0% 

県立学校 52.0% 

小学校 51.8% 

中学校 53.6% 

県立学校 47.0% 

（２年度） 

－ － － 

１人あたりの年間平均時間外労働時

間が減った学校の割合 

（学校における働き方改革の取組に

より、１人あたりの時間外労働の年

間平均時間が前年度より削減された

公立小中学校および県立学校の割

合） 

 59% 61% 67% 

－ － － － 

１人１台端末を効果的に活用して指

導できる教職員の割合 

（児童生徒がＩＣＴを活用して、互

いの考えを交換し共有して話し合い

などができるように指導する能力に

関する問いに対して、肯定的に回答

した教職員の割合） 

 82.4% 86.8% 100% 

77.9% － － － 

新たな時代の要請に応えた私立学校

における特色ある教育・学校運営の

取組数 

（持続可能な学校運営の実現等に向

け、私立中学校・高等学校が実施す

る特色ある教育・学校運営の取組数） 

 95 件 100 件 115 件 

90 件 － － － 
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施策１５―１  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

生まれ育った環境に関わらず、子どもが権利の主体として尊重され、豊かに育つことができるよう、

企業や団体等のさまざまな主体による支援の拡大や、子どもの居場所の確保が進んでいます。また、

ひとり親家庭や経済的に困窮している子育て家庭、ヤングケアラー、発達に課題を抱える子どもなど、

支援を必要とする子どもやその保護者を適切な支援につなげるため、地域における支援体制の構築が

進んでいます。 

（課題の概要） 

少子化の進展や核家族化、地域社会でのつながりの希薄化などにより、年代の異なる子どもの交流

や地域の大人と関わる機会など、子どもの豊かな育ちに重要となる多様な体験機会が減少しています。 

また、保護者の経済的困難により子どもの学習機会や体験機会等が確保されず、夢や希望を諦めて

しまうことに加え、貧困が連鎖してしまう状況となっています。さらに、子どもを取り巻く環境が変

化する中、新たに顕在化する、いわゆるヤングケアラーのような支援を必要とする子どもへの対応が

求められます。 

 

現状と課題 

①地域社会のつながりの希薄化や新型コロナウイルス感染症による行動制限等により、子どもと地域

の大人との関わりや体験機会などが減少する中、地域で子どもの育ちを応援する企業等と子どもを

つなぎ、学びや体験の場を提供する取組を行っています。今後も、子どもの豊かな育ちのために、

多様な体験ができる環境整備を行っていく必要があります。また、インターネットを通じて有害情

報にふれたり、犯罪やトラブルに巻き込まれる事例があるため、青少年の健全な育成を阻害する要

因から子どもを守る取組をさらに進める必要があります。 

 

②「三重県子ども条例」に基づき、子どもの声を直接受け止め、子ども自身が解決に向かうよう支え

る相談電話「こどもほっとダイヤル」などの取組を行っています。子どもを取り巻く環境は大きく

変化しており、子どもの権利が守られ、子どもが自らの力を発揮して豊かに成長するため、子ども

の生活や意識等の実態をより把握する必要があります。 

 

③子育て家庭の孤立を防ぐため、ワークショップの開催や子育てのヒントなどが学べるＷｅｂ講座を

実施しています。Ｗｅｂ講座の充実等、子育て家庭への情報提供を推進するとともに、市町による

子育て支援の取組がさらに展開されるよう、ワークショップの手法やツールの紹介など、情報共有

を進める必要があります。 

 

④男性の育児参画への関心や理解を深めるため、男性の育児参画の事例を広く情報発信するとともに、

「みえのイクボス同盟」加盟企業や市町等と連携し、セミナー等を通じて育児休業を取得しやすい

職場環境づくりに取り組んでいます。改正育児・介護休業法による男性の育児休業制度の充実に合

わせ、さらなる男性の育児参画の推進や質の向上に取り組む必要があります。 

 

子どもが豊かに育つ環境づくり 
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⑤子ども食堂を含む「子どもの居場所」が担う役割は大きくなっており、その活動内容も多様化する

中、居場所づくりに向けた研修やアドバイザー派遣等による運営スタッフの人材育成や、活動に対

する財政支援により、「子どもの居場所」の運営力の強化などに取り組みました。引き続き、「子ど

もの居場所」の活動を持続可能なものとするため、市町や関係団体等と連携して、地域での支援・

応援の輪を広げる取組を進める必要があります。 

 

⑥ひとり親家庭や生活困窮家庭の子どもへの学習支援に取り組んでいます。また、「子どもの居場所」

を運営するさまざまな団体が行う学習支援活動に対して、アドバイザーの派遣や活動資金の助成を

行いました。一方で、県内の生活保護世帯の高校・大学への進学率が全世帯平均を大きく下回って

いるなど、学習支援等のさらなる充実を図る必要があります。 

 

⑦ひとり親家庭の安定した雇用や収入確保のため、就業・就労支援を行うとともに、児童扶養手当の

支給や母子父子寡婦福祉貸付金のほか、資格取得をめざす人への給付金の支給を行っています。ま

た、必要な支援情報を届けるため、スマートフォン等で 24時間アクセスできる「ひとり親家庭等相

談用ＡＩチャットボット」システムの構築を進めています。引き続き、さまざまな支援制度の認知

度向上や利用促進を図る必要があります。 

 

⑧ヤングケアラーの実態を把握し、その支援策などを検討するため、ヤングケアラー・コーディネー

ターを配置するとともに、市町要保護児童対策地域協議会を対象に実態調査を行っています。また、

ヤングケアラーを適切に把握し、必要な支援につなぐため、関係機関の職員等への研修を実施して

います。今後は、実態調査の結果をふまえ、広く県民の理解を深めるため、周知・啓発に取り組む

必要があります。加えて、ヤングケアラーの支援体制の充実を進める必要があります。 

 

⑨私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、就学支援金および奨学給付金の支給や授業料減

免を行った学校法人等に対する助成等を行っています。引き続き、保護者等の経済的負担軽減のた

め、支援を行う必要があります。  

 

⑩県立高校の授業料に充てる就学支援金や、授業料以外の教育費負担を軽減するための奨学給付金の

支給、経済的な事由により修学が困難な生徒に対して修学奨学金の貸与等を行っています。奨学給

付金においては、新型コロナウイルス感染症等の影響による家計急変世帯を支給対象としており、

引き続き、高校教育に係る経済的負担の軽減を図るための支援を行っていく必要があります。 

 

⑪発達支援が必要な子どもへの診療体制の充実に向けて、県立子ども心身発達医療センターの医師確

保に努めています。また、身近な地域での発達障がいの支援体制を強化するため、小児科医等を対

象とした連続講座の開催や市町職員への研修、発達障がい児等への早期支援ツールである「ＣＬＭ

と個別指導計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への導入を推進しています。引き続き、専門医

師の確保に努めるとともに、支援が必要な児童への取組を進める必要があります。 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①みえ次世代育成応援ネットワークと連携し、子どもが、さまざまな人とふれあったり、多様な体験

をする機会を提供します。また、インターネットの適正利用に係る啓発など、青少年の健全な育成

を推進する取組を実施します。 

 

②三重県子ども条例に基づき、子どもの生活に関する意識、実態その他の県が行う施策の推進に必要

な事項について、小・中・高校生や保護者、県民を対象に広くアンケート調査を実施し、その結果

を「みえの子ども白書」として取りまとめて公表するとともに、各施策に活用します。 

 

③子育てに不安を抱える保護者が、身近な地域において、保護者同士のつながりを築き、子育ての喜

びや不安を共有できるよう、ワークショップの手法やツールの提供、Ｗｅｂ講座の充実など、市町

による子育て支援の取組がさらに展開されるよう支援します。 

 

④男性が希望に応じて育児休業を取得できる環境づくりに向けて、企業を対象としたセミナーや情報

発信に取り組むとともに、地域社会全体で男性の育児参画に向けた気運を醸成するため、育児のノ

ウハウ習得等への支援や、これから親になる世代への普及啓発に取り組みます。 

 

⑤「子どもの居場所」の運営力強化のため、財政支援に加え、アドバイザー派遣による支援内容の充

実やスタッフの人材育成、地域におけるサポーターの拡大に取り組みます。また、子ども食堂を開

催する飲食店を掘り起こすモデル事業を実施し、食の提供機会を増やすとともに、「子どもの居場所」

の持続可能な活動につなげます。さらに、地域におけるネットワークの強化や情報発信等への支援

を行います。 

 

⑥生まれ育った家庭の経済状況等により、進学や学びをあきらめることがないよう、ひとり親家庭や

生活困窮家庭の子どもへの学習支援に取り組むとともに、学習支援等を行う「子どもの居場所」を

支援します。また、学習支援の取組を充実させるため、タブレット端末の貸し出し等によるオンラ

イン授業の導入を進めます。 

 

⑦ひとり親家庭の就業や自立を促進するため、就労支援を行うとともに、さまざまな支援に適切につ

なげるよう情報発信を強化する取組を進めます。また、三重県母子・父子福祉センターにおける法

律相談について、オンライン相談を導入するなど、より相談しやすい環境の整備に取り組みます。 

 

⑧実態調査から明らかとなったヤングケアラーの状況等をふまえ、広く県民の皆さんに周知・啓発す

るため、フォーラム等を開催するとともに、支援者向けの啓発ハンドブックの作成や講座等を実施

します。 

 

⑨県立子ども心身発達医療センターを中心とした途切れのない発達支援体制の構築のため、引き続き

センターの医師確保に努めるとともに、市町との連携強化や専門人材の育成に取り組みます。また、

発達障がいの早期発見・支援につなげるため、身近な地域における医療の確保と支援体制の充実に

取り組みます。あわせて、「ＣＬＭと個別の指導計画」の保育所等への導入を促進します。 
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⑩家庭の経済状況に関わらず、子どもたちが私立学校等で安心して学べるよう、就学支援金および奨

学給付金の支給や授業料減免を行った学校法人等に対する助成等により、保護者等の経済的負担の

軽減を行います。 

 

 

 ⑪高校教育に係る経済的負担の軽減を図るため、きめ細かに修学支援制度を周知するとともに、就学

支援金および奨学給付金の支給ならびに修学奨学金の貸与等を行います。就学支援金については、

やむを得ない理由により収入が著しく減少した世帯を新たな支援対象とするとともに、奨学給付金

については給付額を増額し、低所得世帯のさらなる負担軽減に取り組みます。 

 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

県が関わる子ども・子育て支援活動

に参加した企業・団体数（累計） 

（県が関わって実施される子どもの

体験機会の提供や世代間交流、事業

への協賛（資金的、人的支援等）な

ど、子どもの育ちや子育て家庭を支

援する活動に参加した企業・団体数） 

 
163 

企業・団体 

173 

企業・団体 

200 

企業・団体 

153 

企業・団体 
－ － － 

子どもの居場所数 

（子ども食堂やフードパントリーな

ど、学校や家庭以外で子どもが気軽

に集える「子どもの居場所」の数） 

 90 か所 105 か所 150 か所 

78 か所 － － － 

地域の医療機関に対して行う発達障

がいに関する連続講座の受講者数

（累計） 

（地域の医療機関に対して、子ども

心身発達医療センターが行う発達障

がいに関する連続講座の受講者数） 

 177 人 227 人 377 人 

127 人 － － － 
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施策１５―２  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

保育士等の処遇改善や離職防止などの取組が進んだことにより、保育士不足がなくなり、待機児童

が解消されています。また、病児保育や一時預かりなど、地域で多様な子育て支援が提供されるとと

もに、保育従事者の研修等により、幼児教育・保育の質が向上し、子どもたちがより豊かに育つ環境

づくりが進んでいます。 

（課題の概要） 

子どもの数は減少するものの、女性就業率の上昇などにより、一定の保育ニーズはあるため、保護

者の就労状況に応じた育児サービスと多様な子育て支援が必要となります。地域の保育ニーズに対応

し、幼児教育・保育を充実させるためには、支援を行う保育士等の人材確保と資質向上が必要です。 

 

現状と課題 

①待機児童のほとんどが低年齢児であり、その保育には多くの保育士が必要となるため、待機児童の

解消に向けて、保育士を加配して低年齢児保育の充実を図る市町を支援しました。また、保育士を

めざす学生への就学資金貸付の対象を拡充するとともに、保育補助者として保育現場で働きながら

保育士をめざす取組を支援しました。引き続き、保育士の確保に取り組む必要があります。 

 

②保育の質を向上させるため、保育士の資質向上および処遇改善を目的としたキャリアップ研修につ

いて、オンラインを活用し、受講の機会や定員を増やしました。また、「保育所･保育士支援センタ

ー」による就労相談や離職防止研修、Ｗｅｂサイト「みえのほいく」による情報発信を行っていま

す。さらに、令和３年度に県内で働く保育士の数や保育士養成施設の卒業生が減少に転じたことか

ら、その状況を把握し、有効な対策を検討するため、令和４年度は現役保育士や保育士養成施設の

学生を対象にアンケート調査を行っています。引き続き、保育士の資質向上や処遇改善に係る取組

を進めるとともに、魅力ある職場づくりに取り組む必要があります。 

 

③送迎バスでの園児死亡事故を受けて、改めて児童の安全管理を徹底するため、緊急点検を実施する

とともに、事故防止に向けて、児童の安全を第一とする安全管理研修を実施しました。また、送迎

バスを保有する全ての保育所等に対して、令和４年中を目途に実地調査を行う予定です。引き続き、

施設職員の安全意識の向上を図り、幼児教育・保育施設の児童の安全対策を徹底する必要がありま

す。 

 

④市町による地域の子育て支援を充実させるため、病児保育事業の施設整備や運営の支援、地域の子

育て支援の担い手となる「子育て支援員」を養成する研修を実施しています。引き続き、市町が地

域の実情に応じた子育て支援を実施できるよう、病児保育の広域的な利用支援や子育て支援員研修

を充実させる必要があります。 
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⑤私立幼稚園や認定こども園を設置・運営する学校法人に対して、運営経費の支援や幼稚園教諭の処

遇改善のための取組を実施するとともに、障がい児受入やＩＣＴを活用した職場環境の改善等の補

助を行っており、引き続き、幼児教育の充実に向けた支援を行う必要があります。 

 

⑥放課後児童クラブの待機児童の解消と、子どもが放課後を安全・安心に過ごすことができる環境整

備に向けて、放課後児童クラブの整備や運営、放課後児童支援員の処遇改善、放課後子ども教室の

運営を支援しています。放課後児童支援員を確保するための認定資格研修を拡充して実施するとと

もに、補助員の資質向上に向けた研修を実施しています。さらに、ひとり親家庭の放課後児童クラ

ブの利用料の補助を行っています。引き続き、支援員の処遇改善や確保に向けた取組などを進める

必要があります。 

 

⑦県内すべての幼稚園や保育所、認定こども園における教育・保育の質向上のため、三重県幼児教育

センターに幼児教育スーパーバイザーや幼児教育アドバイザーを配置し、市町の幼児教育に関する

計画や市町・園内研修会等への助言を行うとともに、研修会の開催などへの支援を行っています。

また、県が主催する研修について、保育者自身が必要な研修を受講できるよう、それぞれのライフ

ステージと必要な資質・能力に応じて整理、見える化しました。今後、アドバイザー等の助言を得

た各園の取組や、保幼小の円滑な接続の成果等を普及していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①待機児童を解消するため、保育士の確保が喫緊の課題であることから、保育士修学資金のさらなる

拡充を図るとともに、大学や関係機関と連携して保育士をめざす学生を増やす取組を進めます。ま

た、低年齢児保育の充実や外国にゆかりのある児童の保育のため、保育士を加配している私立保育

所等を支援する市町を支援します。 

 

②保育の質の向上と保育士の処遇を改善するため、オンラインを活用してキャリアアップ研修を実施

します。また、保育補助者の活用やＩＣＴの導入など、保育所等の職場環境の改善を支援するとと

もに、現役保育士や保育士を養成する大学の学生へのアンケート調査結果をふまえ、保育の仕事の

魅力について広く発信します。 

 

③幼児教育・保育施設の児童の安全管理を徹底するため、必要な機器等の整備や危機管理マニュアル

作成への支援、児童の安全管理に係る研修を行います。 

 

④市町による地域の子育て支援を推進するため、地域の子育て支援を担う専門人材を育成する「子育

て支援員研修」を実施します。また、病児保育の限られた資源を有効に活用するため、広域化の検

討を進めるとともに、医療的ケア児や障がい児、家庭環境に配慮が必要な子どもの保育を支援する

ため、保育環境の整備や保育士加配、保育支援者等の配置に取り組む市町を支援します。 

 

⑤私立幼稚園や認定こども園を設置･運営する学校法人に対して、安定した幼児教育に取り組めるよう

運営経費や幼稚園教諭の処遇改善を支援するとともに、障がい児受入やＩＣＴの導入等に対する補

助を行います。 
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⑥市町による放課後児童クラブの整備や運営、放課後児童支援員の処遇改善、放課後子ども教室の運

営を支援します。また、放課後児童支援員認定資格研修や資質向上研修をオンラインで実施します。

さらに、ひとり親家庭の放課後児童クラブの利用料の補助を行います。 

 

 

⑦県内各市町の幼児教育の質向上を図るため、幼児教育アドバイザー等を派遣し、県内の取組や成果

をまとめ、保育者の研修に活用できるよう情報提供を行うとともに、小学校教育への円滑な接続を

図るため、各施設等における取組への指導・支援を行うアドバイザーを派遣します。また、就学前

の子どもたちの適切な生活習慣を確立するため、引き続き、生活習慣チェックシートの活用を促進

します。 

 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

保育所等の待機児童数 

（翌年４月１日現在における保育所

等の待機児童の数） 

 ０人 ０人 ０人 

50 人  － － 

県が実施するキャリアアップ研修に

おける各分野の修了者数（累計） 

（県が実施するキャリアアップ研修

（７分野）で各研修分野を修了した

保育士等の数） 

 9,500 人 11,000 人 14,000 人 

8,221 人 － － － 

放課後児童クラブの待機児童数 

（５月１日現在における放課後児童

クラブの待機児童数） 

 ０人 ０人 ０人 

28 人  － － 
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施策１５―３  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

虐待から子どものかけがえのない命や尊厳を守るため、地域社会全体の児童虐待防止に対する理解

が広がり、児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応が進んでいます。また、全ての子どもが、家庭

あるいは良好な家庭的環境でできる限り養育されるよう、子ども家庭支援の充実や里親委託の促進、

施設の小規模グループケア化などの取組が進み、施設入所中から退所後まで切れ目のない自立に向け

た支援を受けることができています。 

（課題の概要） 

児童虐待に関する相談内容は多様化・複雑化しており、面前ＤＶ等の心理的虐待や子育ての悩みな

どの相談が増加すると想定され、それらが身体的虐待や重篤な事案につながらないような対応が必要

となっています。 

 

現状と課題 

①児童虐待相談対応件数が 2,000 件を超えて推移する中、県内全ての児童相談所におけるＡＩを活用

した児童虐待対応支援システムの運用や、専門職の増員に取り組み、児童相談所の虐待対応力の強

化に努めています。また、増加する外国につながる子どもの虐待防止対策のため、外国人支援員を

配置し、対応を強化しています。今後も、ＡＩシステム等を活用して人材育成を行うとともに、国

の「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に基づき、児童相談所における専門職の増員を着実に

進める必要があります。加えて、増加する外国につながる子どもの虐待防止対策に引き続き取り組

む必要があります。 

 

②市町における児童虐待への対応力強化に向けて、アドバイザー等を派遣し、要保護児童対策地域協

議会の体制強化や子ども家庭総合支援拠点の早期設置に向けた支援を行っています。拠点について

は現在 24市町に設置されており、市町の相談体制と専門性の強化が進んでいます。引き続き、拠点

未設置市町への早期設置に向けた働きかけを行う必要があります。また、児童福祉法の一部改正に

伴い、令和６年度以降、市町において設置が求められている「こども家庭センター」について、設

置に向けた支援を行う必要があります。 

 

③「三重県社会的養育推進計画」に基づき、里親支援業務を包括的に実施するフォスタリング機関を

県内に３か所設置し、里親制度の普及啓発などを行っています。引き続き、里親委託の推進に向け

て、フォスタリング機関の整備を進める必要があります。また、施設養育においてもより家庭的な

環境を提供できるよう、児童養護施設等の小規模グループケア化や地域分散化等を推進します。さ

らに、令和７年度から計画期間の後期に入る「三重県社会的養育推進計画」について、見直しの検

討を行う必要があります。 
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④児童養護施設等で生活する児童や里親委託児童を確実な自立につなげるため、自立支援コーディネ

ーターを配置し、措置解除前から解除後までの自立に向けた支援を行っています。引き続き、施設

等の退所を控えた児童やケアリーバー（社会的養護経験者）の孤立を防ぎ、自立に向けた支援に取

り組む必要があります。 

 

⑤子どもの権利擁護の充実に向けて、児童相談所や児童養護施設等の職員を対象にアドボカシーに関

する研修を実施しました。また、措置等の決定時において子どもの意見聴取等を行うことを義務付

ける、令和６年度に施行予定の改正児童福祉法をふまえ、北勢児童相談所と中勢児童相談所に併設

した一時保護所へ子どもの代弁者であるアドボケイトが訪問し、丁寧な意見聴取を行っています。

引き続き、子どもの権利擁護に係る取組を一層推進していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①児童相談所における児童虐待対応力の強化のため、ＡＩを活用した児童虐待対応支援システムのさ

らなる精度向上を図るとともに、児童福祉司等の専門職の増員に取り組みます。また、外国につな

がる子どもの虐待防止体制の充実を図ります。さらに、子どもや保護者等が相談しやすい環境整備

に向けて、ＳＮＳを活用した相談支援の整備に取り組みます。 

 

②市町の児童相談体制の強化のため、市町職員を対象とした研修を充実させるなど、市町の対応力の

向上を図ります。また、「こども家庭センター」の設置を見据えて、子ども家庭総合支援拠点の早期

設置を促進するため、市町に対してアドバイザーを派遣するなどの支援を行います。 

 

③「三重県社会的養育推進計画」に基づき、子どもが家庭的な養育環境の中で豊かに育つことができ

るよう、フォスタリング機関の整備を進め、里親委託の推進に取り組みます。また、施設養育にお

いても小規模グループケア化や地域分散化等を推進します。さらに、「三重県社会的養育推進計画」

について、検討会を立ち上げ見直しに向けて検討を進めます。 

 

④自立支援の充実を図るため、自立支援コーディネーターを配置し、児童養護施設等の退所を控えた

児童やケアリーバーの自立支援に取り組みます。また、生活基盤が脆弱になりがちなケアリーバー

の就労継続に向けた支援や、就学・就職やアパート等を賃借する場合などに必要となる身元保証人

の補助事業等、住居や生活に関する課題解決に向けた支援に取り組みます。 

 

⑤子どもの権利擁護のため、児童相談所や児童養護施設等の職員に対して、アドボカシーに関する研

修を実施します。また、一時保護児童へのアドボカシーの取組をさらに拡充するなど、子どもの意

見表明を保障する取組の充実を図ります。さらに、要保護児童の生活環境改善のため、一時保護所

や児童自立支援施設（国児学園）の環境改善を図ります。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

児童虐待により死亡した児童数 

（児童相談所が把握している児童虐

待により死亡した児童の数） 

 ０人 ０人 ０人 

０人 － － － 

乳児院・児童養護施設の多機能化等

の事業数（累計） 

（乳児院・児童養護施設が行う、児

童家庭支援センター、一時保護専用

施設、フォスタリング機関等の事業

数） 

 14 事業 16 事業 18 事業 

13 事業 － － － 

児童養護施設退所児童等の退所３年

後の就労率 

（児童養護施設退所後、里親委託解

除後３年を経過して就労している児

童の割合） 

 58.5％ 61％ 68％ 

56％ 

（２年度） 
－ － － 
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施策１５―４  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

結婚・妊娠・出産の希望がかなう地域社会の実現に向けて、地域における広域的な出会いの場の創

出や、自らのライフデザインを考える取組、不妊や不育症に悩む人の負担軽減につながる支援、妊産

婦やその家族が安心して子どもを産み育てられる環境づくりに向けた取組が進んでいます。 

（課題の概要） 

不妊治療の保険適用など、不妊・不育症に悩む人への経済的負担の軽減につながる支援が充実され、

治療が一般的となる一方、治療と仕事の両立などにおいて、精神的な負担を抱える人や、出産や育児

に対して不安を抱える人に対するケアが求められています。 

 

現状と課題 

①結婚を希望する人のニーズをふまえ、みえ出逢いサポートセンターにおいて、相談支援や出会いの

場の創出に取り組んでいます。長引くコロナ禍で、出会いの機会の減少や雇用環境、経済状況の悪

化等により、婚姻数が減少しているため、結婚を希望する人に対してさまざまな働きかけを行うな

ど、これまで以上に結婚支援の取組を推進していく必要があります。 

 

②子どもたちが自らのライフプランを考えられるよう、家族生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に

関する正しい知識の普及啓発に取り組んでいます。今後は、これまでの取組に加え、就職前後など

の若い世代を対象に妊娠前の健康管理の重要性を発信するなど、取組を強化する必要があります。

また、思春期の性の悩みや予期しない妊娠、妊婦健診未受診などで妊娠等に悩みを抱える若年層を

支援するため、より相談しやすい体制を整備する必要があります。 

 

③不妊や不育症に悩む人に対しては、令和４年４月からの不妊治療の保険適用後、県独自の新たな特

定不妊治療費助成制度を創設して経済的支援を行っています。また、不妊専門相談センターでの相

談対応や、不妊ピアサポーターによる当事者の精神的なサポートなど、精神的支援にも取り組んで

います。不妊治療が一般的となる一方で、治療や出産、育児に対して不安などを抱える人の増加が

見込まれるため、精神的支援を強化する必要があります。また、治療と仕事の両立に向けて、引き

続き、理解促進等に取り組む必要があります。 

 

④各市町において妊娠・出産から育児まで切れ目なく母子保健サービスが提供されるよう、母子保健

コーディネーターの養成研修を実施し、地域における専門人材の育成に取り組んでいます。さまざ

まな悩みを持つ妊産婦の不安解消を図るため、引き続き、支援を必要とする人がより身近な地域で

必要なサービスを受けられる体制を整備する必要があります。また、難聴児の早期発見・早期療育

に向けて、新生児聴覚検査体制の整備に取り組んでおり、今後は、市町や関係機関との連携体制を

強化する必要があります。 

 

 

結婚・妊娠・出産の支援 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①結婚を希望する人に対して、信頼できる出会いの場を提供するため、県と市町が連携した広域的な

出会いの場の創出を進めるとともに、市町や企業等が行う出会いイベントの開催等を支援します。

また、地域で活動する結婚応援サポーターのネットワークを形成し、同サポーターを通じて結婚を

希望する人同士の引き合わせを行うほか、企業等と連携し、従業員の出会いを応援する取組を支援

します。さらに、結婚を希望する人が安全・安心に婚活に取り組めるよう、民間事業者が提供する

サービスを含め、多様な婚活サービスの適正な利用等に関する周知啓発を行います。 

 

②家族生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に関する医学的に正しい知識を習得し、自らのライフデ

ザインを考えられるよう、ライフプラン教育に取り組みます。また、妊娠前の健康管理のための効

果的な支援について、調査研究を実施します。さらに、思春期の性の悩みや、予期せぬ妊娠等に悩

みを抱える若年層に対して、相談しやすい体制整備を進めます。 

 

③経済的な理由により不妊治療を諦めることがないよう、保険適用外となった先進医療等に対して市

町と連携のうえ助成を行います。また、不妊や不育症に悩む人の精神的負担を軽減するため、不妊

専門相談センターにおいて電話相談、面接相談を実施するとともに、身近な地域での当事者同士の

交流会を開催します。さらに、講演会等を開催するなど、不妊治療と仕事の両立に向けた支援に取

り組みます。 

 

④市町の保健師等を対象に、母子保健コーディネーターの養成研修を実施し、地域における専門人材

の育成に取り組みます。また、出産前後に支援を必要とする妊産婦に対して、相談支援をはじめ心

身のケアや育児サポートなど、助産師を活用したきめ細かい支援を広域的に行うための体制を整備

します。さらに、新生児聴覚検査体制の強化を図るため、市町と連携して新生児聴覚検査に係る情

報の集約に努め、切れ目のない支援を行います。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

みえ出逢いサポートセンターが情報

発信するイベント（セミナー、交流

会等）数 

（県が設置するみえ出逢いサポート

センターが SNS 等により情報発信す

る、出会い支援に取り組む民間団体

や市町が実施するイベント（セミナ

ー、交流会等）の件数） 

 366 件 386 件 450 件 

346 件 － － － 

思春期保健指導セミナーへの養護教

諭の参加者数（累計） 

（県が医療機関に委託して実施する

セミナーに参加する中学校および県

立学校の養護教諭の数） 

 85 人 125 人 240 人 

45 人 － － － 

母子保健コーディネーター養成数

（累計） 

（県の研修等により養成した母子保

健コーディネーターの数） 

 245 人 270 人 325 人 

227 人 － － － 

不妊症サポーター養成数（累計） 

（治療と仕事の両立支援のために企

業内で相談支援等を行う県が養成し

た不妊症サポーターの数） 

 108 人 144 人 264 人 

72 人 － － － 
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施策１６－１  

 

 

 

【主担当部局：環境生活部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県民の皆さんが文化に学び、感性を育みながら心豊かな生活を送れるよう、文化芸術を担う人材の

育成や地域における文化芸術の継承・発展・創造が進むとともに、生涯にわたって生きがいを感じる

ことができるよう、文化にふれ親しむ環境やさまざまな学習機会の充実が図られています。 

（課題の概要） 

人口減少・高齢化等に伴い、文化芸術を担い継承する人材が不足し、地域における文化の衰退が懸

念されています。また、「人生 100 年時代」の到来を見据え、県民の皆さんが生涯を通じて、学びた

い時に学べる環境づくりへのニーズが高まっており、その充実が求められています。 

 

現状と課題 

①文化を取り巻く社会環境の変化や国における文化振興施策に関する法整備をふまえ、県民の皆さん

や市町、文化団体など幅広く意見をいただきながら、「三重県文化振興条例（仮称）」ならびに中長

期的な文化の振興方策について検討する必要があります。 

 

②各県立文化施設が、三重の多様で豊かな自然や歴史・文化を体験する展覧会や魅力的な公演を開催

することにより、国籍や障がいの有無に関わらず全ての県民の皆さんが主体的に三重の文化にふれ

親しむ環境づくりが必要です。また、三重の文化の拠点として、歴史・文化資源の価値を一層高め

るとともに、活用することで観光振興や地域の活性化につなげていく必要があります。 

 

③国・県指定等を受けている文化財が適切に保存・継承されるよう、所有者等に財政的・技術的支援

を行っています。市町が作成する文化財保存活用地域計画の検討が円滑に進むよう、関係市が行う

市民等への周知方法について助言を行うとともに、計画内容を深めるための国・県・市による協議

を積極的に進めています。引き続き、文化財所有者への支援や市町への指導助言を積極的に行って

いく必要があります。 

 

④「人生 100 年時代」の到来を見据え、県民の皆さんが人生をより豊かに過ごすことができるよう、

ライフステージ等に応じた多様な学習ニーズを把握し、魅力的な学びの場や学んだ成果を発表でき

る場の提供など、生涯を通じて学ぶことができる環境づくりが必要です。 

 

⑤社会教育関係者の人材育成とつながりづくりのため、地域と学校をつなぐコーディネーターを養成

するとともに、さまざまな主体による学び合いを進めています。引き続き、社会教育関係者の育成

とネットワークの強化に取り組み、社会教育施設における地域課題の解決に資する場づくりをサポ

ートしていく必要があります。 

 

 

 

 

文化と生涯学習の振興 
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⑥鈴鹿青少年センターについては、ＰＦＩ事業契約に基づいて、施設の改修に係る設計が要求水準書

や提案内容に沿ったものとなっているかのモニタリングを行っています。また、熊野少年自然の家

については、指定管理者選定委員会を設置し、令和５年度以降の指定管理者を選定しています。両

施設ともに魅力ある施設の管理・運営を継続・安定させていく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①「三重県文化振興条例（仮称）」とあわせて、文化にふれ親しみ創造する環境づくりや文化を育み

継承する人材の育成など、今後の文化振興に係る具体的な方向性を定めた「三重県文化振興方針（仮

称）」の策定に取り組み、文化行政を総合的・計画的に推進していきます。 

 

②県立文化施設を「三重の歴史や文化を知る・学ぶ拠点」として位置付けた上で、斎宮をはじめ伊勢

神宮ゆかりの地を巡る文化体験ルートをモデル事業として実施し、課題等の検証結果をふまえ、市

町や関係機関等と連携しながら、県内外へ三重の文化の魅力を発信していきます。 

 

③県総合文化センター(文化会館、生涯学習センター)においては、音楽や演劇、伝統芸能など、多彩

で魅力的な文化芸術公演や、県内高等教育機関や博物館等と連携したセミナー、子どもたちが本物

の文化を体験できるアウトリーチ事業等を実施し、県民の皆さんに多様な文化と学びの場を提供し

ます。 

 

④総合博物館においては、活動理念である「ともに考え、活動し、成長する博物館」のもと、さまざ

まな主体や利用者との連携を進めるとともに、三重の多様で豊かな自然と歴史・文化等をテーマに

した魅力的な企画展や教育普及事業、移動展等のアウトリーチ活動を行います。 

 

⑤県立美術館においては、近代日本画の優れた作品の紹介や三重にゆかりのある作家を顕彰する展覧

会を開催するほか、文化・教育関係機関をはじめとするさまざまな主体と連携した教育普及活動等、

誰もが利用しやすい美術館をめざして、展示、普及活動に取り組みます。 

 

⑥斎宮歴史博物館においては、歴史や古典文学、美術に興味関心の高い層に対してより深く斎宮の魅

力を伝える特別展をはじめ、歴史体験プログラム等の教育普及に取り組みます。また、発掘調査で

は、奈良時代の中枢部の解明を進めることにより斎宮の魅力を発信します。 

 

⑦県立図書館においては、全ての県民の皆さんがより良い図書館サービスを等しく利用できるよう図

書資料の充実を行うとともに、広域ネットワークを活用した図書館間の資料搬送等に取り組みます。

また、市町立図書館等と連携した展示やセミナーの開催により、図書館の利用拡大を図ります。 

 

 

⑧歴史的・文化的に価値の高い文化財を調査し、保存・継承のため指定・登録等の措置を講じます。

「三重県文化財保存活用大綱」に基づき、市町や文化財所有者等による文化財の保存・活用・継承

への取組を支援するとともに、パネル展やＳＮＳを通じた文化財の魅力情報の発信に取り組みます。

世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」については、関係市と連携して、計画的な維持補修や魅力発

信に取り組みます。文化財保存活用地域計画については、関係市と連携を深め、充実した計画内容

となるよう助言等の支援を行います。 

環境生活部 

教育委員会 
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⑨地域と学校をつなぐコーディネーターが、より積極的に活動できるよう、フォローアップ講座を開

催し、社会教育に携わる人材の育成とネットワークの強化に取り組みます。また、社会教育の振興

を図るため、市町の社会教育委員や社会教育担当職員等を対象に研修や情報交換を行うとともに、

公民館等の社会教育施設において地域課題の解決に資する学びの場が創出されるよう講習等を実施

します。 

 

⑩鈴鹿青少年センターについては、青少年をはじめとした幅広い世代が集い、交流できる施設とする

ため、令和６年３月末まで休館のうえ、要求水準書や提案内容に沿って施設改修を行います。また、

熊野少年自然の家については、新たな管理者のもと、より魅力ある施設として、多くの方が学び楽

しむことができる学習プログラムやイベントを開催します。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

参加した文化活動、生涯学習に対す

る満足度 

（県立文化・生涯学習施設が実施し

た展覧会、講座、公演事業および歴

史・文化資源を活用した事業におけ

るアンケート調査で、「満足」「やや

満足」「やや不満」「不満」のうち、

その内容について「満足」と回答し

た人の割合） 

 72.6％ 73.6％ 76.6％ 

71.6％ － － － 

県立文化施設の利用者数 

（県立の図書館、博物館、美術館、

斎宮歴史博物館および三重県総合文

化センターの利用者数） 

 84 万人 100 万人 140 万人 

70.5 万人 － － － 

文化財の保存・活用・継承に向けた

支援活動の実施件数 

（関係団体や市町等とともに文化財

の保存・活用・継承に向けて取り組

んだ件数） 

 72 件 77 件 92 件 

67 件 － － － 
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施策１６－２  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部スポーツ推進局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

三重とこわか国体に向け高めてきた競技力の維持・向上により、多くの三重県ゆかりの選手が、国

民体育大会などの全国大会や、オリンピックやパラリンピックなどの国際大会で活躍するとともに、

県を代表するシンボリックチームが国内トップリーグで活躍しています。 

三重県ゆかりの選手等の活躍によって、県民の皆さんに夢や感動が届き、県民の郷土への愛着や誇

りが高まることにより、スポーツを通じた地域の絆づくりが進んでいます。 

（課題の概要） 

三重とこわか国体に向けて培った競技力を維持し、三重県ゆかりの選手の活躍を支援することで、

県民の皆さんのスポーツへの関心を高めるとともに、いつでも安全、快適に利用できる施設環境を整

備し、スポーツが持つ力により夢や感動が得られる機会を提供する必要があります。 

 

現状と課題 

①国民体育大会をはじめとする全国大会や東京 2020 オリンピックなどの国際大会において、三重県

選手が活躍する姿は県民の皆さんに夢や感動を届けました。また、パラアスリートへの関心も高ま

っています。こうしたスポーツの機運を生かし、三重とこわか国体に向けた競技力向上の取組を一

過性のものとせず、継続・発展させていくことで、スポーツに取り組む皆さん、とりわけ、次代を

担う三重の子どもたちの夢を育むよう、企業や関係団体等と連携し支援していく必要があります。 

 

②県営スポーツ施設において、すべての利用者の皆さんが安全・安心に利用できるよう、施設環境の

整備を進めるとともに、新型コロナウイルス感染症の影響により減少した利用者数の回復を図る必

要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①鹿児島国体での男女総合成績 10位台前半に向け、選手や指導者、競技団体の皆さんが実力を発揮す

ることができるよう、成年・少年選手の強化活動を支援するとともに、その後も次代を担う選手が

生み出され、安定的な競技力が維持されるよう、将来の競技スポーツを支えるジュニア・少年選手

の発掘・育成や、優れた指導者の養成に取り組みます。また、全国大会や国際大会での活躍をめざ

すパラアスリートの強化活動を支援します。 

 

②県営スポーツ施設について、利用者がより安全・安心に利用できる環境を提供するため、必要な改

修・修繕を行います。また、新型コロナウイルス感染症の影響により減少した利用者数の回復を図

るため、指定管理者とより一層連携し、感染防止対策の徹底やより良いサービスの提供に取り組み

ます。 

 

 

 

競技スポーツの推進 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

国民体育大会の男女総合成績 

（国民体育大会における正式競技の

参加点（ブロック大会を含む）と冬

季大会および本大会の競技得点の合

計による都道府県ごとの男女総合順

位） 

 

 

 

10 位以内 10 位台前半 10 位台前半 

－ 

（中止） 
－ － － 

全国大会の入賞数 

（国民体育大会、全国高等学校総合

体育大会、全国中学校体育大会にお

ける、団体・個人の入賞数） 

 

 
180 件 165 件 165 件 

70 件 － － － 

パラアスリートの全国大会の入賞数 

（ジャパンパラ競技大会、日本選手

権における、団体・個人の入賞数） 

 

 
36 件 38 件 41 件 

35 件 － － － 

県営スポーツ施設年間利用者数 

（県営スポーツ施設（三重交通Ｇス

ポーツの杜鈴鹿、三重交通Ｇスポー

ツの杜伊勢、ドリームオーシャンス

タジアム、県営ライフル射撃場）の

年間利用者数） 

 697,000 人 839,000 人 1,020,000 人 

555,035 人 － － － 
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施策１６－３  

 

 

 

【主担当部局：地域連携部スポーツ推進局】 

施策の目標 

（めざす姿） 

地域の活性化をはじめ、県民の健康増進などさまざまなスポーツの価値が発揮されるよう、三重と

こわか国体・三重とこわか大会のレガシーを生かした大規模大会等の誘致・開催、スポーツを「する」、

「みる」、「支える」機会の充実などに向けた取組が進んでいます。 

また、障がい者スポーツにさまざまな形で関わる人が増え、障がい者スポーツの裾野の拡大が進む

よう、障がい者が身近な地域で日常的にスポーツに参加できる環境づくりなどが進んでいます。 

（課題の概要） 

高齢社会が進行することで、心身の健康を維持したいという健康志向が高まる一方、人口減少が進

行することで、社会的な結び付きや地域でのコミュニケーションが少なくなっています。 

スポーツが持つ力で地域の絆づくりを進めるため、運動やスポーツにふれ親しむ環境を作り、スポ

ーツに参画する機会を拡充していくことが求められています。 

また、障がいへの理解や障がい者の社会参加を促進するため、障がい者スポーツの裾野の拡大に取

り組む必要があります。 

 

現状と課題 

①三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けて、県や市町において、競技施設の新たな整備

や大規模改修が行われるとともに、選手や指導者、競技役員、ボランティアなどの人材が育成され

ました。これらのレガシーを活用した取組を進め、スポーツの振興やスポーツを通じたまちづくり

につなげていく必要があります。 

 

②スポーツイベント参加者数は、新型コロナウイルス感染症の影響により減少しており、年齢や性別、

障がいの有無などに関わらず多くの人びとが気軽にスポーツに親しめる環境づくりを進めていく

必要があります。また、地域スポーツの担い手として位置付けられている総合型地域スポーツクラ

ブに対し、その役割が発揮されるよう働きかけていく必要があります。 

 

③スポーツを通じて、障がいのある人の自立と社会参加の推進や、県民の障がいへの理解を促進する

ため、障がい者スポーツ教室やふれあいスポレク祭などを開催するとともに、全国障害者スポーツ

大会へ選手派遣を行っています。また、障がい者スポーツのさらなる裾野の拡大をめざして、令和

４年８月に「三重県障がい者スポーツ支援センター」を開設しました。今後は、障がいのある人も

ない人も、共に障がい者スポーツに関わることができる環境づくりを行っていく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①市町・競技団体等が行う大規模大会等の誘致・開催、競技種目を定着させるための普及イベント等

の開催、人材育成などについて、補助事業等により支援していきます。 

 

 

地域スポーツと障がい者スポーツの推進 

地域連携部 
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②スポーツを「する」「みる」「支える」人びとの裾野の拡大を図るため、「みえのスポーツフェスティ

バル」や「みえのスポーツフォーラム」の実施、「スポーツ推進月間」等の周知啓発に取り組みます。

また、第３次三重県スポーツ推進計画に基づき、総合型地域スポーツクラブの質的充実が図られる

よう取組を進めます。 

 

 

③「三重県障がい者スポーツ支援センター」において、県民や企業等からの相談にワンストップで対

応するとともに、総合型地域スポーツクラブ等と連携し、障がいの有無に関わらず、身近な地域で

スポーツを楽しむことができる環境づくりや、障がい者スポーツに取り組む機会の充実、選手の発

掘や支える人材の養成等に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

三重とこわか国体・三重とこわか大

会のレガシーを活用し、スポーツを

通じたまちづくりに取り組んだ件数

（累計） 

（県の補助金を利用したことにより

国際大会等の大規模大会を誘致・開

催した件数および両大会の開催競技

を地域に根付かせるスポーツイベン

トを開催した件数） 

 12 件 24 件 90 件 

０件 － － － 

県内スポーツイベント等への参加者

数 

（県内で開催されるスポーツイベン

トにおける参加者、観戦者、大会役

員・ボランティアの数） 

 89,000 人 144,000 人 204,000 人 

34,956 人 － － － 

県が主催する障がい者スポーツ大会

等への参加者数 

（県が主催する障がい者スポーツ大

会や障がい者スポーツイベントにお

ける「する」「みる」「支える」人の

数） 

 

 

 

3,880 人 3,960 人 4,200 人 

3,800 人 

（平成 30年度）
－ － － 

初心者講習会に参加した障がい者の

人数 

（県が開催している各種障がい者ス

ポーツ競技の初心者講習会に参加し

た障がい者の人数） 

 214 人 238 人 310 人 

190 人 － － － 

 

子ども・福祉部 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

＜行政運営の取組＞ 
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行政運営１  

 

 

 

【主担当部局：戦略企画部】 

行政運営の目標 

人口減少をはじめとする社会課題やさまざまな地域課題の解決に向けて、ＰＤＣＡ（計画・実行・

評価・改善）サイクルに基づき、「みえ元気プラン」の適切な進行管理に努めることで、「強じんで多

様な魅力あふれる『美し国』」の実現に向けた県の取組が着実に進んでいます。 

 

現状と課題 

①人口減少・高齢化の進展や自然災害の激甚化・頻発化、脱炭素社会の実現に向けた動きやデジタル

化の急速な進展といった時代潮流への対応を進め、将来世代も含めた県民の皆さんが元気に、かつ

安全・安心に暮らすことのできる持続可能な地域を県民の皆さんとともに作り上げていくため、「強

じんな美し国ビジョンみえ」及び「みえ元気プラン」に示した取組を着実に推進する必要がありま

す。 

 

②県民の皆さんの意識を把握し、県政運営の参考等として活用するため、アンケート調査を実施して

います。「強じんな美し国ビジョンみえ」及び「みえ元気プラン」に基づく取組の推進に活用できる

よう調査内容を検討した上で、継続して実施していく必要があります。 

 

③温室効果ガスの排出削減など、カーボンニュートラルの実現に向けた取組を県内の産業・経済の発

展につなげていけるよう、「ゼロエミッションみえ」プロジェクトを推進していく必要があります。 

 

④持続可能な三重づくりに向けて、県内の企業・団体等のＳＤＧｓの取組を推進するため、令和３年

11 月に「三重県ＳＤＧｓ推進パートナー登録制度」を創設しました。令和４年６月時点で 716 事業

所を登録したところであり、県内企業・団体等のＳＤＧｓに資する取組の活性化を図っていく必要

があります。 

 

⑤日本を取り巻く安全保障環境が変化しつつある中、県民の皆さん一人ひとりが平和に関する理解を

深め、戦争の記憶と教訓を風化させないよう、引き続き、多くの県民の皆さんに戦争の悲惨さと平

和の大切さを伝えていく必要があります。 

 

⑥人口減少の実態や要因についての調査分析や、これまでの取組の検証を行いながら、本県の人口減

少対策にかかる取組の方向性を示す「三重県人口減少対策方針（仮称）」の策定に向けて検討を進め

ています。また、全 29市町が参画する「みえ人口減少対策連携会議」において、共同でのモデル事

業等の実施に向けた検討を進めています。こうした取組をふまえ、市町をはじめ様々な主体と連携

しながら効果的な対策に取り組む必要があります。 

 

⑦本県の施策を推進するうえで必要な国の制度の創設や改正、翌年度の政府予算に反映を求める事項

について、県独自で国への提言を実施しています。引き続き、地域の実情に応じた制度改正や予算

編成がなされるよう、国に対して、時機を捉え提言・要望活動を実施していく必要があります。 

 

総合計画の推進 
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⑧全国知事会や圏域の知事会等と連携し、広域的課題や共通の地域課題の解決に向けた取組や国への

提言を実施しています。引き続き、広域的に連携した取組を進めるとともに、地域の実情に応じた

制度改正や予算編成がなされるよう、国等に対して提言・要望活動を実施していく必要があります。 

 

⑨県民の皆さんや、企業、団体等のさまざまな活動に生かせるよう、基礎資料となる各種統計情報を

正確にわかりやすく提供することが必要です。 

 

⑩ＮＰＯの基盤を強化し、市民活動等の活性化につなげていくため、情報発信や研修会等を開催して

います。また、専門性を持ち継続的に事業を実施するＮＰＯを、県民の皆さんとともに応援し、強

化する事業を実施しています。引き続き県民の皆さんの社会参画や連携を促進するとともに、ＮＰ

Ｏが、多様化、複雑化する地域の諸課題に対応できるよう、支援していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

 

①令和５年度は、「強じんな美し国ビジョンみえ」及び「みえ元気プラン」の本格的なスタートの年と

なります。ビジョンに掲げた基本理念の実現に向け、「みえ元気プラン」の的確な進行管理を行って

いきます。 

 

②県民の皆さんの意識を把握し、「強じんな美し国ビジョンみえ」及び「みえ元気プラン」に基づく取

組を効果的に進めるため、県民を対象としたアンケート調査を実施します。 

 

③「ゼロエミッションみえ」プロジェクトを着実に推進していくため、プロジェクトの推進にかかる

庁内の総合調整を行うとともに、カーボンニュートラル社会に向けて対応が必要な新たな仕組みづ

くりについての調査を行い、効果的な取組につなげていきます。 

 

④「三重県ＳＤＧｓ推進パートナー登録制度」に登録した推進パートナーをはじめとする県内企業・

団体等のＳＤＧｓに向けた取組の活性化と好事例の横展開を図ります。 

 

⑤県民の皆さん一人ひとりに平和に関する理解を深めていただけるよう、若い世代をはじめとする多

くの県民の皆さんに、戦争の悲惨さと平和の大切さを伝える機会づくりに取り組みます。 

 

⑥地域の実情に応じた人口減少対策に取り組むため、市町と共同で先進的・広域的なモデル事業を実

施するとともに、市町との広域的な連携体制を強化します。また、人口減少にかかる調査・分析を

進めつつ、市町および庁内の総合調整機能を発揮しながら効果的な対策につなげます。 

 

⑦全国知事会や圏域の知事会等に参画し、広域的に連携した取組を進めるとともに、地域の実情に応

じた制度改正や予算編成がなされるよう、国等に対して提言・要望活動を実施します。 

 

⑧迅速かつ正確な統計調査の実施、審査、集計等を行い、調査結果を分かりやすく公表するとともに、

統計調査員への研修などにより、統計調査の円滑な実施を図ります。また、主要経済指標等の最新

の統計情報を県ホームページ（「みえＤａｔａＢｏｘ」）で提供するほか、各種統計資料を適切に作

成、刊行するとともに、統計の普及と利活用の推進及び統計調査への理解促進を図ります。 

戦略企画部 

 209



 

⑨県民の皆さん一人ひとりが自らを社会の担い手として認識し、ＮＰＯ活動への理解、参画が促進さ

れ、さまざまな主体との連携による地域課題の解決に向けた取組が一層進むよう、「みえ県民交流

センター」を拠点とした情報発信、ＮＰＯや中間支援組織の基盤・機能強化に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

目標の達成に向けて取組が進んだ

「みえ元気プラン」の施策の割合 

（「みえ元気プラン」の各施策に設定

されたＫＰＩについて、過半数が達

成している施策の割合） 

 

 80％ 80％ 80％ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

環境生活部 
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行政運営２  

【主担当部局：総務部】 

行政運営の目標 

多様な働き方の実現や何事にも挑戦する人材育成等を進めることにより、働き方改革がさらに進み、

新たな行政課題や災害等に迅速かつ的確に対応し、質の高い県民サービスが提供されています。また、

コンプライアンス意識がさらに向上した職員が育ち、県民の皆さんから信頼される県庁となっていま

す。 

現状と課題 

①県民の皆さんから信頼される県行政を推進するため、県政の諸課題や多様化する県民ニーズに迅速

かつ的確に対応し、質の高い県民サービスを提供できるよう、現在策定を進めている「みえ元気プ

ラン」と一体になった行財政改革の取組により、一層効果的に取組を進めていくことが必要です。 

②令和４年度の組織機構等について、人口減少対策をはじめ、多様なニーズに的確に対応できるよう、

所要の改正を行いました。引き続き、県政を取りまく新たな課題や、複雑かつ多様化する行政課題

に対し、迅速かつ的確に対応できる組織体制の整備を検討する必要があります。

③ワーク・ライフ・マネジメントの推進については、令和４年度から取組の名称を「ライフ・ワーク・

マネジメント」に改め、職員の健康確保やライフサイクル等に応じて必要とされる活動への対応な

ど、より「ライフ」を意識した取組を進めています。今後も引き続き、令和６年度時点の全庁目標

の達成に向けて取り組んでいく必要があります。 

④「三重県職員人づくり基本方針」に基づき、適切に研修等を実施しながら人材育成に取り組んでい

ます。「県職員育成支援のための人事評価制度」等の適切かつ円滑な運用を行い、期首面談、中間

面談等を通じて、職員の意欲・能力の向上と組織力の向上に取り組んでいます。

⑤各部局の総務課長等を構成員とする「コンプライアンス推進会議」を開催し、事例の共有・検証や

再発防止に向けた意見交換を実施するとともに、職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上や

風通しのよい職場づくりを進めるため、所属において個別面談方式によるコンプライアンスミーテ

ィングを実施するなど、コンプライアンスの推進に取り組んでいます。また、内部統制制度につい

ても、リスクマネジメントシートによる進捗管理等を行っています。今後も、職場内のコミュニケ

ーション等を通じたコンプライアンス意識の向上や内部統制制度の適切な運用が求められます。

⑥三重県公文書等管理条例（令和２年４月施行）の適切な運用により、公文書の適正管理の徹底に取

り組みました。今後も引き続き、公文書の適正管理について職員の意識を高めるための研修の実施

等に取り組んでいく必要があります。

県民の皆さんから信頼される県行政の推進 
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⑦５月～７月に定期健康診断を実施し、健診結果に基づく就労上の配慮や必要な保健指導を行ってい

ます。また、一定以上の時間外労働を行った職員に対しては、面接指導等を行うことで、過重労働

による健康障害の防止に取り組んでいます。メンタルヘルス対策については、所属長と連携し、サ

ポートシステムによる復職支援やメンタル不調者への相談支援を実施しています。引き続き、健康

課題への対応や過重労働対策、メンタルヘルス対策に取り組んでいく必要があります。

⑧危機発生を未然に防止する事前対策を行うとともに、危機発生時において、迅速かつ的確な対応が

行えるよう、引き続き職員の危機管理意識の徹底や危機対応力を備えた人材育成を行っていく必要

があります。

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「仕事の進め方改革の推進」や「コンプライアンスの推進」、「持続可能な行財政基盤の確立」を柱

に、「みえ元気プラン」と一体になった取組を推進し、行財政改革を効果的に進めていきます。

②県政を取り巻く新たな課題や、複雑かつ多様化する行政課題に対し、迅速かつ的確に対応するため、

現行組織の課題を検証し、より一層効果的・効率的な組織体制の整備を図ります。

③職員一人ひとりが主体的に「ライフ」と「ワーク」をコントロールできるよう、引き続きライフ・

ワーク・マネジメントの取組を推進していきます。

④引き続き、研修等を通じて人材育成を進めます。また、「県職員育成支援のための人事評価制度」等

の適切かつ円滑な運用を行い、フィードバック面談、期末面談等を通じて職員の意欲・能力の向上

と組織力の向上に取り組みます。

⑤引き続き、職場内のコミュニケーションを活性化し、職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向

上を図るとともに、内部統制制度については、職員への周知や理解を促進し、適切な運用を行って

いきます。

⑥三重県公文書等管理条例の運用を通して、公文書の適正管理の徹底に取り組みます。

⑦職員の安全を確保し、こころと体の健康保持・増進を図るため、ストレスチェックをはじめとする

総合的なメンタルヘルス対策の実施や、職場における健康管理、安全衛生管理に取り組みます。

⑧研修等を通じて、危機発生の未然防止や危機発生時等に的確な対応が行えるよう、引き続き職員の

危機対応力の向上に取り組みます。

総務部 

防災対策部 
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KPI（重要業績評価指標） 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

行財政改革として進める取組の達成

割合 

（行政運営（２、３、６）のＫＰＩ

のうち、行財政改革の取組を適切に

把握できる項目の達成割合） 

100％ 100％ 100％ 

－ － － － 

「コンプライアンスの徹底」に取り

組んだ所属の割合 

（所属ごとに設定したコンプライア

ンスの徹底に向けた取組を実施した

所属の割合） 

100％ 100％ 100% 

100％ － － － 

職員の人材育成・働きやすい職場実

感度 

（職員満足度アンケートのうち人材

育成および働きやすい職場をあらわ

す項目において、「そう思う」または

「やや思う」と回答した職員の割合） 

75.4％以上 75.4％以上 75.4％以上 

75.4％ － － － 
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行政運営３  

【主担当部局：総務部】 

行政運営の目標 

適正な予算編成と、税収確保対策や県有財産の有効活用といった取組を通じて、持続可能な財政運

営のもとで、「みえ元気プラン」の施策が効果的に展開されています。 

現状と課題 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大や原油価格・物価高騰に的確に対応するため、国の交付金等

を活用しながら複数回にわたる補正予算を編成し、適時・適切に対策を講じました。今後も、県民

の命と暮らしを守るための取組など喫緊の課題に対応しつつ、持続可能な財政運営の確保に向けた

取組を推進する必要があります。

②税収確保については、県内８県税事務所における財産調査や滞納処分の早期着手等滞納整理の徹底、

市町支援窓口を通じた市町と連携した取組等により、県税収入未済額の縮減に努めています。今後

もさらに収入未済額を縮減していく必要があることから、市町や三重地方税管理回収機構と連携し

た個人住民税徴収対策の強化に取り組むとともに、引き続き、県民の皆さんが納税しやすい環境の

整備を推進する必要があります。

③「みえ公共施設等総合管理基本方針」に基づく具体的な取組を進めるため、各部局と情報共有等を

行いました。県庁舎等において、引き続き各庁舎管理者による点検や修繕履歴の蓄積を行うメンテ

ナンスサイクルを実施することによって、庁舎の長寿命化を図っていく必要があります。

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「みえ元気プラン」でめざす三重県の姿の実現に向けて、喫緊の課題に対応しつつ、持続可能な財

政運営の確保に向けて、経常的な支出の抑制や多様な財源の確保に取り組み、身の丈に合った適正

な予算編成を推進します。

②県税の滞納整理については、早期に調査を実施し、差押等の滞納処分を進めるとともに、市町や三

重地方税管理回収機構と連携して個人住民税の徴収対策を推進し、県税収入未済額の縮減に努めま

す。また、スマートフォン決済アプリ等による納付の周知とともに、引き続き納税環境の整備を推

進することで、税収確保に取り組みます。

③「みえ公共施設等総合管理基本方針」に基づく取組を進め、県庁舎等について、引き続きメンテナ

ンスサイクルを実施することで、庁舎の長寿命化を図ります。

持続可能な財政運営の推進 
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KPI（重要業績評価指標） 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

経常収支適正度 

（当初予算における経常的支出額を

経常的収入額で除した率※） 

99.2％ 99.2％ 99.0％ 

99.2％ － － － 

公債費負担適正度 

（当初予算における公債費（うち一

般財源等充当額）を一般財源等総額

で除した率※） 

22.0％ 21.8％ 21.2％ 

22.2％ － － － 

県税徴収率 

（個人県民税を含む県税収入額を調

定税額で除した率） 

98.96％ 99.00％ 99.10％ 

98.93％ － － － 

※数値が低いほど財政構造の弾力性があると判断されます。
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行政運営４  

【主担当部局：出納局】 

行政運営の目標 

会計事務に対する県民の皆さんの信頼性を確保するため、公金の適正な管理を行うとともに、会計

事務担当職員が法令・規則に基づいた適正な会計事務を行うことができるよう支援します。また、県

民の皆さんの利便性を向上させるため、手数料等の収納方法の多様化を進めます。 

現状と課題 

①会計事務担当職員からの会計相談への対応、各種研修の実施およびeラーニングのコンテンツ整備、

メールマガジンの配信などにより、会計事務担当職員を日常的に支援するとともに、出納局検査に

おいて、内部統制制度の趣旨をふまえた指導や評価を行っています。引き続き、コンプライアンス

の徹底を図り、適正な会計事務の運用が行われるようにする必要があります。 

②安全性、流動性の確保を優先した基金の運用と、安全性を確保したうえで運用益を確保できる歳計

現金の管理に努めています。今後も基金および歳計現金の資金管理を適正に行うとともに、運用益

の確保に向けてより効果的な運用を検討していく必要があります。

③県民の皆さんの公金納付方法の利便性を向上させるため、キャッシュレス収納等（コンビニ・スマ

ホ収納）を導入し、収納方法の多様化を図っています。今後も納付者の利便性のさらなる向上に向

けた取組を進める必要があります。 

④会計事務担当職員が適正かつ円滑に業務を実施することができるよう、電算システム（財務会計シ

ステム、電子調達システム（物件等））の安定的な稼働と運用に取り組んでいます。引き続き、適

切に運用するとともに、財務会計システムについては、現行システム運用期間満了（令和６年 12

月）に伴う機器更新業務を確実に進める必要があります。 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①会計事務担当職員が適正に事務を行うことができるよう、会計事務に関する相談への対応など日常

的な支援を行うとともに、会計事務担当職員の能力向上、知識の習得およびコンプライアンスの徹

底を図るため、各種研修や事前確認・事後検査を実施します。また、国の会計制度や社会情勢の変

化などをふまえて、会計規則等を見直します。

②公金を適正に管理するとともに、支払資金の安定的な確保、安全かつ効率的な歳計現金の運用、お

よび安全性、流動性の確保を優先した基金の運用を行います。

③県民の皆さんの利便性を向上させるため、令和３年度に決定した証紙制度の見直しの方向性に沿っ

て、個々の手数料等の状況に応じた収納方法の多様化の取組を進めます。

適正な会計事務の確保 
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 ④会計事務を行う所属が正確かつ適正に業務を遂行できるよう、電算システム（財務会計システム、

電子調達システム（物件等））を安定稼働させるとともに、財務会計システムについては、令和７

年 1月から運用開始できるよう機器更新業務に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

事後検査による文書指導の件数（一

所属あたり） 

（事後検査で文書指導をした件数

を実施所属数で割ったもの） 

 0.95 件 0.9 件 0.75 件 

２年度 

1.0 件 
－ － － 

手数料等の収納方法の多様化 

（収入証紙により収納している手

数料等 117 業務のうち、電子決済等

他の方法で収納できる業務の割合） 

 ２% 30% 70% 

１% － － － 
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行政運営５  

 

 

 

【主担当部局：戦略企画部】 

行政運営の目標 

県民の皆さんに県への意見・提案窓口が周知されるとともに、必要な県政情報が届くよう、新たな

ＤＸ手法を取り入れながら、広聴機能の充実と多様な媒体による情報発信を図ることで、県の広聴広

報活動が県民の皆さんとのコミュニケーションツールとして活用されています。 

 

現状と課題 

①県民の皆さんの意見や提案等を県政運営に生かすため、県民の皆さんからの声を速やかに関係部局

に共有するとともに、引き続き広聴ツールのブラッシュアップを行うことで、広聴機能の充実を図

ることが必要です。 

 

②県民の皆さんが県政情報を日々入手する手段としては、新聞・テレビ・ラジオなどが大きなウェイ

トを占めています。より多くの方に情報が届くよう、積極的に報道機関へ情報を提供していく必要

があります。 

 

③県政情報を県民の皆さんに的確に届けるためには、県民の皆さんが日常的に利用する多様な広報媒

体での情報発信に向けて、新たなメディアでの発信を検討する必要があります。 

 

④県民の皆さんが県政情報を円滑に入手できるよう、県ホームページについては、常時安定した運用・

保守を行っていく必要があります。 

 

⑤県民の皆さんの参加による公正な県政を推進していくためには、行政情報を積極的に公開し、情報

公開制度を適正に運用していくことが必要です。また、個人情報保護法の改正により地方公共団体

の個人情報保護制度が令和５年４月から全国共通ルールとなることから、適正に運用していく必要

があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「県民の声相談」や「みえ出前トーク」等の広聴機能の向上を図るとともに、広聴活動で得た意見、

要望、提案等を県政運営に生かすよう取り組みます。 

 

②県から発信した情報がテレビニュースや新聞等に取り上げられ、より多くの方に県政情報が的確に

届けられるよう質の高いパブリシティに取り組みます。 

 

③県政情報を県民の皆さんに的確に届けるため、県広報紙、新聞、テレビ、ラジオ、インターネット

に加え、新たなツールの導入などにより、効果的な情報発信を行います。 

 

④県ホームページについては、常に安定した運用を維持する必要があることから、ＯＳのアップデー

トやセキュリティの確保など、Ｗｅｂシステムの運用保守を適切に行います。 

 

広聴広報の充実 
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⑤職員を対象とした研修等に取り組むなど、意識の一層の向上を図り、情報公開制度を適正に運用し

ます。また、個人情報保護制度が令和５年４月から全国共通ルールとなることから、制度の周知を

図るとともに、研修や相談対応により職員の理解促進を図るなど、適正な運用となるよう必要な措

置を講じていきます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

みえ出前トークの実施件数 

（県民の皆さんへの施策説明と意見

交換を行う、双方向コミュニケーシ

ョンツールとしての「みえ出前トー

ク」の実施件数） 

 40 件 80 件 200 件 

 

28 件 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

県政情報（電子版）の提供媒体数 

（県広報紙（電子版）のＷｅｂやア

プリによる提供媒体数） 

 ６媒体 ７媒体 10 媒体 

５媒体 － － － 
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行政運営６  

 

 

 

【主担当部局：デジタル社会推進局】 

行政運営の目標 

デジタル技術を活用した業務プロセス改革や庁内におけるデジタルコミュニケーションが進むなど、

県庁内におけるＤＸが推進され、生産性が向上するとともに、多様で柔軟な働き方が実現しています。 

 

現状と課題 

①県庁ＤＸ推進の核となる人材の育成に加え、全所属でＤＸについての職場内研修を実施し、職員間

の意識、理解の差の解消、対話による組織のＤＸ推進に取り組んでいます。県庁ＤＸを推進してい

くためには、今後も核となる人材を育成するとともに、職員全体の能力向上に取り組む必要があり

ます。 

 

②サイバー攻撃が増加している現状をふまえ、県情報ネットワークや庁内システムの情報セキュリテ

ィ対策を徹底するとともに、安定運用に努める必要があります。また、県庁ＤＸの推進に向け、令

和４年度より業務効率化とさらなる生産性の向上をめざした基盤整備を進めており、その効果が最

大限に発揮されるよう運用ルールの見直しやさらなるデジタル環境の充実に取り組む必要があり

ます。 

 

③令和４年度に進めている基盤整備にあわせ、一人一台パソコンを持ち寄っての会議やビジネスチャ

ット等を活用した情報共有・意見交換などの庁内におけるデジタルコミュニケーションのあり方の

検討などを行うとともに、各所属からの要請に基づくデジタル化支援やＡＩ－ＯＣＲ・ＲＰＡ等の

デジタル技術を活用した業務効率化に取り組んでいます。引き続き、デジタルコミュニケーション

の推進やデジタル技術を活用した業務プロセス改革に取り組む必要があります。 

 

④各部局が保有している情報システムの最適化に向けて、企画・構築・運用に至る各工程において、

支援・審査・評価を行うとともに、各部局が取り組むデジタル技術を活用したＤＸ関連事業につい

ても、助言・支援を行っています。今後も全庁の情報システム及びＤＸ関連事業が適切に実施され

るよう、引き続き各部局の取組を支援していく必要があります。 

 

令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①昨年度に引き続き、部局のＤＸ推進を牽引していく「ＤＸ推進スペシャリスト」、デジタルツール

活用全般のサポート等を行う「デジタル活用推進員」を育成します。また、職員の役割に応じて必

要なスキル等を身に着ける「階層別研修」や、行政のＤＸを進める上で必要となる考え方の理解を

促進するため、「職場内ＤＸ研修」を実施します。 

 

②県情報ネットワークや庁内システムについて、引き続き、情報セキュリティ対策の徹底と安定運用

の両立に努めます。また、ＤＸ推進基盤の整備により新たに導入されるメール、グループウェア等

のコミュニケーションツールが効果的に活用されるよう、運用ルールの見直しを進めるとともに、

一人一台パソコンを活用したテレワークの強化等のデジタル環境の充実に取り組みます。 

 

県庁ＤＸの推進 
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③新たに導入するコミュニケーションツールを活用し、庁内におけるデジタルコミュニケーションを

推進するとともに、デジタル技術を活用した業務改善支援や多くの職員が関係しデジタル化による

効果が大きい業務を対象とした業務プロセス改革に取り組みます。 

 

④各部局が取り組むＤＸ関連事業の助言・支援及び情報システムの適正化を図るための支援・審査・

評価を継続して行います。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

ＤＸ推進スペシャリストが参画した

業務改善等の取組件数 

（各部局でのＤＸ推進を牽引する人

材として育成しているＤＸ推進スペ

シャリストが参画した業務改善等の

ＤＸ推進に向けた取組の件数） 

 

 

 

20 件 40 件 100 件 

 

10 件 

 

－ － － 

デジタルコミュニケーションが定着

していると感じる職員の割合 

（デジタルコミュニケーション（①

一人一台パソコンを持ち込んでのペ

ーパレス会議の開催、②Ｗｅｂ会議

の開催、③チャットを活用した情報

共有）が定着していると感じる職員

の割合） 

 

 

 

40％ 50％ 80％ 

 

35.8％ 

 

－ － － 
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行政運営７  

 

 

 

【主担当部局：県土整備部】 

行政運営の目標 

公共事業の実施プロセスの公正性・透明性が確保され、事業を適正かつ着実に実施することにより、

公共事業の成果が県民の皆さんに届き、公共事業への信頼感が向上しています。 

建設業の魅力発信や働き方改革、建設現場の生産性の向上等を推進することにより、建設業の担い

手確保等につながり、「地域の守り手」である地域の建設企業による社会資本の整備・維持管理や災害

対応等が実施され、県民の皆さんの安全・安心が確保されています。 

建設工事等の受注者への不当要求等が根絶され、適正な履行環境が確保されています。 

 

現状と課題 

①公共事業評価については、「三重県公共事業評価審査委員会」における調査審議により公共事業の適

正化に取り組んできました。引き続き、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した評価を行い、公

共事業の適正な執行に取り組む必要があります。 

②入札契約制度については、「三重県入札等監視委員会」の調査審議をふまえ、制度の改善、適正な運

用に取り組んできました。引き続き、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した制度の改善等に取

り組む必要があります。 

③公共事業の適正な執行のために電子調達システムや設計積算システムなどの安定運用に取り組んで

います。また、進行管理システムについては、令和５年度末に現システムのＯＳがサポート期限を

迎えることから、次期システムの令和６年度の運用開始に向け、構築業務に着手したところであり、

引き続き、計画的に業務を進める必要があります。 

④建設業は災害対応等、「地域の守り手」として、県民の皆さんの安全・安心の確保に重要な役割を担

っていますが、人口減少・高齢化の流れが加速する中、未来に存続していくには、担い手の確保が

急務となっています。このため、新・担い手３法をふまえ策定した「第三次三重県建設産業活性化

プラン」に基づき、担い手確保に向けた建設業の魅力発信や働き方改革の推進、生産性の向上など

の取組を進めてきました。引き続き、これらの取組を一層推進していく必要があります。また、「第

三次三重県建設産業活性化プラン」が令和５年度までの計画であるため、次期プランの計画策定に

取り組む必要があります。 

 

⑤建設業者が安心して事業を営むことができるよう、建設工事等の受注者への不当要求等に対しては、

警察や建設業界などと連携した「三重県建設工事等不当要求等防止協議会」を令和３年に設立し、

体制の強化を図りました。引き続き、建設工事等の受注者への不当要求等の根絶に向け取り組む必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

公共事業推進の支援 
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令和５年度当初予算編成に向けての基本的な考え方 

①「三重県公共事業評価審査委員会」の調査審議を受け、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した

事業の評価を行い、公共事業の適正な執行に取り組みます。 

 

②「三重県入札等監視委員会」の調査審議を受け、公共工事の公正性・透明性を確保しつつ、公共事

業を取り巻く状況の変化に対応するための入札契約制度の改善、適正な運用に取り組みます。  

 

③公共事業の適正な執行のために、引き続き、電子調達システムや設計積算システムなどの安定運用

を図ります。また、次期進行管理システムについては、更なる業務の効率化に向けてシステムを構

築することとし、計画的に構築業務を進めていきます。 

 

④地域の建設業が未来に存続し、その役割を果たせるよう、「第三次三重県建設産業活性化プラン」

に基づき、担い手確保に向けた建設業の魅力発信や働き方改革推進のための週休二日制工事の拡大

に取り組みます。また、生産性向上への取組として施工時期の平準化およびＩＣＴ活用工事の工種

拡大、ＢＩМ／ＣＩМの試行の継続などの各種取組を進めます。さらに、技能者の処遇改善等に向

け建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の活用促進などに取り組みます。これらの取組を引き

続き市町へ要請します。 

「第三次三重県建設産業活性化プラン」については、取組実績等を分析し、令和６年度からの次

期プランの計画策定に取り組みます。 

 

⑤「三重県建設工事等不当要求等防止協議会」を積極的に運営し、関係機関等と連携して、建設工事

等の受注者への不当要求等の根絶に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

公共事業の適正な執行 

（「三重県公共事業評価審査委員

会」、「三重県入札等監視委員会」の

調査審議等を受け、公共事業が適正

に執行されていること） 

 

 

 

適正な執行の

継続 

適正な執行の

継続 

適正な執行の

継続 

 

適正に執行 

 

－ － － 

週休二日制工事（４週８休）の達成

率 

（週休二日制として発注した工事の

うち、４週８休を達成した工事の割

合） 

 

 

60％ 

 

70% 100％ 

37％ 

 

－ 

 

－ － 

ＩＣＴ活用工事（土工）の実施率 

（ＩＣＴ活用工事（土工）の対象と

して発注された工事のうち、ＩＣＴ

を活用した工事の割合） 

 

 

72％ 

 

79％ 100％ 

65％ 

 

－ 

 

－ － 

建設工事等の受注者への不当要求等

に対する適正な履行環境の確保 

（「三重県建設工事等不当要求等防

止協議会」を積極的に運用し、建設

工事等の受注者への不当要求等が排

除され、適正な履行環境が確保され

ていること） 

 

適正な履行環

境の継続的な

確保 

適正な履行環

境の継続的な

確保 

適正な履行環

境の継続的な

確保 

適正な履行 

環境を確保 

 

－ 

 

－ － 
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